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第一章 序章 

1.1．研究背景 

中国の自動車市場は、2010年から世界一の規模に成長し、既存の外資ブランドメーカー

に加え、中国民族系ブランドメーカーの台頭により、約 100社の自動車メーカーが乱立

し、激烈な競争の状態となっている。 

そのような環境のなかで、トヨタ自動車（以下、トヨタという）は、第一汽車集団、広汽

集団と合弁で、天津一汽トヨタ自動車、四川一汽トヨタ自動車・成都、四川一汽トヨタ自動

車・長春、広汽トヨタ自動車の四拠点で自動車を合弁生産し、一汽トヨタ、広汽トヨタ、そ

れに日本から完成車輸入の Lexus の三系列で販売している。 

しかし、「中国に出遅れていたトヨタが 2000 年中国自動車最大手の第一汽車と(中略)包

括提携契約に調印した」1とあるように、トヨタの中国進出が遅れたという通説を耳にする。

中国におけるトヨタの乗用車生産開始は 2002年からで、先行する独フォルクスワーゲン（以

下、ＶＷ）は 1985年に中型乗用車「サンタナ」の生産を開始しており、トヨタはＶＷに対

し 17年もの遅れがある。 

また、2019 年の自動車販売台数をみると、世界の総販売台数が 9,129 万台に対し、トヨ

タ車の販売台数は 1,074 万台と 11.7％を占めている。これを、中国に限ってみると総販売

台数が 2,576 万台なのに対し、トヨタ車は 162万台の 6.2％と世界平均を大きく下回ってお

り、トヨタは中国市場で苦戦している。 

一方、ＶＷの世界販売台数は 1,097 万台と 12.0％を占めていが、中国におけるＶＷの販

売台数は 423 万台の 16.4％と世界平均を上回っている。ＶＷの中国市場への依存度は

38.5％（トヨタは 15.0％）と高く、中国市場を最重要市場として重視している。 

 トヨタ（Toyotaと Lexus）における中国の位置づけを販売・生産台数面から見ると、2019

年販売台数は 1位米国 238 万台・全体の 25％、2位中国 162万台・同 16％、3位日本 161万

台・同 16％、2019 年生産台数は 1 位日本 341 万台・全体の 37％、2 位中国 140 万台・同

15％、3位米国 119万台・同 13％と、中国はトヨタ車の海外生産最大国に成長した 2。 

 

1.2．問題意識 

トヨタは戦前から中国で紡織と自動車生産の経験がある。紡織はトヨタグループの創始

者である豊田佐吉が紡織用の綿糸、綿布製造のため、1921 年に上海で株式会社豊田紡織廠

（以下、豊田紡織廠）、1935 年に紡織用自動織機の製造販売を受け持つ株式会社豊田機械

製造廠（以下、豊田機械製造廠）がある。また、自動車については軍部の要請により、トヨ

タ自動車工業は 1937 年 2月に上海工場、1938 年 1月に天津工場を開設し、トラックの修理

                                                   
1 王（2007）トヨタが 2000年に合弁契約したのは天津汽車である。そして 2002年 8月に第一

汽車と包括契約を締結 
2 トヨタ自動車 HPより検索、2020年 2月 19日 

https://global.toyota/jp/company/profile/production-sales-figures/ 

https://global.toyota/jp/company/profile/production-sales-figures/
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から開始した。その後、1940 年に天津でトラック組立ての北支自動車工業株式会社（以下、

北支自動車工業）、1942 年に華中豊田自動車工業株式会社（以下、華中豊田自動車工業）へ

と発展し、中国における経営管理の経験を積んできている。この間、どのような経営理念を

もち、実践し成長してきたのか、また、現在のトヨタの中国事業経営との連続性について興

味を持った。 

戦後は、日本からの完成車の輸入販売からはじまり、自動車部品の現地生産は、1997 年

にエンジンなどの主要ユニットや部品を手がける合弁会社 4 社を相次いで天津に設立した

ことから始まる。 

トヨタは 1970 年代後半、自動車産業の育成を目指していた中国政府に進出を請われたが、

貿易摩擦の渦中にあった米国への現地進出を優先し、中国への進出を拒否したと言われて

いる 3。逆にいち早く要請に応じたＶＷは優遇措置などで躍進し、中国販売シェアで第一位

となっており、トヨタのトップは「周回遅れ」と自戒している 4。事実、中国におけるトヨ

タの乗用車生産開始は 2002年からで、先行するＶＷは 1985年に中型乗用車「サンタナ」の

生産を開始しており、トヨタはＶＷに対し 17年もの遅れがある。 

そこで、トヨタの乗用車生産の合弁事業が誕生するまで、中国でどのような紆余曲折に直

面し、それを解決していったのだろうか、また、1997 年に設立した合弁事業はどのような

問題に直面し、いかにそれを解決したのか。その教訓はその後のトヨタの合弁事業に、どの

ように生かされたのであろうか。また、現在のトヨタの合弁事業はどんな矛盾を抱えながら

経営に努めているのであろうかという問題意識と共に、それは他社でも発生する普遍的な

ものなのか疑問をもった。 

現在、トヨタ内における中国の位置づけは、海外生産量が最大国となっているにも係わら

ず、販売台数シェアは世界平均の半分程度と低迷している。また、中国で最も成功している

ＶＷと比較すると大きく後塵を排しており、事業戦略および競争力の分析することにより、

トヨタの比較劣位要因を明らかにすることを試みる。 

近年は地球環境の悪化に伴い CO2 削減は喫緊の環境課題であり、その解決策として電動

化や自動運転化が注目されており、自動車産業は「100 年に一度の大変革時代」と言われ、

新技術の進展や、新しいモビリティ・サービスが注目を浴びている。 

この一環として、中国では 2019 年から一定台数の新エネルギー車（New Energy 

Vehicle で、以下 NEV）の生産を義務づけるクレジット規制が導入された。背景には中国

主要都市の劣悪な大気汚染対策（PM2.5）、石油輸入依存度の減少というエネルギー安全

保障上の観点、および自国の電動車メーカーを世界最大の自動車メーカーに成長させると

いう国策がある。中国の NEV政策は、CAFC（Corporate Average Fuel Consumption、企業

平均燃費規制、中国以外では Corporate Average Fuel Efficiency、CAFÉと言いう）がセ

                                                   
3  詳細は第 7章、第 8 章を参照 
4 「自動車強国に挑むトヨタの中国戦略」『中日新聞』2019年 5月 21日 
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ットで導入されているところに特徴があり、中国は世界の NEV販売台数の約 6割（2018

年）を占め先行している。 

そこで、中国で 2019 年から施行された NEVについて、トヨタの事業戦略を検討する。ト

ヨタは得意とするハイブリッド車（Hybrid Car、以下 HV）5を中心に商品戦略を展開してい

たが、NEV対象車に HVは含まれず苦しいスタートとなっている。しかし、2018年 5月、李

克強首相がトヨタ自動車北海道株式会社を視察し、トヨタの社長の豊田章夫が案内した以

降、「トップ間に信頼関係が生まれトヨタはアクセルを踏んだようだ」（中国政府幹部）と、

中国事業を積極姿勢へ転換しており、「トヨタの中国事業の転換点は 2018 年 5 月だった」6

と報道されている。背景としては、「再びバスに乗り遅れるともうチャンスはない」（トヨタ

幹部）7という危機感と、トヨタにとって中国市場は日本を抜き、米国に次ぐ第 2 位の販売

台数となる重要市場に成長したことにある。 

上述のように、トヨタは中国市場で 100年の経験があるにも係わらず、なぜ中国市場で比

較劣位の状態にあるのであろうか。そこで、トヨタの中国における事業活動 100年の歴史を

俯瞰し、「経営の根幹にある「事業戦略」を「経路依存性」と「内部成長」の観点から読み

解く」とともに、そこに流れているトヨタの普遍的な思想を分析する。そして、各時代にお

ける具体的課題として、①戦前において中規模メーカーのトヨタがなぜ中国で成功をおさ

めることができたか、②戦後の中国自動車発展期に、トヨタはなぜ乗用車生産工場の進出が

遅れたか、また台湾との関連性があるのか、③戦後の中国合弁事業における運営実態と、比

較劣位となっている原因の分析、④トヨタの中国 NEV 戦略を分析し戦略の特徴と今後の展

望を分析することを本稿の目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
5  HV ハイブリッド車の略( hybrid electric vehicle）、 ハイブリッド車の基本動力は、モー

ターとエンジンで 常にエンジンが最も効率よく駆動できるよう、モーターは、エンジンのア

シストや余剰エネルギーの回収を行う。 2 つの動力を効率よく使い分けることで、低燃費と

軽快な走りを両立する。 
6 『日本経済新聞』2019年 11月 23日 
7 『日本経済新聞』2019年 11月 23日 

 

https://en.wikipedia.org/wiki/Hybrid_electric_vehicle
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第Ⅰ部 研究理論 
第二章 経路依存性と内部成長の理論 
前述のようにトヨタは中国進出後 100年の歴史のある企業であり、また、日本を代表する

グローバル企業である。そこで、本章では、企業の事業戦略における「経路依存性」、日本

企業の成長の特長といえる「内部成長」という基本命題についての研究理論を明確にする。 

 

2.1. 経路依存性の理論 

経路依存性（Path dependence）は、「あらゆる状況において、人や組織がとる決断

は、（過去の状況と現在の状況は現段階では全く無関係であったとしても）過去のその人

や組織が選択した決断によって制約を受ける」という理論である。 

経済プロセスが一定の事前決定されたユニークな均衡に向かって着実に進まない多くの

モデルや経験的ケースはあるが、達成される均衡の性質は部分的にそこに到達するプロセ

スに依存する。したがって、経路依存プロセスの結果は、しばしば固有の均衡に向かって

終息することはないが、代わりにいくつかの平衡の一つに到達すると言われている

（Wikipedia）。 

新古典派経済学においては、市場に複数の新しい技術が導入された場合、最も優れたも

のが広く受け入れられ、市場のシェアを確保することが予想されるが、実際にはそうでな

いことも多々ある。そのような状況を説明するために登場した新しい考え方が「経路依存

性」である。経路依存性によると、どの均衡へ収束するかは、その経路途中の小さな事象

（スモールイベント）、すなわち偶然に支配されるとしている。その偶然の積み重ねの結

果、ある均衡へ収束するのであり、従来の理論のように最初から合理的にある均衡へ収束

するわけではないとされた。したがってその均衡が最も合理的なのかどうかも分からない

とされた。 

ポール・クルーグマンがノーベル経済学賞を取った産業立地論は、産業の当初の立地に

ついては、偶然の要因が非常に大きいものの、一旦そこである産業が発達すると、そこに

次の産業がおこり、集積の利益が発生するというロジックであり、経路依存性を元にした

考え方であるとされている（津川 2014）。 

技術における経路依存性は，その製品の技術が選択される際に，一つ又は複数の特定事

象に制約され，特定の技術が選択されることをいう。すなわち，人々は技術選択を行う前

に，既にその時点でロックインされている偶然事象の結果に捉われ，技術選択を行ってい

る 8。その製品が具備すべき技術は，技術決定論的な判断基準ではなく，その時点での社

会的，技術的，あるいは経済的要因等による偶然事象にて決定されるというものである。 

                                                   
8 David, A. [1985], ”Clio and the Economics of QWERTY”, The American Economy 

Review, Vol.75, No.2. pp332-337. 

日本語訳は冨田 洋介｢法の起源と経路依存性および金融市場の変化に関する試論｣『共栄大

学研究論集』2018-03-31、69-82 頁。 
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経路依存性について｢市場経済移行と経路依存性｣9において、｢偶然の事象や決定が構築

される制度に帰着し、それが長期に渡って維持される傾向を持ち、将来的にアクターが利

用可能な選択肢の幅が、たとえそれらがより長期的には効率的・効果的であろうとも、制

約される過程｣と述べている。 

筆者は経路依存性についての理解を基盤にすえながら、その多様な含意に目を向けたい

と考える。 

 

2.1.1.「経路依存」派の理論 

Paul C. Lasewicz (2017)は企業のアーカイブス研究のなかで、利益を得ないかぎり存

在を続けることができない営利企業におけるアーカイブズは、企業業績そのものに大きく

左右されまれる。アーカイブズが企業の競争優位性の創出に貢献し、企業業績の向上すな

わち企業価値の向上に寄与するならば、その存在は認められ、競争優位性の創出に貢献す

るとは、「戦略的」であるが、計量的に示すことはできていない。 

「経路依存」の考え方は、1980 年代に経済学の中から生まれ、社会学や歴史学、経営

学、政治学など幅広い分野で取り入れられてきた考え方である。「経路依存」派は歴史に

目を向けたグループではあるものの、ある偶然の、一回限りの事象や意思決定などが競争

優位性を創出するのであり、過去を反復することは不可能であるから、企業の過去は現在

および未来の経営には役に立たない。これは企業の歴史に関わる記録や情報を保存し、活

用することは無意味であるという結論につながると述べている。 

経路依存性を示す例として，キーボードの配列や，1900 年代初頭の米国での自動車の動

力源、1970 年代から 1980 年代の家庭用ビデオ・ フォーマットの闘いの事例がある。 

キーボードは現在 QWERTY配列が主流となっているが、1900年代前後の QWERTY キーボ

ードは、当初、マニュアル式のタイプライターのキーが動かなくなることを最小限に抑え

るように設計されたものであり、タイプライターのタイピング速度を故意に遅くするため

の配列であった。1 世紀以上にわたり標準的なキーボードの並び方であり続け、この配列

が今なお使用されているのは，既にこの配列でのタイピングを習得したユーザーが，のち

に開発されたタイピング速度のより速い DVORAK配列への転換によるスイッチングコスト

の発生を忌避したからである。QWERTY の標準としての地位は、オリジナルなタイプライ

ターに由来する「存在理由」が消滅した今日のデジタル時代においてさえも、潜在的には

より優れたキーボードの並び方である代替案からの挑戦をかわすことを可能にしてきた例

である 10 。 

                                                   
9 溝端佐登史、堀江典生｢市場経済移行と経路依存性｣『経済研究』2013年(64)、338頁 
10 David, “Clio and the Economics of QWERTY <クリオと QWERTY の経済学>.” 後の研究で 

は、QWERTY キーボードが実際には市場による論理的な選択であるという点で、David の 解

釈は本質的に欠陥があるという議論がなされた 
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次に、1900 年代初頭、米国では蒸気自動車・ガソリン自動車・電気自動車の 3種類が存

在し、それぞれ技術改良が進められていた。しかし，北米で発生した馬の疫病により，馬

車によるスチームエンジン用の水の運搬が中断されたり、フォードがガソリン自動車であ

るＴ型フォードの大量生産システムを構築したりといった出来事により、ガソリン自動車

の優位性が決定された 11。これらは，新たな習得技術への抵抗や馬の疫病の流行など社会

的要因がその後の技術を特定した例である。 

また、1970 年代から 1980 年代の VHS とベータマックスという家庭用ビデオ・ フォー

マット間の闘いである。伝えられるところによると、VHS がこの闘いを制したのは それ

が優れた技術であったからではなく、偶然のテープライセンス戦略が大量の、もっと 安

価なテープを生み出し、これが VHS デッキの購入を駆り立てて、市場の支配につながっ

たからである 12。 

このように社会的要因で技術が決定されるという考えもある一方，組織間の政治的な相

互作用によって技術の方向性が決められるとする考えや（朱頴 2003）、社会的、制度的要

因に単純化して考えるべきではないとする考えもある。 

「組織の過去はなんらかの戦略上の価値を持つ」ということが、経営学に関する学術文献

で認識されるようになったのは、ごく最近にすぎない。このような認識が現れる以前は、競

争優位に関する大方の環境モデルにとって、「企業の業績は、企業の特定の歴史や他の特異

な属性とは無関係に理解することができる」と いうものであった。 

そして、「経路依存性」は、Ｗ・ブライアン・アーサーらによって展開された、収穫逓

増経済の理論における、自己強化メカニズムの一部が基礎となっている。収穫逓増とは、

経済学が前提にする収穫逓減とは真逆で、投じられた資本や技術からの単位当たり収穫

（利益）が増加していくメカニズムであり、それらはいずれも主流派経済学の市場均衡理

論を否定するものであった。 

「製品、市場、および操業様式に関する初期の選択が、資産構成と組織構造についての決

定によって固定化されて、将来のオプションを制約する 」のであり、例えば、 DVD が登場

して時間が経過したのちに、一体どれだけの人びとが前時代の VHS 技術に投資し続けるの

だろうか。 この縮小は、企業の戦略上の選択肢を制限し、変化に敵対する、硬直的で柔軟

性のない文化を創出する地点にまで到達する。これは、非生産的で、もとに戻ることのでき

ない行き止まりの地点である。このプロセスの鍵は、利益の増加（例：映画を VHS で購入

                                                   
11 Tushman, M. L. and Rosen kopf L. [1992], “Organizational Determinants of 

Technological Change: Toward a Society of Technological Evolution”, Research in 

Organizational Behavior, Vol.14. pp311-347 

日本語訳は朱頴，「ドミナントデザイン発生の分析視角」『跡見学園女子大学マネジメント学

部紀要』，創刊号，2003年 3 月．85－102頁 
12 William Brian Arthur, “Competing Technologies, Increasing Returns, and Lock-In by 

Historical Events <歴史的 イベントによる競合技術、利益拡大、ロックイン>.” 収益増加

に関する経済理論（経路依存 の原則）によれば、システムの初期の歴史で起きた小さな事故

は平均化されず、その進化に劇的に影響する。 
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することは DVD で購入するよりも安価である）や、肯定的なフィードバック（例：気に入

った映画を手に入れて、さらに節約できる）が存在することである。これらの要因は両方と

も、短期的にはこれらの戦略上の決定は正しく、成功したとの認識を強めるが、長期的には

組織を制約する（例：もはや価値を持たない VHS テープ・カセット）。このような 結果を

「非常に成功した企業でさえも、過去から引き出された戦略上の教訓とは、おおかた『経路

依存性』をあらわしており、ある企業が成功したのはそれがユニークかつ真似することがで

きない強みを持っていたからである」13。  

以上のように、何らかの理由で、一旦、路線が決まると、その後、その路線が固定化さ

れてしまい、さらに「人々がそのルートに沿って行動する」ようになり、特定の路線が強

化される。それらの人々にとって、重要なのは「事前に決められている経路」を進むこと

であり、さらにその道を進むことで、より一層深刻化していくわけである。別の言い方を

すれば、「手段の目的化」で、特定の手段にこだわるあまり、それ自体が目的化してしま

い、正しい解を導き出すことが不可能になる。一般の企業でも、よくある事例であり、

「経路依存性」は、手段の目的化となる危険を内包することになる。 

上記のように「経路依存」学派は、過去の教訓は反復不可能であり、それゆえ現在と未来

にとって役に立たない。このような観点から、歴史は、社内文化にネガティブな影響を持ち、

競争上の弱みであるとみなされる。歴史を資産として見ず、企業の過去の成功体験に、盲従

することが将来の戦略オプションをますます制限して企業を縛り、新しい方向へ自由に踏

み出すことを難しくする。これにより、コア・コンピタンシー（中核能力）がコア・リジデ

ィティー（硬直性）となり、選択肢を狭め、新たなアプローチに目を閉じ、伝統、ルーチィ

ン、プロセスによってやせ衰えた企業文化しか生まない「組織沈没コスト」を 生み出すと

警告している 14。 

 
2.1.2．経路依存性アプローチとは 

経路依存性とは、ある過去の偶発的な出来事が契機（決定的分岐点）となって、ある制度

の経路が始まり、その後の特定の結果が導かれるという異時点間の出来事を結びつける歴

史的な因果関係を示している。逆説的に言うと、ある結果の発生原因は特定の過去の出来事

に遡って説明されるということである(Haydu1998、351頁 15)。 

                                                   
13 Suddaby et al, “Rhetorical History as a Source of Competitive Advantage <競争優位

の源泉とし ての修辞的歴史> 
14  W. Foster, R. Suddaby, A. Minkus, and E. Wiebe, “History as Social Memory 

Assets: The Example of Tim Hortons <社会的記憶資産としての歴史：ティム・ホートンズ

の例>,” Management and Organizational History 6, no. 1 (2011):101–20頁. 自分たち

の過去についての関心を高めつつあった歴史の古い国々は、保守的あるいは未来を直視でき

ないものとみなされるか、あるいは逆に積極的、熱心に「自分たちの起源と未来を問う」 

ことがうまくできるものとみなされた。 
15 Haydu, Jeffrey, [1998],”Making Use of the Past : Time Periods as Cases to Com 
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経路依存性アプロ―チは歴史的制度論に位置づけられ、制度の段階が異なれば原因も異

なることである(Stinchcombe1968:101-103頁 16)。 

① 経路依存性とは、制度の持続や変化をもたらす原因が、その前段階すなわち起源に由

来するという歴史的因果関係を表現する概念である。 

② 経路依存性は決定的分岐点となった過去の出来事を分析することで、機能主義のよう

な結果から原因に遡って論ずることなく、時間的に前方進行の因果関係を探ることが

出来る。経路依存性は、歴史を重視するだけではなく、長期にわたる制度の選好の形

成について、その歴史的起源（決定的分岐点）を探る試みである。 

③ アクターの政策選好がどのように形成され、変化するのかという特定アクターの利益

アプローチが抱える問題については、歴史的、制度的な文脈の検討が重要であると述

べている(Thelen and Steinmo1992、7-10頁 17)。すなわち、アクターは少なくとも主

観的には合理的に行動するが、その政策選好には選択肢があり、制度の効果とアクタ

ーの利益との間の相互作用によって各アクターが選好を選択し変更する。 

 

上記のように、ある時点での制度選択は持続性をもたらすだけではなく、その後の段階で

の可能な選択肢を形成し、構造化することがある(Haydu1998、353 頁)。その結果、内生的

変化の起こり方にも影響を及ぼすことが考えられ、「①(初期条件)→②（決定的分岐点）→

③（制度の持続）→④（制度の変化）→⑤（制度による社会的帰結）」のステップで制度の

経路を分析することが出来る。 

① (初期条件)は、あくまで制度形成の選択範囲を設定するということであり、制度の決

定自体は、次の決定的分岐で行われる。 

② (決定的分岐点)どのような制度が選択されるかは、初期条件である機能・利益・認知・

構造からは理論的に予想し得ない偶発的な出来事や政治過程によって決まる

(Mahoney2000、513 頁 18)。このように、（初期条件）と（決定的分岐）との間の断絶

を強調することで、決定的分岐点こそが、制度の起源だと言える。 

                                                   
pare and as Sequences of Problem Solving”,American Journal of Sociology,  

Vol. 104, No. 2. 

16 Stinchcombe, Arthur L.[1968], Constructing Social Theories, Harcourt, Brace &  

World. 

17 Thelen, Kathleen and Sven Steinmo,[1992],”Historical institutionalism in compara 

tive politics”,Sven Steinmo et al. eds., Structuring Politics:Historical 

Institutionalism in Comparative Analysis, Cambridge University Press 

18 Mahoney, James, [2000],”Path dependence in Historical Sociology”,Theory and  

Society 29. 

 



21 
 

③ （制度の持続）経路依存的な制度は持続性を発揮し、後に、選択し直すことは高いコ

ストを伴うと言われる。制度の成果はその持続性を支えるが、成果がどのアクターの

選好に、どれだけ合致するのか（制度の在り方）は、決定的分岐点でどの制度を選択

するかで異なり、この意味から持続性は経路依存的である。 

④ （制度の変化）は、時間の経過につれ、制度への政治的反応が内外から連鎖的に生じ

る。例えば内部アクターは制度の成果を享受して成長するが、利益獲得が一部のアク

ターに偏っていると、制度の効率性が次第に損なわれ、歪が蓄積された結果、機能不

全を招きやすくなる。こうした制度の弊害は、歴史的、制度的な文脈の中で発生する

ことで、アクターの選好を形成または変化させていく。 

⑤ （制度による社会的帰結）は制度が持続した結果、制度の弊害が生じ、それらに対処

する形で制度変化が進められる。しかし、それで問題のすべてが解決するわけではな

く、一部は存続するかもしれなし、むしろ弊害が増幅される場合もある。その結果が

（社会的帰結）に該当する。 

 

2.1.3．自動車産業と経路依存性 

前述のように、1900 年代初頭の米国で、ガソリン自動車であるＴ型フォードの大量生産

システム構築事例を紹介した。 

近年の事例では、小山田（2011）が、生産される製品のアーキテクチャーの違いは、技術

選択ダイナミクスの経路依存性が強く影響する。すなわち、製品アーキテクチャーがより

「開放（オープン）・モジュラー型」になるに従い、インターフェースが標準化されること

により、他社からの技術導入が容易となり、企業間の技術水準が平準化される。これに対し、

自動車産業のように「閉鎖（クローズ）・統合型」における技術選択ダイナミズムの経路依

存性は強くなり、他社がもつ技術やノウハウを調整なしでそのまま導入することは難しい

と述べている。 

 

2.2．「内部成長」と理論 

企業成長に関しては、経営資源をどこから調達するのかという視点による分類があり、

この分類に従うと、企業成長は大きく内部成長と外部成長の 2つに分けることができる。 

企業成長について考察する場合、①企業の成長とはどのようなことを意味し定義するの

か、②なぜ企業は成長を求めるのか、その効果はどのようなものであるのかという、企業

成長の動機・効果、③企業が成長するには何が必要なのかという企業成長の要件、という

ことが基本的な課題になる。 

そして、企業が成長するためには、それを実行するための経営資源が必要になる。製造

業の場合、成長するために新しい工場の建設（モノ）などが行われる。工場建設のために

は、資金（カネ）が必要になり、そこで働く従業員（ヒト）を新しく雇用するなどを、考
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慮しなければならない。また、技術力などの見えざる資産の活用も成長の要件となり、高

い技術力を有する企業は、技術をベースに多角化が展開できる。 

 

2.2.1．内部成長と外部成長 

内部成長とは、企業内部にある資源を利用して成長する方法であり、このタイプはおも

に企業が研究開発活動を実施したり、企業内部にある未利用資源を有効に活用したりする

ことによって行われる。ただ、内部資源の活用による成長はスピードが遅く、環境変化が

激しく、企業間競合の行動がすばやい場合にはリスクが高くなる傾向がある。内部成長に

よって企業の競争力を高めるためには新製品開発や技術開発をいかにすばやく効果的に行

うかが重要になってくる。 

それに対して、企業の内部資源に依存しないで外部の資源を利用して成長することを外

部成長といい、主として M&Aを行って必要な事業を外部から取り込んだり、企業間の戦略

提携をしたりして達成される。しかし、M&Aを行った場合は、相互に異なる組織が融合す

るためにはかなりのリスクがあり、多くの M&Aが必ずしも成功していない。また戦略提携

についても双方にメリットがある場合には良好な関係が維持されるが、メリットが一方的

になった場合には新しい問題を発生させてしまう(表 1)。 

一般的に日本企業は、欧米企業と違って、環境分析を徹底的に行うよりも、機会に適合

したり、もしくはリスクに直面した場合にはそれに耐えられるような企業力を内部で蓄積

したりすることを志向してきたと言われている。また環境分析についてもトップやゼネラ

ルスタッフ主導で行うよりも、トップは方向性を示すだけであり、現場の短期計画を微調

整していくことですすめられるケースが多い。 

それに対して欧米企業は環境分析やリスクの分析を徹底的に行った上で、柔軟に資源を

展開し、内部資源を迅速にフィットさせる。たとえば米シスコシステムズはその潤沢な資

金を R&D（Research and Development）に向けるのではなく、A&D（Acquisition and 

Development）19と呼ばれる、これから大きく成長すると予想される企業を発掘し、買収す

ることによって内部化し、製品開発・技術開発を行って企業の製品競争力を高めていくと

いう方法をとった。これとは逆に赤字部門や衰退事業を外部に売却することによって組織

の存続を図る企業の事例も多く見られる。 

日本と欧米企業におけるこのような資源展開の違い、すなわち企業成長タイプの違い

は、労働市場の流動性や、経営資源の重視する対象の違いなどに影響を与えることにな

る。労働市場の流動性が低い場合には、雇用の問題を解決しなければならなくなり、必要

のない事業を切り離して売却するというリストラクチャリング（事業の再構築）が柔軟に

行えなくなる。また日本のように、手元流動性の潤沢な企業が、資本コストを下回る利回

                                                   
19 A&D（Acquisition and Development）とは、自社に不足する経営資源や技術を取得するため

に、高度な技術を保有する企業を買収することで、スピーディな製品開発やレベルアップを

目指す考え方。 
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りで現預金などを運用することが許容されるような経営環境では、豊富な資金を活用して

外部の企業を取り込むことは積極的には行われない。このように資源展開の違いによる企

業成長の相違は労働市場や資本市場のあり方、外部環境などと密接に関連していると言え

る。 

また、企業成長と関連して組織はどのように変化するのかを見ると、企業が存続・成長

していくためには、戦略と組織が適切な関係を持たなければならないという考え方があ

る。シュンペーター（Joseph A. Schumpeter）の提示した、経済発展の原動力としての

「新結合」やその担い手たる「企業者」という概念、また、チャンドラー（Alfred D. 

Chandler, Jr.）の米国を例にコングロマリット・ブームと非関連型多角化の増大、事業

縮小・事業売却の増大、「株主価値最大化」という考え方、ペンローズ（Edith 

Penrose）の企業成長のメカニズムの理論があるが、本稿では、「内部成長」に着目した

ペンローズについて検討する。 

 

表 1．内部成長と外部成長の比較 

区分 長所 短所 

内部成長 ・斬新的拡大が可 

・文化との適合 

・社内起業家精神の喚起 

・内部蓄積 

・時間が必要 

・新しい資源を構築する必要が

ある 

・業界の能力拡大、不十分な規

模での参入が難しい 

・失敗を取り戻すことが難しい 

外部成長 

（M&Aの事例） 

・スピードが速い 

・補完的資源へのアクセスが可

能 

・潜在的競合企業の排除が可 

・企業資源の強化 

・買収コストが発生 

・不必要な関連事業を保有する

場合がある 

・統合の障害となる組織的衝突

が発生する可能性がある 

・強いコミットメント 

出所）中村(2006)を基に筆者作成 

 

2.2.2．ペンローズの理論 

ペンローズは、企業をブラックボックスとして扱う伝統的な経済学とは異なり、その

「内側」を重視し、企業は 2つの属性──物的・人的資源の 1個の集合体であること、1

個の管理組織体としてその全体に調整が及ぶこと──から定義した。このように定義され

る企業には、成長を促す内生的なメカニズムがあるだろうか、また、逆に成長を制限する

何かがやはりその内側にあるだろうかとものである。 
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企業は物的・人的資源の集合体であるという定義は、ごく一般的で、違和感はない。し

かし、この短い定義のなかに、ペンローズ独自の企業観があり、その企業観を構成する重

要な柱の 1つが、資源は潜在的なサービスの束であるという考え方である。すなわち、物

的であれ人的であれ資源にはさまざまな活用の仕方があるが、ある時点では実はその一部

が用いられているにすぎない。したがって、企業内には未利用のサービスが常に存在して

いるということである。ペンローズは、資源から何らかのサービスが引き出されるのは、

資源について人的資源が有する知識に依存すること、事業活動での経験を通じて、企業内

の人的資源の知識は増大し、また、その内容は変化することに注目している。したがっ

て、資源から引き出しうるサービスは、人々の知識が増大し変化するのにともなって、企

業の内部には、常に成長の機会が存在することになる。 

そして、これを実際に事業として活かすためには、企業の有するさまざまな資源につい

ての知識を備えた経営者資源のサービスが投入されなければならない。企業は 1個の管理

組織体であるという定義から、この経営者資源の果たす役割はきわめて重要となり、新た

な計画を立案するだけでなく、既存の業務を円滑に展開したり、また、新事業と既存事業

との調整を図ったりしなければならない。すなわち、企業内の資源やそれを用いた事業運

営に関わる知識は、すべてが形式知というわけではなく、むしろ経験にもとづき形式知化

しづらいものが含まれ、それらを活かすことこそが企業固有の競争優位の源泉となる一方

で、企業成長に制限を課す要因ともなる。そして、ダイナミズムの原点に、業務の経験か

ら生み出される知識を位置づけることによって、個々の企業の異質性や企業内でイノベー

ションが生まれる可能性を導き出しており、この一連の論理により、企業が多角化を指向

することも、また、その逆も説明できるということである。 

なお、ペンローズは『会社成長の理論』（The Theory of the Growth of the Firm）

(1959)のなかで、有機的そして買収を通じた会社の成長がその会社の経営者の経験とその

会社の発展の歴史に強く影響されていると経路依存性を述べている。 
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第三章 企業の海外進出形態と理論 
トヨタは日本を代表するグローバル企業であり、170ケ国以上の国と地域でトヨタ車が販

売され、海外生産拠点も 2019年 1月現在では 26ケ国・地域で 51拠点を数える（トヨタＨ

Ｐより）。そこで、本章では、企業はなぜ海外進出するのか、多国籍企業が海外進出をする

優位性論争について、また、その海外進出の発展プロセスを明確にする。 

そして、日本企業の海外進出の特徴、中国進出時の企業形態、および日本的経営とトヨタ

生産方式の特徴を対比し検討する。 

 
3.1.多国籍企業における優位性論争 

多国籍企業における優位性論争について、塩見(2009)は“なぜ企業は海外進出をするのか”

という命題に対し、次のように理論を展開している。 

近年における経済上のもっとも大きな変化の一つはグローバリゼーションで、その重要

な役割を果たしているのが多国籍企業である。多国籍企業は対外直接投資による資本の移

動のみではなく、①部品の多国籍企業内での移動、②経営者や労働者の国際的な移動、③生

産技術や知識ノウハウの移転、④社風や企業文化の交流をもたらし、いわば，グローバリゼ

ーションの担い手として、世界経済の成長に深く関わってきた。 

こうした状況や多国籍企業の役割や行動について、国際的な資本量の差に着目したマク

ドガー（MacDougal）、企業の市場支配力に着目したハイマー(Hymer）やキンドルバーガー

(Kindleberger)、 製品のサイクルと最適な立地について着目したヅァーノン（Vernon）、 

 取引コストの節約という側面からみたカソン(Casson)、 立地や市場，市場支配力の 3つを

統合して捉えたダニング(dunning）、市場の支配力，取引コストの両方を考察したラグマン

(Rugmen)などの、多くの理論的アプローチが生まれた。 

しかし、海外進出のための条件や海外進出の動機こそが非多国籍企業と多国籍企業を区

別する上で重要な視点であり、“なぜ企業は海外進出をするのか”という進出条件について

大きく分けると二つの見方があり、現在まで論争が続いている。 

一つはハイマーやキンドルバーガーのように企業が海外進出するためには優位性が必要

であるという見方であり、進出先の企業と比べて高い競争力（例：高技術力、高生産量、マ

ネジメント）がなければ海外進出しないという見方であり、ハイマー＝キンドルバーガー命

題と呼ばれる。 

もう一つはカソンらの内部化理論のように優位性は必要ないという見方である。 

 

3.1.1.ハイマー＝キンドルバーガー命題と所有優位論争 

1960 年代以降、多国籍企業論の主要な関心事の一つは「企業がなぜ対外直接投資を行う

のか」であり、ハイマーは企業が対外進出するときに進出先の現地の企業に対して不利な状

況を克服するために、それを上回るだけの優位性を持たなければならないと考えた。ダニン

グはこの命題を受け継ぎ、対外直接投資、輸出、およびライセンシングの選択の決定に対し、
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立地の優位、内部化の優位、所有の優位という優位性を用いて合理的な説明をしようとした。 

これに対し、カソンらは所有の優位は対外直接投資にとっては必ずしも必要ないとして

いる。 

対外直接投資を行う企業は本国から離れて見知らぬ国外に進出することになるため、現 

地の企業に対して競争の上で不利な立場に立つことになり、この条件的差異が企業にとっ

て高いコストが発生する一因となる。この外国企業の不利な立場について、ハイマーは①経

済、言語、法律、文化など異なる環境下のもとでかかるマネジメントにかかるコミュニケー

ション費用、②現地の情報を入手するための費用、③政府や供給者・消費者による対外差別、

たとえば政府による差別的政策の危険など、④為替リスク、現地通貨の切り下げが行われた

場合、自国通貨で配当を支払わなければならない企業にとっては損失が大きくなると述べ

ている（ハィマー1979、29-31 頁）。こうしたコストまたはリスクは，現地企業にはほとん

ど発生しないか全くないものであり、外国企業にとっては追加的なコストといえる。 

そして、ハイマー＝キンドルバーガー命題の特徴は、この追加的なコストを優位性によっ

て克服することができると考えた。具体的に優位性の源泉をハイマーは、①企業が他の企業

より低コストで生産要素を手に入れることができる能力を持つ、②より効率的な生産関数

に関する知識ないし支配を保持している、③その企業が流通面の能力に優れている、④製品

差別化能力を持っている、とした（ハィマー1979、35頁）。こうした①～③の優位性の源泉

はコスト削減力、①～④は価格支配力に結びついており、これらが大きい企業ほど大きな超

過利潤が得られる。また、ハイマーは、優位性の源泉の発生は企業にとって固有のものであ

るとしている。 

 

3.1.2.内部化論 

カソンやバックレイ(Peter J.Buckley)の優位性は企業の海外進出に必要ないという理論

は、ウィリアムソン（0liver E.Williamson)の取引コスト概念を用いた内部化理論を多国籍

企業論に援用したものである。内部化理論の発端は、コース(Ronald H.Coase)の「なぜ企業

が存在するのか」という問題提起であり、市場での取引と企業内での同じ取引を比べ、コス

トの安い形態によって決まると考えた。 

カソンはこれを多国籍企業論に応用し、市場が失敗している場合、企業内での取引を行う

ことで市場の失敗を回避することができ、ここに企業の存在理由がある。これを国際取引で

考えれば、企業が海外生産を決定するとき、市場を通じての取引を行うときの取引コストと

自社で組織内の市場を創設するためのコストを比較し、より小さいほうの取引形態を選択

すると考えた（表 2）。 

 

表 2．所有優位論争 

区分 優位が必要 

(ハイマー、キンドルバーガー 

優位の必要性を否定 

（内部化理論） 
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の命題） 

論者 ハイマー(1960) 

ダニング(1979) 

カソン 

バックレイ(1987) 

主な指摘 企業が海外で自ら経営しようとす

る場合は、現地の企業と比べ不利

な状況にある。 

      ↓ 

不利な状況から生ずる追加コスト

を克服するためには優位性が必要 

 

例：すぐれた技術によってコスト

削減をし、不利な状況から発生す

るコストを吸収する。 

内部化によって生ずる利益が、内部

化コストを上回れば、他国籍化す

る。 

 

例：移転価格を使った親子会社間の

利益の移転から生ずる利益(内部化

利益)が、子会社の設立費用（内部化

費用）を上回る。 

理論から導か

れる推測 

企業は優位性を持って海外進出し

ている。 

・進出企業は優れた生産技術を保

有 

・海外子会社の生産性は現地企業

よりも高い 

海外進出企業は優位性を持つ必要

はない 

・子会社は優れた生産技術を持つ必

要はない 

・海外子会社と現地企業の生産性は

どちらが高いかは関係ない 

出所）塩見(2009) を基に筆者作成 

 
3.2 企業の国際化とグローバル・マーケティング発展プロセス 

国際化にはいくつかの形態がある。まず①輸出は，代行業者などに輸出業務を委託する間

接輸出と自社が直接行う直接輸出とがある。次には②海外現地生産で、これには海外現地に

完全子会社を設立しそこで生産を行う完全子会社形態と、複数の企業が出資を出し合って

子会社を設立する合弁形態、また海外の企業に生産を委託する契約形態とがある。そして③

一定期間にわたって特許など無形資産の使用権を与えるライセンシングや，ブランド使用

の代わりに運営方法に規則を課すフランチャイズなどがある（浅川 2003、 51−52 頁） 。  

国際化には以上のような形態があるが、それらは一連の発展プロセスを経ることが知ら

れている。これは国際化のプロセスと呼ばれ，次のようないくつかの段階がある（Dunning 

1993、浅川 2003）。第 1段階は、間接輸出で代行業者に輸出業務を委託し、運営はすべて国

内で行う。第 2段階は、直接輸出で海外に販売子会社あるいは商品受入のための支店を設立

する。第 3段階と第 4段階はともに現地生産である。第 3段階は、現地での組立・生産段階

であり、部品を輸送して現地で組み立てる、または、あるいは必要な部品の一部を現地で生

産する。第 4段階は、本格的な海外生産の段階であり、海外ですべて組み立てて海外で完成

品を生産する。第 5 段階は、地域・グローバル統合で、海外で単に生産のみを行うのでな
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く、研究開発といったより高付加価値の活動を海外に一部（あるいはすべて）移管する。  

柳川（2011）は，Dunning の分類をさらに事業活動のプロセスとその際の拠点のあり方と

いう視点から次の 5 段階に類型化している。第 1 段階は輸出中心段階であり、この段階で

は海外現地に駐在員事務所あるいは支店などが設立される。第 2段階は現地化段階であり、

販売事業所あるいは組立工場という現地法人を設立する。第 3段階は国際化段階であり、こ

の段階では海外に設立された完全子会社に一部の管理機能が移管される。第 4 段階は多国

籍化の段階であり、海外完全子会社に一部の管理機能が移管されるとともに、マザー工場の

役割も付加される。第 5段階はグローバル化段階であり、全本社管理機能を有する法人が設

立され、全世界的な視点からマネジメントが行われる。 

海外に子会社を設立すると，国内の親会社は海外子会社に意思決定の権限をどの程度付

与させるかという権限移譲のバランスが重要となる。主要な意思決定はあくまで本社で決

定する方針なのか（集権の方向性）、あるいは海外子会社にある程度の意思決定の権限を委

譲する方針なのか（分権化の方向性）、そのバランスが，国際化を実現する企業が直面する

集権と分権の問題である。子会社など複数の拠点を海外に有する多国籍企業に至るとその

問題の程度はより大きくなる。  

この集権と分権の問題よりもより「広い戦略的概念」（浅川 1993、125頁）として、グロ

ーバル統合とローカル適応という考え方がある。グローバル統合とは海外の各拠点の運営

をグローバル規模で標準化し、効率性を追求する考え方である。これに対し、ローカル適応

とは海外現地のローカル市場のニーズや各制度などといった、現地特有の環境に対して適

応させるという考え方である。これらグローバル統合とローカル適応は、どちらか一方を優

先させるべきというトレードオフ的な発想でなく、両立させていくことが重要であるとい

う見解がある。 

Bartlett と Ghoshal はこれらを両立するべきものであるという認識に基づき、多国籍

企業のタイプを、①グローバル統合もローカル適応もともに低いインターナショナル企業。

②グローバル統合は高いがローカル適応は低いグローバル企業。③グローバル統合は低い

がローカル適応は高いマルチナショナル企業。④グローバル統合もローカル適応もともに

高いトランスナショナル企業、に 4分類している（Bartlett and Ghoshal, 1989）（図 1）。 

彼らは、さらにこれら 4分類を、能力と組織力の醸成、海外事業が果たす役割、知識の開

発と普及という 3 つの観点から特徴を示している（表 3）。ここで重要なことは、多国籍企

業はグローバル統合とローカル適応とはトレードオフでなく、同時に達成させていくトラ

ンスナショナル企業となることが求められるということである。しかし、浅川（2003）が指

摘するように、トランスナショナル企業は「理想型」であり、「実際にはそのようなモデル

は存在せず，そうした企業を構築することがきわめて困難である」。また多国籍企業は 3つ

の類型のいずれかにあるとしながら，「どうしたら トランスナショナル的になれるかを具

体的に示した処方箋は見当たらない」と言っている（浅川 1993、138−140 頁） 。  
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以上のように、企業の国際化と一言でいっても、当該企業が諸形態のどれか、または諸段

階のどこにあるのかによってその内容が大きく異なる。また海外に子会社があっても，その

子会社に事業活動のどの部分または意思決定の権限をどの程度付与させるかによって、そ

の内容は大きく異なる。企業の国際化について述べる際には、これら現地化の進行状況を踏

まえる必要がある。 

そこで本稿では，トヨタの国際化について海外子会社（現地法人）の設立という直接投資

に焦点を絞り、グローバル・マーケティングの発展プロセスとして、「製品の供給方法」で

は、国内市場供給の国内マーケティングから始まり、次に商社などを通じて販売する間接輸

出、そして自らが輸出入業務に係わる輸出マーケティング、現地生産・現地販売の海外マー

ケティング、複数の国を横断的に資材・部品をやりとりする国際ロジスティクス、複数の国

をまたいでグローバルなサプライチェーンへの全体最適化を目指すグローバル SCM（Global 

Supply Chain Management）へと進化する過程を基礎に、その実態を分析することにする。 

 

図 1 グローバル統合とローカル適応に基づく多国籍企業の類型化 

 
    グローバル統合 
     高 
 
             グローバル企業   トランスナショナル企業 
 
 
 
         インターナショナルナル企業  マルチナショナル企業 
 
     低 
                               ローカル適応 
           低                高 
出所）関智宏(2015)を基に筆者作成 

 
表 3．Bartlett and Ghoshal による多国籍企業組織の特徴 

 
組織の特徴 マルチナショナ

ル企業 
グローバル企業 インターナショナ

ルナル企業 
トランスナショ

ナル企業 
能力と組織

力の醸成 
分散型 
海外子会社は自

律 

中央集権型 
グローバル規模 

能力の中核部分は

中央に集中、 
他は分散 

分散、相互依存、

専門化 
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海外事業の

役割 
現地のチャンス

を自ら感じ取り

利用する 

親会社の戦略を

実行 
親会社の能力を適

応させ活用 
海外の組織単位

毎に役割を分

担、世界的経営

を統合 
知識の開発

と普及 
各組織単位で知

識を開発し保有

する 

中央で知識を開

発し保有 
中央で知識を開

発、海外の組織単

位へ移転 

共同で知識を開

発し、世界中で

分かち合う 
出所）関智宏(2015)を基に筆者作成 

 
3.3. 日系企業の海外進出と人材育成 

日系企業の海外進出について、小池（2008）は日系企業が海外進出時の中堅層の重要性

を述べている。これは 2002 年～ 05 年にかけて、アメリカ、イギリス、 タイの日系企業

（トヨタ）を対象にインタビューした結果が基となっている。 

日本企業は、輸出より海外直接投資が重要で、海外日系企業がちゃんと稼げる状態にする

ことが必要で、そのためには、稼ぐのは基本的には中堅層の人材で、庶民の中のまじめな人

をどういうふうに育てていくのか、これが一番の問題であるとしている。 

1）海外生産、海外ビジネス活動こそ日本の雇用、暮らしを支える。 

2）それをこなす人材、その形成の重要性（現地社員の人材形成を含む）。  

3）成功すればするほど問題も起こる。 

 

日本の海外進出は欧米諸国と比較し後発であり第二次大戦前からである。戦前の製造業

の半分を占める産業は綿紡績で、企業数は数万社の規模であった。その十大紡のうち、8 社

が海外進出（上海）している。また、8 社以外でも、戦前の日本の綿紡業界で技術的に最高

評価と言われたのが、豊田紡織株式会社（以下、豊田紡織）で豊田佐吉が発明した機械を活

用していた。それをより改善したのが自動車の創立者である喜一郎で、自分たちが作った織

機や紡績機械を使用して紡績を実施し、技術的にも優れたものであった。戦後時の賃金交渉

は、全繊（全国繊維産業労働組合同盟、現・ゼンセン同盟）は産別であるが、最初に豊田紡

織が交渉しその結果に、十大紡は従わざるを得ないという状況であった（小池 2008、13頁）。 

なお、豊田紡織は十大紡ではないが、1921 年に上海豊田紡織廠を設立し、海外進出を果

たしている（詳細は第 6章）。 

しかし、敗戦により、戦前に積み上げた海外資産はすべて没収され、これでは現地エリー

トに頼れない、また、既存の海外資産にも頼れない、そこで、海外日本企業は自国とその地

の中堅人材を育てることとなった。 

また、現在においても、現地のエリートは日本企業にまず入社しない背景もあり、中堅人

材の育成の重要性を指摘している（小池 2008、13頁）。 

中堅層とは、トヨタの例を取ると、新型カローラの設計をする「製品設計技術者」、その
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生産ラインを設計する「生産技術者」と呼ばれる人達で本社にいる。 

また、工場に張りついて、生産ラインで物を作る過程で発生する具体的問題の原因を突き

止め、解決するのが「製造技術者」と呼んでいる。また、中堅層には、Pilot team（パイロ

ットチーム。生産労働者の技能上位 10％）も含まれ、統計はないが、大体 30 代前半ある

いは半ばの生産労働者で、勤続経験 10～15 年の人たちの 3 分の 1 である。だから職位

はまだないが、そういう人たちがパイロットチームを組んで実践している。それ以外にも、

職場で例えば 20人の生産労働者が働いていれば、そのうちの上半分が該当する。すなわち

中堅者とは、A．技術者（製品設計技術者よりも、生産技術者や製造技術者）、B．生産労働

者の技能レベル上位 1割層、C．それを支える層としての生産労働者層の技能上半分層であ

る。 

 そして、中堅人材の活用の必要性について、ブルーカラーを例に、1職場に 20人のメン

バーとすると、その上半分の 10 人ぐらいの人たちの働きに着目する。例えばカローラを作

るときに、左前のドアを 60 秒でつけ、そういうことを彼らは１日中繰り返すわけである。

それだけであれば 3日で習得でき、正社員だとか 20年経験者なんて要らないかというと、

とんでもない。メンバー間で大きな能率差が発生するために、 結局、高い賃金を払っても

そのほうが得である。 

また、どんなに立派な工場でも、品質不具合ゼロということはなく、どうしても不具合は

起こる。例えば自動車の例を取ると、一番簡単な品質不具合は、誤品・欠品である。誤品と

は、間違って別の部品を取り付けることをいい、それは最終の検査専門員が調べている、あ

るいはラインの途中に検査専門の検査ステーションがあるから、そこで検査すればよいで

はないかと疑問を抱く人もいる。しかし、最終検査、あるいは途中の検査ステーションでも、

そこの行く前に様々な部品がすでに取り付けられており、誤品・欠品の箇所が見えず、不具

合をゼロにすることはできない。 

中堅層の技能として、「製品設計への発言」「生産ライン設計、構築への参加」を期待して

おり、こういうことを日本の工場だけじゃなくて進出先の現地工場でもやっており、それが

海外日本企業の競争力の源であるとしている。 

  現地の中堅層を育てるために、どうしても日本人が海外の現地工場に張りつく必要があ

り、長期派遣者が必要である。現在の海外進出時の駐在員比率は世界企業相場では大体 

0.7％である。例えば、国内雇用 5 万人、海外雇用 20 万人とすると、駐在員数は 20 万の 

0.7％ですあり、 1,400 人は必要である。また、海外赴任者を稼動期間の 5 分の 1とする

と、その 5 倍は要るわけで、7,000人必要となる（小池 2008、17頁）。 

また、生産ラインを取りかえるときなどにそれ以外に短期出張者が必要であり、期間 1～

3ヵ月ほどで短いが、頻繁に発生する。 

このように、日本企業の中堅層で、ブルーカラーだけではなくホワイトカラー（生産技術

者や製造技術者）、あるいは人事、経理といった事務系も含めて、ポテンシャルがある程度

ある人材は人手不足となるとともに、中堅層の活用には時間を要するということである。 
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3.4. 企業の中国進出形態 

 中国への外国民間資本の主な直接投資形態（現地法人）は、①独資企業（Fluty Foreign 

Enterprises）と呼ばれる外資 100％の中国法人、②合資経営企業（合弁企業 Equity Joint 

Ventures）という中国側と外資側の出資比率が 25％以上の中国法人、③中国側と外国側双

方の当事者間の契約により取り決められた合作経営企業（合作企業 Contractual Joint 

Ventures）に分類され、中国では「三資企業」あるいは「外資投資企業」と呼ばれ、いずれ

も現地の工商行政管理局への登記が必要である。現在、中国へ進出している外資自動車メー

カーのすべては、中国の自動車工業政策にもとづく合資経営企業（合弁企業）である。 

 そこで、合弁企業という形態で中国進出した場合のメリットとデメリットを見てみると、

メリットとしては、①中国側の人材、生産・販売ルートなどを利用できるため、当初の投資

負担が少ない、②中国側の力を借りることで国内市場への参入が比較的容易である、③各種

行政手続き、許認可取得が行いやすい、という事が挙げられる。反対に、デメリットとして

は、①中国側との意見調整が難しく、経営方針、労務管理、利益処分などで対立しやすい、

②中国側の余剰人員、老朽設備などを受け入れざるを得ない場合がある、③中国側の現物出

資の評価妥当性判断が難しい、④中国側、外資側、合弁企業の三者間でしっかりと技術秘密

保持契約を結んでおかないと、技術流出が起きる可能性がある、⑤投資利益の独占ができな

い、という問題がある。 

 合弁企業について、丸川(2014)は「中国の企業と合弁を組んでも、中国側から事業の成功

に益するような経営資源のインプットはほとんど期待できない。それどころか中国側の経

営者となかなか経営目標を共有できない。さらに、日本企業から見て受け入れがたい国有企

業のさまざまな習慣を身に着けた従業員を引き取らされたら、彼らを再教育するのに苦労

することになる。中国側や第三者への技術流出も心配だ。こうなると、もし制度的に合弁会

社をつくらなくても済むのであれば中国事業をなるべく単独出資の形態としたくなるのは

当然と言えよう。」（67 頁）、と述べている。また、ビジネスの実務書である三菱東京 UFJ銀

行(2006)でも、「合弁企業の形態の場合、経営管理面における中国側との対立などのトラブ

ルを避けるために、日本側が合弁企業の主導権を握ることが必要である。そのためには 3分

の 2 以上の出資比率が必要で、マジョリティを確保することが効果的である」（27頁）と記

述している。 

 しかし、現在の中国進出外資自動車メーカーは、すべて外資ブランドの製品を生産・販売

しているが、中国の自動車政策の関係から資本金出資比率は 50％までとマジョリティが取

れない合弁事業であり、このような形態の事業運営でどのような問題が実際に発生してい

るのか、トヨタを例に分析する。 

 

3.5.日本的経営とトヨタ生産方式 

3.5.1.日本的経営 
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人間がつくりだしてきた集団についてさまざまな類型化が試みられてきた。F．Tonnies 

(1957 )によれば、人間の結合体には実在的・有機的な生命体と観念的・機械的な形成物の

二種類がある。実在的・有機的な生命体がゲマインシャフトで、「血のゲマインシャフト」

(家族生活＝一体性)、「場所のゲマインシャフト」（村落生活＝習慣）、「精神のゲマインシャ

フト」（町生活＝宗教）の三形態があり、人々がなんらかの共同生活を営み、その一体的な

融合のなかで結びついている。すなわち、血族愛、近隣愛、友愛による全人格的な融合、愛

着、信頼にもとづく継続的な真実の共同生活であり、打算の働く余地はみられない。 

これに対し、観念的・機械的な形成物がゲゼルシャフトであり、その特質をなすものは孤

立であり、利益的結合、合理精神に基づく契約である。その根底には他人に対する不信があ

り、利益が得られる範囲内で他人との結合を図るしかない。 

このような F. Tonniesの理論に対し、宮坂（1994）は日本の企業を「疑似ゲマインシャ

フト」（7頁）、と呼ぶのが適当と述べている。 

戦前の日本的経営の代表的なタイプが「経営家族主義」である。その具体的内容は①資本

家・経営者と従業員との関係を親子になぞらえた「労使一体論」、そして家族的労使関係は

欧米のように金銭によって結ばれた契約的労使関係とは異なる「家族主義イデオロギー」で

ある。②このような基本的立場により、企業の経営方針が貫かれており、家における長幼序

列のような「年功序列」、雇用関係も親子と同様の一生の縁と考えられる「終身雇用」、経済

的給付についても家族内の地位に応じた「家族制度的生活給」、賃金実績は老後や不時の出

費に対する不足金を補う「福利厚生制度」がある。これらを一言でまとめれば、「従業員に

対する温情的生活保障制度であり、その実態は家族的温情主義であった。」（24頁）、と述べ

ている。 

そして、日本的経営の歴史的連続性、すなわち戦前の経営と戦後の経営に連続性を見出す

ことが出来るかという問題については、日本的経営を構成する三本柱と言われる終身雇用、

年功序列、手厚い福利厚生として企業別組合が戦前の論理によって成立したものとすれば、

戦後においても依然として日本的経営の構成要素が存在しており、連続性があると言える。 

 

3.5.2. トヨタ生産方式 20 

本稿で分析するトヨタは“かんばん”に代表されるトヨタ生産システム（Toyota 

Production System 以下 TPS）で編み出された生産技法に特徴を持つ企業である。 

TPS は「必要な時に、必要なものを、必要なだけ供給する（生産する）」という“ジャス

ト・イン・タイム 21”（Just in time 以下 JIT）と、「機械の異常・不良発生時に、自ら止ま

                                                   
20 トヨタ生産方式（Toyota Production System、略称 TPS）は、トヨタ自動車の生み出した工

場における生産活動の運用方式の一つ。現在では多くの企業がこれにならった方式を取り

入れており、工場等の製造現場やスタッフ部門だけでなく、間接部門でも取り入れている

企業も見られる。その柱となるのが“7 つのムダ”削減、ジャスト・イン・タイム、標準作

業時間に代表される現場主義と自働化である。 
21 ジャスト・イン・タイム生産システム（Just In Time略 JIT）は、経済効率を高めるための

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B7%A5%E5%A0%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B7%A5%E5%A0%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%9F%E7%94%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%81%8B%E7%94%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%BD%E9%80%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%83%E3%83%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A3%E3%82%B9%E3%83%88%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%82%A4%E3%83%A0%E7%94%9F%E7%94%A3%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%A0
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%A8%99%E6%BA%96%E4%BD%9C%E6%A5%AD%E6%99%82%E9%96%93&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%A8%99%E6%BA%96%E4%BD%9C%E6%A5%AD%E6%99%82%E9%96%93&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E7%8F%BE%E5%A0%B4%E4%B8%BB%E7%BE%A9&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%83%8D%E5%8C%96
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り不良品を作らない」というニンベンのついた“自働化”の 2本柱から構成される。 

TPS はトヨタを発祥としながらも、ムダを徹底的に排除する考え方や技法であり、他の自動

車メーカーや他産業へも広く普及し、TPSの普遍性と有効性を示している。 

自動車メーカーの海外生産に伴い、TPSは欧米・アジアへも伝播し、米国では「リーンプ

ロダクション・システム」（Lean Production System ：贅肉のない、引き締まった、筋肉質

の生産システム）と命名され、世界中に広く認知されている。 

TPS は長期的な生産性向上のための考え方や技法であり、それは時代の変化を見据えた上

で、従来の工業化に対置した生産システムである。具体的には①多品種少量生産、②高品質・

低価格・短納期を同時に実現するものであり、根底には人間主義・平等主義・現場主義に基

づいている。生産システムとしては人間と機械の共存という考え方を取りながらも、主役は

あくまでも人間とし、人による知的創造活動を積極的に推進する考え方であり、現場の小集

団活動を基盤とした、全員参加による全社的な知的創造活動である（表 4）。これを伊藤

(2004)は「日本的経営の中核部分と考える内容と一致する」（34頁）と述べている。 

日本的経営の普遍的優位性について、市場経済が進展すればするほど競争が激しくなり、

企業間競争を勝ち抜く最大の武器は、最終的には「見えざる資産（無形資産）」すなわち知

的創造活動の所産物である「知識」（技術、ノウハウ、情報、ブランド、信頼など）と考え

られる。そして、知識は一般に人に体化されており、知的創造活動を担っている社員こそが

企業にとって最も重要なものとなる。 

日本における企業経営やものづくりの基本的な考え方は「ものづくりは人づくり」と言わ

れており、いいものを作ろうとすれば、まずそれを作るいい人をつくらねばならず、人づく

りこそ最も重要である。そのためには長期雇用による深い信頼関係と高い労働意欲の醸成

が企業競争力を強化することに繋がり、この考え方が「日本的経営」の中核である。 

 

表 4．トヨタ生産システム（Toyota Production System：TPS）と従来方式の比較 

項目 トヨタ生産システム（TPS） 従来方式 

生産方法 多品種少量生産 （少品種）大量生産 

QCD QCDの同時向上 

（Quality品質・Costコスト・ 

Delivery納期） 

QCDのいずれか選択して向上 

生産指示 JIT 

（後工程が前工程へ作業指示） 

・「マーケット・イン」の考え方 

・「顧客第一主義」 

前工程が後工程へ引き渡す 

・「プロダクト・アウト」の考え方 

 （生産第一主義） 

                                                   
生産技術で、トヨタ生産方式の代表的な要素としてよく知られている。 カンバン方式とも言

われる、“ 必要な物を、必要な時に、必要な量だけ生産する”こと。 
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在庫 在庫は諸悪の根源 

（目標は在庫ゼロ） 

・在庫があると問題が隠れてしま

う 

在庫は必要である 

自動化 ニンベンのついた自働化 

・異常がでたら生産を停止する 

自動化 

・不良品を作り続ける結果となる 

品質管理 「品質は工程で作りこむ」 

（自工程完結） 

・目標は 100％良品 

不良品は検査工程で除く 

（生産と検査を分離） 

・不良品はある％で発生する 

生産時の流れ 流れ生産 

・タクトタイムによる 1個流し 

ロット生産 

生産設備 小型、安価、ゆっくり 

・小さく生んで大きく育てる 

・(例)からくり方式 

大型，高価、早い 

製造ライン 製品別レイアウト 

・（例）Ｕ字型ライン 

機械別レイアウト 

作業員スキル 多能工 単能工 

作業方法 標準作業 

・設定と見直し、現場の自主性 

・作業員の手元にあり見える化 

標準 

・管理者による標準作成、不変的 

管理方法 目で見る管理(目視化) 

・誰でも、いつでも、一目でわかる 

目に見えない管理 

・管理者のみ把握 

改善活動 ムダ取り改善活動 

・全員参加による知的創造活動 

改善は技術者の仕事 

・現場は指示どおり作るのみ 

人間観 頭脳と意思を持った社員 命令する人と、ただ動く人 

出所）伊藤(2004)を参考に筆者作成 
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第四章 自動車産業事業戦略とトヨタの経営 

 本稿では、自動車産業の事業戦略と競争力とはどのようなものかを分析する。 

そして、トヨタの特徴を確認するために、トヨタ生産方式を代表とする生産面については

藤本の『生産システムの進化論』から、日本企業の特徴である関連メーカーを含めた事業集

団の関係については浅沼の「日本におけるメーカーとサプライヤーとの関係」を取り上げた。

また、トヨタ式経営の中国への導入については李の「中国におけるトヨタ生産方式導入の源

流」を、そして、これらを推進するトヨタの原動力の源泉をライカ―の『ザ・トヨタウェイ』

から分析する。 

そして、トヨタ側の資料として『トヨタ社史』を中心の資料として活用し、経営理念であ

る「豊田綱領」「トヨタ基本理念」「トヨタウェイ」「トヨタ行動指針」「トヨタグローバルプ

ラン」からトヨタの事業戦略を明らかにする。 

 

4.1. 自動車産業の事業戦略 

企業経営の「戦略」には、階層が高いものから「経営戦略」「事業戦略」

や「機能別戦略」がある。  

「経営戦略」とは、複数の事業を抱える企業があるべき姿を達成するため

に、経営層がどのように事業部・管理部門などの組織体制を設定し、どのよ

うに経営資源の配分を行うのかという全社的な組織面での戦略である。経営

戦略は全社戦略や組織戦略とも呼ばれ、会社組織の基本方針と言える。  

経営戦略においては、企業の目標を設定し、それを達成するために、“ヒト、モノ、カネ、

情報”といった経営資源をどのように調達し、また配置していくかを定め、持続的に収益を

上げられるような競争優位を形成することである。 

経営戦略の根幹には、企業の向かうべき方向を示す「ビジョン」と、企業のアイデンティ

ティーでもある「事業ドメイン」がある。「ビジョン」では「自分たちがどこに向かいたい

か、10 年後にはどういう姿になっているべきか」を定める。 

「事業戦略」は全社的な経営戦略を事業部レベルで実現するために落とし

込んだ具体的な方針であり、経営戦略との違いは、経営戦略が組織や人事な

ど全社的な議論であるのに対して、事業戦略は競争戦略とも呼ばれ、事業部

ごとに顧客の獲得や競合他社との差別化、事業組織のマネジメントを考える

ことが主な議論の内容となる。  

すなわち、事業戦略とは、市場の中で事業の目的を達成するための、市場

での競争と経営資源の蓄積・活用の基本方針のことであり、「事業としての

目標」と「最適な組織マネジメント」が重要である。そして、事業戦略の成

功のためには、組織の力を最大限に引き出せるような体制づくりやマネジメ

ントも重要なポイントとなる。  

https://bizhint.jp/keyword/71831
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事業戦略の成功条件は、競合他社との差別化による競争優位性の向上と、

自社内部の経営資源・組織能力を把握し、戦略を実行できるような組織体制

の確保である。自社の経営資源や能力が十分かどうかを判断する際の項目が

品質（ Quality）、費用（ Cost）、納期（ Delivery）（以下、 QCD）という概

念である。つまり、「目標とする品質を満たせるか」「費用は許容範囲内

か」「納期は実現可能か」という 3 つの観点から自社の経営資源・組織能力

を測る。そして実行にあたっては、経営戦略との整合性の考慮と、組織・人

材の能力の蓄積・活用が重要となる。  

事業戦略策定のフレームワークには、業界の主要なプレイヤーの影響力を

分析し、事業をとりまく外部環境を評価する「ファイブフォース分析」や、

自社内外の「強み」「弱み」などの競争要因を把握する「 SWOT 分析」（強

み・ Strengths、弱み・ Weaknesses、機会・ Opportunities、脅威・

Threats）がある。また、ファイブフォース分析や SWOT 分析などで外部環境

の分析を行い市場機会が発見できた後で、より具体的な差別化戦略を模索す

る「 STP 分析」（市場細分化・ Segmentation、ターゲット層の抽出・

Targeting、ポジショニング・ Positioning）や、市場で消費者に価値を提供

する際、価格やチャネルなど、具体的にどのような方法で製品・サービスの

設計を行うかを考えるマーケティングミックスの４ P 分析（価格・ Price、プ

ロモーション・ Promotion、製品サービス・ Product、流通チャネル・

Position）がある。  

「機能別戦略」とは、生産、購買、流通、営業など機能組織ごとの最適化

戦略で、人的リソースのマネジメントや能力を発揮しやすい組織作りなど、

事業戦略を実行するための現場レベルの具体的な施策が課題であり、「ビジ

ョン」と「事業ドメイン」に基づいて設定する。多くの場合、目標は数量やシェアなどの

定量的なもので示すことが多く、売上や利益率、業界内シェアなどで定めることが多い。 

その次の階層が「企業戦略」で、企業の目標を実現するための方法となり、「商品戦

略」、「技術戦略」、「調達戦略」、「販売戦略」、「マーケティング戦略」、「グローバル戦

略」、「ブランド戦略」、「製品・市場戦略」、「グループ戦略」、「知財戦略」、「新規事業戦

略」など多種多様である。 

 そして、戦略を実行するための競争力はさまざまな要素で構成されており、その構築には

地道な努力、大胆な決断、長年の経験の蓄積などが必要とされる。 

 川原(2011)によれば、自動車産業の競争力を構築するためには、事業パフォーマンスを直

接規定する市場における競争力として、「製品力」（製品の機能、品質、デザイン、価格など）、

「販売力」（店舗数、販売品質、納期、サービスなど）、「ブランド力」（認知度、好感度、信

頼性、顧客満足度、広告・コミュニケーションなど）がある。直接競争力の持続性を支える

間接的な競争力として、「製品開発力」（エンジニア数、開発リードタイム、開発生産性、開

https://bizhint.jp/keyword/71831
https://bizhint.jp/keyword/71831
https://bizhint.jp/keyword/168900
https://bizhint.jp/KEYWORD/84420
https://bizhint.jp/keyword/164359
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発コスト、効率的アーキテクチャー、サプライヤー統合度など）、「生産能力」（生産拠点数、

生産性、生産コスト、生産リードタイム、歩留まり、海外現地調達率、サプライチェーン効

率など）、マーケティング効率（商品当りのマーケティングコスト、商品ポジショニング、

販売店効率など）というオペレーション指数に表れる競争力、リスク分散の度合いや、規模

の経済性などがある（図 2）。 

これを、藤本（2002）は「「深層の競争力」、「表層の競争力」、「収益力」の三つに層別し

ている。「表層の競争力」は顧客に直接訴求できる商品力、性能、価格という表面化するも

ので、その結果としての財務の力が「収益力」である。一方、「深層の競争力」は戦略性、

経営力、QCD（品質、コスト、納期）、効率、生産性などの表に出ない要素で、簡単には測り

づらいものである。「収益力」は四半期で短期的に変動し、「表層の競争力」は車両モデル循

環の中で変動する。しかし、「深層の競争力」は非常に安定的で、製品のアーキテクチャー

が大きく変質しない限り、「ものづくりの組織能力」と概ね連動する」と説く。そして、ビ

ジネスモデルや車両のアーキテクチャーの進化に対し、戦略性と経営システムがいかに「深

層の競争力」を向上させ、競争に備えているかが重要であると述べている。 

そこで本稿ではトヨタとＶＷの競争力を 2008 年と 2018 年の生産台数と販売台数を比較

し、10 年間の変化と直近の状況を分析する。そして、直接的な競争力の差異要因を「製品

力」はセグメント別生産台数、車名・車型数、エンジン型式別生産台数から、「販売力」は

販売店数と販売台数、「ブランド力」ではプレミアムブランド車の販売台数を比較する。間

接的な競争力として「生産能力」は生産拠点数、生産能力と生産実績数に着目し検証する。

そして「オペレーション効率」は前述の各データを加工し、1車名当たり販売台数、1販売

店当たり年間販売台数、および生産能力に対する生産実績数から生産設備稼働率の視点か

ら分析する。 

なお、「製品開発力」についてはトヨタ・ＶＷともに本国で実施しており、本稿では分析

対象から除外した。 

 

図 2．企業が構築すべき競争力 

                  事業パフォーマンス 

    

                   直接競争力 

 

                   間接競争力 

 

                   組織の能力 

 

 

出所）川原（2011）を基に筆者作成 
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4.2．自動車産業の競争力 

 日本の自動車産業の競争力の変遷を見てみると、表 5に示されたように 1990 年頃までに、

商品力で欧米先進国に追いつき、品質などの側面では追い越すまでの水準に至った。この時

期は、世界市場で戦っていける商品を作りこむことが重要であり、個々の商品に品質向上と

コスト削減を両立させる「現場のものづくり」能力が成功の鍵であった。現場の情熱と、改

善・努力、「リーン生産方式」22と呼ばれる無駄のない生産システム、サプライヤーとの密接

な共同分業体制などにより、個々の製品力を高め、海外市場へ拡大していったのが 1990年

代前半の成長手段であった。しかし、一定程度の製品力と事業規模に成長はしたものの、利

益面では脆弱であった。 

 1990 年代後半には、企業全体で効率を高めることにより、企業の利益率向上の実現をめ

ざし、「プラットフォーム型製品開発」23へ移行していった。「プラットフォーム型」とは特

定セグメント内で部品の共有化を実施する「パズル方式」のものづくりの方式である。この

時期、世界市場の大半を占めていた先進国市場においては、市場の成熟化により、新たな製

品による需要の創造が必要であり、競争力のある多様な製品をすばやく市場に投入するこ

とが求められていた。この対応の一つとして、プラットフォームの統合により、開発資源を

集中的に投入できるようになり、コスト削減を図り、競争力が高くかつ様々な商品へ展開で

きる柔軟性をもったプラットフォームを完成させた。そして、このプラットフォームを利用

して次々と派生車を開発し、市場へ投入することが可能となった。特に、大手メーカーは、

1プラットフォーム当りの累計生産台数は百万台を超える規模となり、規模の経済を生かし

た低コストでの部品調達が可能となり、競争力が高められた。 

 2000 年代に入ってからは、こうして高められた製品の競争力を武器に世界的な販売が好

調となり、いかに生産して顧客に届けることができるかで、成長力が規定されるように変わ

った。例えばトヨタは、日本ではトヨタ自動車九州、トヨタ自動車東日本の生産能力増強、

海外では、タイトヨタのサムロン工場の増強、米国トヨタテキサス工場新設、チェコトヨタ

新設、天津一汽トヨタ新設、広汽トヨタ新設、四川一汽トヨタ長春新設など、次々と世界中

で大規模工場を立ち上げていった。設備投資が固定費を増加させたことは 2008年のリーマ

ンショック時の収益に大きな課題を残したものの、このスピードでの生産能力拡大が売上

拡大につながり、利益成長の実現につながったのは事実である。 

                                                   
22 リーン生産方式（lean product system、略称 LPS）とは、1980年代にアメリカのマサチュ

ーセッツ工科大学（MIT）で日本の自動車産業における生産方式（主にトヨタ生産方式）を研

究し、その成果を再体系化・一般化したものであり、生産管理手法の一種である。製造工程

におけるムダを排除することを目的として、製品および製造工程の全体にわたって、トータ

ルコストを系統的に減らそうとするのが狙いである。 
23 自動車の場合は、車台の「標準化」「共用化」「モジュール化」により、開発効率の向上やコ 

スト削減を狙った戦略で、2010年以降に活発に取り組まれている。 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/1980%E5%B9%B4%E4%BB%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E5%90%88%E8%A1%86%E5%9B%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9E%E3%82%B5%E3%83%81%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%BB%E3%83%83%E3%83%84%E5%B7%A5%E7%A7%91%E5%A4%A7%E5%AD%A6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9E%E3%82%B5%E3%83%81%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%BB%E3%83%83%E3%83%84%E5%B7%A5%E7%A7%91%E5%A4%A7%E5%AD%A6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E7%94%A3%E6%A5%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF%E7%94%9F%E7%94%A3%E6%96%B9%E5%BC%8F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%9F%E7%94%A3%E7%AE%A1%E7%90%86
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 2010 年代に入った自動車産業は新たな課題に直面している。一つは自動車市場がこれま

での先進国市場に加え、新興国市場が台頭し、現地メーカーが中心となり低価格車という新

しい車種セグメントが出現した。この市場は拡大の余地があるものの、既存の自動車メーカ

ーが従来の方法で対応しようとすれば利益の確保は困難であるが、この市場を諦めてしま

えば、成長機会を失いシェアが低下することとなり、このジレンマを解決する対応策が求め

られた。もう一つの課題は、先進国や中国で叫ばれている環境問題やエネルギー問題に対応

するための電動化（EV化）である。EV車はその設計構造の特性により、従来の「すりあわ

せ型」のものづくりとは異なり、新たなものづくりの発想が必要となる部分が拡大する。つ

まり、EV 車は従来の自動車産業の強みを生かし難い領域であるが、今後拡大が見込まれる

この領域に対応しなければ、他社との差別化に負けシェア低下を招くと共に、環境問題に対

して貢献していないというネガティブなイメージを被ることによりブランド力も低下する

可能性がある。 

 

 以上のように新興国市場の成長やパワートレインの多様化などに早急に対応していく必

要性がある。しかし、低価格化やパワートレインの多様化が進行し、それに個々に対応しよ

うとすると効率が悪化するため、新しく共通化、共有化が必要となり、「モジュラーアーキ

テクチャー」で多様化に対応しようとしている（川原 2011）。「モジュラーアーキテクチャ

ー」は 2000 年代に入って、ＶＷなどの欧州メーカーを中心に進められており、顧客ニーズ

やパワートレインの多様化に対応するため、セグメントに依存しない車づくりを志向する

もので、細分化したモジュールを組み合わせて車両を造ることにより、個々の車種単位で見

ると他の車種との部品の共有化度は低下するが、全体では部品の種類を少なくすることを

狙うものである。「モジュールアーキテクチャー」は、大半が自動車メーカーのグループ内

で進められるため、従前にも増して規模の経済性が生かされる。 

一方、EV 車においては水平分業が進展し、既存の汎用モジュールを前提とした設計の発

想が広がれば、外部の規模の経済性を活用することが容易となり、「ネットワーク経済性」

の競争となる。また、従来の自動車は「擦り合わせ技術」というこれまでの常識が変わり、

今後は「組み合わせによって良い車を作る開発力」が求められるという意見がある（川原

2011）。 

 

表 5. 自動車産業の競争力変遷 

時期 ～1990 年 1990年代 2000年代 2010年代～ 

キイ項目 品質、コスト 

ものづくり能力 

垂直統合 

多様化 

市場へ早期製品

導入 

規模の経済 

製品力を背景と

した需要拡大 

フレキシブル生

産体制 

新興市場台頭 

多様化する技術 

日本自動車                          新たな経営戦略 
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産業の競争

優位 

                       

                   グローバル生産拡大 

 

           プラットフォーム型製品開発 

 

  ものづくり 

 

品質・製品力向上 利益率向上 売上拡大 変化への対応 

現場の情熱 

カイゼン 

リーン生産方式 

サプライヤーシス

テム 

 

プラットフォー

ムの大胆な統合 

開発リードタイ

ム短縮 

国内能力増強と

海外生産能力急

拡大 

フレキシブル生

産システム 

新興国市場での

多様化、低価格

化への対応 

技術開発アイテ

ム、事業領域の

不透明性 

出所）川原（2011）を基に筆者が作成 

 

4.3  藤本の『生産システムの進化論』からみたトヨタの強み  

藤本(2002)は『生産システムの進化論』で、トヨタの強みの源泉を分析している。藤本は

「どうしてトヨタは長期間にわたって強い企業であり続けたのか」「一体どうしてそんなこ

とが可能だったろうか」との問題意識が研究の根底と述べている。問題意識をもう少し具体

化すると、「製品を設計する際の設計思想である「製品アーキテクチャー」が比較的安定し

た産業において、生産性が高い、品質かよい、利益が高いといった相対的に高い競争パフォ

ーマンスを長期的に維持してきた製造企業は、一体どのような組織能力を持っているのだ

ろうか」ということになる。 

 自動車産業は、アメリカの T型フォードのように、極端な少品種で、大量生産をすること

により拡大したのに対し、日本の自動車産業は少しずつモデルを積み重ねた結果として、生

産を拡大した「多品種小量生産」となっている。 

 

4.3.1.  製品アーキテクチャーと競争から見た日本の自動車産業 

 産業分類時の、競争がオープンなのかクローズなのかという概念で「競争の特性」を、「製

品アーキテクチャーの特性」が「インテグラル型」（擦り合わせ型）なのか「モジュラー型」

（組み合わせ型）なのかで区分すると、日本の自動車産業は「インテグラル型」（擦り合わ

せ型）の典型といえる（図 3）。そして、擦り合わせ型で最適設計した製品を作るためには、

長期雇用や長期取引が重要となり、「ツーカーの関係」だとか「あうんの呼吸」、「情報の共

有」、「濃密なコミュニケーション」「まとめ能力」が重視されることとなる。 
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図 3．製品アーキテクチャーと競争から見た自動車産業の位置づけ 

 

 

 

          

＜日本企業の強い部分＞ 

   金融商品     

 

    自動車 

 

 

  

＜日本企業の強い部分＞ 

 

  コンピューター 

 

 

 

出所）藤本(2002)を基に筆者作成 

 

4.3.2. トヨタの「組織能力」 

トヨタのシステムがうまくできている仕組みを「組織能力」と言い、その企業は持ってい

るが、他には簡単に真似ができない競争力という面から分析してみる。トヨタは「JIT」と

か「TQC」などの競争力をもつ「組織ルーティン」という仕組みが多数ある。すなわち、ト

ヨタの「組織能力」は、在庫水準を一定水準に保ちつつ毎日発注する「カンバン・システム」

の仕組み、製品直行率を 90％後半に維持する仕組み、歩留まりを 100％に近づける仕組みな

ど、個々の「組織ルーティン」がまとめられて全体の独自システムとして「組織能力」を発

揮するところに強みがある。 

一個一個のルーティンは本を見ればトヨタ方式はすぐ真似ることができるはずだという

議論になるが、例えて言えば「一個一個の楽器の鳴らし方について書いてあるという事であ

り、全体のオーケストラをどのように動かしていくのかという話はどこにも書いていない」

と、この全体のオーケストレーションのところに真似のしにくさの秘密があると解説して

いる。同様のことは、1990 年に マサチューセッツ工科大学(Massachusetts Institute of 

Technology 以下 MIT)から出た 『The Machine That Changed the World』 でリーン生産

方式としてトヨタ生産方式が紹介され、「全体のシステム化に優位性がある」と解説され、

広く知られることとなった。  

「組織能力」を、高いレベルでルーティン化した作業を繰り返し実施する「もの造り能力」

（例、年間 300 万台の車を安定的に、高い生産性でつくる能力）、作業標準のようなものを

繰り返し改善する「改善能力」（例、年間 100万件以上の改善活動）、ルーティン化を生み出

クローズド 
 
            

競争 
 
 

オープン      

製品アーキテクチャー 

インテグラル型      モジュール型 

（クローズド）      （オープン） 
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す組織能力となる「進化能力」に区分し、トヨタの競争力のコアコンピタンスは「進化能力」

と述べている。 

トヨタの「組織能力」を、生産システム、開発システム、購買システムで分析すると次の

通りとなる。 

(1)トヨタ生産システムとは、「工程から製品への、密度・精度の高い設計情報の転写作業」

といえ、トヨタでは「付加価値の流れ」と呼んでいる。トヨタ方式とは出来あがった設計情

報を、効率的に高い精度で顧客に発信することであり、「淀みのないシステムを作る事」で

ある。ムダを減らすことが根幹にあり、設計情報が流れていない時間を最小化していくこと

を目指しており、これを「正味作業時間」称している。 

このムダをなくして、常に情報が流れるしくみは古典的経営学が唱えた、「PDCAサイクル」

と同じで、100年前の経営学を従業員全員が理解し、日々実践している組織といえる。 

(2)トヨタ開発システムとは「情報そのものをつくっていく、創造していく過程」で、基本

的には生産システムと同様な機能である。  

具体例として、部品メーカーの早期開発参加（デザイン・イン）、製造能力の製品開発へ

の活用（試作・金型・量産立ち上がり）、オーバーラップ型開発（設計・開発と生産準備）、

少数精鋭のプロジェクトチーム、重量級プロダクトマネジャー制（チーフエンジニリング）

などがある。 

(3)トヨタ購買システムは、「長期安定的取引」「少数者間の能力構築競争」「まとめて任せる」

の三要素が重要であり、この三つが同時に存在した場合にうまく機能する。また、これに加

え、発注者は多面的な評価能力を保持することが必要であり、作業の外注化はよいが、知識

の外注化は不可で自社内に保存するべきである。 

これを自動車産業にあてはめると、自動車メーカーと部品メーカーが部品を共同開発す

る際のやり方のひとつである「承認図方式」がある。 

 

自動車メーカーは部品メーカーに対して部品の基本的な仕様などを伝えるだけに留め、

あとの詳細設計や試作といった部分は、共同開発という形をとるものの、基本的には部品メ

ーカーにまかせる。そして完成品が 良品であれば図面に承認を与える方式であり、開発工

数が節約でき、開発リードタイムが短くなり、且、つくりやすい設計を実現しやすくなりコ

ストダウンにつながる効果がある。よって、自動車のようなインテグラル型（擦り合わせ型）

の商品開発においては、既にグローバルスタンダードになっている。 

「承認図方式」はトヨタ、日産、その他の各社が同じであるが、トヨタは、「設計外注規

定」のようなものを精緻に発達させていき、承認図方式を完成度の高い外注の仕組みを構築

していった。 

「組織能力」のなかの「もの造り能力」「改善能力」「進化能力」の三つの能力が全部備わ

った時に、長期的に見た強靭な企業が出てくる。そして進化においては、「変異（variation）」、

「保持（retention）」、「淘汰 （selection）」、のプロセスを経るが、進化のプロセスで一番
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大事なのは「保持（retention）」である。 

「進化能力」というのは何かを分析すると、しぶとい、泥臭い能力であり、何かいいやり

方が見つかったら「文書化」して「横展開」して「フォローアップ」する、この繰り返しを

地道に続けることであり、その根底にあるものは組織メンバーの心構えと述べている。 

トヨタの真の強みは「進化能力」にあり、正確な基本動作を最初の段階で徹底的に教え、

従業員一人一人に刷り込まれている。しかし、その後はわりと分権的であり「問題は自分で

探せ」と各メンバーの「進化能力」（＝心構え）という、しぶとく、泥臭いものであると分

析している。 

 藤本は上述ようにトヨタを分析しているが、それは約 100 年の歴史の積み重ねにより出

来上がった結果のものであると筆者は考える。すなわち、トヨタが海外進出時には、現在の

思想と、現地の実情に大きな矛盾が発生し、その対応を分析することは、トヨタの過去の歴

史を振り返るのと同じ効果があるのではないかと考える。 

 

4.4.浅沼の「日本におけるメーカーとサプライヤーとの関係」 

浅沼(1990)は日本の自動車産業における自動車メーカーと部品サプライヤーとの関係を

観察し、さまざまなタイプの関係が存在していることを示した。さらに、長期的な関係が文

化的要因よりも、部品サプライヤーが蓄積する関係特殊的技能と、それに対して自動車メー

カーが行なう評定に基づいた経済的要因から説明されると述べている。 

 

4.4.1. 日本におけるメーカーとサプライヤーの関係に対する従来の通念 

従来、日本で発展してきた自動車メーカーと部品サプライヤーとの聞の諸関係が持つ性

質について，さまざまな通念が形成されているが、とりわけ広く普及しているのは，次の二

つである。 

 第 1の通念は日本の自動車メーカーは、一般に，自分が生産のために使用する中間生産

物を外部の企業から調達する場合、自社が組織した特定の諸企業のグループ、または自分が

加入している特定の諸企業のグループのメンバーだけを調達先とする傾向があるというも

のである。 そうしたグループのメンバー企業は、相互の間に絶えざる取引関係を保ってい

て、この取引関係の中にメンバーでない企業が参入しようとしても困難だと考えられてい

る。 

第 2の通念は、そうしたグループが形成されるということは、 日本に特有の現象であり、 

日本の文化的ないし歴史的な特異性からのみ説明されうるものであるというものである。 

しかし、自動車産業の慣行を観察するに当たっては、自動車の各モデルのライフサイクル

（例、乗用車 4年でフル・モデルチェンジ）に焦点を据えることが必要である。ライフサイ

クルの期間は、自動車部品メーカーはサプライヤーの切り替えを行なわないという意味の

「ノンスイッチング」の慣行と、 いわゆる「複社発注政策」の関係を正確に理解しておく

ことが重要性である。 
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すなわち、自動車メーカーと、それが生産している特定モデルのサプライヤーは、そのモ

デルが量産対象として存続するかぎり、そのモデルに対する需要の増減の効果をともに分

かち合うことになる。他方、モデルの量産期間が終了を迎えるときには、その銘柄の車の現

行モデルになんらかの部品を供給してきた企業が、次期モデルについても同じ種類の部品

の注文を受けることができるという保証はないということである。 

 

4.4.2. 日本におけるメーカーとサプライヤーの関係の実態 

外部から買い入れられる諸品目について、サプライヤーの古典的二分法は、「購入品」と

「外注品」に区分される。「購入品」は、統計で使われている「市販品」のことであり、特

定の自動車メーカーの意志に関係なく一般の買い手を対象として売りに出されており、し

買い手の側から見ればカタログから選ぶだけで 購入することが可能な財のことである。こ

れと対照的に「外注品」とは、特定の自動車メーカーが提示する仕様にしたがって外部の企

業が供給する財または加工サービスを意味し、外注品ということばが「下請け企業」という

ことばに対応する。 

しかし、自動車メーカーは，自社が製造ノウハウを取得していない品目についてさえも特

注の仕様を提示するようになった。これに伴い、日立製作所や三菱電機のような、企業規模

が大きいばかりでなく、関係する部品の開発能力を明らかに備えている企業が「外注品」に

含まれ、一般的に言う下請け企業となってしまうことになり、日本の主要自動車メーカーは，

下請け企業ということばを使用しなくなっている。 

自動車産業は、外部の企業から買い入れられる部品について実務的な観点から、次のよう

な二分法が存在する。 

① 「貸与図の部品 (Drawings Supplied parts)」 

自動車メーカーが供給する図面にしたがって外部のサプライヤーが製造する部品で、図

面は「貸与図 (Drawings Supplied)」とよばれる。貸与図のサプライヤーは、基本的に

取引される部品に関する製造能力だけを提供する。 

② 「承認図の部品 (Drawings Approved parts)」 

当該サプライヤー自身が作成し、自動車メ－カーが承認する図面にしたがって外部の

サプライヤーが製造する部品で、図面は「承認図 (Drawings Approved)」 とよばれる。

承認図のサプライヤーは、取引される部品に関する製造能力に加え、製品開発能力をも

提供する。 

 

外部企業からの買い入れ初期には、自動車メーカーは下請け企業から比較的単純な部品

ないし、簡単な加工サーピスを買い入れる傾向がある。 しかしながら時が経つとともに、

自動車メーカーは既に試してみたサプライヤーの中から相対的に質の良い企業をいくつか

選定し、そのサプライヤーに、アセンブリー度合の進んだ形態で部品を供給させる。 この

過程で、自動車メーカーは、アセンブリーの度合の進んだ部品の開発段階のかなりの部分を
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それに関係するサプライヤーに委託するようになることがある。 これによって、自社で開

発を全面的に実施すれば発生するはずの技術スタッフの工数を節減できるからである。 

また、燃料噴射電子制御システムなどの技術的に高度な部品は、自動車産業をリードして

いる自動車メーカーと、その企業のサプライヤーの中のいずれか選ばれた企業とが共同で

行なう研究開発の結果として、はじめから承認図の部品として出現し、次いで，同じ種類の

部品が産業全体に普及して行くという場合が存在している。すなわち、進化の順序は、「 新

たに創出された承認図の部品」から、「より市販品に近い承認図の部品」へという順序にな

る。 

 

4.4.3. 日本におけるメーカーとサプライヤー間の相互作用 

自動車メーカーとサプライヤーの関係特殊的技能を構成する要因は、一つは部品の開発、

製造、および納入に関する実物的領域の中で起こる相互作用であり、もう一つは，価格領域

の中で起こる相互作用，つまり価格交渉である 。 

なお、関係特殊的技能とは、基本的に自動車メーカーのニーズに対して効率的に反応する

ためにサプライヤーの側に要求される技能のことであり、この技能を形成するには、サプラ

イヤーが蓄積してきた基本的な技術的能力の基礎の上に、特定の自動車メーカーとの反復

的な相互作用を通じての学習が付加される。 

① 市販品タイプの部品のサプライヤー 

品質保証に関する高い信頼性と、納期厳守に関する高い信頼性である。なお、サプライヤ

ーの開発過程ならびに製造過程に関係する相互作用は少ない。しかし、日本の自動車メーカ

ーは，各サプライヤーが一定期間の間に、原価削減の努力にもとづいて、ある目標比率の価

格引き下げを達成する力を持っていることを期待する。 

② 貸与図の部品のサプライヤー 

品質と納期に関する信頼性は、自動車メーカーから高い評定点を獲得するために重要で

ある。それに加え、第 1に製造段階の期間中に取引されている品目の製造原価の系統的な低

減を「合理化」（工程改善を通じての原価低減）、および、「価値分析（バリューアナリシス・

V A：購入部品の設計改善提案を通じての原価低減の努力）を通じて達成しうる能力である。 

第 2には、開発段階に要求される能力で、自動車メーカーが貸与する図面に応じて製造工程

をうまく設計する能力であり、「価値工学〈バリューエンジニアリング・VE)」を実施する能

力で、量産段階に先行する期間中に、部品の設計改善に関する提案を通じて見込まれる製造

原価の低減を達成しる能力である。 

③  承認図の部品のサプライヤー 

前述のすべての属性と能力に加えて、承認図の部品のサプライヤーが自動車メーカーか

ら高い評定点を受けるためには、自動車メーカーが出した仕様に応えながら限られた時間

の間に、開発しうる能力である。それには、自動車メーカーが感じているニーズを微妙な細

部に至るまで理解し、それに適応しうる能力をも含む。承認図の部品のサプライヤーは、貸
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与図の部品のサプライヤーよりも独立性が大きく、より高度な技術的能力を求められる。 

 

表 6．部品とサプライヤーの関係 

カテゴリ

ー 

買手の提示する仕様に応じ作られる部品（カスタム部品） 市販タイ

プの部品 貸与図の部品 承認図の部品 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ 

分類基準 買手企業

が工程に

ついても

詳細な指

示 

供給者が

貸与図を

基に工程

を決める 

買手企業

は概略図

を渡し、

その完成

を供給側

へ委託 

買手企業

は工程に

ついて相

当な知識

を持つ 

ⅣとⅥの

中間領域 

買手企業

は工程に

ついて限

られた知

識しか持

たない 

買手企業

は売手の

提供する

カタログ

の中から

選んで購

入 

例 サブアッ

センブリ

ー 

小物プレ

ス部品 

内装用プ

ラスチッ

ク部品 

座席 ブ レ ー

キ、ベア

リング、

タイヤ 

ラジオ、

燃 料 制

御、バッ

テリー 

 

出所）浅沼(1990)を基に筆者作成 

 

 上述のように、浅沼は日本の自動車メーカーとサプライヤーの関係を分析しているが、こ

れは日本の自動車産業の技術集積が進んだ結果の姿と筆者は考える。日本の自動車メーカ

ーが海外進出した場合は、現地の自動車産業の発展の度合いの違いにより、自動車メーカー

自らがサプライヤーの技術集積にいかに参与しているかについても分析していきたい。 

 

4.4.4. 理論的文献との関係 

① Aoki (1988)24は、関係準レントの分配を、自動車メーカーと長期的関係を保ってきたサ

プライヤーが蓄積してきた関係特殊的技能にもとづき、自動車メーカーが現在取引関係

を持っているすべてのサプ ライヤーを、現任でないサプライヤー (nonincumbents) に

よって置き換えた仮構の状態と比べると、より大きな付加価値を生成して行っているは

ずである。 付加価値のこの余剰分が、関係準レントに対応し、相対的に高水準の関係

特殊的技能を達成しているサプライヤーは、同じ種類の部品を供給している他のサプラ

イヤーに比べてより高いランクを与えられ、自動車メーカーからより有利なビジネスを

オファーされる。 

                                                   
24 Aoki ， M. (1988). Information ， Incentives ， and Bargaining in the Japanese 

Economy ， Cambridge University Press ， 
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② Williamson(1979)25は、取引を、(1) この取引の当事者たちが面している不確実性の程

度、(2)取引が行なわれる頻度、3)この取引に特殊的な投資が行なわれる程度（資産の特

化度)、の三つの次元に沿って分類している。そして、不確実性の程度の増大が相対交

渉にもとづく取引制御 (bilateral governance)に及ぼす効果に関して「問題の取引の

当事者たちは、取引対象となっている財のカスタム化の程度を減少させるか、あるいは

契約を従来よりも精敏なものにするかのどちらかを行なうことが必要となる。」と、推

論している。 

それに対し、浅沼は最終生産物の技術的成熟度という概念を導入し、ある最終生産物の

ためのカギとなるテクノロジーが未成熟であればあるほど、それを生産している自動車

メーカーにとって，この特定の最終生産物のためのサプライヤーの集合については、そ

の集合のメンバーシップをオープンにしておくインセンティヴが大きい、と述べている。 

 

4.5. 李の「中国におけるトヨタ生産方式導入の源流」 

中国におけるトヨタ生産方式導入の源流について李(1996)は、中国の代表的な自動車メ

ーカーである 「第 一汽車集団公司」 ( 以下、一汽) の事例を取り上げ、同社における

生産システムの進化とトヨタ生産方式の導入、技術移転のプロセス、および日本式の生産

管理方式の影響を検証している。中国におけるトヨタ生産方式の導入の源流は、直接的に

は 1977 年と 81年に、トヨタ生産方式 の代表的推進者である大野耐一の二回にわたる 一

汽での技術指導にさかのぼることができる。また、間接的には 80年代後半から、一汽は

日野自動車工業の技術援助 によるトラ ンスミッション工場の建設をきっかけ に、「リー 

ン生産方式」を本格的に導入しはじめ、90年代に入って定着させた 。一汽のトランスミ

ッション工場は、これまで個別に導入してきたトヨタ生産方式の部分的な構成要素を統合

し、中国内で他に先駆けて工場レベルで 「JIT」方式を中核とした体系的なトヨタ式生産

システムを確立したことに大きい意味を持っている。 

一汽は、計画経済体制下における経営管理方式及び伝統的なフォード的大量生産方式 

といった旧企業体制の二重の慣性力のもとで、中国企業 (特に国有企業) の生産管理方式 

の変革と企業システムの転換が欧米企業以上に困難であることは否めなく、当例は、世界

におけるフォード ・システムとトヨタ生産方式 の新旧交替と伝播の一環と位置づけてい

る。 

 

4.5.1.大野の一汽に対する問題提起 

一汽 におけるトヨタ生産方式の導入の第 一段階は、トヨタ生産方式の推進者である大

                                                   
25 Williamson ，O. E. (1979).“Transaction-Cost Economics: The Governance of Contractual 

Relations ，" Journal of Low and Economics ， Vol. 22 ， pp. 233-261 
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野の 1981年の直接指導にさかのぼることができる。それは結果的に、トヨタ生産方式に

対して、一汽の指導部と中間管理層の注目を起こさせることになった。第 2段階 は、

1985年から 90年までの日野の新トランスミッション工場の建設に対する全面的な技術援

助であった。一つのモデル工場を作りあげたことは、 これまで概念としてしかイメージ

されてこなかったトヨタ生産方式 、或いは 「リー ン生産方式」を現実的、体系的 に示

すことを可能 とした。 

 

大野が一汽訪問時 (1981年 6月 4日〜6月 21日) の具体的言動が 、次のように一汽の

記録に記されている。 

品質 :すべての工場が不良品を生産 しているようだ。 

作業 :機械設備の損壊を加速させている。 

仕掛品 :大量の資金を寝かせている。 

安全 :われわれ (日本の工場)なら、怖くて生産できない。この状態で事故が出ないこと 

に敬服している (その本意は事故がなければかえっておかしい!)。 

また、大野らが 一汽の各分工場や工程を見学した際も、品質管理面から組立工場でフ

ロント ・アクスルの不合格品を ラインから下ろして修理している、工程管理面では全社

の作業は総組立ラインのタクトに合わせて生産されず、各工程 、各生産ラインはバラバ

ラに作業していて、コントロールされていないと指摘している。そして、シャシー工場の

リア ・アクスルのファイナル ・ピ ニオン ・キャリア ( 軸承座) の機械加工ライ ン

(固定式)をサンプルとして具体的に技術指導を行い、ラインのレイアウト変更まで指示し

ている。 

 

4.5.2.日野からの技術移転  

日野自動車の全面的な技術指導で新設された一汽のトランスミッション工場は、これま

でバラバラに導入されてきたトヨタ生産方式の部分的な構成要素を統合して、工場レベル

で 「JIT」方式を中核とした体系的なトヨタ式生産システムを導入したものとして大きな

意味を持っている。 一汽において 一つの体系的 なモデル工場の誕生により、トヨタ生

産方式 に対する理解は概念から目に見える形になり、 このことは 90年以降 、一般従業

員層にまで共通の価値観を浸透させることにも役立ったのである。 

しかし、その確立過程において、伝統的な大量生産方式的な発想と計画経済体制下の中

国的な生産管理思想は、「JIT」方式を中核としたトヨタ式の発想と衝突を繰り返す過程で

もあり、新旧システム間 のコンフリクトの克服と発想転換の過程でもあったと述べてい

る。 

例えば、1987年の新工場の完成と同時に、 一汽はトヨタ生産方式の導入をはじめた

が、伝統的な管理思想に束縛されて、工場の指導部の中では意見が分かれてしまい、 こ

の新しい管理方式が推進できなかった。その結果、生産現場の管理モデルは日本の生産管
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理方式 に基づいて設計されたにもかかわらず、管理手法は相変わらず中国の伝統的なや

り方のままであった。 このようなねじれ現象は、新トランスミッション工場の管理を大

変な混乱状態に陥らせた。品質が要求に達せず 、生産量も達成できなかったようだ。 

さらに、完成品ストレージの仕掛量については、中国側はラインストップするので多く

持ちたいのに対して、日本側は問題の顕在化と改善のため減らすことを提案したが、受け

入れられなかった。 

しかし、1991年に工場の新しい指導部が発足し、指導部の認識変化により、トップダウ

ン方式で生産システムの転換を実現させた。伝統的な中国の管理思想 いわゆる慣性法則

は依然として新システム導入の最大の制約条件 になっている。これは 一汽だけの問題で

はなく、全国的規模で散見される現象である。 

中国企業の生産管理方式の変革とは、具体的には計画経済体制下における旧経営管理方

式と伝統的な大量生産方式からの脱却という切実な現実問題にある。旧企業体制の二重の

慣性力のもとで、中国企業の生産管理方式の変革と企業システムの転換は欧米企業以上に

困難である。製造業中心の国有企業の経営効率の悪化と市場競争の低下の背景には、先端

技術の導入が不十 分というよりも 、生産管理方式の変革意識の欠如という本質的な問題

があるのではないかと結論付けている。 

筆者は、中国駐在中に合弁相手先である天津汽車をはじめ、多くの自動車メーカー、部

品メーカーを訪問する機会があった。その多くの企業トップは「JIT」方式を導入してい

ると説明するものの、工場を見ると旧来方式から脱却できず、トップと現場管理者・監督

者との齟齬が発生している事例を多く見てきた。本稿ではその背景についても分析を試み

る。 

 

4.6 ライカ―の『ザ・トヨタウェイ』 

ライカ―(2004)は日本の自動車メーカーを、車を開発・生産する能力は非常に高いが、財

務やマーケティング面では天才的ではなく、複雑な自動化などの先端生産においては世界

のリーダーではなかったと評価している。そして、トヨタについては「プロセスの統制度」

「部品メーカーが製品開発プロセスに組み込まれている度合い、能力」が優れ、トヨタと部

品メーカーの間に製造や設計に関する共通した思想を共有し、卓越した製造力を戦略的な

武器にすることに成功したと述べている。 

トヨタの経営方式は「トヨタウェイ」と「トヨタ生産システム」が「トヨタの DNA」を構

成し、トヨタの創業者から生まれ、現在・将来の幹部に継承され、育まれていると米国トヨ

タ・モーター・マニュファクチャリング・ケンタッキーのコンビス社長の言葉を紹介してい

る。 

ライカ―は絶え間ない改善こそ、トヨタのシステムに生命を吹き込む原動力であり、「ト

ヨタウェイ」と呼んでいる。カンバン、ポカヨケ、アンドンといったテクニックは、工程を

常に改善する従業員がいてはじめて強力なツールになり、そのツールは従業員に考えさせ
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るようになっており、単なるテクニックではなく経営思想であり、工程や問題解決手法に関

する考え方である。 

そして、トヨタは単に海外に工場を立ち上げているだけではなく、トヨタウェイのカルチ

ャーを海外に植え付ける努力をしている。そのために、グローバル化の手段としては、時間

と巨額な投資が必要であるが、投資の何倍もの効果がでており、米国トヨタ・モーター・マ

ニュファクチャリング・ケッツタッキーの例をあげ、トヨタウェイの原則は海外移転が可能

であるとしている。 

トヨタの成功要因を、リーダーやチームの育成、企業カルチャーの醸成、戦略の立案、部

品メーカーとの関係構築、学習する組織の維持といった多様な能力にあるとして、トヨタウ

ェイを構成する 14原則を、哲学（Philosophy）、プロセス(Process)、人・パートナー( 

People・Partners)、問題解決(Problem solving)に区分し、図 4のように要約した。 

 

図 4．トヨタウェイの４Pモデル 

 

トヨタの用語          

 

現地現物   Problem solving      カイゼンを通じて組織学習 

             （継続的改善と学習）    現地現物による状況把握 

                           意思決定のコンセンサス重視 

 

尊重と   People・Partners     リーダーの育成 

      チームワーク  （尊重、チャレンジン、  人とチームを尊重、育成 

               チーム育成）      部品メーカーを尊重、課題提供 

カイゼン 

Process        淀みない流れ、問題表面化 

               （ムダ取り）      プルシステム、作りすぎのムダ 

                           生産の平準化 

                           改善のために、業務標準化 

                           問題顕在化のための目視化 

                           信頼できる技術を使用 

 

挑戦              Philosophy      長期的思考で経営判断 

（長期思考） 

 

出所）ライカ―(2004)をもとに筆者作成 
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ライカーは 米国ケンタッキー工場での事例を基に、トヨタウェイによる展開状況を分析

し海外移転が可能であると評価している。トヨタは同様の思想で、中国合弁事業についても

トヨタウェイの移転による企業カルチャーの醸成、人材育成を目指しているが、従業員の流

動性が米国以上に高く、浸透に苦労している。 

 

4.7 トヨタの経営理念とは 

トヨタの創業は、豊田佐吉が創業した豊田自動織機製作所内に、1933 年 9 月に開設され

た自動車部が起源で、自動車部設置にあたっては、中京デトロイト構想 26創案者で大同メタ

ル工業創立者の川越庸一が、佐吉の息子である豊田喜一郎を説き伏せ設立し、初代社長は佐

吉の娘婿で喜一郎 27の義兄である豊田利三郎が就任した。織機製作における鋳造・機械加工

技術などのノウハウを活かし、研究期間を経て 1935 年 11月に G1型トラックを発表し、翌

1936年 9月には、初の量産乗用車である AA型乗用車を発表した。そして、1937 年 8月に豊

田自動織機製作所自動車部から独立し、広大な敷地のある愛知県挙母市（現豊田市）に、本

社と工場が設置された。 

設立当初は、社名中の「豊田」の読みが「トヨダ」であったため、ロゴや刻印も英語は

「TOYODA」でエンブレムは漢字の「豊田」を使用していた。しかし、デザイン的にスマート

であること、画数が 8画で縁起がいいこと、個人名から離れ社会的存在へと発展することな

どの理由から、1936 年 9 月に「トヨタ（TOYOTA）」の使用が開始され、「トヨタ自動車工業

株式会社」が社名に採用された。 

戦後の 1950 年、ドッジ・ライン（財政金融引き締め政策）に伴うデフレで経営危機に陥

り、帝国銀行（現、三井住友銀行）を中心とする銀行団の緊急融資の条件に従い、人員整理

と販売強化のためトヨタ自動車販売株式会社を分離して設立した。同危機は直後に発生し

た朝鮮戦争における米軍用トラックの大量受注により回避された。 

 1982 年にトヨタ自動車工業とトヨタ自動車販売は合併し、トヨタ自動車株式会社となっ

た。以降、米国 NUMMIでの現地生産開始（1984 年）、Lexusブランドの導入（1989 年）など、

米国を中心に海外展開が加速した。 

 2000 年代には中国での現地生産が開始されるなど、新興国への事業展開が本格化してい

った。その結果、2008年に販売台数で初の世界首位となった。 

トヨタグループを形成した先人たちは創業以来の理念を「豊田綱領」としてまとめ、精神

の継承を図った。理念は、グループ各社の社是や基本理念に引き継がれ、現在もトヨタグル

                                                   
26 1930年 5月、商工省の諮問機関である国産振興委員会が自動車工業確立方策を答申し、自動

車国産化の気運が盛り上がるなか、名古屋市では大岩勇夫市長が中京自動車工業化構想を提

唱した。この構想は、中京地区に発達している機械工業を活用し、自動車工業を確立しよう

とするもので、名古屋市内の機械関係各社が参加し、愛知時計電機の青木鎌太郎社長がまと

め役となって推進された 
27 川越 庸一（1893年 12月 27 日 - 1983年 6月 3 日）は、日本の実業家。 中京デトロイト構

想創案者で大同メタル工業創業者。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B7%9D%E8%B6%8A%E5%BA%B8%E4%B8%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B9%97%E7%94%A8%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%83%80%E3%83%BBAA%E5%9E%8B%E4%B9%97%E7%94%A8%E8%BB%8A
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ープ各社は理念を共有している。トヨタはそれを「トヨタ基本理念」（1992年制定）として

纏め、どのような会社でありたいかを明確にし、連結子会社を含め、内容を共有し、企業活

動を通じて、社会・地球の持続的な発展に貢献することをめざしている。そして、これを実

践する上で、全世界のトヨタで働く人々が共有すべき価値観や手法を示したものが「トヨタ

ウェイ」（2001年制定）である。 

トヨタ式経営では、「トヨタ生産方式」が非常に有名である。これは、戦後、日本の自動

車産業が背負った宿命である、「多種少量生産」という市場の制約から生まれたもので、米

国フォードシステムの「少種大量生産」に対して考案されたものでる。トヨタ生産方式の生

みの親と言われる、大野（1995）は、「その目的は、企業のなかからあらゆる種類のムダを

徹底的に排除することによって生産効率をあげようとするもので、豊田佐吉翁から豊田喜

一郎氏を経て現在に至るトヨタの歴史の所産でもあります。」(141 頁)、と記している。ま

た、トヨタ生産方式の二大特徴の一つである自働化については、「「自働化」は豊田佐吉翁の

思想と実践の中から汲み取ったものである。トヨタ生産方式は生産現場のムダ、ムラ、ムリ

を徹底的に排除することを絶対の条件としているために、機械に少しでも異常が発生した

時や、不良品を出す恐れが生じた場合には、直ちに止まることが不可欠である。」（141頁）、

と述べている。また、二つ目の特徴である「ジャストイタイム」という言葉は豊田喜一郎の

口から直接、発せられた(佐藤 2005年、399頁)。 

 

4.7.1.「豊田綱領」 

トヨタ経営の源流は、織機の発明工夫に生涯を捧げた豊田佐吉である。佐吉が発明工夫に

遠大な志を立てたのは少年時代に読んだ『西国立志編』がきっかけであった。佐吉は、生活

や家庭を顧みず、動力織機の発明に没頭し、事業は発明のための資金稼ぎとみており、その

具体例として、1921 年上海豊田紡織廠を設立し海外進出している。佐吉の発明研究ならび

に事業経営に対する考え方は受け継がれ、1935年 10月 10日に「豊田綱領」（表 7）を制定

した。その後、この「豊田綱領」は、全トヨタ関係各会の社是として掲げられ、現在まで、

経営者・従業員の精神的支柱の役割を果たしている（『トヨタ自動車 75年史』2012）。 

 

 ＜豊田綱領＞ 

一、 上下一致、至誠業務に服し、産業報国の実を挙ぐべし 

一、 研究と創造に心を致し、常に時流に先んずべし 

一、 華美を戒め、質実剛健たるべし 

一、 温情友愛の精神を発揮し、家庭的美風を作興すべし 

一、 神仏を尊崇し、報恩感謝の生活を為すべし 

 

表 7. 豊田綱領と解釈文 

豊田綱領原文 豊田綱領筆者解釈文 
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１上下一致、至誠業務に服し、産業報国の 

  実を挙ぐべし 

２研究と創造に心を致し、常に時流に先ん

ずべし 

３華美を戒め、質実剛健たるべし 

４温情友愛の精神を発揮し、家庭的美風を

作興すべし 

５神仏を尊崇し、報恩感謝の生活を為すべ

し 

 

１会社の目的は、雇用、納税、社会への貢献 

 である 

２最重点活動は研究と創造で、常に社会の

変化を見極め、時代に先駆ける 

３会社運営の方法 

 ①全員一致協力し、誠実に実践する 

 ②質素倹約に努め、実質を重視する 

 ③同僚との融和、協調を大切にする 

 ④常に感謝の気持ちを大切にし、恩に報

いる 

出所）『トヨタ自動車 75年史』を基に筆者作成 

 

4.7.2.「1963年会社方針」 

トヨタの会社方針を見てみると、TQC 導入から一年を経過した 1962 年 7 月に、第一回全

社監査の実施結果を受け、総員参加による TQCの推進体制をいっそう強化した。従来、その

つど明らかにしていた会社の経営方針をまとめて、「世界のトヨタ」、「品質のトヨタ」を成

文化した。そして、1963 年年頭に、全社員に周知徹底し、社会的責任の重大性を十分肝に

銘じるよう訴えた。（『トヨタ自動車 30年史』1967） 

 

＜1963 年会社方針・基本方針＞ 

第一；社内外の総力を結集し、「世界のトヨタ」への発展を期する。 

第二；常に「よい品よい考え」に徹し、「品質のトヨタ」の声価を高める。 

第三；量産体制の確立と、低価格を実現し、わが国経済の発展に寄与する。 

 

4.7.3.「トヨタ基本理念」 

現在のトヨタグループ各社の企業理念は、前述の「豊田綱領」の考え方が受け継がれ、全

従業員の行動指針としての役割を果たしている。トヨタはそれを「トヨタ基本理念」(1992

年制定、1997 年改定)」として「豊田綱領」を基本としながらも、表現を平易なものにする

とともに、どのような会社でありたいかをまとめ、連結子会社を含め、その内容を共有し、

企業活動を通じて、社会・地球の持続的な発展に貢献することをめざしている(図 5)。 

具体的には時代の変化とともに、新しい概念として、「オープンでフェアな企業活動」、「国

際社会」、「住みよい地球」、「クリーンで安全な商品」、「企業市民」、「社会との調和ある成長｣

などの、公正・公平、国際化、社会貢献の概念が追加された。 

 

＜トヨタ基本理念＞ 

① 内外の法およびその精神を遵守し、オープンでフェアな企業活動を通じて、国際社会か
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ら信頼される企業市民をめざす。 

② 各国、各地域の文化・習慣を尊重し、地域に根ざした企業活動を通じて、経済･社会の発

展に貢献する。 

③ クリーンで安全な商品の提供を使命とし、あらゆる企業活動を通じて、住みよい地球と

豊かな社会づくりに取り組む。 

④ 様々な分野での最先端技術の研究と開発に努め、世界中のお客様のご要望にお応えする

魅了あふれる商品・サービスを提供する。 

⑤ 労使相互信頼・責任を基本に、個人の創造力とチームワークの強みを最大限に高める企

業風土をつくる。 

⑥ グローバルで革新的な経営により、社会との調和ある成長をめざす。 

⑦ 開かれた取引関係を基本に、互いに研究と創造に努め、長期安定的な成長と共存共栄を

実現する。 

 

図 5 ．トヨタの各種経営理念の関係 

 

出所：トヨタ自動車株式会社（2012）『トヨタ自動車 75 年史』 

 

4.7.4.「トヨタウェイ」 

そして、「トヨタ基本理念」を実践する上で、全世界のトヨタで働く人々が共有すべき価

値観や手法を示したものが、2001年に明文化した「トヨタウェイ」（図 6）である。 

事業の広がりにより多様な価値観をもつ人たちがトヨタの業務にかかわるようになり、

暗黙知としてそれまで伝えられてきた価値観、手法を明文化したもので、これにより、全世

界の事業体で同じ価値観の共有が可能になった。トヨタウェイの 2 本柱は「知恵と改善」

「人間尊重」であり、常に現状に満足することなく、より高い付加価値を求めて知恵を絞り
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続けること、そして、あらゆるステークホルダーを尊重し、従業員の成長を会社の成果に結

びつけることを意味している。その内容は「チャレンジ」「改善」「現地現物」「リスペクト

（尊重）」「チームワーク」の 5つのキイワードで構成されている。その後には機能別にブレ

ークダウンし「販売のトヨタウェイ」「経理・財務トヨタウェイ」「人事労務トヨタウェイ」

「調達のトヨタウェイ」「技術のトヨタウェイ」などを作成している。 

トヨタでは、新入社員教育、階層別教育等の各機会を通じ、「トヨタ基本理念」及び、ト

ヨタの特徴である「トヨタ生産方式」「原価低減」について指導がなされ、その実践として

「現地現物」は日常の行動でも要求される基本である。 

 

図 6．トヨタウェイによる価値観の共有 

 

 

 

出所：トヨタ自動車株式会社（2012）『トヨタ自動車 75 年史』 

  

4.7.5.「トヨタ行動指針」 

トヨタで働く人々が会社・社会生活において行動する際に、規範・羅針盤とすべき基本

的な心構えと具体的な留意点をまとめ、2006年に「トヨタ行動指針」が制定された。トヨ

タ社員一人ひとりが「トヨタ基本理念」を実践し、社会的責任を果たしていく上で大きな

支えとなるものとして、「トヨタウェイ 2001」と共に位置付けられている。 

基本的な理念としては、国内外・国際的な法令並びにそれらの精神を順守し、誠意を尽

くし、奢らす謙虚に行動することをうたっている。そして、具体的行動の前提について、

トヨタはグローバル競争・国際化・多様化の時代において、オープンでフェアな企業活動
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に努め、ステークホルダーの支持・信頼を得ることを目標としている。そこでオールトヨ

タの一員としての自覚を持ち、社会常識を踏まえて、良識ある行動を「愚直に、地道に、

徹底的に」行動することを期待されている。 

 

このような背景としては、トヨタの創業時期、及び日本の自動車産業が未発達であった

1960 年代に、多くの日本メーカーは欧米のメーカーと技術提携の道を選択したが、トヨタ

はこうした手段に頼らず、自分の腕と力で“国際水準の自動車”を作ることに挑戦し続け克

服してきた。又、1960 年代の新車発売時に市場品質問題を発生させ、競合他社に市場評価

において大きな差異をつけられた経験から、品質第一、それを通じての社内管理体制の整備

が叫ばれ、トヨタの企業文化醸成の起源となっている。 

しかし、2000 年代に入り海外生産の急拡大にともなう、トヨタの海外人材が枯渇し、管

理体制が追随できず、2009年～2010年に米国で発生した「トヨタバッシング」とも呼ばれ

た大規模リコールの発生により、業績が赤字に転落し、2013 年から工場新設を 5 年間スト

ップするなどの弊害が表面化しており、基本理念を忘れた行動のつけが回っている。 

なお、トヨタ社員が海外赴任時には、「トヨタ基本理念」、「トヨタ行動指針」「トヨタ生産

方式」、「原価低減」に加え、トヨタの現地事業体管理者として必要な、トヨタの「方針管理」

「労務管理」「実践的問題解決」「TQC」等を受講し、トヨタの基本を習熟し赴任地への展開

を期待される事となる。 

 

4.7.6.「トヨタグローバルビジョン」 

トヨタはリーマンショック後の大幅な販売の落ち込みなど、経営環境の悪化やリコール

問題を経験し、そこから学び反省したことを通じて、「トヨタ基本理念」のもとで、トヨタ

がどんな会社でありたいのか、あるべきなのかを明文化した「トヨタグローバルビジョン」

を 2011 年 3月に策定した。 

「トヨタグローバルビジョン」の中では、「トヨタはお客様に選ばれる企業でありたい。

トヨタをお選びいただいたお客様に、笑顔になっていただける企業でありたい」という価値

観を明確にし、未来に向けたトヨタの意思と決意が込められている。 

当ビジョンのキーワードを“笑顔のために 期待を超えて”と定め、これは、「期待を超

える商品やサービスを提供することで、お客様に驚き・感動を与え、お客様の笑顔が世界中

に広がることを目指す」ことを意味している。 

 

“笑顔のために 期待を超えて” 

人々を安全・安心に運び、心までも動かす。 

そして、世界中の生活を、社会を、豊かにしていく。 

それが、未来のモビリティ社会をリードする、私たちの想いです。 

一人ひとりが高い品質を造りこむこと。 
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常に時代の一歩先のイノベーションを追い求めること。 

地球環境に寄り添う意識を持ち続けること。 

その先に、期待を常に超え、お客様そして地域の笑顔と幸せにつながるトヨタがあると信じ

ています。 

「今よりもっとよい方法がある」その改善の精神とともに、トヨタを支えてくださる皆様の

声に真摯に耳を傾け、常に自らを改革しながら、高い目標を実現していきます。 

 
トヨタはグローバルビジョンの検討にあたっては、「木の根」「木の果実」「木の幹」

という 3つをモチーフに、トヨタとしての「ビジョン経営」のあり方を整理した。 

「木の根」として企業活動の根底にあるのは、「豊田綱領」「トヨタ基本理念」「トヨタ

ウェイ」といった、創業以来のトヨタ共通の価値観であり、モノづくりの精神である。ト

ヨタが顧客に提供する「果実」は、「もっといいクルマ」づくりと、「いい町・いい社

会」づくりへの貢献であり、「いいクルマ」づくりを通じ、豊かな地域社会づくりに貢献

し、「いい町・いい社会」の一員として受け入れられる企業市民を目指していくものであ

る（図 7）。 

 

図 7．トヨタの「ビジョン経営」 

 

 

出所：トヨタ自動車株式会社（2011）「トヨタグローバルビジョン」発表資料 

 

4.7.7.「海外展開」の考え方 

トヨタのモノづくりのグローバル化と現地化の基本的な考え方は、「需要のある場所で生

産する」ことにある。最も重要なことは「Made in生産国」ではなく、「Made in TOYOTA」
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でグローバル品質を保証することである。言い換えれば、日本で生産された車も、中国で生

産された車も、TOYOTAブランドであれば、グローバル品質を保証するということである。 

それを達成するためには、人間性の尊重と、知恵と改善を基に、「品質の確保」と「トヨ

タウェイの浸透」が必要であり、「モノづくりは人づくり」28と人材育成を大変重視してい

る。 

具体的には、トヨタがグローバル・マーケティングの発展プロセスにより、海外進出をす

るにあたり、現地での販売台数の規模や、各種規制等の条件から、「完成車輸出(CBU)→SKD

（Semi Knocked Down）→CKD（Completely Knocked Down）→現地本格生産」の順序で発展

する（図 8）。現地生産時の優先実施順位は、第一に品質の確保であり、生産の安定化等に

よる変化点を極小化するマネジメントを心がける。第二には現地の熟練度をあげ品質を安

定化することにより、原価の低減を図ることである。第三には品質と原価がはっきり見える

ようになってから、生産台数の拡大を図る順序となっており、品質確保が前提となっている。 

 

図 8．トヨタの海外進出プロセス 

販売台数の増加過程で、生産方式は変更する 

Complete Built-up  Semi Knocked Down29 Completely Knocked Down  

 

 

 

 

出所）筆者作成 

                                                   
28自動車は約 30,000 点の多くの部品でできている。よって、良いものづくりを実現するために

は、人が何よりも重要だと考えられている。トヨタには「機械に人の知恵を加えよう」という

言葉があり、人の可能性が無限大であるということを現している。 

29 ノックダウン生産（ knock-down kit, KD）とは、他国や他企業で生産された製品の主要部品

を輸入して、現地で組立・販売する方式で、ノックダウン生産の形態には、①全ての部品を輸

入し、組立のみを行う、②主要部品のみを輸入し、その他は現地で調達する場合がある。 

・CKD(Complete Knock Down)は、車の主要な構成部品を 1から組み立てるだけでなく、ボディの

塗装やシャーシの溶接など、部品製造以外の複雑な工程をすべて現地で行わせるもので、現地

生産工場や人員にある程度以上の技術力が要求される。 

・SKD(Semi Knock Down)は、エンジン、足回り、駆動系統など比較的大きな構成部品があらかじ

め組立て済み、シャーシやボディなども塗装や溶接済みの状態で輸入され、現地では主要構成

部品をボディやシャーシに組み付ける、比較的簡素な組立て作業のみを行うもので、現地生産

工場や人員の技術力が発展途上の場合に、このような形態のノックダウン生産が選択される。 

 

ＳＫＤ ＣＫＤ 

 

現地本格生産 完成車 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%83%A8%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%83%A8%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%BC%B8%E5%85%A5
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E7%B5%84%E7%AB%8B&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%A9%E5%A3%B2
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4.7.7.トヨタ事業戦略の具体的内容 

① トヨタ経営の特徴 

トヨタの経営戦略は、「強者戦略」と呼ばれるミート戦略を基本とした戦略で、強者戦

略とはランチェスター戦略 30において強者（競合局面における市場シェア NO1

の企業）がとるべきとされる戦略とされ、競合局面における市場シェアが圧倒

的首位の企業のみが有効な戦略である。  

ミート戦略とはシェアが下位に位置する競合企業が発表したサービスや製品

の同質化を図ることであり、強者が下位企業のサービスや製品の同質化を図る

ことにより、下位企業の優位性が失われ、その結果、経営資源や規模の経済で

勝る強者が替わって優位性を確立できることになる。 

トヨタは自動車業界においてトップクラスのシェアを誇り、質的・量的に競

合より優れた経営資源を保有しているため強者戦略の要件を満たし、この戦略

が最適と言える。ただし、強者戦略はトヨタのような強者にのみ通用する戦略

で、シェア下位企業がこの戦略を行っても経営資源や規模の経済の面で劣るた

め、優位性を保つことはできない。 

トヨタの大きな強みは、ヒト・モノ・カネ・情報といった経営資源の豊富さにあり、広

告・宣伝から開発、販売チャネル、顧客サービスなど経営に関するあらゆる角度から優位

にアプローチすることが可能である。例としてトヨタの強みとしてまず挙げられるの

が、手掛けている自動車の種類が多い点である。低価格の小型車から SUV、高

級セダンまですべての顧客のニーズに合わせた全セグメントの自動車を製造・

販売するフルライン構成と呼ばれる体制を敷いており、市場の全方位（全セグメント）

に対して、広い戦略ポジションを持っている。これは、フィリップ・コトラーが提唱する

リーダー(強者)の戦略そのもので、豊富な経営資源を持つトヨタでしかできない戦

略である（図 9）。 

図 9．トヨタの戦略ポジション 

            全方位 

            トヨタ 

 

   差別化                  低価格 

 

             集中化 

出所）筆者作成 

 

                                                   
30 ランチェスター戦略とは、英国の航空工学研究社である、F.W．ランチェスターが第一次世

界大戦時に提唱した「戦争の法則」を、ビジネスに応用したもの。 

http://www.00keiei.com/yougo/kibo-keizai.html
http://www.00keiei.com/yougo/kibo-keizai.html
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具体的には、トヨタ自動車九州・トヨタ自動車東日本・豊田自動織機・日野自動車・ダイ

ハツ工業・ヤマハ発動機といった資本提携を活用したグループ企業と、共同開発や生産・組

立て委託でコスト削減をしつつ、トヨタグループ全体の工場の稼働率を高めている。新エネ

車・自動運転技術開発の競争が激しくなった 2010 年代にはスズキ・マツダ・BMW など、ト

ヨタグループ以外の企業と提携・共同開発をする仲間づくりを積極的にするようになった。 

一方、海外販売比率が上昇する市場環境の中でも『国内生産 300万台体制』『国内販売 150

万台』に強いこだわりを持っている。北米を主力市場とするカムリを堤工場で生産を継続し

たり、ハイブリッドシステムを構成する主電池やインバーター、モーター内蔵トランスアク

スルなどの大半を自社工場で生産したりするなどして、日本の雇用創出に貢献するととも

に、日本国内での生産技術維持に努めている（中西 2013、266頁）。 

また、銀行融資に頼らず自己資本の充実に努め、名古屋式経営 31の見本ともされる無借金

経営の優良企業の代表とされ多大な自己資本を抱えており、「トヨタ銀行」とも称される。 

連結子会社には、顧客貸し出し（自動車ローン）事業をおこなう金融子会社が存在するため、

連結決算では企業規模相応の有利子負債が存在する。 

 

② トヨタ生産の特徴 

トヨタのクルマを造る生産方式は、「リーン生産方式」、「JIT 方式」ともいわれ、世界中

で知られ、研究されている「つくり方」である。トヨタ生産方式は、「異常が発生したら機

械がただちに停止して、不良品を造らない」（ニンベンの付いた「自働化」）と、「各工程が

必要なものだけを、流れるように停滞なく生産する」（JIT）の 2つの考え方を柱として確立

されている。 

戦後の 1950 年の経営危機を教訓とし、大野耐一 32が中心となって「カイゼン」の思想や、

豊田喜一朗が提唱した「必要な物を、必要な時に、必要な量だけ生産する」ジャストインタ

イム（JIT、カンバン方式）を具現化した、トヨタ生産方式（TPS、Toyota Production System）

の基礎が作られた。1965 年に、豊田佐吉が開発した自動織機をヒントに異常を感知したら

止まる工作機器を用いた「自働化」の概念が誕生した。JITや自働化の思想は、大量生産や

在庫の備蓄こそ正しいという、当時の風潮とは逆行するものであったが、「トヨタ流製品開

発」(TPD、Toyota Product Development)と並ぶトヨタ躍進の要素となった。しかし、2000

年代の販売台数が急激に増加している時期は、設備をフル稼働する必要に追われてトヨタ

生産方式が機能せず、また、リーマンショック時の急激な生産減少時にも、大量の在庫を抱

                                                   
31 無借金経営の一形態として名古屋式経営がある。中京圏でみられる会社経営の方法論で、一

般的に「石橋を叩いて渡る」（更には「石橋を叩いても渡らない」）とも揶揄されるほど、こ

とさらに冒険を嫌う慎重な経営を指す。 
32 大野耐一（1912年 2月 29日 - 1990年 5月 28日）は、日本の技術者・経営者で、トヨタ自

動車工業の元副社長。 かんばん方式など生産管理のあり方として世界的に有名となった“ト

ヨタ生産方式（Toyota Production System、TPS)”を体系化した人物である。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%8A%80%E8%A1%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%8A%80%E8%A1%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%B7%B1%E8%B3%87%E6%9C%AC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%8D%E5%8F%A4%E5%B1%8B%E5%BC%8F%E7%B5%8C%E5%96%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%84%A1%E5%80%9F%E9%87%91%E7%B5%8C%E5%96%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%84%A1%E5%80%9F%E9%87%91%E7%B5%8C%E5%96%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%80%A3%E7%B5%90%E6%B1%BA%E7%AE%97
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9C%89%E5%88%A9%E5%AD%90%E8%B2%A0%E5%82%B5
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A3%E3%82%B9%E3%83%88%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%82%A4%E3%83%A0%E7%94%9F%E7%94%A3%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A3%E3%82%B9%E3%83%88%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%82%A4%E3%83%A0%E7%94%9F%E7%94%A3%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AB%E3%83%B3%E3%83%90%E3%83%B3%E6%96%B9%E5%BC%8F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF%E7%94%9F%E7%94%A3%E6%96%B9%E5%BC%8F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E4%BA%AC%E5%9C%8F
https://ja.wikipedia.org/wiki/1912%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1912%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1990%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1990%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8A%80%E8%A1%93%E8%80%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%8C%E5%96%B6%E8%80%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%81%8B%E3%82%93%E3%81%B0%E3%82%93%E6%96%B9%E5%BC%8F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%9F%E7%94%A3%E7%AE%A1%E7%90%86
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF%E7%94%9F%E7%94%A3%E6%96%B9%E5%BC%8F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF%E7%94%9F%E7%94%A3%E6%96%B9%E5%BC%8F
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えてしまうなど、急激な変動に追随できない、トヨタ生産方式の弱点を露呈した。 

リーン生産方式はトヨタ生産方式を研究した、MIT のジェームズ・P・ウォマック、ダニ

エル・T・ジョーズ（Daniel T. Jones）の著書『リーン生産方式が 世界の自動車産業をこ

う変える』（1990年）により全米に広まった。製造工程におけるムダを排除することを目的

として、製品および製造工程の全体にわたって、トータルコストを系統的に減らそうとする

のが狙いで、生産計画、JIT、カンバン方式、5S（整理、整頓、清潔、清掃、躾）、サプライ

チェーンマネジメント、見える化など工業的な生産活動に関連する改善・改革に関するモデ

ルに昇華したと言われている。 

具体的にトヨタでは、工場で良品を生産するためには、“作業員が基準どおり作業（標準

作業）”、“基準に合致した材料を使用（標準材料）”、“正規に維持・整備された設備を使用（標

準設備）”という「良品条件」が順守されていれば、その結果として合格品の生産ができる。 

そして、工場で事故がなく（安全生産）、工場従業員がちゃんと出勤し（出勤率維持）、不

良品を作らなければ（不良率低減）、原価が低減できるはずであり、その結果として目標利

益は達成できる。このサイクルを可視化し、繰り返し確認する泥臭い活動を実践している。 

 

③トヨタ技術開発の特徴 

1955年発売の初代クラウンの中村健也以来、トヨタ車の開発責任者は「主査」（1989年以

降はチーフエンジニア）と呼ばれている。豊田英二 33が「主査は製品の社長であり、（会社

の）社長は主査の助っ人である」と語り、主査は自動車の設計・開発だけでなくマーケティ

ングやコスト管理、売り上げまで含めて車両の最適化と責任を一手に引き受けているのが

大きな特徴で、これにより才能ある人間が商品力の高い（=売れる）自動車を開発してきた。

ただし、その分主査は才能・人格、幅広い分野の知識など様々な面が要求された。 

主査制度は最初から並行して複数案を進めて絞り込んでいく「セットベース開発」、情報

共有を円滑にする「A3 報告書」と並ぶ「トヨタ流製品開発」(TPD、Toyota Product 

Development)の一つで、これらを合わせて「リーン製品開発」としてアメリカで知られるよ

うになり、シリコンバレーや他の国内自動車メーカーにも取り入れられた。企画・設計の段

階で生産担当者や部品供給者が関わって、生産の川上で品質の 8割を確保する「サイマルテ

ニアス・エンジニアリング（simultaneous engineering SE）」も早くから採用され、「品質

は工程でつくりこむ」を思想とした。一方、各主査が最適化を図るために細部を変更したた

め、後にプラットフォームや部品の種類が膨大に増えてコスト増加を招く結果となった。 

豊田章男が社長に就任した 2009 年から、トヨタは「もっといいクルマづくり」というス

ローガンを掲げ、実用性だけでなく自動車としての魅力やインパクトを持つクルマ作りを

目指している。2011 年 3月にトヨタグローバルビジョンを発表し、「もっといいクルマづく

り」に向けて体制を改革し、その新たな取り組みとして、商品力向上と原価低減を同時に達

                                                   
33 豊田 英二（1913年 9月 12 日 - 2013 年 9月 17 日）は、日本の実業家。豊田佐吉の甥。 

 トヨタ自動車工業株式会社社長（第 5代）。 

https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%A0%E3%82%BA%E3%83%BBP%E3%83%BB%E3%82%A6%E3%82%A9%E3%83%9E%E3%83%83%E3%82%AF&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%9F%E7%94%A3%E8%A8%88%E7%94%BB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AB%E3%83%B3%E3%83%90%E3%83%B3%E6%96%B9%E5%BC%8F
https://ja.wikipedia.org/wiki/5S
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B5%E3%83%97%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%81%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%B3%E3%83%9E%E3%83%8D%E3%82%B8%E3%83%A1%E3%83%B3%E3%83%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B5%E3%83%97%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%81%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%B3%E3%83%9E%E3%83%8D%E3%82%B8%E3%83%A1%E3%83%B3%E3%83%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A6%8B%E3%81%88%E3%82%8B%E5%8C%96
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B7%E3%83%AA%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%90%E3%83%AC%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B1%8A%E7%94%B0%E7%AB%A0%E7%94%B7
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成するクルマづくりとして、2015 年に導入されたのが「TNGA（Toyota New Global 

Architecture）」である。具体的には、従来は個別車種ごとに企画・開発をしてきたが、ク

ルマの「走る・曲がる・止まる」に関わる基本部分は、複数の車種を同時に企画するグルー

ピング開発などにより、部品やユニットを共用化する。そして、クルマづくりの設計思想（ア

ーキテクチャー）に基づき、小型車から大型車まで共用化を進めることで生まれた開発余力

を、顧客の好みに合わせた内外装や走りの味つけなど、地域ごとの最適化に重点的に投入し、

「もっといいクルマづくり」に結びつけるというものである。 

TNGA はプラットフォーム本体だけではなく、ユーザーの声をもとにした企画・開発・調

達・生産準備・生産というすべての工程を含めたクルマづくりのシステム・方針などのこと

を指し、①基本性能の向上、②グルーピング開発による部品・ユニットの賢い共用化、③仕

入れ先と協力して原価低減、④商品力向上の 4項目をサイクルさせることで「もっといいク

ルマづくり」を達成するという考えである。具体的には、車種を趣味・感性に特化したスポ

ーツ系の「Aゾーン」、量販車や個人・一般向けの「Bゾーン」、社会貢献に資する車や商用

車の「C ゾーン」、新しいコンセプトや技術を提案する「D ゾーン」の 4 つのジャンルに分

け、各ジャンルの中長期商品ラインアップを確定し、それらに搭載するユニットやその配置、

ドライビングポジションなどを車種共通のアーキテクチャーとして定める。そして定めら

れた上位概念であるアーキテクチャーに基づき、それぞれのジャンルに適したプラットフ

ォームやパワーユニットを開発・形成する。その際、車両構成をプラットフォームに代表さ

れる「基本部分」と内外装や原料手配等に代表される「地域対応」とに分け、それぞれの地

域の顧客が求めるデザイン、走行性能、乗り心地、装備の嗜好に沿った最適なものを開発で

きるようにしている。 

車両の開発においては、デザイン・設計の源流段階から約 10年先までの複数車種を同時

進行で開発していく「グルーピング開発」により部品・ユニットの共用化を進める。仕入先・

調達・生産技術・技術の各部門も四位一体で活動し、部品本体においてもトヨタ専用規格に

準じた部品開発を改め、「トヨタが定める品質を満たせば、他の自動車メーカーがグローバ

ルに採用している標準部品でも納入可能」とした。これらにより軽自動車を含むコンパクト

カークラスから大型セダンまでトヨタグループのスケールメリットを活かし、「開発費削減」

「部品点数削減」「製造コスト削減」「工期短縮」を効率よく行うことで、すべての工程の経

費削減を図ることを目標としている。 

基本的な設計思想としては、ＶＷの「MQB（モジュラー・トランスバース・マトリックス）」

や、ルノー＝日産アライアンスの「CMF（コモン・モジュール・ファミリー）」、などと近似

しているが、他企業のようなプラットフォーム単位ではなく総合的に判断して分ける点が

異なる。 

 

④トヨタグローバル化の特徴 

トヨタは、1957 年にクラウンを米国に輸出開始して以来、海外各地で自動車を販売し、

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF%E3%83%BB%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%BB%E3%82%B0%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%90%E3%83%AB%E3%83%BB%E3%82%A2%E3%83%BC%E3%82%AD%E3%83%86%E3%82%AF%E3%83%81%E3%83%A3%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF%E3%83%BB%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%BB%E3%82%B0%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%90%E3%83%AB%E3%83%BB%E3%82%A2%E3%83%BC%E3%82%AD%E3%83%86%E3%82%AF%E3%83%81%E3%83%A3%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%BB%BD%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%91%E3%82%AF%E3%83%88%E3%82%AB%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%91%E3%82%AF%E3%83%88%E3%82%AB%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BB%E3%83%80%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%AB%E3%82%AF%E3%82%B9%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%B2%E3%83%B3%E3%83%BBMQB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AB%E3%83%8E%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E7%94%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E7%94%A3%E3%83%BBCMF
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現在 170以上の国と地域でトヨタ車が走っている。こうした進展にあわせ、「需要のある場

所で生産する」という基本的考えのもと、生産拠点の現地化を進め、2019 年 1 月現在では

26 ヵ国／地域 51 拠点を数える。また、デザイン拠点、研究開発（R&D）拠点も海外に 9 ヵ

所展開しており、「開発・設計から生産、販売・サービスまで、一貫したグローバル化・現

地化」を実現している。 

トヨタは生産のグローバル化推進において最も重視することは、「品質の確保」であり、

「どこで作っても同じ品質」であることが求められ、「Made in 生産国」ではなく、「Made by 

TOYOTA」の実現を目標としている。そのために、各海外拠点にトヨタのモノづくりの考え方

である「トヨタウェイ」を浸透させると同時に、日本からのサポートを最小限に抑え、各拠

点が自立化していくことも重要と考えている。「品質の確保」、「トヨタウェイの浸透」を実

現するため、トヨタは「モノづくりは人づくり」という考えのもと、人材育成に取り組む為、

2003年に豊田市の元町工場内にグローバル生産推進センター（GPC）を設立し、2006 年には

米国、英国、タイの各地に地域 GPCを相次いで開所し、それぞれ北米、欧州、アジア・パシ

フィック地域を対象に同様の活動を展開している。 
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第五章 分析の枠組みと先行研究 

5.1 分析の枠組み 

 本稿は、研究理論と実証研究に分けている。そして、実証研究部分については、戦前期、

戦後の中国自動車産業発展期、そして中国自動車産業拡大期に区分している。 

研究理論については、トヨタは中国進出後 100年の歴史のある企業である。そこで、企業

の事業戦略について「経路依存性」と、日本企業の成長の特長といえる「内部成長」という

基本命題について分析する（図 10）。 

 

図 10．日系製造業のイメージ 

            経路依存性 

強い 

 

                  日系企業 

                              

  外部成長                  内部成長  

                              

                              

          

          弱い 

出所）筆者作成 

 

5.1.1 「経路依存性」と「内部成長」 

分析の基本的な視点の１つは経路依存性が存在するのではないかと言うことである。経

路依存性（Path dependence）とは、「あらゆる状況において、人や組織がとる決断は、（過

去の状況と現在の状況は現段階では全く無関係であったとしても）過去のその人や組織が

選択した決断によって制約を受ける」という理論である。新古典派経済学においては、市場

に複数の新しい技術が導入された場合、最も優れたものが広く受け入れられ、市場のシェア

を確保することが予想されるが、実際にはそうでないことも多々ある。すなわち、その経路

途中の小さな事象（スモールイベント）という偶然に支配されるとしている。 

しかし、何らかの理由で、一旦、路線が決まると、その後、その路線が固定化されてしま

い、「人々がそのルートに沿って行動する」ようになり、特定の路線が強化される。すなわ

ち、企業は過去の成功体験に、盲従することが将来の戦略オプションをますます制限して企

業を縛り、新しい方向へ自由に踏み出すことを難しくし、新たなアプローチに目を閉じ、伝

統、ルーチィン、プロセスによってやせ衰えた企業文化しか生まない「組織沈没コスト」を 

生み出すと Paul C. Lasewicz は警告しており、負の側面にも注目する。 
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もう一つは、企業の成長論としては「内部成長」ではないかと考える。企業の成長タイ

プには「内部成長」と「外部成長」の方法がある。内部成長とは、企業内部にある資源を

利用して成長する方法であり、このタイプはおもに企業が研究開発活動を実施したり、企

業内部にある未利用資源を有効に活用したりすることによって行われるが、成長スピード

が遅く、環境変化が激しく、企業間競合の行動がすばやい場合にはリスクが高くなる傾向

がある。それに対して、外部の資源を利用して成長することを外部成長といい、主として

M&A を行って必要な事業を外部から取り込んだり、企業間の戦略提携をしたりして達成さ

れる。しかし、M&Aを行った場合は、相互に異なる組織が融合するためにはかなりのリス

クがあり、双方にメリットがある場合には良好な関係が維持されるが、メリットが一方的

になった場合には新しい問題を発生させてしまい、必ずしも成功ばかりとは限らない（表

1）。 

 

表 1．内部成長と外部成長の比較 

区分 長所 短所 

内部成長 ・斬新的拡大が可 

・文化との適合 

・社内起業家精神の喚起 

・内部蓄積 

・時間が必要 

・新しい資源を構築する必要が

ある 

・業界の能力拡大、不十分な規

模での参入が難しい 

・失敗を取り戻すことが難しい 

外部成長 

（M&Aの事例） 

・スピードが速い 

・補完的資源へのアクセスが可

能 

・潜在的競合企業の排除が可 

・企業資源の強化 

・買収コストが発生 

・不必要な関連事業を保有する

場合がある 

・統合の障害となる組織的衝突

が発生する可能性がある 

・強いコミットメント 

出所）中村(2006)を基に筆者作成 

 

一般的には、日本企業は、企業力を内部で累積的に蓄積することを志向してきたと言わ

れている。日本と欧米企業におけるこのような資源展開の違い、すなわち企業成長タイプ

の違いは、労働市場の流動性や、経営資源の重視する対象の違いなど外部環境と密接に関

連していると言える。例えば、日本のように労働市場の流動性が低い場合には、雇用の問

題を解決しなければならなくなり、必要のない事業を切り離して売却するというリストラ

クチャリング（事業の再構築）が柔軟に行えなくなる。また、欧米に比べ日本は手元流動

性の潤沢な企業が、資本コストを下回る利回りで現預金などを運用することが許容される
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ような経営環境であり、豊富な資金を活用して外部の企業を取り込むことは積極的には行

われない傾向にある。 

そして内部成長の理論については、2.2.2．ペンローズの理論で述べたように、企業は

物的・人的資源の 2つの属性の 1個の集合体であり、1個の管理組織体としてその全体に

調整が及ぶと定義している。そして企業には、成長を促す内生的なメカニズムがあり、物

的であれ人的であれ資源にはさまざまな活用の仕方があるが、ある時点では実はその一部

が用いられているにすぎない。したがって、企業内には未利用のサービスが常に存在して

いるということである。資源から何らかのサービスが引き出されるのは、資源について人

的資源が有する知識に依存すること、事業活動での経験を通じて、企業内の人的資源の知

識は増大し、また、その内容は変化することに注目している。したがって、資源から引き

出しうるサービスは、人々の知識が増大し変化するのにともなって、企業の内部には、常

に成長の機会が存在することになる。また、企業内の資源やそれを用いた事業運営に関わ

る知識は、すべてが形式知というわけではなく、むしろ経験にもとづき形式知化しづらい

ものが含まれ、それらを活かすことこそが企業固有の競争優位の源泉となる一方で、企業

成長に制限を課す要因ともなると述べている。これは、藤本の「組織能力」と同様に人的

資源の重要性を示している（表 8）。 

 上記のように、内部成長を促すには人的資源の活用とノウハウの形式知化が重要であり、

それに着目して分析する（図 11）。 

 

図 11．日系企業の「経路依存性」「内部成長」の関係 

           

       日本のブランド、技術、生産＆管理システムを導入 

 

 

     日系中国事業      外部環境との関係 

他海外拠点の経験                    ・労働市場の流動性が高 

          ＜未経験の急速な発展＞    （人材が育つ前に離職） 

                             ・暗黙知を形式知へ 

                               

              「組織沈没コスト」の発生 

            

出所）筆者作成 
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表 8．藤本の「組織能力」と内部成長の関係 

                 

内

部

成

長 

長所 ①斬新的拡大が可 

②文化との適合 

③社内起業家精神の喚起 

④内部蓄積 

短所 ⑤時間が必要 

⑥新しい資源を構築する必要がある 

⑦業界の能力拡大、不十分な規模での参入

が難しい 

⑧失敗を取り戻すことが難しい 

組織能力 重要項目 具体的内容 内部成長 

長所 短所 

強い企業 もの造り能力 

（組織ルーティ

ン） 

・組織内で繰り返し行われる活動パター

ン（例：大量の製品を安定的に、高い生

産性で繰り返しつくる能力） 

       ↓ 

・「組織ルーティン」をシステム全体の

パターン化したのが「組織能力」 

① 

④ 

⑤ 

改善能力 ・テーラー主義が重視する「作業の標

準」の思想 

       ↓ 

・不断の改善活動（標準の変更） 

① 

④ 

⑤ 

⑥ 

進化能力 ・初期に正確な基本動作の徹底、後は、

「自分で問題を探す」姿勢 

       ↓ 

・ルイ・パスツールの““Fortune 

favors prepared mind.”「幸運は心構

えのできた精神に味方する」と各人の心

構えが重要 

③ ⑥ 

注．藤本は「もの造り能力」「改善能力」「進化能力」が揃った企業を「強い企業」とい

う。 

出所．藤本の『生産システムの進化論』を基に筆者作成 
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5.1.2「グローバルマーケティング発展プロセス」 

実証研究部分については、トヨタの国際化の発展プロセスは日本国内での生産・販売から

始まり、市場の拡大などを求め海外へ輸出が開始され、それも間接輸出から直接輸出へ変化

し、海外現地生産へ発展するプロセスを経ている。これは、3.2で述べた企業の国際化とグ

ローバル・マーケティング発展プロセスに準じており、第 1段階は、間接輸出で代行業者に

輸出業務を委託し、運営はすべて国内で行う。第 2段階は、直接輸出で海外に販売子会社あ

るいは商品受入のための支店を設立する。第 3段階は、現地での組立・生産段階であり、部

品を輸送して現地で組み立てる、あるいは必要な部品の一部を現地で生産する。第 4 段階

は、本格的な海外生産の段階であり、海外ですべて組み立てて完成品を生産する。第 5段階

は、地域・グローバル統合で、海外で単に生産のみを行うのでなく、研究開発といったより

高付加価値の活動を海外に一部（あるいはすべて）移管するというものである。  

トヨタが海外で取り扱う商品は、基本的に日本で設計・開発した商品が中心で、トヨタブ

ランドで、トヨタの技術により、現地のマネジメントによる生産・販売となっており、その

「事業戦略」と「競争戦略」を分析対象とする（図 12）。 
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図 12．実証研究部分の分析内容 

 

国際化プロセス         間接貿易 直接貿易  一部生産  本格生産 

 

       戦前・戦中              戦後 

時期     在華紡      中国自動車産業発展期 ⇒ 中国自動車産業拡大期 

 

トヨタ   現地生産        完成車輸入       現地生産 

 の情況             間接→直接貿易     初期合弁 → 現在の合弁 

 

分析     事業戦略          事業戦略        事業戦略 

内容                               競争戦略 

 

 

   事業戦略 

 小池・海外の日本企業で稼ぐのは中堅層の人材。 

「製品設計への発言」「生産ライン設計、構築への参加」を期待 

 藤本・トヨタの強みは「組織能力」特に、各メンバーの「進化能力」   人的資源 

     「組織能力」＝「もの造り能力」「改善能力」「進化能力」 

 ライカー・トヨタの DNAは「トヨタウェイ」と「トヨタ生産システム」 

      トヨタウェイのカルチャーを海外に植え付ける努力 

 浅沼・自動車メーカーと部品サプライヤーとの関係           企業集団 

     「貸与図の部品」「承認図の部品」「市販品」に区分 

 

事業戦略を、「経営の特徴」「経営システム」「ビジネス戦略」と定義 

  

   競争戦略 

藤本・「深層の競争力」（表に出ず測りづらい品質、生産性など）   「深層の競争力」 

・「表層の競争力」（顧客に直接訴求できる商品力、性能など）  向上が重要 

・「収益力」（結果としての財務の力） 

 

競争力を「製品力」「販売力」「ブランド力」「生産能力」「オペレーション効率」と定義 

 

 

出所）筆者作成 
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日系企業の事業戦略を考えるときは、3.3. 日系企業の海外進出と人材育成で述べたよ

うに、小池（2008）は中堅層人材の重要性を述べている。海外日本企業がちゃんと稼げる

状態にすることが重要で、稼ぐのは基本的には中堅層の人材で、庶民の中のまじめな人を

どういうふうに育てていくのか、これが一番の問題であるとしている。そして、中堅層の

技能として、「製品設計への発言」「生産ライン設計、構築への参加」を期待しており、こ

ういうことを日本の工場だけじゃなくて進出先の現地工場でもやっており、それが海外日

本企業の競争力の源であるとしており、中堅人材の育成に注目している。 

企業の強みについては、4.3  藤本の『生産システムの進化論』から、システムがうまく

できている仕組みを「組織能力」と言い、「組織能力」のなかの「もの造り能力」「改善能力」

「進化能力」の三つの能力が全部備わった時に、長期的に見た強靭な企業が出てくる。トヨ

タの「組織能力」は、在庫水準を一定水準に保ちつつ毎日発注する「カンバン・システム」

の仕組みなど、個々の「組織ルーティン」がまとめられて全体の独自システムとして「組織

能力」を発揮するところに強みがある。そして、トヨタの真の強みは「進化能力」にあり、

正確な基本動作を最初の段階で徹底的に教え、従業員一人一人に刷り込まれている。そして、

「問題は自分で探せ」と各メンバーの「進化能力」（＝心構え）に期待しており、人材の育

成に注目している。 

また、4.6 ライカ―の『ザ・トヨタウェイ』では、トヨタの経営方式は「トヨタウェイ」

と「トヨタ生産システム」が「トヨタの DNA」を構成し、トヨタの創業者から生まれ、現在・

将来の幹部に継承され、育まれている。絶え間ない改善こそ、トヨタのシステムに生命を吹

き込む原動力であり、「トヨタウェイ」と呼んでいる。そして、トヨタは単に海外に工場を

立ち上げているだけではなく、トヨタウェイのカルチャーを海外に植え付ける努力をして

いると、海外事業体を含めた展開であると述べている。 
自動車メーカーと部品サプライヤーとの関係については、4.4.浅沼の「日本におけるメー

カーとサプライヤーとの関係」で述べたように、自動車メーカーと部品サプライヤーとの関

係を、部品サプライヤーが蓄積する関係特殊的技能と、それに対して自動車メーカーが行な

う評定に基づいた経済的要因から説明されるとしている。そして、関係特殊的技能を構成す

る要因は、一つは部品の開発、製造、および納入に関する実物的領域の中で起こる相互作用

であり、もう一つは、価格領域の中で起こる相互作用、つまり価格交渉である 。日本の自

動車メーカーは、一般に、自分が生産のために使用する中間生産物を外部の企業から調達す

る場合、自社が組織した特定の諸企業のグループ、または自分が加入している特定の諸企業

のグループのメンバーだけを調達先とする傾向があるというものである。しかし、ライフサ

イクルの期間中は、自動車メーカーは部品サプライヤーの切り替えを行なわないという意

味の「ノンスイッチング」の慣行と、 「複社発注政策」の関係を正確に理解しておくこと

が重要性であると述べている。関係特殊的技能に基づき、部品サプライヤーを市販品タイプ

の部品のサプライヤー、貸与図の部品のサプライヤー、承認図の部品のサプライヤーに区分

し、自動車メーカーとの関係を分析する。 
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現在の中国進出外資自動車メーカーは、すべて外資ブランドの製品を生産・販売している

が、中国の自動車政策の関係から資本金出資比率は 50％までとマジョリティが取れない合

弁事業である。そこで、3.4. 企業の中国進出形態で述べたように、合弁企業という形態で

中国進出した場合のメリットとデメリットを見てみると表 9のようになる。 

 

表 9．中国合弁形態進出時のメリットとデメリット 

メリット デメリット 

・初期投資負担がすくない 

・中国側の力を借りて、市場参入が比較的

容易 

・各種行政手続き、許認可取得が容易 

・経営方針などの意見調整が難しい 

・中国側の余剰人員、老朽設備を受け入れ

ざるを得ない場合がる 

・中国側の現物出資評価の妥当性判断が難

しい 

・技術流出の可能性がある 

・投資利益の独占ができない 

出所）筆者作成 

 

自動車産業の競争力を構築する要素としては、事業を直接支える市場における競争力と

して、「製品力」（製品の機能、品質、デザイン、価格など）、「販売力」（店舗数、販売品質、

納期、サービスなど）、「ブランド力」（認知度、好感度、信頼性、顧客満足度、広告・コミ

ュニケーションなど）がある。そして、直接競争力の持続性を支える間接的な競争力として、

「製品開発力」（エンジニア数、開発リードタイム、開発生産性、開発コスト、効率的アー

キテクチャー、サプライヤー統合度など）、「生産能力」（生産拠点数、生産性、生産コスト、

生産リードタイム、歩留まり、海外現地調達率、サプライチェーン効率など）、マーケティ

ング効率（商品当りのマーケティングコスト、商品ポジショニング、販売店効率など）とい

うオペレーション指数に表れる競争力、リスク分散の度合いや、規模の経済性などがある。 

これを、藤本（1997）は、「深層の競争力」、「表層の競争力」、「収益力」の三つに層別し

ている。「表層の競争力」は顧客に直接訴求できる商品力、性能、価格という表面化するも

ので、その結果としての財務の力が「収益力」である。一方、「深層の競争力」は戦略性、

経営力、QCD（品質、コスト、納期）、効率、生産性など表に出なく簡単には測りづらいもの

である。「収益力」は四半期で短期的に変動し、「表層の競争力」は車両モデル循環の中で変

動する。しかし、「深層の競争力」は非常に安定的で、製品のアーキテクチャーが大きく変

質しない限り、「ものづくりの組織能力」と概ね連動すると説く。そして、ビジネスモデル

や車両のアーキテクチャーの進化に対し、戦略性と経営システムがいかに「深層の競争力」

を向上させ、競争に備えているかが重要であると述べている。 

そこで本稿では、事業戦略を、「経営の特徴」「経営システム」「ビジネス戦略」と、また

競争力については「製品力」「販売力」「ブランド力」「生産能力」「オペレーション効率」と
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定義する。 

 

実証研究部分については、トヨタの中国における事業活動 100年の歴史を俯瞰し、企業の

根幹にある経営理念を考察し「事業戦略を読み解く」ことを課題とする。 

そのためには、各時代の具体的課題を、①戦前において中規模メーカーのトヨタがなぜ中

国で成功をおさめることができたか、②戦後の中国自動車発展期に、トヨタはなぜ現地自動

車生産の進出が遅れたか、③戦後の中国合弁事業初期における運営実態の分析と台湾との

関連性、④トヨタが現在の中国自動車市場における競争劣位となっている原因の分析、⑤ト

ヨタの中国 NEV戦略の特徴を、「経路依存性」と「内部成長」があるとの仮説を提出し、100

年間に渡るトヨタの普遍的思想を明らかにすることを本稿の目的とする。 

日系企業の戦前の中国事業に関する記録については、当時の基幹産業である在華紡を中

心に多数ある。しかし、現在の基幹産業である自動車産業に関するものは極めてすくな

い。トヨタは戦前に紡織産業と自動車産業で中国進出しており、その事業経営の理念を現

地責任者である西川の実践行動を中心に、その品質・技術と労務管理に着目する。なお、

分析資料の事情から、「品質」「技術」については北支自動車工業、「人材」については豊

田紡織廠を中心に分析する。 

そして、戦後まもない中国の自動車発展期においてトヨタが日本から完成車を輸出して

いた時期の活動を記録したものは少ない。特に、乗用車合弁事業の検討経緯については、ト

ヨタの社史も記録がなく不明である。そこで、交渉相手先となる、中国側自動車メーカー及

び他自動車メーカーの記録から解析する。 

その後の、初期の自動車合弁事業の経営戦略においては、企業の目標を設定し、それを達

成するために、“ヒト、モノ、カネ、情報”といった経営資源をどのように調達し、また配

置していくかを定め、持続的に収益を上げられるような競争優位を形成することであり、具

体的には、品質、技術、人材、台数に着目し、合弁事業の問題について「ヒト（人的資源）、

モノ（生産設備、商品、数量）、カネ（出資、資金）」の観点から分析する。 

トヨタとＶＷの中国合弁事業の競争戦略を、2008年と 2018年の生産台数と販売台数を比

較し、10年間の変化と直近の状況を分析する。そして、直接的な競争力を「製品力」の面か

らはセグメント別生産台数、車名・車型数、エンジン型式別生産台数から、「販売力」は販

売店数と販売台数、「ブランド力」ではプレミアムブランド車の販売台数を比較する。間接

的な競争力として「生産能力」は生産拠点数、生産能力と生産実績数を検証する。そして「オ

ペレーション効率」は前述の各データを加工し、1車名当たり販売台数、1販売店当たり年

間販売台数、および生産能力に対する生産実績数から生産設備稼働率を分析する。 

なお、「製品開発力」についてはトヨタ・ＶＷともに本国で実施しており、本稿では分析

対象から除外する。 

 中国の新 NEV政策に対するトヨタの事業戦略については、その中心となる EVは既存の

ガソリン車と比較し構成部品点数は半減し、基幹部品も従来とは異なり、これから新市場
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を開拓する新領域の商品である。そこで、マイケルポーターのファイブフォース分析 34を

もちいて、トヨタの中国 NEV競争力について解析を試みる。 

ファイブフォース分析については、NEV産業の内的要因を構成する「供給企業の交渉

力」の面では、NEVの電動車用電池、駆動用モーター、制御システムが重要である。特に

技術的に発展途上でかつ量的確保が課題となっている電動車用電池に着目する。「買い手

の交渉力」は、一般消費者が中心であるが、中国政府の優遇政策に左右される要素が強

く、政策を中心に分析する。「競争企業間の敵対関係」は、中国では外資メーカー、中国

現地メーカーで約 100 社の自動車メーカーが存在し激烈な競争状態にあるが、最も成功し

ているＶＷとトヨタを比較しながら分析する。また外的要因として、「新規参入者の脅

威」の面からは、電池産業から自動車産業へ参入し、EV生産台数が最も多い中国現地メー

カーの代表としてＢＹＤを分析する。「代替品の脅威」については、NEV 以外のガソリン車

および HVについて分析することとする。 

なお、自動車産業はモビリティ・サービス（Mobility as a Service 以下 MaaS）、CASE

（Connected（つながる）、Autonomous（自動運転）、Shared（シェア・サービス化）、Electric

（電動化））によるビジネスチャンスの拡大が予想されるが、本稿では分析の対象外とする。 

 

5.2 実証研究に関する先行研究 

5.2.1  戦前のトヨタ式経営に関する先行研究 

「戦前において中規模メーカーのトヨタがなぜ中国で成功をおさめることができたか」と

の課題に対し、戦前のトヨタ式経営に関する先行研究を確認した。 

戦前のトヨタ式経営に関する先行研究としては、戦前に中国進出した日系企業の代表産

業との観点から紡織を、また、現在の代表産業として自動車の経営に焦点をあてレビュー

した。具体的には、戦前の日系企業の中国進出については在華紡を中心に、多数の先行研

究がなされており、八木(2008)、丹野(2016)、新保(2007)などが在華紡の企業進出概要を

述べている。そして、在華紡の経営管理については、桑原(2004)、芹沢(2014)が内外綿を

中心とする在華紡の労務管理を検証し、桑原(2007)は日系企業の経営管理面で戦前と戦後

の連続性について、「現代の良質な海外日本企業は、その地の生産労働者の一部技能上位

層の、製品設計の構想段階、また生産ラインの設計への発言をよく活用している。そこに

日本企業の他国にくらべた強みがあるように思われる。その地の庶民層や中堅層の活用で

ある。（中略）その萌芽が戦前中国進出の日本企業にあろうか」（32頁）、と述べており、

先行研究として用いた。 

自動車については、上山(2016)(2018)が戦前の日系自動車メーカーの海外進出企業概要

                                                   
34 ファイブフォース分析とは、マイケルポーターが『競争の戦略』で述べた分析方法で、「供

給企業の交渉力」「買い手の交渉力」「競争企業間の敵対関係」という３つの内的要因と、「新

規参入者の脅威」「代替品の脅威」の２つの外的要因の、計５つの競争要因から企業の構造分

析を行う手法。 
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を調査し、同(2018)で「1950 年代後半以降は、競争力がまだ備わっていない早期的な段階

で、対米完成車輸出や、アジアやラテンアメリカにおける KD生産を試みたことは、前章で

見たような戦前からの海外市場開拓の経験なしには困難であったと思われる」（40頁）と述

べ、戦後初期の海外進出は、戦前からの海外展開の経験がなければ困難であったと分析して

いる。 

しかし、桑原(2007)と上山(2018)はともに戦前と戦後の連続性について関連性があると

述べているが、桑原と上山の意見が同じなのか疑問が残る。また、芹沢(2014)で「五・三〇

事件によって各種の問題点が明らかになった。その後は（中略）より現地社会に適応した独

自の労務管理が形成されていった。ただし、それらはあくまでもストライキ防止や労働能率

の向上を目的としたものであり、中国人労働者の反発を受けずに生産性を高めるための最 

も「効率的」な管理方法が選択された結果にすぎなかった」（28 頁）、と述べているがそう

であろうか。 

その他には、戦前中国での自動車産業に関する先行研究は見当たらなかった。戦前のトヨ

タについては山崎(2014)、牧(2011)がトヨタグループの全体像について調査しているが、海

外事業についての解説にとどまるなど限られている。 

他方、現在のトヨタ経営方式については大野(1995)などが、トヨタ生産方式（TPS）、ジャ

ス・イン・タイムなどの生産方法を中心に多数の文献がある。そしてトヨタ経営方式の海外

展開については、平賀(2006)、植木(2013)がある。 

平賀(2006)は「『1980 年代のトヨタの豪州経営―組織外部性の経営が与えた影響―』にお

いてトヨタの海外移転モードの原型が豪州で形成された」（62頁）とし、その後の NUMMIな

ど北米プロジェクトへ展開していったとの見解である。その理由として「移転方式の特徴と

してコーディネーター方式による「負荷をかけた調整」があること、さらにその背景として

トヨタの経営方式が究極を求め続ける創発により育成されてきた。（中略）経営方式移転当

初は「企業文化による管理」や「形式知化した暗黙知」のサポートが少ない中で「負荷のか

かる調整」方式で移転が推進されたこと」（72頁）、と述べているが筆者は疑問を感じる。 

日本の製造業の多国籍化は 1960年代以降に始まったという考え方が経営学の主流である。

しかし、そうであろうか。トヨタは 1959 年 5月のブラジル（Toyota do Brazil Ltd）を初

め 1970 年代までに、南アフリカ、タイ、インドネシアの 4拠点で自動車生産を開始してい

る。これに加え戦前の 1921 年から上海の豊田紡織廠などで海外展開の経験を積んでおり、

戦前の中国で現地生産した経験に有用性はなかったのであろうか。 

 

5.2.2 トヨタの中国自動車発展期の戦略に関する先行研究 

「戦後の中国自動車発展期に、トヨタはなぜ現地自動車生産の進出が遅れたか、また台湾

との関連性があるのか」との課題に対し、戦後の中国自動車産業とトヨタの活動について

先行研究を確認した。 
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トヨタの中国自動車発展期の戦略に関連し中国自動車産業、日系自動車メーカーの中国

進出、トヨタの中国進出について、多数の先行研究がなされている。中国自動車産業の分

析を主体としたものとしては、丸川(2006)の中国自動車政策と自動車部品の調達形態の分

析、丸川(2007)の中国車両メーカーと部品メーカーのモジュール化、垂直分業の可能性と

いう、アーキテクチャーについて、大鹿(2017)の中国自主ブランド、外資メーカーの製

品・部品調達戦略と将来計画などを述べている。 

日系自動車メーカーの活動については、石川(2014)の中国自動車政策の変遷と日系メー

カーの現地生産、およびマーケティング戦略の分析、関(2013)の日系自動車メーカーのシェ

ア低下と優位性からみた今後について、川辺(2006)のトヨタとホンダを中心に中国進出の

背景と車両現地生産の経緯について検証したものなどがある。 

また、トヨタの中国での活動分析では、王(2007)のトヨタ中国進出の背景および合弁経緯

とトヨタ生産方式の導入状況、有賀(2010)の天津地区へトヨタグループの産業集積につい

ての分析がある。 

特に、トヨタが中国で乗用車生産が遅れた原因について、財団法人国際経済交流財団

(2010)の調査報告書に元トヨタ中国事務所総代表のインタビューとして、「中国政府は

「技貿」政策から一歩進んだ技術提携および生産企業設立を日欧米メーカーに要請する

も、トヨタとの話し合いは不調和に終わる。(中略)中国政府の要請に十分応えられず、欧

米メーカーに比して「出遅れ感」は否めないが、当時を振り返れば、むしろ米国へのCBU 

車輸出を日本メーカーとして主導的に進めていたことから、貿易摩擦への対応に追われて

いた。」（18頁）、と米国への対応を優先したという理由が通説となっているが本当であ

ろうか。 

トヨタは海外生産工場を、1959年ブラジルにToyota do Brazil Ltd、1962年南アフリカ

共和国でToyota South Africa Motors (Pty) Ltd 、1964年タイに Toyota Motor 

Thailand Co.Ltd、1970年インドネシアでPT.Toyota Motor Manufacturing Indonesiaを設

立しており、当時の中国の需要台数であれば、トヨタは充分対応できたのでないだろう

か。 

そこで、合弁交渉の相手先からの検証を試み、Mann(1990)の同時期にＡＭＣと北京汽車

の交渉を記録した『北京ジープ』、佐々木(2016)の第一汽車からトヨタへの合弁要請にた

いする不満、およびトヨタ側の資料として元トヨタ中国事務所代表であった嶋原(2017)を

先行研究としてとりあげた。 

そして台湾の自動車産業政策、日系自動車メーカーの資本・技術導入状況については、李・

藤本（2006）、川上(1995)を先行研究として取り上げた。 

先行研究の多くは、中国政府の自動車政策の研究、自動車各社及び車両生産工場を中心と

する工場進出の経緯が中心であり、筆者が試みようとする中国自動車発展期に、トヨタは完

成自動車輸出時期に中国においてどのような活動をすすめてきたか、その後の、自動車生産

合弁事業がどのような経緯・要因で遅れたのか、そして、天津汽車集団との自動車合弁事業
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の役割について焦点にあてた研究は皆無に近い。 

 

5.2.3 トヨタの中国合弁事業運営に関する先行研究 

「戦後の中国合弁事業における運営実態と、比較劣位となっている原因の分析」という課題

の合弁事業運営の視点から先行研究を確認した。 

戦後のトヨタの中国合弁事業運営に関連しては、日系企業の中国進出状況について分析

したものとしては、八木(2007)と丸川（2014）がある。中国自動車産業の特徴を分析したも

のとして、王(2004)は中国自動車政策について、丸川（2017）は中国自動車政策と自動車部

品の調達形態、方(2013)は中国自動車産業の現状と課題を述べている。日系自動車メーカー

の事業活動を中心としたものでは、前述の石川(2015)、関(2009)、川辺 (2006)などがあり

トヨタとホンダを中心とする中国進出の背景と車両現地生産の経緯について述べている。 

また、トヨタの中国での活動について、王(2007)、有賀(2010)などがトヨタグループの産

業集積などについて分析している。欧米自動車メーカーの動向については古川(1997)がＶ

Ｗの中国進出を分析しているが、外資自動車メーカーの合弁事業運営について言及された

ものではない。 

中国での外資自動車合弁事業の事業運営の問題点に焦点にあてた研究では、向(2009) が

仏プジョーの撤退に到った原因と合弁会社の運営を検証している。また、重慶長安鈴木汽車

有限公司の総経理を勤めた松原(2015)は合弁会社での経営体験を述べており先行研究とし

た。 

八木(2007)は「日本企業が独自の技術や経営モデルに競争力をもっている場合に、内部

化を選択するという仮説であり、逆にいえば、進出企業の企業文化が中国社会の伝統文化

と異なる程、内部化を選ばざるを得ない」（15頁）と述べている。また、向（2009）は

「合弁企業の先行研究で指摘された、「①パートナーとの不適切」「②合弁の戦略的動機

欠如」「③組織とコントロール構造のアンバランス」「④コンフリクトの多発」「⑤パー

トナー間の信頼・協力関係欠如」「⑥学習の欠如」、そして、中国の国際合弁事業の重視

された、政治、政府、政策要因の働くバーゲニングパワーなどの「中国的ビジネス政治

学」」(47頁)がある程度理解できたと述べているが、このような内面的なものが容易にわ

かるものであろうか。 

先行研究の多くは、中国政府の自動車政策の研究、外資自動車メーカーの車両生産工場を

中心とする工場進出の経緯が中心である。本稿で試みようとする、トヨタの初期段階の中国

合弁事業体でどのような問題が発生し、それをどのように克服し、その経験をその後の中国

事業にどのように活用していったのか。また、現在の車両合弁事業では、どのような矛盾が

発生しているのか、という企業運営上の具体的問題について、時間軸を考慮した研究は皆無

に近い。 

また、近年は世界中で環境汚染対策としてガソリンや軽油を使う自動車から電気自動車

（EV）へのシフトを加速させる動きが活発化しており、次世代自動車の展望については、丸
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川(2017)、大聖(2017)は、最近の世界及び中国の自動車諸政策を中心に述べている。しかし、

中国の外資出資比率規制の廃止などの開放政策にともなう自動車合弁事業の変化を分析し

たものはない。 

 

5.2.4 トヨタの中国事業戦略と競争力比較に関する先行研究 

「トヨタが現在の中国自動車市場において比較劣位となっている原因分析」との視点から

先行研究を確認した。 

トヨタの中国事業戦略と競争力比較に関しては、自動車産業の競争力の変遷について川

原（2011）は「「組み合わせでは良いクルマは作れない」という常識が変わり、今後は

「組み合わせによって良いクルマを作る開発力」が求められることになるかもしれない」

（4 頁）、と述べており、モノづくりの基本である「人づくり」や「擦り合わせ技術」とい

う従来の「ものづくり能力」から、今後は「システム化」や「組み合わせ」によって良い

車を作る開発力が重要と述べているが、筆者は自動車のような高い技術が要求され、人命

を託すような製品に対し、川原の意見に疑問を感じる。 

中国自動車産業の特徴を分析したものとしては、大鹿 （2017）は中国自動車産業の製品・

市場戦略を、自動車生産台数、製品アーキテクチャー、インテグラル、モジュラー、電気自

動車の視点から分析し、陳（2012）は中国自動車市場の変化と日欧米韓中の乗用車販売上位

グループメーカーを中心に、ボリュームゾーン、小型車、部品の現地調達、R&Dなどの比較

分析している。トヨタの中国事業について佐藤（2017）は、トヨタ式経営の中国展開状況を、

朴（2007）は天津トヨタ、一汽ＶＷ、北京現代、長城汽車、一汽轎車の市場セグメント、モ

ジュラー型と総合型、開発・生産・取引システムについて、韓（2012）は一汽轎車における

トヨタ生産方式と改善活動、韓（2014）はトヨタ合弁自動車工場におけるトヨタ生産システ

ムの導入実態を述べている。また、宇山（2017）のＶＷ、トヨタのプラットフォームの統一

性比較を中心に標準化アプローチの状況、楊（2017）の自動車メーカーとサプライヤーの関

係からものづくり組織能力の構築に関する実証検証が実態把握の参考となり先行研究とし

た。 

ＶＷを分析したものでは風間（2016）のＶＷ中国合弁事業におけるコーポレートガバナン

スと競争力について、稲垣（1987）はＶＷにおける経営戦略の転換過程、金（2016）のＶ

Ｗの生産方式の転換を述べている。そして、トヨタとＶＷの経営戦略を比較したものでは

中西（2013）を先行研究とした。 

しかし、中西も川原と同様に「欧州勢が攻め込む新興国でのコスト競争力や標準化を進

める自動車のアーキテクチャー、収益力を確保するブランド展開など、ものづくりも大切

だが、ソフト面の競争力がより試される可能性を認識すべきだろう」(16頁)、と述べ、現

在の自動車産業の競争力はＶＷのような、アーキテクチャーによる「モジュール化」「シ

ステム化」の進展が重要で、「擦り合わせ」より「組み合わせ」によって良い車を作る開

発力に優位性があるような見解であるが、正しいのであろうか。そうであれば優れた経営
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管理システムを有するＶＷが、2015年9月に「排出ガス規制の不正問題」をなぜ発生させ

たのか筆者は疑問を呈す。 

しかし、いずれも中国自動車市場において、トヨタとＶＷの競争力を具体的に比較分析し、

トヨタの販売劣位要因を解析したものは見当たらなかった。 

 

5.2.5 トヨタの中国 NEV戦略に関する先行研究 

「トヨタの中国 NEV戦略を分析し戦略の特徴を明確化する」との課題に対し、トヨタの電

動車計画を含めて先行研究を確認した。 

世界の環境政策と自動車の EV 化動向については藤村（2019）、中国の NEV 政策の変遷と

EV車メーカー動向を分析したものとしては湯（2018）、（2019）を先行研究とした。EVを中

心とする中国 NEV車の産業政策の技術転換の狙いについて胡（2017）、産業政策の推移と現

行法の整理面では森山（2018）が述べている。 

しかし、中国の法令は経済環境の変化とともに、修正が加えられことが多く、中国 NEV政

策もすでに、2018年の開始計画が 2019年へ延期され、現在は NEV対象車の見直しを検討し

ており流動的であることを考慮する必要がある。 

そして、EVをめぐる技術的問題については大聖（2017）、そして中国自動車メーカーの競

争戦略、産業の再編について小原（2017）、高島（2019）がある。 

中国の NEV政策は技術的には未成熟であるが、補助金、ナンバー取得規制という中国政府

の政策により進められている面が強く、政策が変更になった場合に大きく変化する可能性

がある。また、マスコミなどでは EV化への動きが強調されているが、2025年でも NEV比率

は中国の総自動車販売台数の 25％で、既存のガソリンエンジン方式が圧倒的であり、既存

技術の改善を軽視してはいけないと筆者は考える。 

中国自動車市場において、トヨタとＶＷの NEV 競争力を具体的に比較分析し、トヨタの

NEV 戦略を解析したものは見当たらない。 

 

5.3 研究の方法と期間 

本稿では主として質的研究法を用いて、理論と実証の研究を結びつけて分析する。 

理論研究の方法としては、文献検索および生産・販売統計資料の活用、先行研究などに依

拠する。文献、資料については、経営戦略の背景となる「政策」、事業の実態を表す「先行

研究・著書」、事業者であるトヨタの「社史」を各分析案件に活用し、平衡性の確保に努め

ている。そして、それを時間的比較、他社との比較をするなどにより、極力、客観化作業を

加えている。 

実践研究の部分は、筆者の約 40 年にわたるトヨタの勤務経験と現場観察（台湾、中国に

計 18 年駐在）、および不断のトヨタ駐在員からのヒアリング調査に基づくものである。ま

た、上海豊田紡織廠記念館、トヨタ産業技術記念館、トヨタ鞍ヶ池記念館、豊田佐吉記念館

へ訪問し現地現物での確認作業を実施している。特に、上海豊田紡織廠記念館、トヨタ産業

https://ja.wikipedia.org/wiki/2015%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/2015%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E6%8E%92%E5%87%BA%E3%82%AC%E3%82%B9%E8%A6%8F%E5%88%B6
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技術記念館関係者とは定期的な交流により、研究対象の理解及び新しい発見に努めている。

また、中国系企業の実情把握については、筆者の中国駐在経験に加え、2016 年に愛知大学

現代中国学部の現地調査に団長として参加し、安徽省合肥市の国有企業 9社を訪問し、イン

タビューを含む交流を実施している。 

分析時期については、豊田佐吉が織機を開発し、中国進出を開始した 1921 年初頭から、

トヨタが中国 NEV対応を計画している 2020年の 100年間を俯瞰する。 

 

5.4 筆者の中国駐在経験 

筆者は 2014 年に社会人定年退職後に愛知大学、2017年に愛知大学院に入学した老学生で

ある。社会人の時はトヨタ自動車株式会社、豊田合成株式会社の経理・財務部門に約 40年

在籍し、うち 1995年から台湾 5年、中国 13年（天津 2回、広州、上海）の合計 18年間駐

在し、現地の合弁事業経営に参画した経験を持っている。 

具体的には本稿で紹介する国瑞汽車股份有限公司（車両製造）、天津一汽トヨタ発動機有

限公司（エンジン製造）、広汽トヨタ発動機有限公司（エンジン製造）及び、本稿に記載は

ないが自動車部品製造の天津豊田合成有限公司、豊田合成(中国)管理有限公司に駐在して

おり、本稿はその経験に依拠する部分がある。そこで、当時の社会・経済情勢と、筆者の赴

任先の概要について紹介する。 

 

(1) 国瑞汽車股份有限公司（駐在期間：1995年 1月～1999年 12月） 

筆者と中華圏の係わりは、1995 年 1 月～1999 年 12 月に台湾の国瑞汽車股份有限公司、

豊永股份有限公司、トヨタ自動車株式会社台湾事務所へ財務部副理としての赴任が始まり

である。 

当時は名古屋空港（現、愛知県営名古屋空港）から日本アジア航空（2008 年 3 月に日本

航空に吸収合併）に乗って中正国際空港（現、桃園国際空港）への赴任であった。空港から

台北市内への高速道路は 1 本しかなく、等間隔に設置された料金所で同一料金を支払うと

いう日本にはない方式であったが、交通量が大変多いのに加え交通マナーも悪く、いつも大

混雑していた。台北市内の交通機関は、モノレール・地下鉄はまだ開通しておらず、バスが

中心であり、そのバスの運転が乱暴なカミナリバスであった。タクシーに乗ると、車の床に

穴が開いた車両が時々あり、また、雨天の時など別の客を拾い、相乗りを強いられる事もし

ばしばで、日本との違いに面食らった。 

特に、筆者の朝食はパン党であるが、当事、台北市内に西洋風のパンを売っている店がな

く、大変不便な思いをしたが、数年後には外資系のパン屋が登場した。 

勤務先は中攊市の国瑞汽車股份有限公司、豊永股份有限公司と台北市内のトヨタ自動車

株式会社台湾事務所の 3 社を兼任し、中攊への通勤は車で高速道路を利用し 1 時間強かか
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った。台湾は日本との正式な国交がないため民間による活動が必要であり、交流協会 35、日

僑工商会 36の部会メンバーを拝命し参加する機会を得た。 

当時の台湾の自動車産業は拡大期であり国瑞汽車股份有限公司観音工場の新設、業務効

率向上のため国瑞汽車股份有限公司と豊永股份有限公司の合併手続き、「台湾構造改革」と

銘打った車両拡販対策、及び小型乗用車コロナからグローバルカー37であるカムリ・カロー

ラへの車種軸変更準備に携わることができた。この間、日本の規格にはないが「華人ティス

ト」38を追求した現地ニーズの車づくりの過程でトヨタ本社との調整がつかず、現地（国瑞

汽車）の責任で仕様変更を実施することもしばしば発生した。 

筆者は赴任初期には現地スタッフとのコミュニュケーションを英語で実施しようとした

がうまくいかず、自身が中国語習得の必要性を強く感じ、語学学校へ通学し商務中国語まで

修了した。なお、東南アジアのトヨタ各社の財務部門メンバーによる会議が定期的に開催さ

れたが、台湾メンバーは英語によるコミュニュケーションに苦労した。 

1996 年の台湾総統選挙にあたり中国軍は基隆沖海域へミサイルを打ち込むという台湾海

峡危機 39、1999年 9月 21日にマグニチュード 7.3の台湾大地震に遭遇し、その復旧対応に

トヨタの実務担当者として関与し、危機発生時の日系企業間の対応差を体験した。 

筆者を含め、多くの台湾駐在経験者は、この後のトヨタの中国事業体へ赴任することとな

った。 

 

(2) 天津トヨタ汽車発動機有限公司（駐在期間：2000 年 1月～2003年 1月） 

（現、天津一汽トヨタ発動機有限公司） 

1999年盆休暇前後の日本帰国時に、筆者の上司であるトップ役員から 2000年 1月の天津

赴任の内示を受けた。当事のトヨタ内での中国赴任はインド赴任と同様くらいにハードな

環境への赴任との位置づけであり、トップ役員からは特別の励ましと労いがあり、給与面で

はハードシップ手当 40てが支給される対象国であった。（ハードシップ手当ては 2000 年中

                                                   
35 正式名称は「公益法人日本台湾交流協会」で、1972年 9月 29日日中国交正常化によって日

本と中華民国との国交が断絶したのに伴い、貿易・経済・文化などの民間交流関係を維持す

るための「実務機関」で台北と高雄に設置。日本の主務官庁は外務省と経済産業省。台湾側

のカウンターパーナーは「台湾日本関係協会」で東京に設置。 

筆者は総務部の会員を拝命。  
36 正式名称は「台北日本商工会議所」で、台湾在住者、在住企業の任意参加団体ではあるが、 

 大手企業は実質的には参加。筆者は自動車部会の事務局員を拝命。 
37 トヨタが世界各国で主に生産している、カムリ、カローラ、ヤリス、ＩＭＶをいい、世界 

各地に受け入れられる車のサイズ、性能、価格。また、生産指導の体制がある。 
38 華僑を含めた東南アジアで受け入れられるイメージの車作りで、同一車種でも外観が日本よ

り大きくどっしり感があるように、バンパー、ドアミラー等を独自なものへ変更。 
39 1995年 7月 21 日から 1996 年 3月 23日に中華民国周辺で中華人民共和国が行った一連のミ

サイル試験で第三次台湾危機といわれ、1996年に行われる中華民国総統選挙への脅迫の意図

があると見られた。 
40 海外赴任の場合、国内赴任と異なり、生活安全度、物価水準、就業時間等が異なり、就業ハ

ードシップ手当が支給される場合がある。まずは国別のリスク指数を求め、それに基づいた
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頃に中国の生活環境が改善されるのに伴い廃止され、タイ、インドネシア等と同等の普通の

国への赴任扱いへ変わっている） 

2000 年 1 月に台湾から直接、天津へ赴任した。当時は台湾と中国の間には三通がなく航

空機では、台湾から香港を経由し、天津へ移動が必要であり、一日がかりの時間が必要であ

った。天津空港は現在使用されていない旧タ－ミナル部分であり、非常に小規模な印象であ

った。天津市内に入ると、街路灯が少なく外は薄暗く、霧がかかっており「寂しい所へ来て

しまった」というのが第一印象であった。 

筆者の住まいは南開大学北部の海光寺付近で、合弁会社が所有する外国人用のアパート

であった。当時の天津は外国人が居住できるところが限られ、他社の日本人も同じアパート

に何人か住んでいた。また、天津には大型の物販店は、伊勢丹とスーパーはダイエー（現在

は撤退してない）が 1件あるのみで、欲しいものはその場で買わないと次に行った時には無

いという物不足の状況であった。地下鉄は単線で短区間なものが１路線のみで、バスは暖房

も冷房もなく、タクシーは夏利（シャレード）、大発（軽ハイゼット）と超小型で、庶民の

移動手段は自転車が中心で、朝の出勤時間帯の道路は自転車の海のようであった。北京へは

在来線で 2時間もかかったが、そもそも列車の切符が購入できないことがよくあった。また

天津市内には下崗と呼ばれる一時帰休の人であふれ、誰もが貧しかった。 

赴任した天津トヨタ汽車発動機は天津夏利 41のある楊柳青地区にあり、天津市内の自宅か

ら車で田舎道を走り 30分ぐらいの位置にあった。天津トヨタ汽車発動機の特徴は、資金も

技術もない天津汽車と、中国進出の足場を築きたいトヨタの合弁であり、当時はトヨタとの

最大規模の合弁企業ということで天津市の重点企業に選定され、1999 年 10月には江沢民主

席（当時）が会社を訪問され自筆の書を残されるという、天津では最優遇扱いをされる企業

であった。 

しかし、天津汽車には資金がなく土地、建物及び人員の現物出資、トヨタはトヨタ製エン

ジンを生産するために必要な工場建物建設、設備購入相当額の現金出資である。工場の敷地

は 21万平米と大変広く、工場をはじめ、食堂、シャワー室、診療室、宿舎等を備えた、い

わゆる単位 42そのものであり、会社内には多数の小さな建物があり、扉の窓ガラスには目隠

しをして中で何をしているか判らなかった。日本人と中国人の交流は進んでおらず、トヨタ

                                                   
ハードシップ手当額を算出する必要があり、海外赴任とひとことでいっても、開発途上国へ

の赴任と、先進国の大都市への赴任とでは条件が異なる。 ... 
41 正式名称は「天津汽車夏利股份有限公司」、前身は天津市微軽汽車で、1984年にダイハ 

 ツ工業と技術提携し、1997 年に名称変更。 

 「夏利」は中国語読みで「シャアリィ」。ダイハツ製の当時生産車「シャレード」から。 
42 中華人民共和国の社会における基層社会で、労働を媒介として全人民と組織化し、行政、経

済、思想のあらゆる面から管理･支配する中国特有の組織。 

 給与から退職金まで社会福祉はいっさい「単位」が供与し、「単位」の内部の人は失業の 

 おそれがない替わりに、自由な流動は不可能であり、誕生から死までの面倒を一切を「単

位」に仰いでいた。 
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駐在員は旧病院を転用した日本人専用事務所で業務をすることとなり、筆者は董事経営部

長として財務・販売・生産管理を担当した。 

筆者を含め、アドミ関係者 4名（総務、調達、生産管理）はいずれも台湾経験者で,中国

語をはじめ中国式の仕事の進め方をある程度理解した者であり、その後の推進に大いに力

を発揮した。工場を見ると、いたるところで窓ガラスが割れ、ドアが壊れていたが、金がな

く、誰も無関心で放置されている状態であった。特に、従業員は国有企業の、努力しても、

しなくても同じという風潮に慣れた人たちに、トヨタ式の仕事の進め方を理解してもらう

のに大変苦労した。 

また、天津汽車の販売不振から生産台数の計画大幅未達成による一時帰休、および 1年以

上に及ぶ天津汽車からの代金未払いに伴う資金不足となり、部品メーカー等への部品購入

代金の支払い不能におちいっていた。そこで、天津トヨタ汽車発動機が独自で銀行借入をし、

仕入先に代金支払いをするとともに、トヨタ本社向けにエンジン部品の輸出をする事で急

場をしのいだ。又、エンジン部品の輸出にあわせて天津税関から「保税工場」の承認を得ら

れた。 

しかしそれだけでは業績は好転せず、トヨタ本社の承認は得られなかったが、天津トヨタ

汽車発動機の責任で中国民族系の自動車メーカーへエンジン販売するなど、日本では考え

られないことも実施した。筆者は、販売部門の責任者を兼務しており、中国内の民族系自動

車メーカーを訪問し、販売価格の調整を含め厳しき交渉をすることとなった。 

これらの全社をあげた販売努力により、2001 年 7 月には生産能力一杯の月産「一万台生

産計画」に挑戦するまでになった。この間に、工場内の破損部分の修理をするとともに、決

算状況、資金状況をにらみながら、不要な建物、設備の処分を進めると供に、事務、技術部

門の事務所統一化等の作業環境の整備、及び日中従業員の交流をすすめた。そして、2001年

2月には、品質保証体系の国際認証である「ISO9002」を取得できるまでになった。 

また、社内教育の一環として日本語スピーチ大会時に、現地従業員が話した「私の夢は家

族で北京に遊びに行きたい」「考えが変わると習慣が変わる、習慣が変わると行動が変わる、

行動が変わると生活が変わる、生活が変わると人生が変わる」という言葉は、以降の筆者の

会社経営時の中国を理解する座標の一つとなった。一方、余剰人員対策としては、経済補償

金を準備したうえで希望退職をつのり、社内人事評価後 1400 名を 800名へリストラを実施

したが、リストラ対象の部下へ一人ひとり解雇通知をせねばならず、個人的には二度とした

くない経験である。 

これらの施策により、単月決算で収支均衡となるまで改善し、なんとか事業継続ができる

目処がつき、筆者は 2003年 1月に日本へ帰任した。 

 

(3) 広汽トヨタ発動機有限公司（駐在期間：2004年 3月～2006年 12月） 

2003 年 1 月に日本へ帰任したものの、すぐに、四川トヨタ汽車（現、四川一汽トヨタ汽

車）へ 4ケ月の長期出張となり決算董事会を開催し終了するまで滞在することとなった。そ
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の後、中国で SARS（Severe Acute Respiratory Syndrome 重症急性呼吸器証症候群）の流

行により一時日本にいたが、夏頃から、一汽トヨタ汽車販売有限公司の新規設立のため北京

へ、また、一汽トヨタ（長春）発動機有限公司の新規設立のため長春へと出張の連続であっ

た。 

そして、2003 年末に広州プロジェクトが始動し、一番先に設立される広汽トヨタ発動機

有限公司へ筆者は赴任することとなった。2004 年 3 月に香港経由で広州市内にあった旧広

州白雲空港（2004 年 8 月に現、広州白雲空港移転）へ到着した。当時の広州は、外国人が

住むところが限られ、筆者は花園ホテルに住むこととなったが、同ホテルにトヨタ、日産、

ホンダの駐在員が住んでおり、互いの情報交換には好都合であった。 

筆者はトヨタの広州プロジェクトの日本人赴任者第一号であり、広州汽車本社へ出社し、

仮事務所の準備、従業員の採用からのスタートであった。トヨタの広州プロジェクトの特徴

は、工場、設備、人員ともにすべて新規というゼロからのスタートであり、出資は広州汽車

43、トヨタともに現金というめぐまれた状況であった。南沙の工場敷地は元バナナ畑を整地

している状況で、エンジン会社、車両製造会社、部品メーカーが隣接し計 400万平米強の広

大な敷地で、まさに見渡す限りが工場敷地という巨大さであった。 

筆者は財務部長として赴任し、前職の天津トヨタ発動機の業務経験を基に、董事会規則、

経営管理委員会規則、決裁規則、経理規則等の主要なマネジメントの仕組みを整備した。 

当時は広州市内からの高速道路もなく、工場敷地に近接した南沙指揮部に設置した仮事

務所まで車で 1時間半もかかり、毎日「遠かった」という印象であった。そして、広汽トヨ

タ発動機のもう一つの特徴は、スピードである。2004 年 2月に会社設立後、工場敷地整備、

工場建屋建設、生産設備の搬入設置および人員採用、訓練を一年で行い、2005 年初からエ

ンジン部品をトヨタ上郷工場へ輸出開始、2005年 10月からエンジンの日本輸出、2006 年 5

月から広州トヨタ汽車（現、広汽トヨタ）へエンジン提供と、トヨタの最短記録で会社を立

ち上げ、安定化させることができた。また、事務・技術系の新入社員を日本同様に生産現場

実習による教育の実施、「安全生産―出勤率―不良率―改善活動―原価」を見える化管理す

るなどトヨタ式の管理方法を会社立ち上げ時から導入した。中国人管理者はトヨタ式の技

術、マネジメント方式の導入には柔軟であるが、購入品の単価を含め、収益面での調整は非

常の厳しい対応であった。あわせて、工場緑化のため植樹活動をするなどの社会貢献活動も

積極的に実施した。この状況は天津トヨタ汽車発動機とは大変な違いであり、これが同じ中

国かと感じさせられた。 

この間に、広州市内と工場間の高速道路も整備され、約 40分で移動可能となり社会イン

フラも猛スピードで整備されていった。なお、2005 年に全国で発生した反日デモが広州へ

も飛び火し、筆者が住んでいた花園ホテルに日本領事館があり、デモ隊に廻りを包囲され外

出不可能となり、日本料理店の一部が破損される体験をした。 

                                                   
43 正式名称は「広州汽車工業集団」、2000年広州市から国有資産の経営権を授けられ、 

ホンダ、トヨタ、日野、三菱、フィアット各社と自動車合弁事業を展開中。 
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(4) 天津豊田合成有限公司（駐在期間：2007年 6月～2013年 12月） 

2006年 12月、天津豊田合成有限公司は急激な業容拡大に管理が追随できず、二年間続け

て公認会計士から限定意見 44を付されており何とか対策してほしいとの要請があり、2007

年 1 月に日本へ帰国し、機能部品（ブレーキホース等）、セフティーシステム（ハンドル、

エアバック）、内外装部品（コンソール、グリル等）を生産する豊田合成株式会社へ出向し

た。約半年間、豊田合成の生産部品、管理の仕組みを日本で実地に理解し、転籍したうえで、

2007年 6月に天津へ董事総会計士として二度目の赴任となった。 

この時期には現在と同様、中部セントレア空港から天津へ直行便が飛んでおり、所要時間

は 2000 年赴任時の半分に短縮されていた。2008年北京オリンピックを控えた天津の町は環

状線が新規に整備され、主要幹線道路の拡幅がされ、沿道から見える部分の建物だけ整備さ

れ、見違えるように綺麗になっていた（通称、面子工事という）。天津豊田合成は中国にあ

る豊田合成グループ 10社の最大の会社で、豊田合成の重要な連結対象会社であり、早急な

対策が必要であった。赴任後しばらく社内を観察していると、問題の原因が中国人と日本人

の連携不足、会社と会計士の連携不足による相互不信が主要因と判明し、会計士及び全社一

丸となった社内改革を進めた結果、2007年末には対策の目処がつき、2009年初に会計監査

上の問題は解消となった。 

この間に、2008 年の北京オリンピック、2010 年上海万博を控え中国の経済は急激に拡大

し、自動車の販売量も毎年大幅に増加し、豊田合成グループ内での中国の位置づけは、決算

上トップクラスの重要な子会社に拡大していた。そこで、中国の 10社がそろって豊田合成

の連結決算に対応できるようにする必要があり、会計要領の統一化、監査法人の統一化 45、

業務改善による決算業務の短縮化をはかり、2011年から豊田合成の連結決算に対応した。 

また、販売先は従来のトヨタ系に加え、その他日系企業→中国進出欧米企業→中国現地ブ

ランド企業へと拡大していった。 

2010 年労働意識の高まりから、広州で始まった日系企業の労働条件改善を要求するスト

ライキが伝播し、天津豊田合成でもストライキが発生し、3日間ストップしてしまった。ま

た、2012年には尖閣列島国有化問題から発生した反日デモにも遭遇することとなった。 

そして、中国の豊田合成の総括管理会社を上海へ設立したのに伴い、2013 年 1 月「豊田

合成（上海）管理有限公司」（2019 年豊田合成(投資)有限公司へ改組）へ顧問として異動し

た。 

 

                                                   
44 入出荷・在庫数量の理論数と実数の不一致により、決算の信頼性に疑義がもたれ、決算の適

正判断が得られ状態となった。天津豊田合成有限公司は重要な子会社であり、このままで

は、豊田合成株式会社の決算に影響がでる恐れがあった。 
45 豊田合成株式会社、及び、中国内 10 事業体の会計監査法人を統一化することにより、会計

監査法人内の業務と情報の統一化と効率化を図った。 
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以上のように、筆者は台湾・中国を延べ 18年間にわたり、5拠点を駐在した。 

振り返ってみれば、まず台湾駐在時に海外で働くとは何かの訓練と、あわせて中国語の習

得と、大陸要員として基礎訓練をした。その経験をベースに始まったばかりのトヨタの中国

ビジネスを経営の立場から、天津、広州のトヨタの合弁会社へ赴任し「会社の仕組み作り」

を手掛けることが出来た。2007 年からは、急激なトヨタの進展に追随できず、ひずみが発

生したトヨタの主要部品メーカーである豊田合成の中国最大拠点である天津豊田合成に赴

任し、問題解決にあたった。その後は中国の豊田合成グループ社の財務責任者として経理制

度の整備、特に日本本社との連結決算対応と人材育成を手掛けてきた。 

この間、台湾では常に海外に目を向いた台湾資本との合弁会社、中国では地方級都市の国

有企業との合弁であるが、天津の古く保守的なイデオロギー色の強い合弁会社、広州では利

益優先の商人気質の合弁会社、国有企業との合弁であるが日本がマジョリティを所有して

いる天津の合弁会社、そして上海の独資管理会社と多様な環境を経験することができ、会社

形態により会社運営にいかに大きな影響をあたえるかを、身をもって体験した。 

 

5.5  筆者の中国企業の実態調査 

筆者は 2016 年 8 月 3 日から 18 日にかけて、愛知大学現代中国学部中国現地調査団の団

長とし、中国安徽省の省都である合肥市の企業を合肥市総工会の手配で訪問した。 

訪問先の各企業は、国際基準である ISO46、OHSAS47の認証を取得しており、合肥市の超優

良企業先ばかりであり、「企業の経営理念」「信用力」」「競争力」「人材育成」「社会貢献」の

面から確認した。 

なお、訪問 9社の日程は表 10のようであり、訪問時間は約 2時間、訪問先の対応者は工

会、人事部門の管理者が中心である。 

 

表 10．中国現地調査時の訪問先と日程 

日程 会社名 会社形式 業務内容他 

8月 5日午前 合肥華泰集団株式会社 民営企業 食品、深圳上場 

8月 5日午後 科大訊飛株式会社 民営企業 人工知能，深圳上場 

8月 6日午後 安徽安利材料科技株式会社 国営企業（地方） 人造革合成革、深圳上場 

8月 6日午後 安徽佳通タイヤ有限会社 外資企業 自動車用タイヤ 

                                                   
46 ISOとは国際標準化機構（ International Organization for Standardization）の略称で、

各国の国家標準化団体で構成される非政府組織で、ISO の標準を使用することにより安全で

信頼性が高く、質の高い製品やサービスの創出に役立つ。 
47 OHSAS（Occupational Health and Safety Assessment Series）とは、国際な協会によって

策定された労働安全衛生に対するリスクと対策の一覧化および責任所在の明確化等を目的と

する規格のことで、労働安全衛生マネジメントシステム（Occupational Health and Safety 

Management Systems）を元に規格されている。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A8%99%E6%BA%96%E5%8C%96%E5%9B%A3%E4%BD%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9D%9E%E6%94%BF%E5%BA%9C%E7%B5%84%E7%B9%94
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8月 8日午前 中塩安徽紅四方株式会社 国有企業（中央） 化学品 

8月 8日午後 合肥合鍛知能製造株式会社 国有企業 油压，機械式プレス機 

8月 9日午前 天威保変合肥変圧器有限会

社 

国有企業 変圧器 

8月 10日午前 合肥長安自動車有限会社 国有企業 自動車 

8月 10日午後 合肥太古コカコーラ飲料有

限会社 

外資企業 飲料 

 

上記訪問社のうち、工場見学が可能であった 6社について会社概況説明時には、JIT等 

生産システムの採用などの説明があった。しかし、現地、現物で工場を見てみると、生産・

品質面では 2 社が“在庫の大量保管により先入れ先出しが不可な状態”、2 社が“設備・備

品の置き場所表示がないため、現状の状態が正常か異常かの判断ができない状態”であった。

また、安全面では 1 社が“製品が山積み状態で高いため、落下時の危険性があった”、2 社

が“一部の作業員が安全保護具を未着用”であった。また、業務運用面においては、2社が

“各種管理看板を設置し、業務の効率化・見える化を図っているが未活用”と、仕組みは導

入したが、従業員全員まで徹底していない状況が多くの会社で散見され、会社幹部の思いと

実態の乖離を発見した（表 11）。 

そのような中で、生産活動において一番歴史は短いが、「合肥長安自動車」の管理状況は

「長安自動車本社」からの徹底した指導もあり、安全・品質・生産管理ともに最も定着して

おり“やればできる”と思いを新たにした。 

製造業では徹底してやりきることが最も重要で、最も難しい課題であり、多くの事業体で

実践されていない。 

筆者は、中国赴任時に多くの企業訪問をし、企業トップからは、トヨタ生産方式の採用を

はじめとするいろいろ説明を受けた。しかし、その実践なると、理論だけ勉強したトップ、

具体的になにをすればよいのかわからない現場作業者との齟齬が発生しているのが、多く

の現実である。 

例えば、日本的経営の中では、5S（整理・整頓・清潔・清掃・躾）の順守が要求される。

トヨタでは 5S のうちの、「整理とは必要なものと、不要なものが明確に区分されている状

態」、「整頓とは必要なものを必要なときに、タイムリーの取り出せる状態」である事をいう。

すなわち、必要なものを探すことなく、必要な時に取り出せる状態が整理・整頓ができてい

る状態であり、探す時間は仕事ではなく、2S（整理・整頓）の徹底だけでも大変なことであ

る。 

そのためには、各従業員への不断の教育が重要であり、4.3 で藤本が述べているように、

トヨタの真の強みは「進化能力」にあり、正確な基本動作を最初の段階で徹底的に教え、従

業員一人一人に刷り込まれ、しぶとく、泥臭いものである。 
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表 11．中国現地調査・製造 6社の工場見学時の問題項目 

会社名称 品質 安全 業務運営 

Ａ社 現状が正常・異常不明 

（設備、備品の設置箇所

表示がない） 

安全靴未着用者が混在 

歩行帯以外の場所を日

常的に歩行 

バスが指定場所以外に

駐車 

工場内を親子が歩行 

 

Ｂ社 先入れ先出し不可 

（製品、備品） 

限度見本があるが作業者

から遠く使用しづらい 

不良品の発生原因管理不

明 

タイヤ高く山積み 

（高度不統一） 

暑さから衣服をたくし

あげて作業 

「安全緑十字」未記入 

歩行帯が不明確＆未遵

守 

過程控制看板あるが用途不

明 

Ｃ社 先入れ先出し不可（製品） 

作業標準不統一＆ロット

生産 

業者が荷卸作業時にヘ

ルメット、安全帯未着

用 

運搬台車が歩行帯以外

走行 

酸素ボンベが縦置き 

工場正門にゴミ、駐車

違反車両 

主控室テレビモニター18 面

中、2面のモニター異常放置 

 

Ｄ社 現状が正常・異常不明 

（設備、備品の設置箇所

表示がない） 

床が緑表示であるが歩

行帯か不明 

工場内道路に鉄材、木

箱、部品が放置 

作業部品、タンクが床

直置き 

６Ｓ管理看板があるが使用

形跡なし 

 

Ｅ社 一部所で、設備、備品の

設置箇所未表示あり 

  

合肥長安自動

車 

一部の設備、備品が箇所

表示以外の所にあり 

一部部品で先入れ先出し

  



89 
 

不可 

出所）工場見学 6社の見学結果を基に筆者作成 

 

5.6 研究の意義 

 日系企業の中国進出を研究したものとしては、戦前は在華紡の進出から始まり、現在にい

たるまで多数の研究がなされている。しかし、それらを見てみると、ある年代のある産業と

特定の事例が多く、連続性に欠けていると感じられる。筆者が本稿で試みる、トヨタを中心

に、戦前の基幹産業である紡織産業、戦後は現在の基幹産業である自動車産業をもとに、100

年にわたる中国社会の変遷とともにトヨタがどのような環境変化に遭遇し、解決していっ

たかという事例を通じ、その根幹となる企業理念を分析するものである。すなわち、同一企

業の中国進出日系企業の国際戦略を 100 年にわたり分析するものであり、本研究は従来な

されていなかった研究領域の空間を埋めるものと位置づけられる。 

また、実業面から見ると、日系企業の海外進出先は、外務省領事局政策課、『海外在留邦

人調査統計平成 30年要約版』のよると、全世界で企業（拠点)数は 7万 5531社あり、うち

中国は 3 万 2349 社の 42％を占め、突出したナンバー1（米国が 2 位で 8,609 社）である。 

しかし、在留邦人数は、全世界で 1,351千人いるが、1位米国 426千人（31％）、中国 124千

人（9%）と米国が圧倒的に多い。この事から、中国への企業進出は大企業のみならず、グロ

ーバル化が進んでいない中小企業も含めて中国進出をしている表れであり、米国進出企業

と比較し、中小企業が多いことが判る。一方、在留邦人数は米国の 3分の１と少なく、一企

業当たりの駐在員数が少なく、専門外以外のことも、なんでも担当しなければいけない状況

であることが推測される。 

トヨタは日本を代表する製造業である。中国へは 1995 年 12 月に最初に設立された天津

豊津汽車伝動部件有限公司以降、当初は自動車部品製造、その後に商用車生産、乗用車生産、

技術支援、販売・サービス、新技術部品製造会社、研究開発センターの順序で業容を拡大し、

2018 年 12 月現在では、部品生産会社 9 社、車両生産会社 4 社、技術・開発会社 3 社、販

売・サービス会社 5社、投資・金融会社 2社、物流会社 1社の合計 24社という大陣営とな

っている。それに伴い、総従業員数は 38.3 千人と多くの雇用を生み出し、トヨタから 600

人を越す日本人駐在員がトヨタ式の技術・管理の指導をしている。各社の従業員数は数十人

から一万人を超す大企業までさまざまであるが、ともにトヨタ式経営を目指している。 

言い換えれば、トヨタの中国進出企業は、業種は製造業、販売業、サービス業等、また、規

模も小規模から大規模までの各種各様のものがあり、中国進出日系企業の縮図であるとい

える。 

トヨタの中国進出事業例から、中国進出日系企業全体に共通する普遍性を探るケースス

タディの意味を持つと考える。 
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第Ⅱ部 実証研究 ―戦前― 

第六章 西川秋次による戦前中国におけるトヨタ式経営 

―トヨタ式経営、戦前と戦後の連続性の観点から― 

 
6.1 本章の背景と課題 

日系企業の海外進出における経営管理方法に関しては、戦前と戦後では大きく異なると

の見解が一般的であるが本当であろうか。  

トヨタの中国事業は戦前から進出しており、中国における経営管理の経験を積んできて

いる。そこで、本章では「戦前において中規模メーカーのトヨタがなぜ中国で成功をおさめ

ることができたか」、を実務責任者である西川秋次に焦点をあて、「戦前の中国におけるトヨ

タの経営管理手法」を解明するとともに、戦前の基幹産業である紡織と現在の基幹産業であ

る自動車を例に「戦前と戦後（現在）の経営管理に連続性があるか」、の分析を試みること

である。 

トヨタの創始者である豊田佐吉 48は早くから中国の重要性を理解し、常日頃から日中親

善の重要性を説いており、1918 年 1月に開業した豊田紡織株式会社が安定するのを見届け

ると、その年の 10月に単身で中国に赴き、上海から漢口（現在の武漢）など長江沿岸を

自ら視察した。この時に、佐吉は中国の広大な国土と、綿糸・綿布市場の将来性を確信

し、日中友好親善のうえからも、かねてより心中に暖めていた中国での紡織工場の建設を

決断し、永住するつもりで西川秋次 49を伴い上海へ赴任し、フランス租界の一等地（現淮

海中路、米国総領事公邸隣）に三階建ての洋館を購入し自宅とている。 

西川秋次は佐吉の片腕として活躍したトヨタ初期の大番頭である。1910 年、西川は佐吉

とともに、米国を訪問した際、一年半にわたり紡織業と工場管理を学んだ。帰国後は豊田自

動織布（後に、豊田紡織へ改称）で、佐吉の事業を手伝い、1918 年取締役技師長に就任して

いる。そして 1919 年、佐吉と共に上海へ半永住のつもりで渡り、1921 年上海に豊田紡織廠

設立後は佐吉に代わり事実上の責任者として、トヨタの中国主要事業すべての重要役職を

務め、佐吉の夢の実現に努力した。また、西川は佐吉の長男である豊田喜一郎 50が自動車へ

                                                   
48 豊田佐吉（とよだ さきち 1867年 3月 19 日 - 1930年 10月 30日）は日本の発明家、実

業家。無停止杼換式自動織機（G 型自動織機）をはじめ、生涯で発明特許 84件、外国特許 13

件、実用新案 35件の発明をした。 豊田紡織（現 トヨタ紡織）、豊田紡織廠、豊田自動織機

製作所（現 豊田自動織機）を創業したトヨタグループの創始者である。 
49 西川秋次（にしかわ あきじ 1881年 12月 2日 - 1963年 9月 13日）は豊田佐吉の片腕と

して活躍したトヨタ（豊田）初期の大番頭。中国・上海に工場設立後は佐吉に代わり事実上

の責任者として豊田紡織廠の経営に携わった。佐吉没後も、中国に留まり、佐吉の夢の実現

に努力した。また、秋次は豊田喜一郎が自動車への進出を決めた際には、全面的に中国から

支援することを申し出た。終戦の後も国民政府の要請で中国に残り、戦後の復興に尽力し

た。 
50 豊田喜一郎（とよだ きいちろう 1894年 6月 11日 - 1952年 3月 27日）は、日本の経営

者、技術者、トヨタ自動車創業者。豊田佐吉と佐原たみ（佐吉の妹の友人で最初の妻）の長

男として生まれる。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%95%AA%E9%A0%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8A%E6%B5%B7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B1%8A%E7%94%B0%E5%96%9C%E4%B8%80%E9%83%8E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/1881%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1881%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1963%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1963%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B1%8A%E7%94%B0%E4%BD%90%E5%90%89
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%95%AA%E9%A0%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%9B%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8A%E6%B5%B7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B1%8A%E7%94%B0%E7%B4%A1%E7%B9%94%E5%BB%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B1%8A%E7%94%B0%E5%96%9C%E4%B8%80%E9%83%8E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E6%B0%91%E6%94%BF%E5%BA%9C
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進出を決めた際には、全面的に中国から支援することを申し出て、資金面で多大な援助を実

施している。 

1945年終戦後も国民政府の要請で中国に残り、戦後の復興に尽力しており、約 30年間に

わたり、中国で佐吉の夢の実現に尽力した。 

なお、本章における経営管理とは、「企業グループ内の長期安定的な企業間関係」、「技術

水準を維持し作業能力を向上するための生産現場における組織管理」、「終身雇用、年功序列

制の下、社員の忠誠心にもとづく労資協調制度と雇用管理」、「永続的発展をはかるために福

利厚生、社員研修による人材確保と育成」と定義する。 

 
6.2. 戦前中国の主なトヨタ関連事業 

戦前におけるトヨタの中国事業は、紡織と自動車がある。紡織は、第一次世界大戦の勃発

により、中国市場では英国綿製品の輸入がストップしたため、日本の紡織会社の中国進出が

活発化した。1919年 8月 1日には中国の輸入関税率が綿糸布価額の 3.5％程度から 5％へと

引き上げられ、これをきっかけに、中国での現地生産に拍車がかかり、1914～1925 年に中

国では 87の紡織工場が設置され、そのうち日系は 17社 33工場にのぼった。 

そのような中で、1921 年 11月株式会社豊田紡織廠（以下、豊田紡織廠）が上海に資本金

1,000万両で設立された。豊田紡織廠の親会社である豊田紡織株式会社は、佐吉が発明した

自動織機の製造から発展した会社で、世界で唯一紡織機を自社で内製している会社であり、

中国でも同様に自動織機を製造する豊田自動機械販売株式会社を 1934 年に設立した。 

自動車は、1937 年 7 月に日中戦争が勃発し、軍部の中国大陸での需要増に対応するため

に、中国に組立工場を作ることを要請され、トヨタ自動車工業は 1937 年 2 月に上海工場、

1938年 1月に天津工場を開設し、トラックの修理業から開始した。その後は、1940年に天

津でトラック組立ての北支自動車工業株式会社（以下、北支自動車工業）、1942年に華中豊

田自動車工業株式会社（以下、華中豊田自動車工業）へとつながった(図 13)。 

しかし、いずれの会社も敗戦後は中華民国に接収され、会社は消滅した。 

現在、豊田紡織廠跡は看板を掲げてはいないが「上海豊田紡織廠記念館」として保存され

ており、トヨタグループ 17社で構成される「一般社団法人上海豊田紡織廠保存会」が中国

における活動の歴史がわかる記念施設として運営している。 

 
 
 
 
 
 
 
 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E6%B0%91%E6%94%BF%E5%BA%9C
https://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/taking_on_the_automotive_business/chapter1/section2/item3_a.html#F1-039#F1-039
https://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/taking_on_the_automotive_business/chapter1/section2/item3_a.html#F1-039#F1-039
https://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/taking_on_the_automotive_business/chapter1/section2/item3_a.html#F1-039#F1-039
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図 13．戦前中国の主なトヨタ関連企業 

(日本)             （中国） 

豊田紡織株式会社       1921年株式会社豊田紡織廠 → 1935 年青島工場 

                  （第一工場、第二工場）    （第三工場） 

               1934年豊田自動機械販売株式会社 

                       ↓ 

1940年株式会社豊田機械製造廠へ改称 

 

トヨタ自動車工業株式会社   1938年天津工場  

                       ↓ 

    1940年北支自動車工業株式会社 

                  ↓ 

1941年華北自動車工業株式会社へ改組 

 

               1937年上海工場   

                       ↓ 

   1942年華中豊田自動車工業株式会社 

 
出所）東和男(2009) 、豊田紡織株式会社(1953)を基に筆者作成 

 
6.2.1 中国の拠点となる「豊田紡織廠」設立（1942年に豊田紡織株式会社へ改称） 

(1)豊田紡織廠の概要 

豊田佐吉の中国進出は、日中親善の重要性という理念と、日本の労務費上昇の対策、およ

び自動織機開発資金の捻出という実利の目的を有していた。 

1918年 1月に開業した豊田紡織株式会社が安定するのを見届けると、その年の 10月に単

身で中国に赴き、上海から漢口（現在の武漢）など長江沿岸を視察し、1919 年に佐吉は西

川とともに上海へ半永住のつもりで渡った。その時に、佐吉が中国進出に反対する会社幹部

を説得するために発したのが、「障子を開けて見よ、外は広いぞ。」51という言葉で、海外

へ踏み出すことの大切さを説いており、現在もトヨタグループ各社で使われている。 

そして 1920 年 10 月 佐吉の個人事業として紡織廠の稼働を開始した。その後、1921 年

11月豊田紡織廠（表 10）が資本金 1,000万両で設立され、1932 年に第二工場完成（敷地面

                                                   
51 「障子を開けてみよ。外は広いぞ」は豊田佐吉が事業家として成功し、中国上海へ家族で移住

する時の言葉とされる。いつの時代も前に進む為には「心の中の障子」を空けねば成らず、千

里の道も一里からという意味。 
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積 7.8 万㎡、紡機 4 万 5,000 錘）と拡大していった。1932 年に満州国が建国されると紡織

会社は同地への進出を開始し、豊田紡織廠は 1935 年 11 月に青島工場（敷地面積 35 万㎡、

紡機 3万 8,000錘）を竣工させた(表 12)。 

豊田紡織廠は米国、中国、インドなどから原綿を仕入れ、綿糸布を生産する事業を展開し、

中国市場を中心に香港やシンガポールにも輸出をした。 

また、1928 年には豊田自動織機製作所が製造した自動織機 92台が上海の豊田紡織廠へ据

え付けられた。同社にとっては初の中国輸出であり、豊田紡織廠はその後の中国への紡織機

輸出の拠点となった。 

しかし、1937 年 7 月に日中戦争が勃発すると、戦火により上海の第一工場、青島工場が

全焼した。その後に戦況が安定すると、上海、青島の両工場ともに操業を再開するとともに、

閉鎖した中国人経営の紡績会社（上海の申新紗廠、緯東紗廠、嘉豊紗廠、洛南の成通紗廠の

合計 4社）の経営を日本軍から任された。 

このように、豊田紡織廠はトヨタグループとしての初の海外拠点であり、グローバル経営

の第一歩であるとともに、中国事業展開の中枢的な存在となっていった。 

なお、喜一郎が自動車事業をスタートさせた 1934 年から 1936 年に、合計 3 回 8 百万円

の増資を行なったが、その内、豊田紡織廠が 3百万円（豊田紡織株式会社が 4.1百万円）を

引き受け、豊田自動織機製作所の株式の 33.3％を保有する第二位の株主となり、トヨタの

自動車産業進出の基礎的役割をはたしている。 

1941 年に太平洋戦争が開戦すると、軍域の拡大により軍需産業への工場転用や設備共用

が求められ、紡績業界では 1 社の設備規模が 100 万錘単位であることが企業存続の条件と

なり、これに満たない紡績会社は合併か、軍需産業への転換あるいは廃業を迫られた。 

このような背景から、日本国内のトヨタ系各社は合併を迫られ、グループ発祥の紡績事業

はひとたび終焉した。そこで、豊田紡織の名を残すため、1942 年 2 月に豊田紡織廠は豊田

紡織株式会社へ改称された（トヨタ紡織 2019、68頁）。 

＜豊田紡織廠の経緯＞ 

1920年 10月  豊田佐吉の個人事業として紡織廠の稼働開始 

1921年 10月  株式会社豊田紡織廠設立 

1932年     第二工場完成（敷地面積 7.8万㎡、紡機 4万 5,000 錘） 

1935年 6月  株式会社豊田機械製造廠設立（自動織機の製造販売） 

1935年 11月  青島工場完成（敷地面積 35万㎡、紡機 3万 8,000錘） 

1937年 7月  日中戦争の戦火により、第一工場全焼（1938 年春操業再開） 

1942年 2月  豊田紡織株式会社へ改称 

 

表 12．豊田紡織廠の概要 

会社名 株式会社豊田紡織廠（中国名、豊田紗廠） 
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設立 1921年 11月（工場は 1921年 5月に完成） 

住所 （旧住所表示）上海市極司非而路（ジェスフィ―ルド）200号 

（現住所表示）上海市長寧区万航渡路 2318号 

（現電話番号）（021）5273－1919 

資本金 1,000万両（豊田紡織 35％、個人株主 12名 65％） 

経営陣 社長 豊田佐吉、 

取締役 豊田利三郎、児玉一造、西川秋次、石黒昌明、 

監査役 藤野つゆ（出資者の一人）、豊田喜一郎、 

村野時哉（経理、会計）、鈴木利蔵（織機開発） 

工場設備 紡機 3万 5,712錘（プラット社製） 

撚糸機 1万 5,312 錘（ホワイチン社製） 

（織機は 1924年 8月に 406台が稼働開始） 

従業員数 4,370人（1935年）・・・・豊田紡織 4,218人 

営業内容 綿糸：「豊年」の商標 

綿布：粗布を「跳童」、細布を「喇叭童」の商標 

中国国内、香港、シンガポール等へ販売 

 出所）東和男(2009) 、豊田紡織株式会社(1953)を基に筆者作成 

 

 
写真１．豊田紡織廠 

出所）トヨタ自動車株式会社(2012) 

   『上海豊田紡織廠記念館案内』 
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（2）豊田紡織廠の設備情況 

豊田紡織廠は原綿を米国、中国、インドから仕入れ、綿糸布を製造し、綿糸は「豊年」の

商標で、綿布は粗布を「跳童」、細布を「喇叭童」の商標で、中国を中心に販売した。さら

に、香港、シンガポールへ輸出し、営業初年度から黒字を計上する好調な業績であった。そ

して、表 11 のように創設 10 年後の 1932 年には紡機で 7.3 倍、織機で 10.5 倍の設備能力

を持つまでに拡大し、その後も青島第二工場が完成した 1937 年には、紡機で 11.3 倍、織機

で 18 倍まで拡大していった。また、1937 年時点では、表 13 のように豊田紡織廠の換算錘

数は 169,869錘と豊田紡織グループ全体の 40％、織機台数は 1,928 台の 30％を占めるまで

に成長した。なお、豊田紡織廠の在華紡の中での位置づけは、換算錘数で 11位、織機台数

では 5位と、中堅規模である。 

なお、表 13・表 14に示すように織機 1台あたりの錘数を比較してみると、時間経過ととも

に錘数が低下傾向、東洋紡績・内外綿と比較すると錘数が少ない等の不明な部分があり、商

品構成等による変動が想定されるが、差異の要因解析までは出来ていない。 

 
表 13．豊田紡織廠の設備増強推移 

 
投資年度 紡機 織機 錘/織機 

当年追加 累計    a 当年追加 累計    b a/b 

1921年設立時 20,000 錘 20,000 錘 

(100) 

200台 200台 

(100) 

100 

1924 年能力増

強 

60,800 錘 80,800 錘 

(404) 

400台 600台 

(300) 

134 

1928 年能力増

強 

21,700 錘 102,500 錘 

(512) 

800台 1,400台 

(700) 

73 

1932 年第二工

場 

45,000 錘 147,000 錘 

(735) 

700台 2,100台

(1050) 

70 

1935 年青島工

場 

38,000 錘 185,000錘 

(925) 

600台 2,700台

(1350) 

68 

1937 年青島第

二 

42,000 錘 227,000 錘

(1135) 

900台 3,600台

(1800) 

63 

注：（ ）内は 1921年会社設立時を 100とした以降の、増加指数 

出所：東和男(2009)を基に筆者が作成 

 

表 14．主要紡織各社の日本及び中国における設備（換算錘数合計・1937年 6月末） 

会社名 換算錘数 織機台数 

日本 中国 合計 日本 中国 合計 
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豊田紡織 252,368 

<60%> 

169,868 

<40%> 

422,236(11) 

<100%> 

4,572 

<70%> 

1,928 

<30%> 

6,500(5) 

<100%> 

東洋紡績 1,998,516 

<89%> 

241,169 

<11%> 

2,239,685(1) 

<100%> 

18,888 

<83%> 

3,736 

<17%> 

22,624(1) 

<100%> 

内外綿 118,791 

<17%> 

578,975 

<83%> 

697,766(6) 

<100%> 

809 

<14%> 

4,953 

<86%> 

5,762(7) 

<100%> 

注：（ ）内は日系紡織会社の順位 

  東洋紡績は換算錘数、織機台数ともに日系紡織企業内で第一位 

  内外綿は中国での活動が日本を大きく上回ることが判る 

出所：大日本紡績聨合会「綿糸紡績事情参考書」昭和 12 年上半期版 

 

6.2.2.自動織機生産・販売の「豊田自動機械販売」設立 

（1940 年に、「株式会社豊田機械製造廠」へ改称） 

(1)豊田自動機械販売の概要 

親会社である豊田紡織は、自動織機製造から始まった会社であり、中国でも同様の展開で

事業を多角化していった。1935年から豊田紡織廠内の第一工場、第二工場に鉄工部を設け、

自動織機製造を手掛けた。1935 年 6 月に日本と同様、中国でも自動織機を製造する豊田自

動機械販売株式会社（表 15）を設立し、自動織機の輸入・製造・販売・アフターサービスを

開始した。そして、1940年 5月に株式会社豊田機械製造廠へ改称した。 

 

＜豊田自動機械販売の経緯＞ 

1935年   豊田紡織廠・第一工場、第二工場内に自動織機生産の鉄工部を設置 

1935年 6月 豊田自動織機販売株式会社の設立 

    （自動織機の製作販売、豊田自動織機製作所から自動織機の輸入販売） 

1940年 5月 株式会社豊田機械製造廠へ改称 

 

表 15．豊田自動機械販売の概要 

会社名 豊田自動機械販売株式会社（豊田紡織廠の第一工場、第二工場内） 

1940年 5月株式会社豊田機械製造廠へ改称 

設立 1935年 6月 

住所 （旧住所表示）上海市極司非而路（ジェスフィ―ルド）200号 

（現住所表示）上海市長寧区万航渡路 2318号 

資本金 500万円（豊田紡織廠 60％） 

経営陣 社長 西川秋次 

取締役 豊田利三郎、豊田喜一郎、加藤村次 

監査役 岡部岩太郎、秋田栄一、井沢庄太郎 
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営業内容 豊田製、Ｇ型自動織機の製造販売 

出所）豊田紡織株式会社(1953)、東和男(2009)を基に筆者が作成 

 

6.2.3. 天津に自動車生産の「北支自動車工業株式会社」設立 

（1944 年に華北自動車工業へ改編） 

(1)「北支自動車工業」の概要 

トヨタ初の海外輸出は、国策会社である同和自動車 52を通じて、1936年 7月 15日、G1型

を改良した GA型トラック 4台を「満州国」に向けて、名古屋港から船積みしたことから始

まる。当時の状況について、豊田(1985)は「中国市場についていえば、陸軍が旧満州は日産、

それ以外はトヨタというようにテリトリーをきめていた」（100頁）、と述べている。 

軍部は、中国大陸でのトラック需要増に対応して、中国にその組立工場を作ることを要請

した。トヨタ自動車工業は 1938 年 1月に天津工場を開設し、組立工場とボデー工場の操業

をはじめ、トヨタ・GB 型トラックとトヨタ・バスシャシー53の組立生産を開始した。中国に

おけるトヨタ車の販売方法は日本のような代理店方式によらず、直販方式を採用した。日中

戦争が拡大し、戦時体制が強化されるにつれて、日本政府の「日満華」三国を一体とした生

産力拡張計画の中に組み込まれ、1938 年 12 月に興亜院 54が設置されると、トヨタの天津、

上海両工場の拡張計画は、興亜院の指導のもとに行われた。 

その後、部品の自給体制の確立を目的に天津工場を分離独立し、東洋綿花、伊藤忠商事、

東洋紡績、豊田紡織廠の外部資本も導入して、1940年 2月に北支自動車工業（表 16）を設

立した。従来の組立て、ボデー工場に加え、鋳造・鍛造・熱処理・機械の各工場を新設し、

部品の現地生産とともに、研究部・テストコースを設置し中国大陸の事情に即した自動車の

研究開発を担った。北支自動車工業の本社は北京、工場は天津、そして、北京、青島、済南、

徐州、開封、太原、石家庄、保定、厚和（現在の呼和浩特）、包頭、に営業所、蒙疆に支店、

東京に出張所を置いた。 

そして、1944年には軍の要請により華北交通の自動車部と合体され、「華北自動車工業株

式会社」が設立された。 

                                                   
52 同和自動車株式会社は 1934 年 3 月に東京ガス電気工業株式会社、自動工業株式会社等、自動

車主要メーカー七社と、満州国政府、南満州鉄道との合弁で設立された国策会社で資本金は

620万円、奉天の旧迫撃砲工廠の設備を利用して、国産車の組み立て、販売を実施。1938 年 3

月に満州重工業株式会社の支配下に入る。 

53 シャーシ（英語: chassis）とは枠組み（フレームワーク）のこと。この枠組みは動かない物

体を支えるものや動物の骨格にたとえられる。 
54 興亜院は、1938年 12 月に開設された日本の国家機関の一つ。日中戦争によって中国大陸で

の戦線が拡大し占領地域が増えたため、占領地に対する政務・開発事業を統一指揮するため

に第 1次近衛内閣で設けられた。長は総裁で、内閣総理大臣が兼任した。現地に連絡機関と

して華北・蒙彊・華中・廈門に「連絡部」が設けられた。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/1938%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1938%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E4%B8%AD%E6%88%A6%E4%BA%89
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E5%A4%A7%E9%99%B8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8D%A0%E9%A0%98
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AC%AC1%E6%AC%A1%E8%BF%91%E8%A1%9B%E5%86%85%E9%96%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B7%8F%E8%A3%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%86%85%E9%96%A3%E7%B7%8F%E7%90%86%E5%A4%A7%E8%87%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%8F%AF%E5%8C%97
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E8%92%99%E5%BD%8A&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%8F%AF%E4%B8%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BB%88%E9%96%80%E5%B8%82
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なお、北支自動車工業の規模を、戦後トヨタが中国で最初の乗用車合弁事業として開始し

た天津一汽トヨタ自動車・西青工場（2000 年設立時の工場）と比較すると、生産台数では

差異があるものの、工場敷地面積は北支自動車工業が 4.95万㎡に対し、天津一汽トヨタ自

動車・西青工場は 6万㎡と、ほぼ匹敵しており、本格的な自動車工場であったことが類推さ

れる（表 17）。 

また、関連会社を、1938年７月に自動車運送業の「大豊興行公司」、1938年 8月に同「蒙

疆汽車公司」を設立している。また、1940 年 2 月にはトヨタ自動車工業・刈谷工場のタイ

ヤ製造設備を移管しタイヤ生産の「怡豊洋行」を設立した。 

 

＜北支自動車工業の経緯＞ 

1938年 1月 トヨタ自動車工業株式会社天津工場開設（組立工場、ボデー工場） 

1938年７月 大豊興行公司設立（自動車運送業） 

1938年 8月 蒙疆汽車公司設立（自動車運送業） 

1940年 2月 北支自動車工業株式会社設立 

     （従来の天津工場を拡張し、鋳物、木型、鍛造、メッキ、焼入れ、機械の各工場 

テストコース、研究部等を新設し、「部品の現地自活」化の推進） 

      怡豊洋行設立（刈谷工場のタイヤ製造設備を移管）しタイヤ生産 

1944年   華北自動車工業株式会社設立（軍の要請により華北交通の自動車部と合体） 

 

表 16. 北支自動車工業の概要 

会社名 北支自動車工業株式会社 

（トヨタ自動車工業・天津工場から分離独立） 

設立 1940年 2月 

住所 （本店所在地）北京市西城西安門大街 4号 

（天津工場） 天津南開馬廠道 1号地 

（営業所)  北京、青島、済南、徐州、開封、太原、石家庄、保定、 

厚和（現在の呼和浩特）、包頭 

（支店) 蒙疆、(出張所)東京 

資本金 600万円（トヨタ自動車工業が 35.7%、他に東洋紡織株式会社、東洋

綿花株式会社、伊藤忠商事株式会社） 

経営陣 社長 豊田喜一郎、常務取締役 池永羆、常務取締役 堀田虎之助 

取締役 豊田利三郎、飯田新三郎、石本恵吉、大島理三郎、 

神谷正太郎、竹内賢吉、鄒泉蓀 

監査役 西川秋次、三田省三、李景明 

工場設備 敷地面積：4.95 万㎡ 

工場設備：組立工場、ボデー工場 
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生産能力：トラック・シャ―シの組立 300台／月 

     トラック車体の組立    200台／月 

     バス車体の組立      150台／月 

営業内容 トヨタ製トラック・バスの生産販売 

出所）トヨタ自動車工業株式会社（1967）を基に筆者作成 

 

 

写真 2：北支自動車工業 

出所）筆者が天津博物館で撮影 

 

表 17. 戦前と現在の天津のトヨタ工場比較 

項目 戦前 現在 

社名 北支自動車工業・天津工場 天津一汽トヨタ自動車 

会社設立 1937年 2000年 

工場面積 4．95万㎡ 西青工場 6万㎡ 

泰達工場 155万㎡ 

生産車種 トラック、バスの車体、部品 乗用車 6車名生産 

生産台数（月産） トラック・シャシー組立て 300台 

トラック組立て      200台 

バス車体         150台 

西青工場 10,000台 

泰達工場 34,000台 

出所）戦前のトヨタは天津日本商工会(1939)「天津経済事情」 

   戦後のトヨタはトヨタ自動車株式会社(2015)を基に筆者作成 
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(2)「北支自動車工業」の技術・品質管理 

技術・品質管理に対して、戦前のトヨタはどのように対応していたのかその一端が、『ト

ヨタ自動車 20年史』(1958)に、①中国の「悪路、砂塵、泥水」という現地事情を考慮した

車両の改良。②日本から輸入する組立部品の輸送品質問題への対応。③部品の輸送困難に

対応し現地自活（現在の現地調達化）を推進する体制を整備したと述べており、現在の自

動車事業に近似した活動をしている。 

具体的には、当時、トヨタの輸出掛で責任者を務めていた須藤が「支那事変下の輸出」

と題し、『トヨタ自動車 20年史』(1958：581-587 頁)で次のように述べている。 

 

1) 中国の「悪路、砂塵、泥水」という現地事情を考慮した車両の改良。 

①華北の道路はたいへんなデコボコ路で、そこをかなりのスピードで走るために、プロン

ト・スプリングの補強が必要であった。 

②たいへんな砂ほこりのために、ピストンやピストン・リングは 3～4 ケ月で磨耗するあり

さまで、オイル入りのエア・クリーナを採用した。 

③都市以外の土地では、水質がはなはだ悪く、そのためラジエーターの効率が半分以下に

なってしまい、エンジンのオーバー・ヒートを起こしてしまい、ラジエーターの細胞式(蜂

の巣式)をやめて、パイプ式にし、しかも、時々パイプの中軸を清掃するようにした。 

④バスでも、悪路に対応するため、トラックのシャシーにバス・ボデーを取り付けた。 

 

2）日本から輸入する組立部品の輸送品質問題 

天津向け貨物の輸送経路は、「挙母工場からトラックで名古屋まで送りだされ、中川運河

の水門のところで荷造りされ、ここで通関を終え、ハシケに積み込まれ、名古屋港に出て、

本船積みとなる。名古屋港を出航した本船が塘沽バーに至れば、ここでまた、ハシケに積

み替えられ、白河をさかのぼって、天津港碼頭に陸揚げされる。さらに馬車に積み込まれ

て天津工場へ搬入される。このように何回かの積み替えが行なわれ、しかも、荷扱いが乱

暴を極めたから、部品の破損や紛失が非常に多かった。」と述べている。 

①エンジンのように木箱入りの物でも、外装部品並みに内部破損が著しい。 

②菰包み、又はフレームのような裸荷物は殆ど曲がり破損があり、修理に難渋した。 

③裸積み乗用車トラック完成車等は打撲が多数あり、塗り替え手数を要するため、指図が

あるほかは、皆黒色にした。 

 

3）サービス品質の向上 

豊田(1985)は 1938 年当時の中国での自動車事情を次のように述べている。「各地でトヨ

タの車が壊れると言われたが、それは自動車のことが判らない人が勝手な使いかたをしい

るからである。といって使い方を教えられる兵隊もいないし、教科書もない。これでは壊

れるのではなく、壊しているのと同じだ。そこでトラックの使い方の本を作って、各部隊

にくばったらどうだろうか。」（102頁）、といって取扱書を作っている。 

 

4）部品の現地調達化 

当時の戦局から、国内向け、輸出向けともに恒常的な車両不足、船舶不足をまねき数量
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の確保が難しくなっていた。加えて、輸送品質の問題もあり、従来のボデー工場、組立工

場に加え、鋳物、木型、鍛造、メッキ、焼入れ、機械の各工場、テストコース、研究部等

を増設し、「部品の現地自活」(現地調達化）により車両生産用部品と修理用部品の数量を

確保する体制を整備していった。なお、同じ部品の現地調達化であるが、現在は原価低減

を目的としており、戦前の軍需製品の数量確保と、目的を異にしていることが判明した。 

 

6.2.4.上海に自動車生産の「華中豊田自動車工業」設立 

(1)「華中豊田自動車工業」の概要 

上海では 1937 年 2 月に豊田自動織機製作所上海工場が自動車修理工場を建設し、自動

車の修理を開始した。同工場は、1938年 7月にトヨタ自動車工業の発足とともに引き継が

れ、トヨタ自動車工業・上海楊樹浦工場となり、これを基盤に自動車組立工場の建設が着

手された。この上海工場は 1939 年 5 月に完成し、トヨタ・GB 型トラックの組立生産を開

始した。1942年 2月には上海工場を分離独立し、資本金 500 万円の華中豊田自動車工業を

設立（表 18）すると供に、工場を拡張し、部品の現地生産を始め、「部品の現地自活化」

を推進した。南京、漢口、杭州に出張所をおいたほか、フランス専管居住区内のオートパ

レス公司、共同居住地の雲飛公司（米フォード系）、公共汽車公司（米ゼネラルモーター

ス系）を管理した（『トヨタ自動車 75年史』2012）。 

         

＜華中豊田自動車工業の経緯＞ 

1937 年 2月 豊田自動織機製作所上海工場（自動車修理） 

1938 年 7月 トヨタ自動車工業上海楊樹浦工場を設立（自動車修理、組立工場） 

1939 年 5月 トヨタ・トラックＧＢ型１号車完成 

1940 年頃   大直長途汽車公司を上海に設立（長距離バス運行会社） 

1942 年 2月 華中豊田自動車工業株式会社設立 

（従業員：日本人 150人、中国人 350人） 

（従来の上海修理工場に組立工場を加え、「部品の現地自活」化の推進） 

1942 年 5月 興亜ゴムを上海に設立(自動車部品) 

      長江実業を上海に設立（自動車部品） 

1942 年 6月 武漢交通公司を武漢に設立 

1943 年 2月 山東橡膠工廠を青島に設立（自動車部品） 

1943 年 2月 天津ゴム工業を天津に設立（自動車部品）   

 

表 18． 華中豊田自動車工業の概要 

会社名 華中豊田自動車工業株式会社 

（トヨタ自動車工業・上海工場から分離独立） 

設立 1942 年 8月 

住所 (本店所在地）   上海市河間路 1193 号 

(営業所)    上海市九江路 500 号帝国銀行三階 

(出張所)    南京、漢口、杭州 
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(管理会社）   フランス専管居住区内のオートパレス公司、 

共同居住地の雲飛公司（米フォード系）、 

公共汽車公司（米ゼネラルモータース系） 

資本金 500 万円 

経営陣 社長 豊田喜一郎、 副社長 西川秋次 

取締役 加藤村次、三好静一郎、秋田栄一、島津久敬、松村玉三郎 

監査役 上原道夫、木村桂一 

工場設備 敷地面積：4 万㎡ 

自動車組立能力：日産 8 台、年産 2,400 台 

自動車修理能力：日産 12 台、年産 3,600 台 

営業内容 トヨタ製ＧＢトラックの生産、販売 

従業員数 日本人 150 名、中国人 350 名 

出所）トヨタ自動車株式会社(1967)を基に筆者作成 

 

また、華中豊田自動車工業の生産・運営に関連して、1940年頃に長距離バス運行会社の「大

直長途汽車公司」を上海に、1942 年 6 月には同「武漢交通公司」を武漢に設立した。自動

車部品会社については 1942 年 5 月に「興亜ゴム」、「長江実業」を上海に、1943 年 2 月に

「山東橡膠工廠」を青島に、1943 年 2月には｢天津ゴム工業｣を天津に設立した。 

 

 

写真 3. 華中豊田自動車工業 

出所）トヨタ自動車株式会社(2012)『トヨタ自動車 75 年史』 

 

(2)「華中豊田自動車工業」の技術・品質管理 

上山(2018) は、「乗用車の配給統制が開始されるなど、乗用車の製造が厳しい状況にな

っていったため、拳母工場でのドイツの DKW 型小型乗用車を参考に試作していた EA40 型

車を 40 年頃から上海において研究を継続することも行っていた」（37 頁）と、述べてい

る。 
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宮地（2003）は、「戦争が激しくなり、自動車の部品も思うように日本から供給されな

くなると、当時最も不足していたシリンダーヘッドとブロックを製作しようと日本から電

気炉を搬入し、製作し始めた。だが、どうしても作れず、軍部からは矢のような催促、遂

には国賊呼ばわりされるような事態に追い込まれた。」（321頁）と、技術的に困難なエン

ジン部品製作の現地化まで取り組んでいる窮状が記されている。 

『トヨタ自動車 20 年史』（1958）では「当時の中国には、なんといっても乗用車の研究

に必要な背景がととのっておらないため、十分な成果をあげるにいたっておりません。」

（152頁）と、実情を述べている。 

 

6.2.5. 戦前、中国におけるトヨタの自動車事業に対する評価 

戦前の中国自動車事業については、中国における自動車産業の基礎的条件が未整備なこ

ともあり、表 19のようにフレーム、プレス部品、エンジンなど多くを日本からの輸入に頼

ったノックダウン生産で、最盛期（1940 年）でも日本生産の 11％相当の 1,610 台に留ま

り、戦前の中国で自動車事業が大きな役割をはたしたとは言えない。 

 

表 19. 戦時中のトヨタのトラック・シャシー輸出実績 

                      単位：台数 

年度 輸出先 日本国内 

生産台数 満州 中華民国 関東州 南方方面 輸出計 

1937 年 855 - 6 22 883 4,013 

1938 45 222(100) - 11 278 4,615 

1939 2 805(362) - 2 809 11,981 

1940 30 1,610(725) - 3 1,643 14,787 

1941 - 938(422) - - 938 14,611 

1942 - 545(245) - - 545 16,302 

1943 - 341(153) - 400 741 9,827 

1944 - 37(16) - 86 123 12,720 

1945 - - - - - 3,275 

計 932 4,498 6 524 5,960 92,131 

注）中華民国の（ ）は、トヨタ自動車天津工場が開設された 1938 年を 100 とした指数 

  北支自動車工業、華中豊田自動車工業ではシャシー生産はしておらず、日本からの輸入品

であり、シャシーの輸入台数が中国での車両生産台数にほぼ等しい。 

出所）トヨタ自動車工業株式会社(1958)を基に筆者作成。 

 

6.3. 戦前の中国進出、トヨタ事業体の経営思想 

前述のように、戦前に中国進出のトヨタ事業体は創設者の豊田佐吉、その腹心である西

川秋告の個性で運営されたような会社である。両者は移住するつもりで中国へ渡って来て

おり、上海で自宅を購入するなど、数年間の勤務で帰国する現在の駐在員とは心構えが大



 104 

きく異なっていた。そのような創設者の考え方は『上海豊田紡織廠記念館案内』のなかに、

「豊田佐吉は早くから中国の重要性を理解しており、「現地現物主義」を実践し、自ら中国

へ渡り、現在のトヨタグループの原点ともいえる豊田紡織廠を立ち上げた」と、述べられ

ており、豊田紡織廠の基本的な考え方を確認する。 

 

6.3.1. 「豊田綱領」 

豊田佐吉が亡くなった後も、佐吉の発明研究ならびに事業経営に対する考え方は受け継

がれ、豊田関係会社経営の基本理念とされているが、規模が大きくなり、従業員も増加す

るに伴い、基本理念を明文化し、全員に周知徹底する必要が生じてきた。 

そこで、豊田利三郎 55、豊田喜一郎をはじめとする豊田紡織株式会社の首脳者は協議の

うえ、佐吉の遺訓を整理して「豊田綱領」を、5 回目の命日にあたる 1935 年 10 月 10 日に

佐吉の胸像前で報告発表し、実践を誓った。（詳細内容は 4.7.1を参考） 

 

6.3.2. 中国事業体経営の特徴 

前節で述べた、トヨタの中国主要事業体の経営者を見てみると、表 20 に示すように、

豊田利三郎、豊田喜一郎、西川秋次の 3 名は四社を兼務し、他の多くの経営幹部も兼任の

状況である。特に、豊田佐吉と供に上海へ赴任した西川は、佐吉から絶大な信頼を得て上

海に常駐し、四社の会社設立時から重要役職のすべてを兼務し終戦時まで歴任しており、

人的要素から見て、四社は同様の経営管理方法であることが推測できる。 

例えば、豊田紡織廠と華中豊田自動車工業は上海の東端と西端に位置するが、秋の運動

会はもちろん、家族間も社宅を互いに訪問したり、売店を利用したりと、全くの親子関係

の親密さであった（宮地 2003）。 

日本人社員の人数が判明している、豊田紡織廠･青島工場、華中豊田自動車を見てみると、

表 21 のように、日本人比率が豊田紡織廠・青島工場は 2.3％、華中豊田自動車は 30％と、

現在、トヨタが中国進出している主な事業体である、天津一汽トヨタ自動車 0.7％、広汽

トヨタ自動車 0.9％と比較し高率である。これは、「日本人幹部―日本人管理者・技術者―

中国人管理者・技術者―中国人一般従業員（工人）」の管理運営となっており、日本人中心

の管理組織となっていることが判る（図 14）。 

 

表 20．中国主要四事業体の兼務役員状況 

氏名 豊田紡織廠 豊田機械製造

廠 

北支自動車 華中豊田自動

車 

豊田利三郎 社長 取締役 取締役 取締役 

西川秋次 専務 社長 監査役 副社長 

豊田喜一郎 取締役 取締役 社長 社長 

三田省三 取締役  監査役  

                                                   
55 豊田利三郎（1884 年 3 月 5 日 - 1952 年 6 月 3 日）は、 豊田佐吉の婿養子（長女愛子の

夫）で、豊田自動織機製作所及びトヨタ自動車工業の初代社長である。ただし、実質的な

創業者は、佐吉の実子で利三郎の義弟にあたる豊田喜一郎であるとされる。 
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三好静一郎 取締役   取締役 

秋田栄一 取締役 監査役  監査役 

加藤村次  取締役  取締役 

赤井久義   取締役 取締役 

出所）豊田紡織株式会社(1953)より筆者作成 

 

表 21．戦前と現在の日本人と中国人従業員の割合 

                   （ )は日本人比率        単位：人数 

 社名 日本人 中国人 合計 

戦

前 

豊田紡織廠・青島工場

(1935) 

73(2.3%) 約 3,000 約 3,073 

華中豊田自動車(1939) 

うち楊樹浦工場 

150(30%) 

28(11%) 

350 

217 

500 

245 

現

在 

 

天津一汽トヨタ自動車

(2016) 

80(0.7%) 11,593 11,673 

広汽トヨタ自動車(2016) 83((0.9%) 9,701 9,784 

注）華中豊田自動車は楊樹浦工場のほか、南京、漢口等の出張所を含む 

  広汽トヨタ自動車は工場以外にＲ＆Ｄ，販売部門を含む 

出所）豊田紡織廠・青島工場、華中豊田自動車工業・楊樹浦工場は東和男(2009) 

華中豊田自動車工業はトヨタ自動車工業株式会社(1958) 

天津一汽トヨタ自動車、広汽トヨタ自動車の従業員数はトヨタ自動車株式会社(2016)を

基に筆者が作成 

 

図 14．戦前の豊田紡織廠の職制組織 

 

日本人幹部→ 日本人管理者・技術者→ 中国人管理者・技術者→ 中国人一般従業員 

 

出所）東和男(2009)を基に筆者が作成 

 

6.3.3. 労務管理の考え方 

豊田佐吉が設立した豊田紡織の労務管理の考え方については、豊田紡織株式会社(1953)

に、「全社内、全工場内に、温情溢れる「一大家族主義の美風」による労資一体の理想を実

現する」として、次ぎのように事例が紹介されている。 

① 菊井紡織設立時には、豊田関係事業の従業員にその株式を取得させ、豊田一門と供に

従業員にも事業上の利益を取得できるように取り計らった。 

② 豊田佐吉が亡くなった後、佐吉の命日に全豊田関係事業功労物故者を「全豊田徳善会」

という名称で慰霊祭を実施した。 

③ 豊田関係事業会社においては、不景気を理由に大量の社員、工員の整理を行なってい

ない。 
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以上のような、｢労資一体｣の労務管理の考え方は、豊田紡織廠でも西川秋次を初めとす

る多くの経営幹部が豊田紡織株式会社の幹部を兼務しており、豊田紡織廠へ引き継がれて

いると思われるが、豊田紡織廠の労務管理方法を記した文書は発見できなかった。 

 

6.4．戦前中国における西川秋次の経営 

西川は佐吉とともに中国へ渡り、自ら工場を設計し、運営管理していた豊田紡織・栄生

工場の経験を豊田紡織廠へ展開し、工場の設計・建設からはじまり、工場の実質的な運営

をまかされた。西川は「中国の工人に対する接し方であるが、言葉が通じない彼らに決し

て乱暴に振舞ってはならない。分かるまで教える工夫をしてもらいたい。」と現在にも通ず

る、人材育成の重要性を問いており、「物づくりは人づくり」という、トヨタの DNA がこの

時代からはぐくまれていた。 

ライカ―(2004)は「佐吉は自分の手を汚して実験を繰り返し、ついにうまく動かせるよ

うになった。自分の手を汚すというこの手法が、トヨタウェイの土台のひとつである「現

地現物」の源になった」（66 頁）、「トヨタウェイのルーツは、トヨタの創業時代まで遡る

ことができる」（65 頁）と、述べている。 

本章では、戦前のトヨタの中国事業体で西川が具体的にどのような経営管理をしていた

かを解析する。 

 

6.4.1 西川秋次と豊田佐吉の関係 

 西川のトヨタ式経営を理解するためには、自動織機の発明およびトヨタグループの創始

者である豊田佐吉、そして自動車の開発および現在のトヨタ自動車の創業者で、佐吉の長

男である喜一郎との関係を分析する必要がある。 

西川は 1881 年に愛知県渥美郡で生まれ、豊田佐吉より 14 歳年少、喜一郎より 13 歳年

長で、佐吉の妻浅子と西川家とは遠縁の間柄であった。家が貧しかったため、学費が要ら

ない愛知県立第一師範学校を 1904 年に卒業し、義務である教師生活を 2 年間経験した。

その後、佐吉の薦めで東京蔵前の東京高等工業学校（現在の東京工業大学）紡織科に 1906

年に入学し、学費などの面倒は佐吉に見てもらった。また、西川は喜一郎の家庭教師をす

るなど家族ぐるみの付き合いがあった。 

 

6.4.2．西川秋次の海外との出会い 

1910 年 5月、西川は豊田式織機会社を辞し失意の佐吉に随行して渡米し、米国の紡織工

場や自動織機を視察するとともに、米国での佐吉の特許出願手続きを手伝った。西川は佐

吉からそのまま米国に留るよう指示され、特許の認可を得るとともに、米国の紡織事業や

紡織機製造事業の研究を命じられ、紡績のみならず工場管理の方法、技術員の養成・指導

方法、工員の処遇法、経営、労務管理、厚生施設と多方面の調査研究を行い、1912 年 10月

に帰国した。 

1918 年、佐吉は豊田紡織株式会社（以下、豊田紡織）の会社経営が軌道に乗ると、その

経営を豊田利三郎に任せ、佐吉は日中親善と自動織機・環状織機完成のための資金調達を

目的に上海視察に出向いた。そして、翌 1919年 10月には西川を伴い、半永住の決意で上

海に渡った。しかし、当時の上海は日貨排斥運動の最中にあり、工場用地の取得は難航を
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極め、上海に渡って一年後に三井物産上海支店の支援のもと、用地取得、工場建設を進め、

1921 年 11月に豊田紡織廠を設立し、西川は常務に就任した。 

 

6.4.3. 西川秋次の経営の基本思想 

西川の経営は、自動織機の発明及びトヨタグループの創始者である佐吉、そして自動車

の開発及びトヨタ自動車の創業者である喜一郎の思想に通ずるものがある。 

 

(1)豊田佐吉の思想 

佐吉が幼かった明治初期の遠州地方は貧しい土地柄だったと言われており、この土地に

は二宮尊徳の報徳の教えが普及していた。佐吉はこのような報徳の教えや、日蓮宗の教え

の影響を幼小期から受け、これを実践するような生活の心構えを自然と身につけていった。

このことが、佐吉の発明事業の拠り所となる「苦難に屈せず、初志を貫徹する」、「国家・

社会に貢献する」、「労働は人間の義務なり」という信念が自然と芽生えたと考えられる。

そして、これらの思想は佐吉の言動・行動を介して息子の喜一郎の事業活動にも反映して

いった。 

佐吉没後も、佐吉の発明研究ならびに事業経営に対する考え方は受け継がれ、1935 年に

「豊田綱領」として、まとめられ、現在まで全トヨタ関係各会の社是、経営者・従業員の

精神的支柱の役割を果たしている。 

 

(2)豊田喜一郎の思想 

喜一郎が自動車に興味を持ったのは 1921 年義兄利三郎夫妻に同行した欧米視察、およ

び 1929 年特許権譲渡交渉のための欧米視察時に、大衆の足となって活躍する自動車の姿

に直接ふれたからである。喜一郎は「東洋人の手で東洋人の車をつくろう、それが私の使

命だ」と、廉価で性能のよい車を提供するためには、コスト節約の工夫を重ね、「倉庫にも

のを置いておくことは金を寝かすことと一緒だ」と、在庫を持たない合理的な生産体制の

「ジャスト・イン・タイム」方式を提唱し、これが、トヨタ生産方式へ発展することにな

った。また、喜一郎は暇があれば現場を回り、現場の意見を聞き、自分も作業に参加する

という実践最優先の考えかたで、「日に三回以上手を洗わないような技術者はものになら

ない」と、佐吉より継承した「理論より実践」「議論より実施」という現地現物主義 56の姿

勢であった（佐藤 1999、318 頁） 。 

 

6.4.4. 西川秋次の経営方針 

西川は、戦前のトヨタ中国事業である、上海の豊田紡織廠、豊田機械製造廠、華中豊田

自動車工業、天津の北支自動車工業について、会社設立から 1945 年終戦に伴う会社消滅ま

                                                   
56 現地現物主義とは、事実を大切にし、盲点を作らないよう物事を客観的に見るという姿勢・

価値観で、実際に問題が起きたときは現場に足を運び、実際の現場で自分の目と足で確かめ、

事実を確認し、その上で、頭で考える。「現地現物主義」の徹底はトヨタの問題解決の基本

である。 
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での期間、中国駐在責任者として、要職を歴任している。 

西川の経営方針は、日本の豊田紡織株式会社の考え方であり、『豊田紡織株式会社史』

（1953）に、「全社内、全工場内に、温情溢れる「一大家族主義の美風」による労資一体の

理想を実現する」（83 頁）、ということである。そして、｢労資一体｣の労務管理の考え方は、

豊田紡織廠でも西川を初めとする多くの経営幹部が豊田紡織の幹部を兼務しており、豊田

紡織廠へ引き継がれていると推測される。特に、福利厚生については表 22 のように豊田紡

織と豊田紡織廠を比較すると、基本的には同一の考えかたであり、「一大家族主義の美風」

という考え方が重視されたことがわかる 

また、豊田紡織廠は上海という外地であり、植民地的支配を排除し、佐吉が理想とする

日華親善を実践するということである。宮地（2003）に西川は日本人社員に対し「働く場

所は海外にある、日本人が立派な仕事をするには、第一に必要なことは日本人が中国語に

熟達することであり、中国人の協力なくしては総てが失敗する」（322 頁）と、日本人が現

地を理解し融合が重要であり、上下一致して、誠実に業務を勤めよと現在にも通じる事を

説いている。 

また、西川は「中国の工人に対する接し方であるが、言葉が通じない彼らに決して乱暴

に振舞ってはならない。判るまで教える工夫をしてもらいたい」（270 頁）と、現在にも通

ずる、人材育成の重要性を問いている。そして「中国の工人は金のために働いているが、

日本人には決して心を許してはいない。そこで、紡績工場、織布工場を稼動させる前に、

中国の労働者で現場監督のできる生産技術者を養成して、彼らに中国の工員、女工の面倒

を直接見させたい。そして、今ひとつは賃金を他の紡績工場より二割多く支払う」（277頁）

ことを佐吉へ具申し、承認されており、同業他社より厚遇で、家庭的美風の企業風土を追

求しており、「物づくりは人づくり」という精神がこの時代からはぐくまれていたのではな

いかと筆者は考察する。 

そして、米国で勉強した生産管理の教育と実践に努め、「試験記録等を毎日記録し、それ

を基に改良する科学的な管理」、「工場の整理整頓にも意を注ぎ、これを徹底的に実行」、「毎

月、月末には班ごとに競争した成果を発表させ、歩合としてプラスし賃金決定」をしてい

る。西川の教育方法は、社員と話し合い、自らやって見せることを基本としており、この

ような施策は中国人の労働意欲を高め、生産性、時間当たり出来高は上昇し、「邦人経営の

紡績会社もうらやむほどの成果を上げた」（304 頁）と、述べている。 

また、西川（1964）では保安隊から「他の在華紡の女工員に比較して、豊田の支那女工

員は、服装が揃ってキレイである。また親切で丁寧である」（47頁）と、評価されている。 

一方、豊田紡織廠の事務棟は大変質素な建物で、西川の部屋は１階奥にある 18 平米しか

ない狭い部屋であった。工場設備には投資するが、利益を生み出さない事務所などを倹約

する精神は、今のトヨタへも引き継がれていると筆者は分析する。 

 

表 22. 福利厚生の比較 

項目 豊田紡織（日本） 

1927 年 3月現在 

豊田紡織廠（中国） （参考） 

内外綿(中国) 

学校 普通学科、裁縫、花茶、

作法等 

有（詳細不明） 日本人子弟学校 

中国人子弟学校 
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講演 毎月 2回（名士招聘） 有（頻度不明） 不明 

雑誌発行 「豊友」 不明 不明 

図書閲覧室設

置 

有 不明 日本人社員用 

倶楽部「厚徳館」 

売店設置 有 不明 購買会、売店 

社宅 職工社宅 174戸 日本人幹部社宅 29 戸 

日本人社員社宅 50～

60戸 

日本人独身者社宅 

（戸数不明） 

中国人社宅 

（戸数不明） 

日本人社員用住宅 

中国人社員住宅 

合宿所 

人事相談室 有 不明 不明 

私設青年訓練

所 

有 不明 不明 

健康保険組合 有 不明 不明 

男女子娯楽所 有 不明 不明 

食費補助 有 食堂あり（補助は不

明） 

食堂あり（自費） 

理髪所設置 有 不明 不明 

運動場設置 有 不明 あり（水月花園） 

観劇会、旅行会 年 2 回 不明 不明 

出所）豊田紡織は豊田紡織株式会社(1953)、豊田紡織廠は東和男(2009)、芹沢知絵（2014）を

基に筆者作成 

 

西川秋次の上海での経営行動を具体的に分析すると次のようになる。 

① 上海赴任時の心構え 

西川はこれから一生を上海で暮らしていく自分にとって、まず中国人のことを良く知り、

日本を含めて国際的な動きに注目しなければならないと考えていた。また、西川の経営方

針は、植民地的支配を一切排除し、佐吉が理想とする日華親善を実践するということであ

り、例えば日本人監督者に対して、中国の工人への暴力は禁止、違反者は内地送還という

厳しさであった。 

そして、日本人社員に対し働く場所は海外にある。日本人諸君が立派な仕事をするには、

第一に必要なことは日本人が中国語に熟達することであり、中国人の協力なくしては総て

が失敗すると、日本人が現地を理解し融合が重要であり、上下一致して、誠実に業務を勤

めよと現在にも通じる事を説いている。 

また、西川は事前に在華紡の経営状況を調査しており、揚樹浦路にある内外綿、上海紡

績、日華紡績、同興紡績、東洋紡績、日信紗廠を訪問したところ、どの紡績会社も百パー

セント以上の稼働率で、莫大な利潤を上げ、そのもうけた金は日本へ送金されていた。そ
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して設備の償却は一年で終わり、中国人女工の工賃は日本の三分の一という低賃金であり、

イギリス人の経営する会社も基本はほぼ同様という事を把握するなど、関連情報の収集も

怠りなかった。 

 

② 経営方針 

西川は自分が設計した豊田紡織・栄生工場の工場図面を参考にしながら、上海の豊田紡

織廠の区画取りをし、工場建設のスピードアップを図った。一万坪の工場敷地は九つの区

画に分類し、そこに紡績工場、織布工場を並べた。すべて周囲を煉瓦で囲み、屋根はのこ

ぎり型でスチールを敷くことにした。 

そして、米国で勉強してきた生産管理の教育と実践に努め、「試験記録等を毎日記録し、

それを基に改良する科学的な管理」、「工場の整理整頓にも意を注ぎ、これを徹底的に実行」、

「毎月、月末には班ごとに競争した成果を発表させ、歩合としてプラスし賃金決定」とし

た。 

西川の教育方法は、社員と話し合い、自らやって見せることを基本としており、このよ

うな施策は中国人の働く意欲を高め、生産性、時間当たり出来高は上昇し、宮地(2003)に

「邦人経営の紡績会社もうらやむほどの成果を上げた」（304 頁）と、記載されている。 

また、1923年佐吉は自動織機の完成機である無停止杼換式の「豊田 G 型自動織機」（1924

年完成）が完成間近で、自動織機の事業化を西川と相談時、西川は豊田紡織・栄生工場の

普通織機は全部、上海の豊田紡織廠で使用し、その変わり、栄生工場には新型の G 型自動

織機の導入を承知しており、研究と創造に心を致し、常に時流に先んじようとしていた。 

一方、豊田紡織廠の事務棟は大変質素な建物で、西川の部屋は１階奥にある 18 平米しか

ない狭い部屋であった。工場設備には投資するが、利益を生み出さない事務所等を倹約す

る精神は今のトヨタへも引き継がれている。 

 

③ 労務、教育方針 

西川は日本人社員に対し、中国の工人に対する接し方であるが、言葉が通じない彼らに

決して乱暴に振舞ってはならない。分かるまで教える工夫をしてもらいたい。在華紡績の

一部では、中国人の不満があるようだが、豊田で働く中国人から、尊敬されるような指導

を心掛けてもらいたいと、指導者の心構えを厳しく教育している。 

そして、西川は率直に、「中国の工人は金のために働いているが、日本人には決して心を

許してはいない。そこで、紡績工場、織布工場を稼動させる前に、中国の労働者で現場監

督のできる生産技術者を養成して、彼らに中国の工員、女工の面倒を直接見させたい。そ

して、今ひとつは賃金を他の紡績工場より二割多く支払う」ことを佐吉へ具申し、西川の

思うとおりにやればいいと承認され、同業他社より厚遇で、家庭的美風の企業風土を追求

した。 

また、西川は華中豊田自動車と豊田紡織廠は全くの親子関係であり、秋の運動会はもち

ろん、家族も互いに社宅を訪問し、売店の世話になるという親密さであり、同一の会社と

いう意識であった。 
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④ 西川の多角的な活動 

1937 年第二次上海事変の際、8 月 13 日に日本海軍特別陸戦隊と蒋介石軍の前衛が衝突

した。その日、豊田紡織廠に駐屯する日本海軍特別陸戦隊は全員工場内を引き払い、陸戦

隊本部へ引き上げた。その後に、当時の上海共同租界の警備を担当していた英国軍隊が入

り、今まで日本の軍艦旗のはためいていたポールに、ユニオンジャックが揚がった。工場

防衛のため、このような施策を進めえたのは秋次の隠れた政治力と経営手腕、愛社心、愛

国心であった言える。 

また、西川は日本軍引き上げによって暴徒化した民衆と中国人従業員に取り囲まれ、

「我々の賃金をどうしてくれるか」と吊るし上げられたが、「俺は、中国民衆の賃金を不払

いにするようなそんなけちな男ではない」（宮地 2003、319 頁）と大見得を切り、その後ま

もなく、激戦と暴動の中において、租界郊外の極めて危険な道路上で、中堅社員を使って

賃金の全額支払いを無事に済ますなど、義を通す人でもあった。 

その後、1939年には在上海日本商工会議所の副会頭就任を始め、いくつかの公職を歴任

した。特に、1944年サイパン島陥落以降は、重慶政府要人や、中国実業家に知己が多い西

川のもとには上海に訪れる志士や国士といった人々の訪問を受けた。宮地(2003)は「秋次

の本職は上海豊田紡織廠の経営者であるが、時には私設外務大臣であり、私設上海総領事

の仕事をすることがあった」(323 頁)と、述べている。 

 

6.5．上海在華紡の事例分析から、戦前の中国進出日系企業を考察 

 前節で戦前の中国進出・豊田事業体の経営管理を解析してきたが、これは豊田事業体独

自のものであろうか？そこで、当時の主な中国進出日系企業である、在華紡の経営行動を

確認する。とくに、中国への進出形態が豊田紡織廠と同様に、製造業社の進出で、かつ中

国最大規模の在華紡へ成長した「内外綿株式会社」（以下、内外綿）を中心に分析する。な

お、分析にあたり桑原(2004)、芹沢(2014)の先行研究を取り上げた。 

 

6.5.1．在華紡の中国進出経緯と特徴 

日本企業の中国紡績業への最初の参入は貿易商社によって始められた。 1902 年三井物

産が民族資本の興泰紡績を買収し、それを基礎に上海紡績会社(1906 年上海紡織会社と改

称)を設立したこときに始まる。 

こうしたなかで製造業である紡績企業が初めて中国へ投資をしたのは、1911 年内外綿で

内外綿上海工場(日本における 2工場に次ぐ第 3 番目の工場となったので第 3工場と命名)

は 2 万錘の規模で操業を開始した。 

そして、日本の主要な大紡績企業の対中国投資は、内外綿より 10 年遅れて第一次世界大

戦の直後にはじまり、また中国人紡績企業も多数設立され、中国の紡績業は急激に拡張を

始めた。民族紡の規模の拡大に続いて日本の主要紡績企業はその大半が第一次大戦直後に

大規模な投資を行い、大戦前から現地で紡績業を営む内外綿と上海紡織にくわえて、鐘淵

紡績、東洋紡績、大日本紡績、富士瓦斯紡績、満州!紡績、 日清紡績、福島紡績、長崎紡

織、日華紡織、東華紡績、泰安紡績、そして豊田紡織が日系在華紡として新たに登場した

が、そうした中で最大の規模を誇る日系在華紡が内外綿であった。 

なお、桑原(2004)は「三井物産で始まる商社系資本の在華紡と、内外綿に始まる紡績企
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業の資本による在華紡の二つの種類があった。そのうち紡績企業はおしなべてその成績は

良かった」（48 頁）と、述べている。 

 

6.5.2.内外綿の中国経営行動 

(1)内外綿の会社概要 

内外綿は大阪の棉花商の合資により、1887年に中国棉花の輸入専門商社として創立され

た。しかし、日清戦争後に紡績業へ転身を図り、大阪伝法工場、兵庫西宮工場の 2 ヶ所の

工場を経営した。さらに、国内市場で大手企業の寡占化が進むと、後発企業であった内外

綿は川邨利兵衛頭取の強い推進のもと、商社時代の経験を基盤として中国市場へ発展の可

能性を求め、1911 年、上海に初の海外工場となる上海第 3 工場を開設した。その後も、積

極的な投資により、1930 年時点の紡績機械の合計は表 23 のように、429,812 錘で紡績機械

基準では、中国最大の紡績企業に成長した。 

そして、内外綿は1937年時点で、表 14のように換算錘数は中国578,975錘と日本 118,791

錘の 4.8 倍、織機台数は中国 4,953 台と日本 809 台の 6.1 倍と中国事業の規模は日本を大

きく上回る状態となっていた。 

内外綿の経営的特徴をまとめれば次のようになる。 

① 綿花商社の出身であるが、後に紡績業へ転身。 

② 中国市場進出時には大きな資本力を持たなかった。 

③ 中小企業であり日本政府との関係は密接ではなかった。 

④ 早期の中国進出により大企業へ発展した。 

⑤ 中国生産が日本国内を上回り、中国が生産の中心となった。 

すなわち、内外綿は他在華紡の反証的事例で、民間企業としての要素をより強く持つ企

業であったといえる 

 

（2）内外綿の中国進出経緯 

1911 年  内外綿上海工場操業開始（日本国内に大阪伝法工場、兵庫西宮工場の 2 工場が 

     あり、上海工場を第 3 工場と命名） 

1913 年  第 4 紡織工場建設 

1914 年  第 5 紡織工場建設 

1917 年  青島工場操業開始 

1918 年  綿布工場建設、裕源紗廠を買収し第 9 工場と改称 

1922 年  綿布工場建設、青島第２工場建設 

1923 年  青島第 3 工場建設 

1924 年  関東州金州工場建設 

1928 年  関東州金州第 2工場建設 

 

表 23．1930 年時点における内外綿の中国事業体生産の能力 

上海 9紡績工場・  276,612 錘 3綿布工場・ 織機 1,600台 １加工工場 

青島 3紡績工場・  90,400 錘   
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金州 2紡績工場・   63,200 錘   

合計 14紡績工場・  429,812 錘   

出所：大日本紡績連合会(1931)「綿糸紡績事情参考書」（1930 年度下期） 

 

（3）内外綿・上海第 3 工場の運営のための組織管理 

内外綿が進出する以前の中国は、労働請負制が一般的に用いられ、作業を請け負った親

方（「工頭」）が経営者から報酬を受け取り、その一部を労働者に分配することで賃金が支

払われた。内外綿は中国で慣習的に行われてきた労働請負制による間接的雇用を廃し、1911

年の上海進出当初から、日本国内の経験にもとづいた直接的雇用を中国の工場に導入する

ことで、優秀な従業員の確保等で優位性を発揮し、この直接管理組織をつくることによっ

て、日本の西宮工場の技術・経営ノウハウの移転と生産性の向上を目指した。 

具体的には、工場経営の基盤ともいえる十分な労働力を確保するための、労働者の募集・

採用・解雇を含めた雇用管理の方法は、日本で行っている方法で運営された。又、操業に

先立って、約 30 名の中国人女子技術工員を西宮工場で教育訓練するとともに、多数の日本

人技術者・熟練工を中国へ長期派遣し、上海工場を直接管理できる仕組みを構築した。そ

して、この方法は「日本式経営」と呼ばれ、その後の在華紡の経営のモデルとなった。 

しかし、1914 年第 5工場の開設の時期になると、工場近郊労働者の「質」の問題が発生

し、上海以外の遠隔地からも労働者を募集するようになると供に、1922 年に女工を中心と

した本格的な養成工制度が実施された。 

なお、組織管理を行う上で、管理的職務を担った中国人中間管理者の存在で、日本人職

員と一般労働者の間に中国人管理者の「特選工」と、監督的労働者の「役付工」を設置し

た。しかし、芹沢(2014)は「内外綿は最終的に高度な技術力を持ち指導的役割を果たす人

材を、現地で十分に育成・確保することはできなかった。また、管理上の要職に日本人以

外が就く機会は与えられなかった」（22 頁）と、現地化が進まなかったと指摘している。 

 

（4）内外綿・上海第 3 工場への技術移転を可能とする組織管理 

技術水準を維持し作業能率を向上させるための、生産現場における組織管理はどうであ

ったであろうか。内外綿の新入社員は技術系も事務系も西宮工場で実習を行い、 そして中

国の各社へ派遣され、長期にわたり現地に駐在した。上海第 3工場の現場の中国人労働者

を指揮・監督する第一線の現場の管理者である担任者以上は全て日本人派遣社員で、判断

を要する職位にはすべて日本人管理者が任じられた。1930 年時点の内外綿は上海・青島に

合計 402 名の日本人を駐在させ、上海に勤務する日本人 319 人の職務内容を見ると、経営

者(常勤取締役) 2 名、工場長 6名、工務係 197名、事務 93 名、営業 9 名、その他 12名で

あった。 

このような日本人を中心した管理方法によって、内外綿は最新紡織技術と経営管理ノウ

ハウを遅滞なく中国の現地工場へ移転し続けた。一方、日本紡績業における技術革新や、

そうした技術や経営ノウハウを中国へ移転するには、日本国内工場を最新鋭の技術で運転

しておく必要があった。そして、内外綿は中国における競争環境が厳しくなる中で、中国

での製品高付加価値化戦略を積極的に推進し、そのために必要とされる技術の高度化を、

日本国内工場における従業員の体系的な養成訓練と、日本人社員が中国現地で担う直接管
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理する方法によって実現した。 

 

（5）内外綿･上海第 3 工場の福利政策 

日常的な労働規律や衛生観念を浸透させる試みとして、生産現場以外における政策とし

て福利施設の導入があり、これらの側面は、管理全体において相補的な機能をもっている

といえる。 

日本国内では、労働者に対する「優待」が労働意欲の発揚につながり、労使対立の緩

和と企業全体の利益増加をもたらすと考えられてきた。こうした「温情主義」にもとづく

企業経営のあり方は、近代的な能率主義とともに、日本の「経営家族主義」の理念が投影

されていると言える。 

内外綿は中国進出直後から、他社に先駆けて福利施設の導入に着手し、上海の工場周

辺地域には、日本人社員と中国人労働者の社宅・合宿所、それに付属する購買会・売店、

水月花園と呼ばれる運動場付き公園、日本人社員用の倶楽部（「厚徳館」）、日本人・中国

人の子弟学校がそれぞれ建設され、工場内部には食堂と診療所が付設された。 

本来の福利施設は労働者の慰労を目的として設けられたが、内外綿では勤続や日常的

な規律・衛生を浸透させる、労務管理の一環として機能を有し、住居・生活・教育に関わ

る福利施設の導入をしている。 

 

6.5.3．内外綿労務管理の評価 

近代中国の社会経済を特徴づける重要な一面として、沿海地域を中心とした近代紡織業

の発展が挙げられ、その発展に大きな影響を与えたのが、1910～20年代に中国へ一斉進出

を果たした在華紡であった。内外綿を始めとする在華紡は優秀な従業員の確保手段として、

1920 年代前半までに、福利施設を在華紡全体に普及させたが、1925 年の五・三〇事件によ

り、自由な「自治」を認めた内外綿は失敗者、積極的に「教化」を進めた鐘紡は成功者と

みなされ、以後は、鐘紡が日本的な労使一体型経営の「模範」とされた。 

しかし、内外綿を端緒に普及した日本式の福利施設は、中国の工場において必須の施設

となり、規律・衛生の概念も徐々に浸透し、1930 年代になると、福利施設に対する関心は

中国企業にも広まり、大手企業の工場を中心に社宅・子弟学校などが設立され、在華紡の

福利施設が中国社会に与えた影響は少なくなかったといえる。 

内外綿の労務管理の特徴としては、第一段階の1911年～1919年前後は、工場開業に際

して直接的労務管理の導入が進められた。第二段階の1920年前後～1925年は、市場競争の

激化もあり積極的に日本式労務管理の方法が移転された。第三段階の1925年～1937年は、

五・三〇事件を契機として日本式によらない独自の管理方法が模索された。第四段階は

1937年～1945年の日中戦争期と変化している。このような経営行動は、第二次世界大戦後

の日本企業の現地経営に見られる製品の高付加価値化と、日本人社員を中軸とする技術移

転の仕組みに共通して見られる現象と近似しているといえるのではないか。 

なお、日中戦争発生後の内外綿の状況を桑原(2007)は、1937年以降の第二次上海事変

で日本人従業員は一時帰国し、同12月に青島工場は爆破され廃墟と化した。戦争の進行と

ともに日本軍の管理下に入り、綿花不足もあり操業度が低下していた。そして遊休化した

工場から設備が供出され、日本軍の兵站をになうため非繊維事業へ多角化を余儀なくされ
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たと述べている。 

 

6.6．トヨタ式経営を豊田紡織廠の労働運動から考察 

 1924 年 1 月になると、上海の日貨排斥運動や反日運動は群集を巻き込んだ暴動に発展し

ていった。1924 年 3 月 15 日、内外綿対岸の中国人街でストライキ団の宣伝隊と中国警察

隊との間に衝突事件が起こり、若い男女学生に相当の死傷者を出した。このストライキは、

単なる会社対従業員の争議ではなく、その背後には共産主義を謳う扇動者の姿があった。

当初は日系会社に対するストライキと見られていたが、中国人経営の会社にまで波及し、

上海にある紡績工場はほとんどが休業に追い込まれていた。 

 そのような中で、豊田紡織廠は正常な操業を続けており、その要因として、東（2009）

は「佐吉翁は日頃より社員へ愛徳の精神を教えており、（中略）西川は日本人社員に対し、

日頃から厳しく中国人工員たちへの暴力や蔑視的態度を戒め、また、中国人を係長に登用

するなど、社員教育にも力を入れていた」（79頁）と、述べている。  

 その豊田紡織廠も 1925 年 2 月 15日に暴動扇動者の標的となり、それに伴い発生した労

働運動から、豊田紡織廠の経営管理の実態を考察する。 

 

6.6.1．当時の在華紡の労働環境 

 当時の在華紡の労働時間は午前、午後 6 時から午後、午前 6 時までの 12 時間勤務の交

代性で、休憩時間は午前 0時と 12時から 30 分であるが機械は停止せず、実質労働時間は

11 時間 30 分と、現在の 8 時間労働と比較すると大変過酷なものであった。しかし、この

労働時間は日本の紡織会社と同一のものであり、当時としては普通であった。 

賃金水準は日本の紡織工の 41％～52％の水準で、その平均日給は粗紡部門 0.45 元～梳

綿部門 0.5 元で、当時の生活費は月 20 元程度と言われ、夫婦共働きでなんとか生活でき

る水準であった。なお、在華紡での食事は自弁で、日本の紡織会社は会社支給と差異があ

った。 

また、当時の労働契約は、工頭制と言われる工場のナンバー１とよばれる工頭と会社は

契約を結んで労働者の募集を行わせ、配下の労働と生活の管理を委ねるとともに、工頭は

賃金を中間搾取した。その他に、会社が労働者を直接雇用し、日本人管理者の下に「見回

り」「班長」などの中国人役付職工を置いて、生産のみ管理させる直接制が並存していた。 

1925 年当時の在華紡の労働運動の背景の一因としては、厳しい労働環境と、日本人の暴

力的な労務管理、が労働者の反乱の引き金といわれている。 

 

6.6.2. 豊田紡織廠の労働運動 

 1925 年 2 月 15 日、他社のストライキの飛び火を恐れ、工部局警察と打ち合わせをし、

警戒に努めており、日系 9社中、ただ一社正常操業を続けていた豊田紡織廠も、ついに暴

動扇動者の標的となった。 

 午後 7 時 40分頃、外部より無頼漢の不逞の徒約 5～6 百名が工場正門に押し寄せた。そ

して集まった群衆は、工場外においてあった綿に放火し、工場に進入しようとした。そし

て、工場の一部の男工はこれに雷同して、機械とガラスを破壊した。この急報を聞き、帰

宅していた西川や原田事務長たちが車で工場に駆けつけた。先ず、一台目の車に乗ってい
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た西川たちは無事に工場門の内側に入れたが、二台目の車に乗って遅れて到着した原田事

務長等７名は門前で暴漢に襲われ、三好は銃撃されて重態、原田事務長は蘇州河へ叩き込

まれ、2 週間後に死亡した。そのほかにも多数の負傷者と、工場の設備などにも相当の損

害をこうむった。 

1925年 2月の在華紡労働運動時における中国人労働者からの要求は表 24の通りであるが、

豊田紡織廠への特徴的な要求事項は、①賃金を大洋で計算する（1 元以下の端数が小洋で

支給されていたものを、3割高の大洋計算へ変更する）。②便所で木札を使用しない。③病

気ないし事故で休暇を申請する時、賃金は全額支給し、保留しないこと。というもので、

他社で見られる日本人個人名を掲げた退職要求はない。この背景について、東和男(2009)

は、西川の日頃の日本人教育、社内運営の効果によるものと推察され、豊田紡織廠の経営

管理は当時の在華紡企業の中でも優位性があったと述べているが、筆者はストライキが発

生したこと自体が中国人労働者の不満の現れであり、また、従業員からの要求内容も他社

と大差がなく、労使面の優位性を見出せていない。 

しかし、在華紡に対する労働運動はこれ以降にも発生しているが、豊田紡織廠では発生

しておらず、他社と比較し比較的安定していたと言えるのではないか。 

なお、1937 年 8 月の第二次上海事変時に豊田紡織廠第一工場の大半が消失し、1937 年

12月の日中戦争の戦火により、豊田紡織廠青島工場が全焼しているが、その後に復旧して

いる。 

 

6.6.3．1925 年 2 月在華紡労働運動時の要求と妥結内容 

1925 年 2 月ストライキ時の各社中国人労働者からの具体的要求事項は表 24 のとおりで

あるが、層別すると次のようになる。 

① 統一要求として、各社とも賃金引上げ 1 割を実施する。 

  平均日給は粗紡部門 0.45 元～梳綿部門 0.5元で、夫婦共働きで月収 21 元(出勤率 

85％と仮定)、当時の紡織工 5 人家族の月生活費 20 元超でぎりぎりの生活水準であ

った。 

②  賞工を旧来どおりに支給する。(内外綿、日華紡、同興紡、豊田紡、祐豊紗) 

   労働者の出勤奨励をするための賞工(皆勤手当てで、1ヶ月皆勤者には賃金 4日分支

給)が、理由をつけて控除、減額されていたことの是正。 

③ 2週間に 1回賃金を支給し、遅延しないこと。（内外綿、日華紡、豊田紡） 

   従来は 2 週間に１回支給であったが、この頃は月１回支給が普通となっていた。ま

た、賃金計算の締め切りから支給日まで 2週間を要することもあった。なお、内外

綿は貯蓄の名目で 5～10％を 20 ヶ月保留する強制貯蓄の仕組みがあった。 

④賃金を大洋で計算する。（豊田紡） 

   1 元以下の端数が小洋で支給されていたものを、3 割高の大洋計算へ変更する。 

 

経営者側の回答（2 月 25 日、内外綿武居綾蔵社長の例） 

① 殴打禁止要求には「会社は日本人に中国人職工に対し常に同情的な態度を以って親切

に取り扱い、殴打などは社則を以って厳禁しており、将来も従来同様の方針である」。 

② 賃金の 2週間毎の支給については「既に会社は実施中である」。 
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③ 解雇者の復職要求には「十分の理由ある場合は、彼らの復職要求に対し、承認する」 

④  スト中の賃金支給には「同意しない」。 

⑤  奨励金貯蓄制については「何等賃金には関係なく、職工の福利増進のために行うもの

として、会社任意の給料」であることを明確にする。 

⑥ 理由なき解雇については「理由なく解雇するような事は決してありえず、安堵してい

ただきたい」。 

⑦ 逮捕者の釈放は「会社の権限外」事項である。 

 

総商会の妥結提案（内外綿の復業協定であるが、事実上、在華紡のストライキ終了） 

① 会社は従来どおり一律に優遇し、もし虐待等のことがあれば工場長に稟告すべし、工

場長はこれを公平に解決する。 

② 工場作業者として工場へ復帰し、悔悟して作業するものは従前のごとく取り扱う。 

③ 貯蓄賞は会社の規則により五年すれば支払うべきであり、中途退社の者は取調のうえ、

在職中の成績佳良の者には支給する。 

④ 賃金は社則により、（締切り後）毎二週間毎に支払う。 

 

以上のように、「日本人管理者による暴力行為の禁止」、「賞工の規定通り支給」、「賃金の

規定通り支給」と基準遵守の明確化は図られたが、中国人労働者の収入増加の部分はいず

れも認められない結果で決着した。これは、基準遵守を心がけている善良な企業の労働条

件が比較的優位にあること、死傷者の発生、工場設備損害、生産休業という大きな直接的

損害に比べ、労働者の賃金増加は僅かであった。背景には在華紡の賃金水準が他と比較し

優位性があったことではないかと推察する。 

 

表 24．1925 年 2 月ストライキ時の各社中国人労働者の要求内容 

会社名 要求事項 

内外綿 1. 以後殴打しないこと 

2. 各人の現在の賃金を１割上げ、理由なく控除しないこと 

3. 第 8工場で解雇された工友を復職させりこと、拘留された工友を即

時釈放すること 

4. 以後 2週間に一度賃金支給し、遅延しないこと 

5．従来の貯蓄金を全額工友へ返還し、貯蓄賞金も賃金として、定期的

に支給すること 

6．以後理由なく労働者を解雇しないこと 

7．ストライキ期間中の賃金は、工場が全額支給すること 

日華紡織 1．毎日の賃金を１割上げること、理由なく控除しないこと 

2．賞工は旧例どおり１週間毎に１工とし、変改しないこと 

3．賃金は旧例どおり 2 週間に 1回支給し、遅延しないこと 

4．殴らないこと、また理由なく罰金を科さないこと 

5. 病気や事故で休暇を申請する際には、賃金を当日中に清算して支給
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し、保留しないこと 

6．スト中の賃金は全額支給すること 

7．理由なく労働者を解雇しないこと 

8．内外綿の全工友の要求条件達成を支援すること 

大康紗廠 

(大日本紡績) 

1．労働者を削減しないこと、また、理由をつけて労働者を解雇しない

こと 

2．以後、工場内で殴打しないこと 

3．過度に罰金を科さないこと 

4．現在の賃金を１割上げること 

5．中野を解雇し、二度と採用しないこと 

6．労働者で自ら退職しようとするものは、賃金を没収しないこと 

7．工場は切に衛生に注意すること 

 （便器には蓋をし、引用水は煮沸することなど） 

豊田紡織 

 

1．以後、殴打したり罰金を科したりしない 

2．賃金は現在額を１割上げ、大洋で計算し支給し、理由なく控除しな

いこと 

3．拘留されている工友を釈放し、死傷した工友を憮恤すること 

4．以後賃金は 2 週間に一度支給し、遅延しないこと 

5．賞工は毎月 4 賞（4 日分の意賃）とし、理由なく控除しないこと 

6．病気ないし事故で休暇を申請する時、賃金は全額支給し、保留しな

いこと 

7．便所で木札を使用しないこと 

8．ストライキ中の賃金は全額支給すること 

9．内外綿、日華、同興、（東亜）麻袋の労働者の目標達成を支援するこ

と 

同興紡織 

 

 

 

 

 

 

 

1．殴打したり、罵ったりしないこと、理由なく罰金を科さないこと 

2．賃金を１割上げ、また理由なくこれを控除しないこと 

3．理由なく労働者を解雇しないこと 

4．賞工は一週間毎に１日分とし、減額しないこと 

5．工賊大石と藤田を解雇し、二度と採用しないこと 

6．女工に悪ふざけをしたり、笑いものにしたり、怒鳴ったりしないこ

と 

7．ストライキ中の賃金は全額支給し、控除しないこと 

8．内外綿、日華、豊田、（東亜）麻袋の全工友が勝利するまで支援する

こと 

裕豊紗廠 

（東洋紡績） 

1．殴打しないこと 

2．労働者で退職を希望するものの賃金を没収しないこと 

3．理由なく労働者を解雇しないこと 

4．賞銭を旧例に戻し、以後賞銭は賃金の中に繰り込み、別立て支給し
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ないこと 

5．食事時間は 30分機械を止めること 

6．日本人、伊藤、塚田、寺家、樋口の解雇 

7．毎年賃金を 1 度上げ、4角以下のものは 2 割あげ、４角以上のものは

1割あげること 

8．ストライキ期間中の賃金は全額支給すること 

出所）『五州運動史料』 

  『民国日報』2 月 11 日、18 日 

   宇高寧『支那労働問題』 

 

なお、内外綿を始めとする在華紡は優秀な従業員の確保手段として、1920 年代前半まで

に、福利施設を在華紡全体に普及させた。日本式の福利施設は、中国の工場において必須

の施設となり、規律・衛生の概念も徐々に浸透した。1930 年代になると、福利施設に対す

る関心は中国企業にも広まり、大手企業の工場を中心に社宅・子弟学校などが設立され、

在華紡の福利施設が中国社会に与えた影響は少なくなかったといえる。 

 

6.7．戦後の残留 

西川は終戦と同時に、堀内千城公使を通じて、国民政府の宋子文行政院長にあてて建白

書を提出した。「中国と日本は、不幸にしていくさをまじえた。だが、こうして戦いが終わ

ってみれば、隣邦の友である。（中略）豊田の紡織技術を、復興中国に植えつけることによ

って、両国民間の友好関係が芽生え、共存共栄の道が開けると信ずるからである。この思

想は、故豊田佐吉翁が永年理想とした考え、実行してきたことである」（宮地 2003、324 頁）。 

1946 年新春早々、国民政府行政院長宋子文より、堀内公使を通じて、西川に面談したい

との通達があった。面談当日、宋子文院長より中国紡織事業への復興に対する協力要請が

あり、その計画書の提出を要請された。そして、1946 年 6 月半官半民の中国紡織機器製造

公司が設立され、社長は、黄伯蕉、役員は各紡織会社の首脳が就任した。会社は、旧華中

豊田自動車工業を本廠、旧東華紗廠を分廠として発足した。西川は国民政府から陸軍少将

の待遇を受け、トヨタ関係職員 16 名（表 25）と共に上海へ残留し、実質上の経営を担当

した。新会社の業績は大戦後の復興需要から紡織機の注文が殺到したが、資材不足、中国

人従業員の技術未習熟から生産が追いつかない状態であった。しかし、能力向上、品質改

良に努め、事業は軌道に乗っていった。 

1949 年になって中国の政治情勢が一変した。中国共産党の軍隊が上海附近に迫り、国民

政府は抵抗することができず、台湾へ移動する計画をたて、西川も台湾行きを要請された。

しかし、西川は 1949 年 3 月 3 日、三十余年間住み慣れた上海を後に日本へ帰国した。西川

の乗った汽船は国民政府の配慮によりアメリカの欧州航路の「プレジデント・ウイルソン」

号で、横浜の埠頭に到着した。その迎えの人たちの中には、豊田利三郎、喜一郎の顔もあ

った。 

 

表 25．中機公司が留用した豊田紡織関係日本人(1947 年 3 月 13 日現在) 
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氏名 年齢 現在役

務 

専門分野 豊田勤

続 

豊田役職 

西川 秋次 65 専 門 委

員 

紡織機製造並びに工場

計画、経営及管理 

35年 中国総支配人 

三好 静一郎 51 専員 紡織機製造のコスト会

計及び計画 

29年 常務理事 

須藤 三郎 51 技師 組織の設計、製造及び

計画 

29年 理事兼任技術部

長 

伊澤 庄太郎 52 技師 紡織の設計、製造、検

査、総合的設計 

31年 理事兼任企画部

長 

鈴木 金作 43 技師 紡織機工具、ゲージの

設計、製造、工場管理 

20数年 理事兼任技術部

長 

片岡 宗太郎 44 専員 紡織機製造のコスト会

計 

20数年 庶務、経理、秘書、

原価計算課長 

稲葉 勝三 40 専員 材料試験及び計画 20数年 営業課長 

松本 銀蔵 54 副技師 織機の製造、組立、木工 30数年 織機保全主任 

岡田 清一 49 副技師 機械工作及び紡織組立 20数年 工作主任 

服部 京一 36 副技師 紡機の設計及び組立 16年 企画主任 

井田 金一 35 副技師 織機の製造及び組立 10数年 織機組主任 

稲葉 賢三 37 副技師 粗紡機の設計及び製造 10数年 紡織主任 

金子 政男 36 工務員 機械製造 20年 技術員 

小林 源太郎 28 工務員 織機設計 10年 整備員 

神野 勲 27 工務員 材料実験 6年 材料計算部部員 

松本 銀之助  雇員 図面管理  松本銀蔵の息子 

出所）王頴琳(2009)を基に筆者作成 

 

豊田紡織廠青島工場長であった森川貞夫は、上海から引き揚げる前に豊田紡織廠の在外

会社の日本内地に有する財産の清算人に任命され、内地資産の整理に当たっていたが、西

川とは連絡がとれない状況が続いていた。 

そして、西川が帰国した翌年の 1950 年 8 月に豊田紡織廠の残余財産二千百万円を日新

通商へ出資し、西川は監査役に就任した。日新通商はその後、社名を豊田通商へ改称し、

トヨタグループ唯一の商社として輸出入を初め、国内外の各種事業に参画しており、豊田

紡織廠の内地資産が生かされ、その後のトヨタグループの発展に大きく寄与することとな

った。 

 

6.8．西川秋次のトヨタ式経営の現在への継承 

6.8.1 西川のトヨタ式経営の継承 

西川が進めてきた、労使協調による共同体的集団経営、中国人材の育成と管理・監督者
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への登用、科学的な生産管理手法の実践は、現在のトヨタ中国合弁事業へ継承されている

のであろうか。 

① 「日本的経営といわれる共同体的性格の労使協調関係」については、現在の中国合弁

事業で QCサークル活動、社内レクリエーション、社員研修による人材育成などの実施

が見られ、継承されている。 

②  現在のトヨタ中国合弁事業の日本人比率は表 19 のように戦前の数分の 1 と少なく、

「中国人材の育成、管理監督者への登用」が戦前以上に進められている。 

③ 「部品調達、製品仕様の現地化」については、戦前は主に数量確保という目的であっ

た。しかし現在は、原価低減、顧客満足度向上のためと、目的は異なっているが戦前以

上に進められている。 

④ 4S(整理・整頓・清潔・清掃)、記録に基づく管理など「科学的な生産管理」については、

トヨタ生産方式（TPS）の導入になど、積極的に推進している。 

⑤ 工場、研究施設には投資するが、事務所などの価値を創造しない部分への投資は極力

避ける「質実剛健」な企業風土は、現在も同様である。 

⑥ 戦前は中国語能力向上、長期赴任により日本人の「中国人材育成」を進めていた。しか

し、現在は多くの日本人駐在員が中国語力不足、赴任期間は 3～5 年で交代しており、

戦前に及ばない。 

 以上のような観点からみると、一部で未継承の項目はあるが、多くの項目で西川の進め

てきた、経営管理の方法は、現在にも継承されているといえると筆者は考察する。 

 

6.8.2.トヨタの中国事業展開のダイナニズム継承に対する比較分析  

創業後の発展状況を戦前の豊田紡織廠と、戦後の一汽トヨタを比較してみると、表 26 の

ように、ともに創業 10 年後には創業時の約 7～10 倍、15年後には 11～18 倍と大きく成長

しており積極的な商品展開と設備投資の結果が明確に見られる。しかし、表 27 のように、

内外綿は 10 年後には創業時の 18 倍、15 年後には 21 倍と、より大きな拡大をしており、

トヨタグループの慎重な経営姿勢が、戦前からも見られる結果となっており、更なる分析

が必要である。 

   

表 26．戦前と戦後事業の創業１0 年後、15 年後の業容拡大状況 

 社名 区分 創業時 

a 

10年後 

b 

15年後 

c 

拡大率  

b/a    c/a 

戦

前 

豊田紡

織廠 

紡機 （錘） (1921年) 

 20 千 

(1932年) 

147 千 

(1937年) 

227 千 

 7.3 11.3 

織機 （台） (1921年) 

 200 

(1932年) 

2,100 

(1937年) 

3,600 

 

10.5 

18 

現

在 

 

一汽ト

ヨタ 

車種数 (2003年) 

 2 

(2013年)   

11   

(2017年) 

11 

  - - 

生産台数(台) (2003年) 

 48 千 

(2013年) 

464 千 

(2017年) 

706 千台 

  

9.6 

14.7 

出所）豊田紡織廠は東和男(2009)を基に筆者が作成 
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   一汽トヨタは Fourin『中国自動車産業 2017』を基に筆者が作成 

 

表 27．内外綿の創業 10 年後、15 年後の業容拡大状況 

社名 区分 創業時 

a 

10年後 

b 

15年後 

cｃ 

拡大率 

b/a   c/a 

内外綿 紡機(錘) (1911年) 

20千 

(1923年) 

367 千 

(1930年) 

429 千 

18.3 21.4 

注：10 年後(1923 年)は上海、青島工場の合計数 

  15 年後（1930 年）は上海、青島、金州工業の合計数 

出所）大日本紡績連合会(1931)「綿糸紡績事情参考書」（1930 年度下期） 

 

6.9．小括 

小池(2008)は、在華紡でもっとも伸びたのは日本国内で最先端の工場を持つ大紡織と、

機械技術で特別の定評を持つ豊田紡織であったと評価しており、豊田紡織廠を中心とする

トヨタグループの分析は意義があるものと筆者は考える。 

ついては本稿の課題である「戦前において中規模メーカーのトヨタがなぜ中国で成功を

おさめることができたか」について、西川秋次に焦点をあてた「戦前の中国におけるトヨ

タの経営管理手法」の解明、「戦前と戦後（現在）の経営管理に連続性があるか」を考察し

た結果、西川の経営管理が、中国におけるトヨタ式経営の源流と筆者は考える。 

① 「トヨタはなぜ中国進出したのか」 

企業のグローバル・マーケティングの発展プロセスに従い、国内販売から海外販売を経

由し、自主的に海外生産へ進出し収益確保をしようとした紡織・紡績と、国策として軍部

の要請により進出し生産数量確保が主目的となった自動車と、異なる結果になった。 

トヨタの特徴としては、紡織の進出にあたり、豊田佐吉の事業を通じて「日中親善の実

をあげる」という理念が重視されていること、また、佐吉の自動織機開発資金の捻出とい

う他社にはない目的があり、これが、西川の経営に影響をあたえと考えられる。 

② 「戦前の中国におけるトヨタの経営管理手法」 

西川は、佐吉の側近として、半永住のつもりで上海へ赴任し、「現地現物」、「自働化」と

いうトヨタ式経営を実践した。それも、豊田紡織廠 1 社に止まらず、豊田機械製造廠、北

支自動車工業、華中豊田自動車工業など、主要各社の役員を兼務し、中国駐在役員のトッ

プを歴任し、1945年の会社消滅までの約 30 年にわたり上海に駐在し実践している。 

具体的にその手法を見ると、豊田紡織廠の工場レイアウトは西川が設計した豊田紡織・

栄生工場を模範とし生産設備は日本の豊田自動織機製の紡織機を使用、管理手法は自身が

米国留学で学んだ科学的な生産管理を実践しており、内部成長を重視している。また、労

務管理は日本の豊田紡織の「温情溢れる『一大家族主義の美風』による労資一体の理想を

実現する」ということであり、経営管理手法においては日本からの移入であり経路依存性

が見られる。 

豊田紡織廠は労働運動の発生頻度が低く、「邦人経営の紡績会社もうらやむほどの成果

を上げた」と他社からも高い評価を得ていたと考えられる。また、日中戦争勃発後に内外

綿は遊休化した工場から設備が供出され非繊維事業へ多角化を余儀なくされたが、豊田紡
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織廠は操業が継続されており優位性があったものと思われる。 

③ 「戦前と戦後（現在）の経営管理に連続性があるか」 

「戦前と戦後の経営管理に連続性があるか」という疑問については、紡織業と、自動車

業では異なる結果となった。例えば、戦前の豊田紡織廠に見られる製品の高付加価値化と、

日本人社員を中軸とする技術移転の仕組み、労資一体の理念と福利厚生を充実し、優秀な

人材の確保をはかる努力など内部成長による企業の発展、いわゆる「日本的経営の原点」

は、紡織・自動車ともに、現在のトヨタ中国事業体へ継承されている。 

一方、北支自動車工業、華中豊田自動車工業のように、軍部の要請で中国へ進出した事

業は、物づくりの面で、軍部の数量確保という論理が優先された。例えば「部品の現地調

達化」の推進は、現在の原価低減を求める目的とは異なり、輸送などの問題から不足部品

を確保するための手段であり、そのために、自動車組立て機能に加え、鋳造・鍛造・熱処

理・機械という部品工場の機能を持たせて、生産用部品と修理用部品を含めた数量確保が

重要課題であった。                 

現在の日系企業の強みと言われる現地技能系従業員や監督者層という人的資源の活用

は、中長期にわたる実績の積み重ねと、研修を重ねる施策が必要であり、海外進出日系企

業はその点で欧米企業、中国企業に先んじて進め、他国企業が容易においつけない点であ

り、その萌芽が戦前の中国進出日系企業に存在したと言えるのではないだろか。 

 

海外進出企業の経営管理を考察する場合は、①.本社の戦略、②.管理者・技術員の役割、

③現地技能系監督者の役割に注目する必要があるが、特に、日系企業は②、③に特徴があ

ると言われている。しかし、②の日本人管理者・技術員を中軸とした技術移転を可能にす

るためには、日本で開発された最新の技術とノウハ管理ノウハウを、滞りなく中国へ移転

し、実現することが必要であり、そのためには、日本本社では最新の技術動向を把握し、

日本国内の工場を最新鋭の技術で運営しておく必要である。すなわち、日本本社の技術的

優位性が前提の体系であることを忘れてはならない。また、③の現地技能系従業員や監督

者層の活用は、中長期にわたる実績の積み重ねと、研修を重ねるなどの内部成長の施策が

必要であり、海外進出日系企業はその点で欧米企業、中国企業に先んじて進めており、他

国企業が容易においつけない点であり、日系企業の強みがあるように思われるが、その萌

芽が戦前の中国進出日系企業に存在したのではないだろうか。 

なお、豊田紡織廠の優位・劣位性についての分析が不十分であるとともに、中国側か

ら見た視点での戦前の豊田についての評価が欠落している。また、戦前の自動車産業の海

外進出についての分析は非常に少なく、引き続き調査をすることにより、現在のトヨタ中

国事業及び日系企業の経営行動への伝播を研究していきたい。 
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第Ⅲ部 実証研究 －中国自動車発展期－ 

第七章 中国自動車産業発展期におけるトヨタの中国戦略－1957 年～2002 年― 

 

7.1. 本章の背景と課題 

現在、トヨタは、第一汽車集団、広汽集団と合弁で、天津一汽トヨタ自動車、四川一汽

トヨタ自動車・成都、四川一汽トヨタ自動車・長春、広汽トヨタ自動車の四拠点で自動車

を合弁生産し、一汽トヨタ、広汽トヨタ、それに日本から完成車輸入 Lexus の三系列で販

売している。トヨタは 70 年代末に中国トップからの進出要請を断わった事から、中国政府

の反発を招くこととなり、「中国進出が出遅れた」という通説を耳にする。 

本章では「戦後の中国自動車発展期に、トヨタはなぜ乗用車生産工場の進出が遅れたか、

また台湾との関連性があるのか」との課題に対し、戦後の中国において乗用車生産の合弁

事業が誕生するまで、トヨタは中国でどのような紆余曲折に直面し、それを解決していっ

たのかを、企業のグローバル・マーケティングの発展プロセスに従い分析する。具体的に

は「戦後の完成車輸出期におけるトヨタの中国での事業戦略」、中国で乗用車生産事業誕生

までに発生した曲折から「乗用車合弁事業が遅れた理由」を解明する。 

「経営史の草分け」と評される、チャンドラー（2004）は組織と戦略の関係をアメリ

カ企業 5 社の歴史的研究を通じて、アメリカ企業の戦略と組織との関連には段階的な発展

の順序があることを提示した。企業の戦略プロセスを量的拡大、地理的拡散、垂直統合、

製品多角化の 4 つの段階に分け、量的拡大による管理部門の発生、地理的拡散による地域

ごとに立地する現業組織の発生、開発や生産などの垂直職能を統合化することによる職能

制組織の生成、そして製品多角化の進展による事業部制組織の導入という一連の流れを明

らかにした。そしてチャンドラーは、「組織は戦略に従う」という命題を導き出し、戦略

プロセスの違いに応じて組織構造が変わっていくという現象から組織は戦略に従うという

主張をした。現代企業の競争優位の源泉は、戦略上、組織上、財務上のケイパビリティ

（経営資源を活用する能力）を包括していることを基本としている。現代企業の成立過程

の理由として、規模と範囲の経済を実現する生産・流通・マネジメントへ三つ又投資（垂

直投資と経営階層への投資）による組織能力の涵養こそが、現代資本主義を支える経済発

展の根幹であると論じており、内部組織と企業運営に注目している。そこで、トヨタの中

国事業担当部門の変遷について分析することにより経営戦略を考察する。 

また、企業のグローバル・マーケティングの発展プロセスとしての「製品の供給方法」

では、国内市場供給の国内マーケティリングから始まり、次に商社などを通じて販売する

間接輸出、そして自らが輸出入業務に係わる輸出マーケティング、現地生産・現地販売の

海外マーケティング、複数の国を横断的に資材・部品をやりとりする国際ロジスティクス、

複数の国をまたいでグローバルなサプライチェーンへの全体最適化を目指すグローバル

SCM（Global Supply Chain Management）へと進化する過程を基礎としており、このステッ

ツプに従いトヨタの中国進出を分析する（図 15）。 

なお、本章の分析時期は、戦後トヨタが中国へ完成車輸出を開始した 1957 年から、第一

汽車集団との乗用車合弁事業（天津一汽トヨタ自動車）を設立した 2002 年までとする。 
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図 15．グローバル・マーケッティング発展プロセスとトヨタ中国事業発展プロセス比較 

 

 

   国内市場供給  間接輸出    直接輸出   現地生産   国際ロジ 

 

 

トヨタの中国事業   1964～1992      1993～現在   KD 生産：1983 

                          合弁 1998～現在 

 

出所）筆者作成 

 

7.2. トヨタの中国担当社内組織の変遷 

トヨタ自動車工業株式会社は 1937 年に設立されたが、設立当初は当然のことながら海

外部門は存在していない。海外部門が意識されだしたのは、1950 年の労働争議によりトヨ

タ自動車販売が分割され、トヨタ自動車販売内の組織に、完成車両の輸出担当部として輸

出部が設置されてからで、朝鮮特需を受注することから活動が開始された。しかし、特需

が一段落してからは、海外に販売店は一店もなく、わずかに GHQ 経済科学局の斡旋や、米

軍の軍需援助費による買付車程度しかなかった。1956 年後半から、アメリカと東南アジア

諸国との相互防衛援助計画に基づく APA 特需（UA army procurement Agency in japan 在

日米軍陸軍調達本部）により、5年間で約 5 万 1 千台の大量受注を得た。また 1951年 4月

に、当時は米軍の統治下にあった沖縄に、沖縄トヨタ自動車株式会社を設立し、完成車の

輸出を開始した。 

その後もトヨタ車の輸出は完成車が中心で、アメリカでは 1957 年 10 月に米国トヨタ販

売会社（Toyota Motor Sales USA．Inc）を設立し進出を開始したが、何時間も連続高速

運転をする、といった使用条件の違いから、馬力不足・高速安定性の欠如といった不具合

が発生し、販売ははかばかしくなかった。その後の商品改良により、1970 年代には日米貿

易摩擦の原因として自動車が問題視されるまで成長したが、組織上の大きな変化はなかっ

た。 

1982 年のトヨタ自動車工業とトヨタ自動車販売の合併に伴い、完成車両の輸出に伴う、

商品企画・価格検討・輸出台数計画を担当する輸出本部（中国向けは豪亜部が担当）と、

海外生産工場の技術・生産技術の支援活動をする海外生産部が設立された。海外生産活動

を本格化させる体制が整備され、当時の社長である豊田章一郎は「海外元年」（トヨタ自動

車 2012：743頁）、と称し、海外はこれからとの認識であった。 

 その後は、輸出本部、海外生産技術部門の組織強化が中心に行われ、1997年に中国部が

独立して設立され、トヨタの中国進出の意欲を明確にした。現在は中国本部へ格上げされ、

中国での生産拠点、完成車両輸出ともに中国本部で検討し対応する体制となっている（図

16）。 
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図 16．トヨタの海外部門（中国）組織の変遷 

 

1937 年(創業時)               該当部署なし 

 

1950 年（労働争議時に工販が分裂） 

           トヨタ自動車工業            トヨタ自動車販売 

            該当部署なし               輸出部 

 

1960 年（元町工場建設） 該当部署なし       

1962 年（輸出本部）                        輸出本部 

                                  極東部 

 

                      トヨタ自動車 

1982 年（工販合併）        海外関係部門―------豪亜部 

                  技術・生産技術部門――海外生産部 

                                

1989 年（組織フラット化）     生産技術部門―――― 海生技術部 

                 アジア部 

 

1997 年（中国部が設立）      生産技術部門――――海生企画部           

                          海生生技部 

海外関係部門 ―――海外企画部  

海外ﾏｰｹﾃィﾝｸﾞ部 

海外サービス部 

海外部品部 

海外 C&A 部 

中国部 

 

2003 年（本部制の導入）       生産技術本部 

                   海外企画本部 

                   中国本部 

                        

2012 年以降             生産技術本部 

                  中国本部 

 

出所：トヨタ自動車株式会社（2012）『トヨタ自動車 75 年史』を基に筆者作成 

 

トヨタのグローバル展開を海外自動車生産拠点から見ると、第二次世界大戦後のトヨタ

の最も古い海外自動車生産拠点は、1959年 5月に生産が開始されたブラジルの「Toyota do 

Brazil Ltda. （ＴＤＢ）」で、四輪駆動車の「ランドクルーザー」の生産から開始した（表
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28）。当時のトヨタで競争力のある車両は米軍と警察予備隊の要望で開発した四輪駆動車

の「ランドクルーザー」しかなかった。 

その後、1970 年代から完成車両（CBU）の対米輸出拡大に伴う日米の貿易摩擦が拡大し、

1983 年 2 月に米ゼネラルモーター(ＧＭ)と合弁でＮＵＭＭＩ (New United Motor 

Manufacturing, Inc.)を設立した。1982 年にＧＭが閉鎖したカリフォルニア州フリーモン

トの工場を譲り受け、1984 年 12 月より本格的にカローラの生産を開始し、トヨタとして

は初の大規模海外生産工場となった。しかし、2009 年 6月、ＧＭの破産後、再建のために

国有化され、トヨタとの合弁事業の解消が発表され、2010 年 4 月に 25 年間続いた車両生

産活動が終了した。 

トヨタの海外生産事業が本格化したのは、1982年のトヨタ自動車工業とトヨタ自動車販

売が合併し、トヨタ自動車が設立された時からであり、「海外元年」と海外はこれからとの

認識であった。中国へ本格的に推進する体制を構築したのは 1997 年に中国部が独立して

設立された以降である。背景としては、1995 年から、天津に主要ユニットや部品を手がけ

る合弁企業 4 社を相次いで設立し、1998 年に四川省成都市での商用車生産工場の設立と、

トヨタが中国での生産活動を本格化させることになったからである。 

 

表 28 ．トヨタの主要海外自動車生産拠点（2018年実績） 

国名 拠点名 生産開始 

年月 

生産車種 2018 年 

生産実績 

ブラジル Toyota do Brasil Ltda. 

（TDB） 

1959 年 5月 カローラ 

エティオス 

209 千台 

南アフリ

カ共和国 

Toyota South Africa 

Motors (Pty) Ltd (SAM） 

1962 年 6月 カローラ 

ハイラックス 

136 千台 

 

タイ Toyota Motor Thailand 

Co., Ltd. (TMT） 

1964 年 2月 カローラ、カム

リ、ﾊｲﾗｯｸｯｽ 

589 千台 

インドネ

シア 

PT.Toyota Motor 

Manufacturing Indonesia 

(TMMIN） 

1970 年 5月 イノーバ、ヴィオ

ス 

186 千台 

台湾 国瑞汽車 1986 年 1月 カムリ、カロー

ラ、ヤリス 

94千台 

アメリカ Toyota Motor 

Manufacturing, Kentucky, 

Inc. （TMMK） 

1988 年 5月 カムリ、アバロン 430 千台 

カナダ Toyota Motor 

Manufacturing Canada 

Inc. （TMMC） 

1988 年 11

月 

カローラ、RAV4 497 千台 

イギリス Toyota Motor 

Manufacturing (UK) Ltd. 

（TMUK） 

1992 年 8月 アベンシス、オー

リス 

129 千台 

https://ja.wikipedia.org/wiki/1982%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/2009%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A0%B4%E7%94%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E6%9C%89%E5%8C%96
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トルコ Toyota Motor 

Manufacturing Turkey 

Inc. （TMMT） 

1994 年 9月 バーソ、カローラ 260 千台 

アメリカ Toyota Motor 

Manufacturing, Indiana, 

Inc. （TMMI） 

1999 年 2月 セコイア、ハイラ

ンダー 

422 千台 

中国 四川一汽豊田汽車有限公司 

(SFTM） 

1999 年 12

月 

コースター、プラ

ド、RAV4 

183 千台 

インド Toyota Kirloskar Motor 

Private Ltd. （TKM） 

1999 年 12

月 

カローラ、イノー

バ 

161 千台 

フランス Toyota Motor 

Manufacturing France 

S.A.S. （TMMF） 

2001 年 1月 ヤリス 249 千台 

中国 天津一汽豊田汽車有限公司 

(TFTM) 

2002 年 10

月 

ヴィオス、カロー

ラ、クラウン 

536 千台 

中国 広汽豊田汽車有限公司

（GTMC） 

2006 年 5月 カムリ、ヤリス、 

ハイランダー 

599 千台 

注）生産開始年月順に中国生産拠点成立まで記載             

出所）トヨタ自動車 HP を基に筆者作成 

https://global.toyota/jp/company/profile/facilities/manufacturing-

worldwide/asia.html(2020 年 3 月 17 日)  

 

7.3．戦後発展期の中国自動車産業の変遷 

7.3.1 戦後発展期の中国自動車産業 

中国の自動車生産は、毛沢東の指令で 1953 年ロシアの自動車メーカー、ジルの支援によ

り第一汽車製造廠が設立され、「解放牌」57の生産から始まった。一方、自力更生（地域一

貫生産）が主張され、1972 年には一省一工場体制がとられ、各地域に工場が分散すること

となった。しかし、この時期に政策の一貫性はみられず、顕著な自動車産業の発展はみら

れなかった。 

その後、鄧小平は 1978 年「改革開放」政策のなかで、自動車産業を中国の基幹産業にす

ることを明確にし、国内自動車メーカーが海外から技術を導入し、合弁会社の設立を支援

し、自動車産業の発展を促そうとした。1978 年当時の中国の自動車生産台数は年間 15 万

台でトラック中心（12.5 万台）という規模であった。1980 年代に「技貿結合政策」58と呼

                                                   
57 第一汽車は 1953 年にロシアの自動車メーカージルの支援により設立され、1956 年から生産

が開始された、ソビエト連邦のトラックをベースとした中国人民解放軍の ZIL-157 をベー

スとする軍用トラック、解放・CA30 であった。 
58 1980 年に始まった政策で、市場開放と引き換えに海外技術を導入するもので、輸入完成車

に 100％の高関税をかけ、一方で外資企業の現地生産を奨励するもの。 

 具体的にはトラックと主要部品の図面を中国政府に供与する代わりに、対価の代わりとし

て日本製トラックを中国が購入した。 

https://global.toyota/jp/company/profile/facilities/manufacturing-worldwide/asia.html
https://global.toyota/jp/company/profile/facilities/manufacturing-worldwide/asia.html
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AD%E3%82%B7%E3%82%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%AB_(%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A)
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BD%E3%83%93%E3%82%A8%E3%83%88%E9%80%A3%E9%82%A6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%A8%E7%89%A9%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E4%BA%BA%E6%B0%91%E8%A7%A3%E6%94%BE%E8%BB%8D
https://ja.wikipedia.org/wiki/ZIL-157
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E8%A7%A3%E6%94%BE%E3%83%BBCA30&action=edit&redlink=1
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ばれる海外技術導入政策がトラック・貨物車の部分で行われ、日本のいすゞ、日野、ダイ

ハツの技術が導入された。また、1985 年には独フォルクスワーゲンの中型乗用車「サンタ

ナ」の KD生産を上海汽車トラクター工場で開始した。その後、「上海サンタナ共同体」を

組織し、部品の国産化を推進した。 

1980 年代の半ばから 1990 年代初頭までは、輸入車の急増もあり、中国の乗用車市場は

大きく伸びたが、政府の乗用車参入制限により、現地生産乗用車は上海大衆、広州プジョ

ー、天津夏利等の極限られたものであった。その結果、市場全体が｢供給不足｣の状態にあ

り、需要に追いつかない売り手市場であり、競争がなく、車両価格も高価なものであった。

この時期の日系自動車メーカーの進出状況は、1984 年にダイハツ工業と天津汽車との「夏

利（シャレード）」の技術提携、1990 年にトヨタと金杯汽車工業の瀋陽金杯客車製造で商

用車「ハイエース」での技術提携（1991 年生産開始）、スズキと長安汽車の合弁会社であ

る重慶長安スズキ汽車有限公司（1995年生産開始）とごくわずかであった。 

外国の自動車メーカーが中国進出を検討し始めた 1980 年の中国自動車生産台数は、表

29のように、22万台と、日本 1,104 万台の 50分の 1、米国 801 万台の 40 分の 1と、わず

かな量であった。 

 

表 29．第二次世界大戦後の日米中の自動車生産台数推移 

年度 中国 米国 日本 

1950 年 ＮＡ 801 万台 3万台 

1960 年 2万台 791 万台 48万台 

1970 年 9万台 828 万台 529 万台 

1980 年 22万台 801 万台 1,104万台 

1990 年 51万台 978 万台 1,349万台 

2000 年 207 万台 1,280万台 1,014万台 

2010 年 1,827万台 774 万台 963 万台 

2018 年 2,781万台 1,109万台 923 万台 

出所）Global Note より筆者作成 

 

7.3.2 戦後発展期の中国自動車政策の変遷 

1987年 10月に開催された国務院北戴河会議で、従来のトラック中心の産業育成方針を、

乗用車中心へ変更することを決定した。乗用車生産においては集約化を進めようと、第一

汽車、第二汽車、上海汽車を国の乗用車基地に指定した「汽車工業 2000 年発展計画大綱」
59が出された。その後、地方政府の「軽型乗用車」に車種限定した乗用車生産の強い要求に

より、1988 年 12 月に『国務院関于厳格控制轎車生産的通知』が発表された。その内容は、

国が第一汽車、第二汽車 60、上海汽車の三つの乗用車基地と、天津夏利、北京ジープ、広

                                                   
59 1987 年国務院国家計画委員会が打ち出した乗用車生産三拠点計画であるが、1984 年からダ

イハツと技術提携で生産していた天津汽車、1985 年から米国 AMC（現、クライスラー）と

ジープ生産を行っていた北京汽車、1985 年から広州プジョーが追加となった。 
60 1968 年に毛沢東の号令により、1969 年に内陸部の湖北省十堰市にて設立され、当時は中国

https://ja.wikipedia.org/wiki/1968%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AF%9B%E6%B2%A2%E6%9D%B1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B9%96%E5%8C%97%E7%9C%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B9%96%E5%8C%97%E7%9C%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E6%9D%B1%E5%8C%97%E9%83%A8
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州プジョーの三つの生産拠点だけをサポートし、新たな乗用車生産拠点の設立を認可しな

いと規定した、「三大三小」体制が形成された。その後、軍需企業の民生品への転換促進を

するために、1992 年 4 月に、貴州航空工業と重慶長安機器が軽乗用車の生産拠点として国

に認可され、乗用車を 8 社に集約させる「三大三小二微」体制が出来上がった。 

1989 年には長春では第一汽車で高級乗用車「アウディ 100」の KD 生産を開始し、国家プ

ロジェクトである「乗用車生産 15 万台計画」を始動させた。1992 年には上海汽車と独フ

ォルクスワーゲン(以下、ＶＷ)の合弁会社である上海大衆が設立され、「サンタナ」が生産

されるようになった。しかし、上海大衆、一汽大衆に移籍した中国人技術者は、外国モデ

ルを解体し、部品ごとのリバースエンジニアリング 61を実施するに留まり、1990 年代中頃

までは車体の改良しか進まなかった。そのため、ＶＷはかって、ブラジル、アルゼンチン

や南アフリカでなどで生産されていた車両を、中国仕様に変更して導入した。 

1994 年には中国政府は自動車工業産業政策を策定し、2000 年までに年産 300 万台をめ

ざし、自動車産業を基幹産業に位置づけることを明示した。そして、海外自動車メーカー

が、中国で生産活動をするためには、現地自動車メーカーとの折半出資による合弁企業の

設立が要件となった。海外メーカーの無秩序な拡大防止のため、同一外資グループには、

同一カテゴリー（乗用車類、商用車類、オートバイ類）の自動車合弁企業の設立は 2 社ま

でと制限された。さらに、合弁会社での生産は「1 社 1 車種ブランド」が原則とされ、政

府がその車種ブランドを主導したが、民族系自動車メーカーには当該規程は適用されず、

外資と民族系では異なった対応となった。このことは、海外メーカーから技術は導入する

が、中国自動車市場を海外メーカーで席捲するものではなく、民族系自動車メーカーを育

成することを意味している。 

1995 年 1月李嵐清副首相は、2010 年に乗用車生産を年間 400 万台に高めるため、「競争

力を持つ大型企業グループ化をしなければならない」と、自動車業界再編の必要性を強調

した。これは、年産 100 万台以上の企業グループを 3～4 社設定し、将来性のある企業へ傾

斜投資する方針であり、その中核企業としては、第一汽車、上海フォルクス･ワーゲン、東

風汽車、天津汽車と目された。必要な技術と資金を求め、協力してくれる外国メーカーを

募集し、1996 年に最終的な相手先を決定することにより、国際的な競争力に富んだ、自動

車産業の育成をしようとした。そして、1996年以降、中央政府は乗用車生産の新規参入を

認める方針を打ち出し、多くの外資自動車メーカーが参入した（表 30）。 

2001 年に中国は世界貿易機関（WTO）に加盟したのに伴いし、2006 年までに乗用車の輸

入関税を、段階的に従来の 80％から段階的に 25％に引き下げ、輸入数量制限も 2005年ま

でに撤廃した。自動車部品についても、段階的に従来の 25％から 10％へ引き下げた。自動

車産業政策面では、1990 年代に促進された「三大三小二微」政策が実質的に消滅し、海外

メーカーが中国での事業機会が増加した。（表 31） 

また、2003年には、当時の自動車購入は現金取引が主流で、自動車ローンは国内銀行に

限っていたが、個人の乗用車購入意欲を満たす上で、自動車ローンの役割を重視し、外資

                                                   
東北部で 1953 年に設立された「第一汽車製造廠」に対して「第二汽車製造廠」と呼ばれ、

1992 年に製造しているトラックのブランド名から東風汽車公司へ改名した。 
61 リバースエンジニアリング(Reverse Engineering)とは、完成された製品から、製造方法・

動作原理・設計図・ソースコード等を調査すること。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E6%9D%B1%E5%8C%97%E9%83%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/1953%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AC%AC%E4%B8%80%E6%B1%BD%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/1992%E5%B9%B4
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の参入を認めるという自動車周辺産業の改善にも着目した。 

 

表 30．中国自動車産業の変遷 

項目 1950 年 

～1970 年 

1980 年 

～1990 年 

1990 年 

～2000 年 

2000 年 

～2010 年 

2010 年 

～ 

中央政府 

の政策 

中型トラッ

クが中心 

乗用車は贅

沢品 

先進国から技

術導入による 

製造レベルの

格差是正 

乗用車生産

に制限を加

えたうえで

開放 

WTO の加盟

（関税下げ、

市場競争） 

R&Dの設置等、

量から質への

転換 

地方政府 

の政策 

地方企業の

自動車生産

を支持 

地方産業の育

成策により自

動車企業乱立 

地方保護主

義の台頭 

地方民営自

動車企業の

台頭 

国有企業改革

が提唱される

が地方保護主

義から進まず 

自動車市

場 

 

強制代替 市場開放 

需要台頭 

乗用車輸入

の急増 

WTO 加盟 

市場の高度

化 

世界一の市場

に市長 

外国企業 

の動向 

 

中国進出が

遮断から制

限へ移行期 

完成車・部品

生産の開始 

中国市場参

入競争の激

化 

市場拡大に

伴う量的対

応期 

R&D の設置に

よる技術高度

化 

出所）各種資料を参考に筆者作成 

 

表 31．主な中国外資合弁自動車メーカー設立状況 

設立年 合弁自動車会社 外資メーカー 備考 

1983 年 北京ジープ 米ＡＭＣ（クライスラー） 2007 年北京ベンツに分離 

1985 年 上海大衆汽車 独ＶＷ  

1985 年 広州プジョー 仏プジョー 1997 年合弁解消 

1991 年 一汽大衆汽車 独ＶＷ  

1992 年 （東風）神龍汽車 仏プジョー・シトロエン  

1993 年 重慶長安鈴木汽車 スズキ 2018 年合弁解消 

1997 年 上海通用汽車 米ＧＭ  

1998 年 広州ホンダ汽車 

 

ホンダ 広州プジョー資産購入 

現在は広汽ホンダ汽車へ変

更 

2000 年 

 

天津トヨタ汽車 

 

トヨタ 現在は天津一汽トヨタ汽車

へ変更 

2001 年 長安福特汽車 米フォード  

2002 年 北京現代汽車 韓現代 北京いすゞの資産購入 

2003 年 華晨宝馬汽車 独ＢＭＷ  
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2003 年 

2003 年 

東風日産乗用車 

東風ホンダ汽車 

日産 

ホンダ 

 

2004 年 広州トヨタ汽車 トヨタ 現在は広汽トヨタ汽車へ変

更 

出所）各種資料を参考に筆者作成 

 

7.3.3 中国自動車政策の現状と特徴 

中国は 2001 年 12 月に WTO へ加入したにも係わらず、現在でも、外資メーカーが中国 

で自動車を生産するにあたり、多くの自動車政策上の制限がある。根拠法としては、2004 

年 5 月に自動車産業発展政策が公布され、それまでにあった国産化比率、輸出実績などが

削除されたものの、自動車完成車・専用自動車・農業用輸送車・オートバイの内外合弁製

造企業における中国側の持分比率は 50％以上と、1994 年に公布された自動車工業政策の

まま変更がなされておらず、外資メーカーが中国で自動車合弁会社の資本の過半数をとる

ことはできない。 

また、1 つの外資メーカーが中国に設立できる同種の自動車完成車製造の合弁会社は 2 

社までに制限されている項目も残ったままであり、外資メーカーは自由に合弁相手先を選

定できない。 

2017 年 6 月に、国家発展改革委員会と商務省が「外商投資産業指導目録」（外商投資ガ

イドライン）で、純電気自動車（EV）等のエコカーの自動車メーカーを設立する場合は、

合弁事業数の制限が緩和され、外資 1 社につき中国パートナー2 社までの合弁事業しか認

めない「2 社ルール」の適用外となった。これにより 2017年 5月にＶＷが、従来の合弁相

手先である第一汽車、上海汽車に加え、3 社目となる安徽省江准汽車との合弁事業が国家

発展委員会の認可を得た。中国の民族系メーカーが国内の他の自動車製造会社と合弁事業

をする場合には 2社までの制限は適用されない。 

上記の規程は日系自動車メーカーに対しては厳格に執行されており、2012 年富士重工と奇

瑞汽車が中国東北地区で合弁会社の設立で合意していたが、富士重工の筆頭株主がトヨタ

（持ち株比率 16，5％）であり、すでに、第一汽車と広州汽車と合弁しているとの理由で

中国政府の認可がおりなかった。（2012 年 5 月 12 日ﾚｺｰﾄﾞﾁｬｲﾅ） 

  

＜現状の中国の主な外資自動車メーカーへの規制＞ 

①外資自動車メーカーは、単独で自動車製造工場を設立できない。 

②外資自動車メーカーの中国地場自動車メーカ―との合弁時の資本金比率は 50％以下 

（外資自動車メーカーは資本の過半数を取得できない） 

③外資自動車メーカーの合弁相手先は 2 社まで 

④自動車メーカーは車体に「製造者名」を表記 

  （例：天津一汽トヨタ自動車の生産車はトヨタマークと天津一汽トヨタマークを表示と

なる） 

 

7.4 トヨタの完成車輸出 

トヨタの海外進出の基本姿勢は、完成車の輸出販売時には車両販売とともに「サービス
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品質」をいかに維持するか、車両の現地生産時には、トヨタブランド維持のための「生産

品質」へのこだわりを、進出事業の形態から探ってみる。 

 

＜戦後のトヨタの完成車による中国進出経緯＞ 

1964 年：新中国成立後、初の高級乗用車「クラウン」輸出を開始。 

1980 年：北京に TASS（トヨタ認定サービス、ステーション）1 号店「北京市豊田汽車維修

服務中心」設立。 

トヨタ北京駐在員室を開設 。 

1981 年：長春第一汽車にて、トヨタ生産方式生産管理の指導 

1985 年：北京及び広州のサービストレーニングセンターを開設 

1987 年：トヨタ自動車の協力による中国初の自動車教習所が完成  

1990 年：中国汽車工業トヨタ金杯技能工養成センターを設立し、第１次支援を開始 

1993 年：トヨタモーター（チャイナ）株式会社（TMCL)を設立 

 

7.4.1 間接貿易の開始 

戦後の中国の自動車産業の始まりは、外国企業にとっては、スポット的な完成車輸出が

ビジネス上は重要であった。トヨタは、1964 年に高級乗用車皇冠（クラウン）を要人送迎

用車両として 64 台輸出したことから始まる。 

中国に輸出した車両のアフターサービスを充実させるため、豊田通商と共同で、1980 年

７月に外国自動車メーカーとしては初となる、トヨタ認定サービスステーション（TASS：

Toyota Authorized Service Station）の事業を開始した。TASS とは、現地資本のサービ

ス工場に対して、トヨタが技術指導して認定する制度であり 1980 年 7 月に北京に第 1 号

の TASS が発足して以降、1982 年には広州にも展開した。また、TASSに従事する整備士の

技能向上を目的に、1985 年 11 月にサービス・メカニック育成のため、北京と広州の TASS

内に外国自動車メーカーとしては初となるトレーニングセンターを設置した。1990 年代の

初めまで、トヨタの中国での事業は、日本からの完成車輸出が主体であり、現在の中国販

売事業の礎となった（『トヨタ 75 年史』2012）。 

 

 
写真 4．1964 年に高級乗用車クラウンを初めて輸出 

出所）トヨタ自動車（2018）『2017 丰田汽车公司概况』 
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写真 5．1980 年北京のトヨタ認定サービスステーション設立  

出所）トヨタ自動車（2018）『2017 丰田汽车公司概况』 

 

7.4.2 直接貿易の発展 

1993 年 5 月に従来の商社ルートを整理し、初のディストリビューター62として、トヨタ

モーター（チャイナ）株式会社（TMCL：Toyota Motor China Co.Ltd）を豊田通商と共同

出資で香港に設立した。当時は、中国本土内に外国資本の貿易会社の設置が禁じられてい

た。TMCL は、トヨタ認定サービスステーション（TASS）や、トヨタ認定部品商（APD：

Authorized Parts distributor）などを傘下に有していた。TASS はトヨタが中国で乗用車

の本格生産を始める天津トヨタ自動車が設立された 2002 年までに、中国全土で 70 カ所余

りがネットワーク化され、のちの認定販売店の基礎を築いた（『トヨタ 75 年史』2012）。 

 

7.4.3 自動車周辺事業の展開 

1987 年 6月に自動車運転技術向上支援のため、中国初の自動車教習所となる首汽豊田自

動車運転手訓練センターを設立・支援し、無償で設備提供、指導員育成を行った。その後、

中国国内へ展開され、運転技術向上へ寄与していった。 

1990 年には中国汽車工業トヨタ金杯技能工養成センターを設立し、自動車産業を支  

える技能者の育成を支援した。また、当該センターは瀋陽金杯汽車で生産する「ハイエー

ス」の技能者養成の側面支援を担っている。その後のトヨタの天津、広州合弁事業時に、

生産技術エンジニアの育成にも利用されており、中国の自動車製造の専門人材育成の面か

らも貢献しており、その卒業生が、現在中国各地で活躍している。 

トヨタ車の現地生産の本格化に備えて販売網の整備に注力し、天津トヨタ自動車（現・

天津一汽トヨタ自動車、TFTM）の生産開始を翌年に控えた 2001 年には、販売業務を統括す

るトヨタ自動車（中国）投資有限会社（TMCI：Toyota Motor (China) Investment Co.Ltd）

を北京に設立した。当初計画では、中国生産トヨタ車、輸入トヨタ車を統括して販売する

会社をめざしたが、中国の外資規制のため不可となり、天津トヨタ生産車のマーケティン

グ機能のみ認可された。その後、2003年に第一汽車との合弁で、一汽トヨタ自販（FTMS：

Faw Toyota Motor Sales Co.Ltd）を設立した。これにより、一汽トヨタ系の合弁生産車

両は FTMSが扱うことになった。 

                                                   
62 ディストリビュータ（distributor）は卸売業者や販売代理店のこと。元々「配給者」「卸売

業者」などといった意味がある。特に小売店に対してメーカーや商社などから仕入れた品

物を卸す業者のことを指す。 

http://www.weblio.jp/content/distributor
http://www.weblio.jp/content/%E5%8D%B8%E5%A3%B2%E6%A5%AD%E8%80%85
http://www.weblio.jp/content/%E8%B2%A9%E5%A3%B2
http://www.weblio.jp/content/%E8%B2%A9%E5%A3%B2
http://www.weblio.jp/content/%E9%85%8D%E7%B5%A6
http://www.weblio.jp/content/%E5%8D%B8%E5%A3%B2%E6%A5%AD%E8%80%85
http://www.weblio.jp/content/%E5%8D%B8%E5%A3%B2%E6%A5%AD%E8%80%85
http://www.weblio.jp/content/%E5%91%B3%E3%81%8C%E3%81%82%E3%82%8B
http://www.weblio.jp/content/%E5%B0%8F%E5%A3%B2%E5%BA%97
http://www.weblio.jp/content/%E5%B0%8F%E5%A3%B2%E5%BA%97
http://www.weblio.jp/content/%E3%83%A1%E3%83%BC%E3%82%AB%E3%83%BC
http://www.weblio.jp/content/%E5%95%86%E7%A4%BE
http://www.weblio.jp/content/%E4%BB%95%E5%85%A5%E3%82%8C
http://www.weblio.jp/content/%E5%93%81%E7%89%A9
http://www.weblio.jp/content/%E5%93%81%E7%89%A9
http://www.weblio.jp/content/%E5%8D%B8%E3%81%99
http://www.weblio.jp/content/%E5%8D%B8%E3%81%99
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また、中国政府は、自動車市場の急速な拡大への対応や、外資開放策の一環として、2003

年に「自動車金融会社管理弁法」を発表した。これを受けて、同年 12月に自動車金融会社

設立の認可を得て、トヨタ自動車金融（中国）有限公司（TMFCN：Toyota Motor Finance 

(China） Co.Ltd)を北京に設立し、自動車販売金融や認定ディーラーへの融資業務を担っ

た（『トヨタ 75 年史』2012）。 

トヨタの海外進出の基本姿勢は、完成車の販売とともに「サービス品質」をいかに維持

するかを、基本としている。その為に、日本の自動車発展期と同様に、販売網の拡充と伴

に、自動車を使用する環境整備に努め、「サービスステーション」、「自動車運転教習所」、

「技能工養成センター」、「自動車金融会社」という周辺事業を整備しているところに特徴

がある。 

 

 

写真 6．1987 年首汽豊田自動車運転手訓練センターを設立  

出所）トヨタ自動車（2018）『2017 丰田汽车公司概况』 

 

 

写真 7．1990 年中国汽車工業トヨタ金杯技能工養成センターを設立  

出所）トヨタ自動車（2018）『2017 丰田汽车公司概况』 

 

7.5 トヨタの車両現地生産 

トヨタの中国現地生産は、第二次世界大戦前の 1940 年に天津で設立された、北支自動

車、1942 年に上海で華中豊田自動車から始まり、トラックを生産していいたが、終戦とと

もに、すべて中華民国へ接収された。戦後については、1972年当時の社長である豊田英二

が、現地生産を提案したが時期尚早ということで立ち消えとなった事から始まる。中国は

改革開放以降、外資導入による乗用車の現地生産の検討が始まり、中国側からトヨタへ中

国での現地生産を要請されたが、当時（1980 年初）のトヨタは、米国との貿易摩擦解消の

ため、アメリカへの工場進出を優先し、中国へ進出する余裕はなかった。しかし、このこ

とが中国側の反発をかい、それ以降のトヨタの中国進出は容易にはできなくなったと言わ
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れている。この時に、中国進出をはたしたのがＶＷであり、以降の中国自動車産業の牽引

役として成長した。その後、1983年に北京ジープ社、1984年に上海フォルクスワーゲン社

および広州プジョー社が設立され、外資との合弁による自動車産業育成策が始動していっ

た。 

本章では戦後の中国における自動車産業発展期に、トヨタは中国でどのような活動をし

ていたのかを解析する。トヨタの乗用車合弁事業の経緯について、『ビジネスジャーナル』

2012 年 10 月 3 日、『SAPIO』2014年 8 月 2 日号で、1978 年、鄧小平が訪日時にトヨタへ進

出を要請したが、時期尚早として拒否したと述べているのもがあるが、トヨタは通説を否

定している。 

 

7.5.1 商用車の現地生産 

①広東で小型貨物車「トヨエース」の SKD（組み付け）生産 

1983 年に広東第一汽車製配廠など 6 工場で、小型貨物車「トヨエースダブルキャブ」1

万 6,600 台の SKD・CKD 組立を開始し、1984 年 12 月に技術支援を開始したことから始ま

る。この時期からの人的交流が 2004 年の広州汽車集団との合弁事業に繋がることとなる。 

 

＜広東小型貨物車生産の経緯＞ 

1969 年春期  広州交易会に参加し、トヨタと中国の交流が始まる 

1983 年 5月  広東物資局、機械会社訪日団がトヨタを見学 

1983 年 10月  広東第一汽車製配廠など 6工場で小型貨物車「トヨエース」 

1万 6,600 台の SKD 組立開始 

1984 年 12月  広州にて「トヨエース」の技術支援を提供 

1985 年 5月  トヨタ広州駐在員室発足 

 

②トヨタの関連会社であるダイハツが天津汽車と技術支援契約 

1984 年にダイハツが天津の天津華利廠へ軽トラック「ハイゼット」の技術支援を開始し、

後に、天津汽車へ小型乗用車「シャレード（夏利）」の技術支援に繋がる。しかし、ダイ

ハツは、資本を含む、合弁事業へは発展しなかった。 

 

④ 瀋陽金杯汽車で商用車「ハイエース」の生産 

1988 年 11 月に遼寧省瀋陽の金杯汽車との間で、トヨタは豊田通商と共同で商用車の技

術援助契約を締結した。商用車「ハイエース」の技術援助を行い、生産から販売まで、ト

ヨタ独自のノウハウを提供し、金杯汽車は傘下の瀋陽金杯客車製造で、金杯ブランドの「ハ

イエース」を生産するという内容で、1991 年 11 月に 1 号車がラインオフした。当初、技

術援助の範囲はボデーのプレスと溶接に限られていたが、1992年には塗装や組立工程にま

で拡大した契約となった。金杯ブランドの「ハイエース」は、マイクロバスとして人気を

集め、このカテゴリーで中国最大のメーカーへと成長していった。(詳細については 10.4.1

参照) 

 

⑤ 成都市に四川トヨタ自動車を設立し、小型バス「コースター」の生産 
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内陸部の四川省では、四川旅行車製造廠との間でマイクロバス「コースター」の生産交

渉を進めていた。日本から完成車を輸出していた「コースター」は中国国内で人気が高く、

中国の中央・地方政府および自動車メーカー各社が現地生産を要望する車種であった。そ

して、中国政府が推進する、西部大開発計画と連動し、四川省成都市で、1998 年に四川ト

ヨタ自動車有限公司（現・四川一汽トヨタ自動車有限公司）を四川旅行車 50％、トヨタ 45％、

豊田通商 5％の出資比率で設立した。当初は、1993 年に日本でモデルチェンジした「コー

スター」の旧モデル用金型と、生産終了する生産設備を日本から移設し、投資額を節減し、

価格を抑えた製品を提供する計画であった。しかし、旧モデルなどの部品は、「自動車工

業産業政策」の「技術移転を行う本国で生産を終了した製品のプロジェクトは認可をしな

い」、という条項に抵触する恐れがあり、中国市場向けに新設計した「コースター」で、

事業を推進することへ変更となった。しかし、その規模は年間数千台と少なく、ベルトコ

ンベアもない手作業に近い生産ラインで、2000 年 12月に「コースター」1 号車のラインオ

フ式を行った（『トヨタ 75年史』2012）。 

なお、中国では「コースター」は乗用車（M 類）に分類され、四川トヨタ自動車はトヨタ

の中国乗用車生産事業の第一号となった。そして、中国政府が規定する自動車工業産業政

策の外資自動車メーカーの合弁相手先は 2社までというカードのうち 1 枚を、小規模な合

弁事業で使用してしまった。 

合弁相手先の四川旅行車製造廠は、四川トヨタ自動車の予定地に隣接する工場で、「コ

ースター」のコピー車を生産し、半額以下の値段で販売していたが、品質の向上が急務で

あった。また、四川旅行車製造廠の会社規模・財務内容から、これ以上の大きな投資は無

理であった。（詳細については 10.4.2参照） 

 

7.5.2 乗用車の現地生産 

1990 年代の初頭までには、欧米メーカーを中心に中国大手メーカーとの提携関係が  

ほぼ固まった。この間、トヨタは現地生産をめざし 1994 年に上海で合弁を検討したが米ゼ

ネラルモータース（以下、ＧＭ）に、広州では仏プジョー撤退後の合弁パートナーを検討

したがホンダに決定し苦しい状態が続いていた。そして、トヨタが提携できる中国企業は、

グループ企業のダイハツ工業が技術提携している天津汽車に限られていった過程を分析し

た。 

 

＜中国の自動車政策とトヨタの自動車生産プロジェクト対応経緯＞ 

年度     ＜自動車政策＞         ＜トヨタの対応＞ 

1964 年               高級乗用車「クラウン」を輸出開始 

1980 年 中国現地生産の打診     対米貿易摩擦解消のため米国進出を優先し拒否 

（変わりに、独ＶＷ進出）                                     

1980 年 小規模な会社が乱立     TASS（トヨタ認定サービスステーション）設立  

ダイハツ工業が天津汽車と製造技術提携契約 

締結（夏利、大発） 
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1986 年 技貿結合政策（中国と貿易しモノを販売するには技術開示） 

1987 年 汽車工業 2000 年発展計画大綱   

1988 年               金杯汽車と技術援助契約結 

（商用車「ハイエース」）                                     

1989 年「三大三小」政策（自動車ﾒｰｶｰの再編･集約） 

1992 年「三大三小二微」政策     トヨタが合弁できるのは天津汽車のみ 

1994 年 新自動車工業産業政策（「三大三小二微」政策は継続） 

     （外資が合弁企業を設立する中国側ﾊﾟｰﾄﾅｰは 2 社以内、出資比率 50%以内 

      合弁生産は「一社 1 車種ブランド」） 

1994 年               上海汽車との合弁を目指すが不可（現上海通用） 

1995 年               ﾌﾟｼﾞｮｰ撤退後参入を目指すが不可（現広汽本田） 

1995 年              中国国産化支援ｾﾝﾀｰ設立（現、トヨタ技術中心） 

1997 年               主要自動車部品の合弁 4社設立（天津） 

2000 年               天津トヨタ自動車設立（天津第一工場） 

2002 年                 第一汽車とトヨタ間で「合作協議書」締結 

(天津汽車集団を第一汽車が吸収） 

2004年   広州汽車と広州トヨタ自動車設立 

（現、広汽トヨタ自動車） 

 

図 17．トヨタの中国事業の変遷 

項目 1950 年 

～1970 年 

1980 年 

～1990 年 

1990 年 

～2000 年 

2000 年 

～2010 年 

2010 年 

～ 

完成車輸

出 

    1964 年     

広州 

( ト ヨ エ

ース) 

 技術援助契約   

1985 年 

   

瀋陽 

（ハイエ

ース） 

 技術援助契約   

1988 年 

 

  1997 年 

  

四川 

 

長春 

 

    1998 年 

 

    

                 

 

2005 年 
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天津 

 

 

 

 

 

 

1995 年 

部品 

2000 年 

車両 

  

広州    2004 年  

出所）各種資料を基に筆者作成 

 

① 1970 年代の活動（日中交流開始時期） 

日中国交回復前となる 1971 年 9 月に、中国政府の要請を受け、戦後、西側諸国の自動車

メーカーでは初の訪中を日野自動車販売の荒川社長（当時）を団長とするトヨタグループ

代表団が果たし、中国自動車産業を視察・指導している。1972 年 9 月から 11 月の、日中

国交回復の直前のタイミングで、トヨタの招聘により中国第一機械工業部、第一汽車、上

海汽車、天津汽車等の 12 名からなる自動車工業視察団が来日し、トヨタを訪問したのは、

「将来、中国は巨大な自動車市場になるという、当時社長の豊田英二の読みが背景にあっ

た」という。そして、9 月 29 日の田中角栄首相と周恩来首相が、握手を交わした日中国交

正常化の歴史的瞬間の TV 報道を、トヨタの会議室で視聴した。この機会では、トヨタ車の

現地生産まで進まなかったが、小型トラック「ダイナ」を 1000台受注した。 

国交回復後は、1977 年日本自動車工業会の訪中団が、第一汽車で行った工場診断・アド

バイスが大きな反響を呼び、トヨタ生産方式が高く評価された。1978 年 6 月から 8 月にか

けて第一汽車の幹部がトヨタを訪問し、トヨタの主要機能全てについて受講した。その結

果、第一汽車からトヨタに対し、「工場診断・改善指導」の要請が出された。 

1978 年 11 月に、楠常務（当時）を団長とするトヨタ調査団が第一汽車を訪問し、解放

号（トラック）の生産ライン診断を行った。これらの結果、日野製大型トラック変速機の

技術提供と生産設備を第一汽車へ輸出することに繋がっていった。 

中国での乗用車生産については、改革開放後の 1978 年に中国側から北京汽車工業で、乗

用車の生産の申入れがあり、1979 年にトヨタは奥田部長（当時）らが北京汽車工業を訪問

し、中型乗用車「コロナ」の CKD 方式での進出形態を提案した。しかし、この件は、対米

貿易摩擦の対応が急務であったトヨタ側の事情により中国政府の要望を断わったとされ中

国側の反発を招き、それ以降のトヨタの中国での車両生産の進出は容易にはできなくなっ

てしまったと、伝聞されている。 

この事は、Jim Man(1990)に「1979 年から 80 年にかけての、この奇妙な空白期間は、

実は中国とトヨタ自動車との交渉が新たな、かつ重大な局面に入りつつあったということ

を、American Motors Corporation(以下、ＡＭＣ)関係者は、何年も後になって初めて知っ

た。（中略）日本人は競争する気がなかった。（中略）もし中国はトヨタの車を買いたいな

ら（中略）車そのものは日本で作るのだ。」（64頁）、と述べられている。当時は各社が外貨

バランスを取る必要があり、生産設備及び部品を輸入するために必要な外貨を自前で調達

する必要があった。そのためには製品輸出をしなければならず、技術的に未熟な製品を輸

出することは実質的に困難な条件であったことを北京ジープの交渉から見ても判る。しか
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し、その困難をＡＭＣは米国政府と共同で克服しており、トヨタの消極的対応と、真正面

から進もうとする日系企業との戦術の差異を感じさせる。 

 

上記の中国側からの申入れの拒否については、トヨタ系のシンクタンクである株式会社

現代文化研究所（2010）の『中国における自動車産業の成長とエネルギー政策に関する調

査研究報告書』のなかで次のように述べている。 

「元トヨタ中国事務所代表の嶋原氏が「中国政府は「技貿」政策から一歩進んだ技術提

携および生産企業設立を日・欧・米メーカーへ要請するも、トヨタとの話し合いは不調和

に終わる。これ以降、トヨタは車両生産に係わらない範囲で中国事業を展開するが、1988

年に瀋陽金杯汽車と商用車「ハイエース」の技術援助契約を締結している。いまとなって

は、中国政府の要請に十分応じられず、欧米メーカーに比して「出遅れ感」は否めないが、

当時を振り返ればむしろ米国への CBU63車輸出を日本メーカーとして主導的に進めていた

ことから、貿易摩擦への対応に追われていた。さらに、当時の中国は外貨不足の時代で、

生産プロジェクトを立ち上げても部品を買うための外貨がない状態にあり、ビジネスとし

て十分なりたたなかった(表 32)」（日本投資促進機構・嶋原信治事務局長へのインタビュ

ー） 

また、中日新聞社経済部(2007)、『トヨタの世界』では「トヨタは 1980年代、自動車産

業の育成を目指す中国政府から再三の進出要請を受けたが、当時最大の懸案だった貿易摩

擦を回避するため欧米への進出を優先した」（52 頁）と、記されている。 

 

表 32．中国改革開放当時の日・米・中自動車市場比較 

年度 項目 中国 米国 日本 

1970 年 自動車生産台数 87千台 8,284千台 5,289千台 

一人あたり GDP ― ― ― 

1980 年 自動車生産台数 222 千台 8,010千台 11,043 千台 

一人あたり GDP 309US＄  12,575US＄ 9,417US$ 

1990 年 自動車生産台数 509 千台 9,783千台 13,487 千台 

一人あたり GDP 348US＄  23,913US＄ 25,443US$ 

2000 年 自動車生産台数 2,069千台 12,800 千台 10,141 千台 

一人あたり GDP 958US＄  36,432US＄  38,533US$ 

2010 年 自動車生産台数 18,265 千台 7,743千台 9,629千台 

一人あたり GDP 4,524US＄ 48,310US＄  44,673US$ 

2016 年 自動車生産台数 28,118 千台 12,198 千台 9,204千台 

一人あたり GDP 8,113US＄  57,436US＄  38,917US$ 

注）一人当たり GDP は「一人当たり名目 GDP の US＄額」 

出所）Global Note より筆者作成 

                                                   
63 CBU(complete built-up の略)：完成車、自走可能な状態であり、いわゆる自動車販売店 

等で見られる状態。 
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GDP：IMF - World Economic Outlook Databases (2017 年 4 月版) 

※数値は IMF による 2017 年 4 月時点の推計 

SNA(国民経済計算マニュアル)に基づいたデータ 

 

一方、鄧小平からの申し入れを拒否したことが原因だという通説があり、『ビジネスジャ

ーナル』2012年 10 月 3 日号では内実を次のように赤裸々に述べている。「中国の最高指導

者、鄧小平（当時・副首相）は 1978 年 10月、日中平和友好条約の批准書交換のため中国

首脳として初めて来日し、昭和天皇や政府首脳と会談した。新日本製鐵の君津製鉄所、東

海道新幹線やトヨタ自動車、松下電器産業（現パナソニック）などの先進工場＆技術の視

察を精力的にこなした。（中略）鄧小平の要請で新日鐵は、上海の宝山製鐵所の建設支援を

決定。松下電器は、北京でブラウン管のカラーテレビの合弁工場をつくり、「雪中送炭」企

業として中国と友好関係を築いた。 

これに対し、トヨタは中国進出の要請を断った。帰国した鄧小平は「今後 30年間、中国

大陸でただの 1 台も（トヨタの）車を作らせるな。」と、部下に言い渡したと記述されてい

る。しかし、1978 年当時、鄧小平が訪問した企業に、トヨタは含まれておらず、自動車メ

ーカーでは日産自動車を訪問しており、事実誤認としてトヨタは否定している。 

 

＜1970 年代の経緯＞ 

1971 年 9月トヨタ関係会社訪中団が初めて中国訪問 

1972 年 9月中国自動車工業代表団がトヨタを訪問、小型トラック「ダイナ」を 1000台 

受注 

1978 年 6月第一汽車がトヨタにて研修 

1978 年 11 月トヨタが第一汽車を訪問し生産ライン診断、日野製大型トラック変速機の技

術提供と生産設備を第一汽車へ輸出することに繋がる 

1979 年 4月トヨタが北京汽車工業公司を訪問し、中型乗用車「コロナ」の CKD 方式での進

出形態を提案 

 

② 1980 年代の活動（米国進出を優先し、中国での対応が困難な時期） 

トヨタと第一汽車との関係については、1981 年 6 月に、トヨタの大野相談役（当時）が

第一汽車を訪問している。トヨタ生産方式の講義・現場で改善指導をし、トラック足回り

のモデルラインを 2 ヶ所作成し、他工場へ横展開できるようにしている。このことについ

ては、『SAPIO』2014 年 8 月 2 日号でも、「前後してトヨタも中国に調査団を送り込み、1981

年にはトヨタ生産方式の生みの親の大野耐一相談役（当時）が一汽を訪れており、自動車

産業を国家の基幹産業に据えようと動き出した中国政府の念頭にあったのは、トヨタだっ

たに違いない。しかし、トヨタは日米間最大の政治問題となった通商摩擦をいかに沈静化

させるかに知恵を絞っている最中であり、その解決のため 1984年、トヨタは GM との合弁

企業「NUMMI」を設立し、初の米国生産に踏み切った。そんな折、いくら日本のトップ企業

とはいえ、トヨタはドル箱の米国市場に人、モノ、金すべてをつぎ込み、中国を顧みる暇

が少なすぎた。」と、述べている。 

一方、当時の交渉に対する第一汽車側からの不満を、佐々木(2016)で「吉林大学の「関

http://www.imf.org/external/ns/cs.aspx?id=28
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係戸」から貰った「マル秘」資料には第一汽車がトヨタに関して 1980年代に提携を呼びか

けたが無視されたことに強い不満が書いてあった。「トヨタは中国の自動車の育成に力を

貸すつもりがない。GATT 交渉で中国の高関税を抉じ開けて、完成車で中国市場を席巻する

つもりだ。かくなる上は、国民に愛国教育を行なって、国産車購入精神を涵養しなければ

ならない。」（110 頁）と、述べており、トヨタの中国進出に対する消極的な態度が読み取

れる。 

しかし、表 32 のように、1980 年当時の中国の自動車生産台数は 22 万台と米国の１/40

の規模と小さく、また、現地生産時は外貨バランスを自社内で調整するという問題もあり、

商業的には米国優先の政策はやむをえないと筆者は考える。 

 

③ 1990 年代の活動（乗用車生産への挑戦時期） 

1994 年に社長の豊田達郎が、中国政府へトヨタの乗用車現地生産の意向を表明し、トッ

プ交渉を加速したが難航した。トヨタが合弁相手として考えていたのは、上海汽車と天津

汽車の 2 社であった。トヨタと上海汽車の合弁計画は、1989 年に当時の上海市長であった

朱鎔基から高級乗用車「クラウン」の合弁生産の打診から始まる。しかし、朱鎔基が中央

政府入りにともない立ち消えとなった。 

1994 年に三井物産の仲介により、宇宙・軍需産業を統括する国務院航空天工業部と高級

乗用車「クラウン」を上海で合弁生産について協議していた。しかし、1994 年に新しく発

表された自動車政策は、外資の進出条件として年間最低 15万台の生産能力が課され、当時

の航空天工業部の生産能力は年間 8 千台と大きな開きがあり、条件の達成は不可能であっ

た。それでもトヨタは最大の成長市場である上海にこだわり、1995年に上海汽車との中型

乗用車「カムリ」の合弁生産を検討した。合弁検討にはＶＷ、ＧＭと米フォード等との複

数社との競合となり、上海汽車はＧＭを選択した。背景としては、ＧＭは米国政府を代表

するような政治的交渉を行ったといわれている。 

1994 年 2月に広州汽車から撤退する仏プジョーの後釜として合弁の打診があったが、ト

ヨタは「他のメーカーの設備では造れない」と断った。しかし、ホンダは現物出資の広州

汽車集団と合弁し、中国側の設備を使用し、年間 3万台という小規模ではあるが、中型乗

用車「アコード」を生産し、大成功を起こすこととなった。トヨタは天津汽車集団と合弁

交渉開始の時期であり、積極的な対応はできない状況にあった。 

 

出所）嶋原信治(2017)を参考に筆者作成 

 

7.5.3 乗用車合弁事業の設立 

①1990 年代の活動 

トヨタは乗用車の現地生産の可能性を探り、交渉を続けたが難航していた。第一汽車や

東風汽車などの大手は既に欧米勢と合弁を組んでおり、上海汽車とも物別れとなっていた

トヨタは、グループ会社のダイハツ工業が技術支援している中堅の天津汽車に着目した。 

この間に、トヨタは社内体制の強化をはかるため、1994 年 10 月にトヨタグループの商

業車事業の再編を行い、「トヨタは小型車以上、日野はトラック、ダイハツ工業は軽自動車」

と、役割分担を明確化にした。また、1998 年 5 月にトヨタは日野、ダイハツ工業への出資
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比率を高め、子会社化し一体感をたかめるとともに、大型トラックから軽自動車までのフ

ルラインメーカーとして競争に備えた。トヨタ社内の組織面については、1997 年１月に「中

国事業」を従来の豪亜中近東部から独立し、中国進出を積極的に中国政府にアピールする

ようになり、準備を進めていた。 

1994 年に交付された「汽車工業産業政策」に織り込まれた部品産業の育成を重視し、完

成車両の生産より早期に部品産業の展開によりコア部品の生産が可能となるように、天津

汽車集団の自動車部品会社と合弁で裾野から整備を始めた。1995 年に中国国産化技術支援

センター（現 TTCC：Toyota Motor Technical Center （China）Co.Ltd）を天津市に開

設し、自動車部品国産化にむけて支援を始めた。これにより、デンソー、アイシン、豊田

合成等のトヨタ系部品メーカーが天津地区へ進出した。トヨタはこれを機に、1995 年から

1997 年にかけて主要ユニットや部品を手がける合弁企業の、アクスル（車軸）やデフを製

造する天津豊津汽車伝動部件（TFAP：Tianjin Fengjin Auto Parts Co.Ltd、1995 年設立）、

エンジン製造の天津トヨタ自動車発動機（現、天津一汽トヨタ発動機 TFTE：Tianjin FAW 

Toyota Engine Co.Ltd、1996 年設立）、鍛造部品製造の天津トヨタ鍛造部品（TTFC：Tianjin 

Toyota Forging Co.Ltd、1997 年設立）、プロペラシャフトなどを製造する天津津豊汽車底

盤部件（TJAC：Tianjin Jinfeng Auto Parts Co.Ltd、1997 年設立、2011年資本関係解消）

の 4 社を天津に設立した。天津地区で部品産業の育成に努めるトヨタの取り組みは、のち

に天津汽車との乗用車合弁事業へ結実していった。 

しかし、先に進出した部品合弁各社は、部品を生産しても搭載するトヨタ車がなく、販

売台数が伸びず、経営上は苦労することになった。 

 

②乗用車合弁事業となる「天津トヨタ自動車」の設立 

天津汽車との乗用車合弁事業は、1995年からの自動車部品事業の展開、及びダイハツ工

業と天津汽車が技術提携により生産をしていた小型乗用車「夏利」の後継車種計画を進め、

2000 年 6月、天津汽車との自動車合弁会社として天津トヨタ自動車を設立した。 

なお、この時期にトヨタは天津汽車で製造する「夏利」の百数十か所にのぼる製品改良、

トヨタ車をベースとした小型乗用車「夏利 2000」「威姿」「威楽」の導入に協力している。 

その後、2002 年 8 月、トヨタは 1970 年代末から技術交流などで接点のあった第一汽車

との間で、戦略的かつ長期的な共同事業の関係を構築することで基本合意した。第一汽車

は、上海汽車集団および東風汽車集団とともに「三大集団」を形成する中国の有力自動車

メーカーである。この合意に基づく「合作協議書」の調印式は、第一汽車の竺延風総経理

と、トヨタの張富士夫社長の出席のもと、北京の人民大会堂で行われた。第一汽車はこの

合作協議書の調印に先立ち、2002 年 6月に天津汽車と資本提携し、8 月には四川旅行車製

造廠との間で合作協議に合意と、第一汽車が一体的に事業展開していく体制が整えられ、

トヨタと包括提携 64を結んだ。なぜ、第一汽車は天津汽車という赤字企業を買収してまで

トヨタと提携したのだろうか。世界トップクラスに成長したトヨタを仲間にしておきたか

った、また、自動車需要の多い沿岸へ進出したいという第一汽車のニーズからではないか

                                                   
64 2002 年 8 月、トヨタは 1970 年代末から技術交流などで接点のあった中国第一汽車集団公司

との間で、戦略的かつ長期的な共同事業の関係を構築することで基本合意した。 
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と、筆者は推測する。 

一方、トヨタ側は、中国政府が規定する自動車工業産業政策の外資自動車メーカーの合

弁相手先は 2社までという規定から、四川トヨタ自動車、天津トヨタ自動車の 2社に限ら

れていたものが、両社が第一汽車へ統合されることになり、新たな相手先１社と合弁が可

能となり、後日、広州汽車集団との合弁へ発展する機会を得た。 

  

④ 天津トヨタ自動車の特徴 

設立当初の天津トヨタ自動車は天津夏利の工場の一角を間借りしたような自動車製造

工場としては異例に小さく、敷地面積 6 万平方メートル、投資額 1億ドル、従業員 850人

と、近接する天津トヨタ自動車エンジンの半分以下の規模であった。中国側は出来るだけ

既存の施設を利用し、資金投入を少なくしようとした。これは、1998年に設立が認められ

た広州ホンダと同様の手法であり、生産規模も年 3万台と、広州ホンダと同様である。 

生産車種は、ダイハツ工業と天津汽車が技術提携により生産をしていた「夏利」の後継

車種計画を進めており、小型乗用車となった。そして、エンジンは 1996 年に設立された天

津汽車集団との合弁事業である天津トヨタ自動車エンジン製で、会社設立時の現物出資設

備の中で、活用できたのは工場用地と鋳鉄鋳造設備であった。そこで、トヨタ製エンジン

のなかで、鋳鉄エンジンブロックを使用する 1300CC・8A 型と、1500CC・5A 型エンジンが

採用された。生産車種についてトヨタ側は世界中で成功している小型乗用車カローラを提

案したが認められず、小型乗用車「威馳（VIOS）」で決定され、2002年 10 月に、生産・発

売が開始された。（天津トヨタ自動車の詳細は 10.4.3 を参照） 

 

トヨタの中国現地生産については、商用車は需要量と生産のバランスが比較的うまくと

れ、順調に進展した。しかし、乗用車については、中国政府の政策に翻弄され、トヨタ側

が消極的な時期と、他外資自動車メーカーが次々と合弁事業を立ち上げ中で、積極的に転

ずるが、なかなか進展しない焦燥期に分けることが出来る。 

1970 年代、80 年代までの消極的対応時期の中国における自動車生産台数は 22 万台と、

米国（801 万台）の 1／40 と極めて少なく、それに加えて、外貨不足から自社で輸入用の

外貨調達が必要であり、また、現実の需要を無視した大規模生産工場建設の要求と、経済

合理性を追求する一般企業（トヨタ）では当然の判断結果といえる。しかし、今となって

いえることであるが、第一汽車との対立が、後に、中国国家そのものとの対立を意味する

ことを、感じる捕ることがトヨタ側はできなかった。結果として、中国政府の政治的意味、

中国の自動車産業の成長を読みきれなかったことが、トヨタの中国における乗用車合弁事

業進出の遅れた一要因といえるだろう。 

 

7.6 小括 

 中国の自動車産業発展期において、自動車産業を国家の基幹産業に据えようと動き出し

た中国政府の念頭にあったのは、トヨタだったに違いない。 

そこで本章の課題である、「戦後の完成車輸出期におけるトヨタの中国での活動」、中国

乗用車生産事業誕生までに発生した曲折から「乗用車合弁事業が遅れた理由」について次

のような分析結果となった。 
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① 「戦後の完成車輸出期におけるトヨタの中国での活動」 

トヨタは中国における完成車の販売体制の整備と共に、1980年にトヨタ認定サービスス

テーション（TASS）を設立しサービス品質の保証、1987年には中国初の自動車教習所とな

る首汽豊田自動車運転手訓練センターを開設し自動車の使用環境の整備を進めている。ま

た、1990 年に中国トヨタ金杯技能工養成センターを開設し、自動車技能者の育成を通じて、

中国の自動車産業の「人づくり」に寄与している。これは日本の自動車産業発展時と同様

の方法で自動車周辺事業の整備をしているところに特徴があり、中国自動車発展期の事業

戦略について、日本からの経路依存性があると言える。 

また、自動車合弁事業に先駆け、1995 年に中国国産化技術支援センター（現、トヨタ汽

車技術中心（中国）TTCC）を開設し、部品国産化の推進および、生産技術移転を進めてお

り、トヨタブランド維持のための「品質」へのこだわりと、トヨタの海外進出の基本姿勢

と言える内部成長による発展の思想が見える。 

② 「乗用車合弁事業が遅れた理由」 

 1970 年代、80 年代の中国側から進出要求がある時代と、1990 年代のトヨタが積極的に

進出を模索した時期に区分される。70年代、80 年代のトヨタは、同社の『社史』によると

日米間の最大の政治問題となっていた通商摩擦をいかに沈静化させるかに知恵を絞ってい

る最中であり、その解決のため 1984 年に GM との合弁企業「NUMMI」を設立し、初の大規

模海外生産事業となる米国生産に踏み切っていたと説明している。 

すなわち、トヨタは最重要市場の米国にヒト、モノ、カネすべてをつぎ込み、中国を顧

みる余裕がなく、中国の事情より、トヨタの経済合理性を優先させた。また、各合弁企業

で外貨バランスを量る必要がある、需要に見合わない大規模工場の建設などの中国からの

過大な要求も足かせとなったということである。 

その結果、90年代に入ると、主だった外資自動車メーカーと中国自動車メーカーは合弁

事業を成立させていたが、出遅れたトヨタの合弁先は、中小の天津汽車集団と四川旅行車

製造廠に限られた。また、トヨタは合弁先現物出資資産の有効活用に固執し、合弁先の財

務体質の脆弱さからも、限られた製品（VIOS）と生産規模になったというものである。 

しかし、それだけの原因であろうか。トヨタの組織の変遷を見ると、本格的に海外生産

事業の開始を表明したのは 1982 年以降であり、中国事業にいたっては、その専門部署であ

る中国部が設立されたのが 1997 年と、出遅れ感はいなめない。まさに、チャンドラーの

『組織は戦略に従う』のとおりと言えるのではないか。 

そのような背景には、当時のトヨタは日本からの完成車輸出で十分な利益が享受できて

おり、不確実な中国市場に魅力を感じていなかったからではないかと筆者は推測する。 

また、前述のようにトヨタは戦前の中国に、紡織工場、自動車工場をはじめ多くの企業

を運営していたが、終戦とともに中華民国に接収されたという経験がトラウマになってい

るのではないか。戦前を知るトヨタのトップから、中国進出は慎重にという意見を筆者は

間接的ではあるが耳にしている。 

次章で「乗用車合弁事業が遅れた理由」について、両岸関係から更に深堀する。 
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第八章．中・台自動車発展期におけるトヨタの事業戦略と両岸関係 

 

8.1．本章の背景と課題 

前章で、トヨタが中国で乗用車生産事業誕生までに発生した曲折から「乗用車合弁事業

が遅れた理由」を分析し、事業戦略面の課題を提起した。 

本章では、トヨタが中国での乗用車現地生産が遅れた理由を「両岸関係の観点」を追加

し、より深堀することにある。 

背景としては、ヴォーゲル(2019)は「台湾は、台湾でビジネスを行う日本企業に大陸で

の事業展開を認めなかった。日本企業がそれを強行すれば、台湾から追放するという警告

も発した。同様に大陸側も、大陸でビジネスを行う日本企業に台湾での事業展開を認めな

かった」(403 頁)、また「中国政府は、台湾との取引のある日本企業とは貿易を認めない

と発表した。日本企業は台湾との関係を断ち切ったように見せかけるため、ダミー会社を

作って台湾と貿易を続けたり、大陸中国との貿易を始めたりした」（417頁）と、述べてい

る。 

 また筆者は、2019 年 11月中国経済経営学会 2019年全国大会時に「トヨタの中国進出－

中国自動車発展期におけるトヨタの戦略－」というテーマで自由論題報告し、トヨタの中

国進出が遅れた理由をトヨタの社内体制と対比し、中国事業の戦略性について問題を提起

した。それに対し討論者である東京大学の丸川知雄から、トヨタの中国乗用車進出が遅れ

た理由に「トヨタは台湾で自動車生産をしており、その関係はないのか」との指摘があっ

た。 

 そこで、中国・台湾の自動車政策を踏まえ、トヨタがどのように中国・台湾で事業戦略

を展開してきたかを解析することにより、トヨタの中国乗用車現地生産にどのような影響

を与えたのかを分析する。本稿では両岸関係を、中国と台湾の自動車産業政策、および、

乗用車生産拠点の設置状況と定義する。 

分析の視角としては、中国と台湾の自動車産業政策、特に外資自動車メーカーを積極的

に招致開始した時期、および、外国メーカーが乗用車生産事業を設置した時期に着目する。

具体的には、外資自動車メーカーが中国へ乗用車生産事業を設立した時期において、「台湾

での製造拠点の有無」、および、「中国で乗用車生産の新規参入が促進された 1996 年の前か

後か」に分けて実態を比較する。 

 

8.2．戦後自動車発展期の中国と台湾の自動車産業政策 

8.2.1． 中国の自動車産業政策 

中国の自動車産業政策の詳細は 7.3.ですでに述べており、現在の自動車産業政策の基本

となった 1994年以降部分についてその概要を述べるにとどめる。 

1994 年には中国政府は自動車工業産業政策を策定し、2000 年までに年産 300 万台をめ

ざし、自動車産業を基幹産業に位置づけることを明示し、海外自動車メーカーが、中国で

生産活動をするためには、現地自動車メーカーとの折半出資による合弁企業の設立が要件

となった。海外メーカーの無秩序な拡大防止のため、同一外資グループには、同一カテゴ

リー（乗用車類、商用車類、オートバイ類）の自動車合弁企業の設立は 2 社までと制限さ

れた。さらに、合弁会社での生産は「1 社 1 車種ブランド」が原則とされ、政府がその車
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種ブランドを主導した。これは、海外メーカーから技術は導入するが、中国自動車市場を

海外メーカーで席捲するものではなく、民族系自動車メーカーを育成することを企図して

いる。 

1995 年 1月李嵐清副首相は、2010 年に乗用車生産を年間 400 万台に高めるため、「競争

力を持つ大型企業グループ化をしなければならない」と、自動車業界再編の必要性を強調

し、年産 100 万台以上の企業グループを 3～4 社設定し、将来性のある企業へ傾斜投資す

る方針を示した。その中核企業として、第一汽車、上海ＶＷ、東風汽車、天津汽車と目さ

れた。必要な技術と資金を求め、協力してくれる外国メーカーを募集し、1996 年に最終的

な相手先を決定することにより、国際的な競争力に富んだ、自動車産業の育成をしようと

した。そして、1996 年以降、中国政府は乗用車生産のための、外資の新規参入を認める方

針を打ち出し、多くの外資自動車メーカーが参入した。 

 

8.2.2． 台湾の自動車産業政策 

台湾の自動車産業は 1953 年に 厳慶齢によって資本金 200万新台幣で裕隆機器製造有限

公司（1960 年裕隆汽車製造有限公司へ改称、以下裕隆汽車）を設立したことから始まる。

台湾政府は国産化率の達成目標を課し、自動車部品産業の育成と外貨の節約をはかろうと

した。裕隆汽車は 1957 年に日産自動車と技術提携を結び技術の習得に努めた。台湾政府は

1961 年に「国産自動車工業発展弁法」を公布し裕隆汽車の保護をはかるなど「民族主義」

「自力更生」的な発展過程であった。 

1970 年代の台湾は、貿易収支の悪化から乗用車の輸入は禁止されていた。1979 年 8 月に

「自動車工業促進発展法案」が発表され国産化率の向上や品質管理の強化とともに、外国

メーカーとの提携による自動車産業の育成方針が示されたが、その内容は年産 20 万台以

上の小型乗用車工場を設立し、国産化率が 70％以上と厳しいものであった。また、輸出可

能な自動車を製造し、自動車産業の近代化を一気に図ろうとする内容（国富計画）で、背

景には、保護政策に甘んじ競争力の改善が進まない既存自動車メーカーに対する政府の不

満が存在した。 

1985 年になると、台湾政府は輸出義務の軽減を骨子とする、より自由化を進めた新しい

「自動車工業発展行政策」を制定し、台湾自動車産業の転換点となった。これにあわせて

輸入関税率の引き下げ、小型車の国産化率規制の緩和、外資・外国技術導入の奨励、自動

車生産メーカーの参入規制の緩和などの段階的自由化が行われ、外資メーカーの参入が進

んだ。 

さらに、2001年の WTO 加盟にともない、各種保護政策は段階的に縮小・廃止された。 

 

8.2.3． 中国と台湾の自動車産業政策の比較 

戦後の中国と台湾の自動車産業はほぼ同時期に開始された。発展経緯は表 33のように、

中国・台湾ともに自動車産業は政策的に保護され「自力更生」的な発展方向であった。し

かし、競争力の改善が進まずに外資自動車メーカーの参入が推進されたのは、台湾は 1985

年の「自動車工業発展行政策」に対し、中国は 1996 年以降、乗用車生産の新規参入を認め

る方針へ転換以降と、台湾のほうが約 10 年早く外資自動車メーカーからの積極的な技術

導入が始まっている。 

https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%8E%B3%E6%85%B6%E9%BD%A2&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E5%8F%B0%E6%B9%BE%E3%83%89%E3%83%AB
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自動車生産・販売台数というボリュームを別にすれば、台湾の自動車産業の技術水準は

中国に対し、10 年先行しているといえる。 

 

表 33．中国と台湾の自動車産業政策比較 

年代 中国 台湾 

1950 年代 1953 年ロシアの支援により第一汽

車製造廠が設立 

1953 年裕隆機器製造が設立 

1960 年代  1961 年「国産自動車工業発展弁法」 

(民族主義、自力更生) 

1970 年代 1972 年一省一工場体制 

1978 年「改革開放」 

（自動車産業を基幹産業とするこ

とを明確にした） 

1979 年「自動車工業促進発展法案」 

（外国自動車メーカーとの提携によ

る自動車産業育成方針） 

・年産 20万台以上の小型乗用車工場

建設 

・国産化率 70％以上 

・相当量の輸出 

1980 年代 1980 年「技貿結合政策」 

1987 年「汽車工業 2000 年発展計画

大綱」 

（トラックから乗用車中心へ産業

育成方針変更） 

1988年『国務院関于厳格控制桥车生

産的通知』 

（三大三小体制） 

1989 年「乗用車生産 15 万台計画」 

1985 年「自動車工業発展行政策」 

（自由化の推進） 

・輸出義務の軽減、国産化率緩和 

→多くの外資メーカーが参入 

1990 年代 1994 年「自動車工業産業政策」 

（2000 年までに年産 300 万台をめ

ざす） 

・海外自動車メーカーの出資比率

は 50％まで 

・海外自動車メーカーの自動車合

弁企業の設立は 2社迄 

・合弁会社での生産は「1社 1車種

ブランド」 

1996 年乗用車生産の新規参入容認 

（合弁相手となる海外自動車メー

カーの最終決定 

→多くの外資メーカーが参入） 

 

2000 年代 2004 年「自動車産業発展政策」（集  
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 約・再編） 

・国内シェア 15％以上のメーカ―

に対し、独自戦略容認 

・海外自動車メーカーの出資比率

は 50％まで 

・海外自動車メーカーの自動車合

弁企業の設立は 2社迄 

2006 年「第 11次五か年計画・自動

車の部」 

（自動車大国から自動車強国へ発

展） 

・合弁会社に「研究開発センター」

の設置 

出所）各種資料を基に筆者作成 

 

8.3．戦後自動車発展期におけるトヨタの中国・台湾事業 

8.3.1． トヨタの中国進出事業概要 

戦後のトヨタの中国進出の詳細については前述のように 7.4、7.5 で述べており、本章で

は、乗用車の現地生産に焦点をしぼり、深堀をしてみたい。 

中国での乗用車生産については、改革開放後の 1978 年に中国側から北京汽車で、乗用車

の生産の申入れがあり、1979 年にトヨタは北京汽車を訪問し、中型乗用車「コロナ」の CKD

方式での進出形態を提案した。しかし、中国政府から外貨枠確保の認可が下りず断念した

（嶋原 2017）。 

この件は、対米貿易摩擦の対応が急務であったトヨタ側の事情により中国政府の要望を

断わったとされ中国側の反発を招き、それ以降のトヨタの中国での車両生産の進出は容易

にはできなくなってしまったと、伝聞されている。 

第二次世界大戦後のトヨタの海外自動車生産拠点は（表 26）のように、1959 年 5 月にブ

ラジルの「Toyota do Brazil Ltda」で、四輪駆動車「ランドクルーザー」の生産から始ま

り、その後、南アフリカ、タイ、インドネシアと海外生産拠点を拡大し、海外生産の経験

を蓄積している。これらのことから、1979 年にトヨタが北京汽車へ中型乗用車「コロナ」

を CKD方式での進出提案は、生産技術的な問題は少ないと考えられる。一方、事業として

みた場合は表 27 のように、1980年当時の中国の自動車生産台数は年間 22 万台と米国の１

/40 の規模と小さく、また、現地生産時は外貨バランスを自社内で調整するという問題も

あり、商業的には米国優先の政策はやむをえないと考える。 

伝聞ではトヨタが中国側の要請を拒否したとされていが、トヨタは北京汽車からの依頼

に基づき、生産技術的に問題のない CKD 方式の進出計画案を提案しており、トヨタ側から

撤回するであろうか。北京ジープの交渉と同様、中国側から輸出条項や外貨バランスとい

う生産以外の解決困難な要素がなければトヨタからの撤回はないと思われ、中国政府の外

貨枠認可が下りなかったというのが真相ではないか。また、トヨタが交渉に消極的であっ

た背景には、日本からの完成車輸出で十分な利益が享受できたからと思われる。 
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なお、トヨタは当時、台湾での自動車生産拠点は 1973 年に六和汽車との提携を解消して

おり、自動車生産拠点を持っていなかった。しかし、台湾では 1979 年 8 月に「自動車工業

促進発展法案」が発表され、トヨタはそれに呼応して 1980 年 3 月に台湾当局へ外国人投

資新創業申請書を提出しており、台湾を優先したことも考えられる。 

トヨタと第一汽車との関係については、第一汽車側からの不満を、佐々木(2016)では「吉

林大学の「関係戸」から貰った「マル秘」資料には第一汽車がトヨタに関して 1980年代に

提携を呼びかけたが無視されたことに強い不満が書いてあった。「トヨタは中国の自動車

の育成に力を貸すつもりがない。GATT交渉で中国の高関税を抉じ開けて、完成車で中国市

場を席巻するつもりだ。かくなる上は、国民に愛国教育を行なって、国産車購入精神を涵

養しなければならない。」（110頁）、と述べている。この時期には、1981 年 6月に、トヨタ

の大野相談役（当時）が第一汽車を訪問し、トヨタ生産方式の改善指導をし、トラックの

足回りのモデルラインを 2ヶ所作成し、他工場へ横展開できるよう活発な交流を始めてい

た。しかし、トヨタの第一汽車に対する評価は、7.4で述べたように、「品質面ではすべて

の工場が不良品を生産 しているようだ」「作業方法は機械設備の損壊を加速させている」

「仕掛品が大量に存在し資金を寝かせている」「安全面はトヨタでは怖くて生産できない。

この状態で事故がなければかえっておかしいと」、厳しい評価をしており中国現地生産は

難しいと判断したのではないだろうか。 

 

その後、主な外資自動車メーカーが中国での乗用車生産合弁事業を進めるなか、出遅れ

たトヨタの乗用車生産への模索は、自動車需要の中心地である上海を中心に行われた。 

1989 年に上海汽車と高級乗用車「クラウン」の合弁生産、1994年に国務院航空天工業部

と高級乗用車「クラウン」を上海で合弁生産、1994 年 2月に広州汽車から撤退する仏プジ

ョーの後釜として合弁の打診があったが、いずれも成立しなかった。 

背景には、トヨタは天津汽車集団と合弁交渉が開始されていた時期であり、積極的な対

応はできない状況にあった。 

 

8.3.2． トヨタの台湾進出事業 

 トヨタの台湾事業は 1949年和泰商行（現和泰汽車股份有限公司、以下和泰汽車 65）とデ

ィストリビューター契約を結び、トラック 20台を輸出したことから始まる。 

自動車生産は紡績業で資本を蓄積した六和グループから 1965 年頃に自動車国産化計画

への協力要請があり、1968 年 4 月に六和汽車公司 66と提携し、小型商用車「ミニエース」

の組立てを開始した。しかし、エンジン部品の製造まで手掛けるなど範囲を広げすぎたた

め採算上は苦しいものであった。 

                                                   
65 和泰汽車股份有限公司：1947 年創業。トヨタ・日野自動車の台湾総代理店、国瑞汽車へ出

資。 
66 六和汽車工業股份有限公司：1969 年創業。1972 年に米国・フォードモーターと合弁契約を

結び現社名に変更以来、台湾においてフォードブランド車の製造・輸入・販売を手掛けて

いる。近年では台湾国内向けのビジネスだけでなく、自社で開発・生産した車両の輸出

や、アジア太平洋地域の部品開発センターを担うなど、フォードグループないでの存在感

を増加しつつある。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/1972%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%82%B8%E3%82%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%82%B8%E3%82%A2
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 その間、トヨタは中国で 1969 年から広州交易会に参加し車両輸出を開始、1971 年 9 月

には、中国政府の要請を受け訪中団の派遣、1972 年 9 月から 11 月にトヨタの招聘により

中国自動車工業視察団がトヨタ訪問と中国とのパイプが太くなっていった。これに対し、

トヨタは六和汽車との良好な関係を維持したいと考えていたが、1972 年 11 月、同社はフ

ォード社と提携して合弁会社を設立しトヨタに提携の解消を求めてきた。この顛末を『ト

ヨタ自動車 50年史』には「こうして中国とのパイプが太くなった反面、1973 年 1月には、

台湾の六和汽車公司との提携を解消せざるをえなくなった。（中略）トヨタに対して提携の

解消を求めてきた」(518 頁)、と述べており、両岸関係の影響が見られる。 

1970 年代の台湾は、貿易収支の悪化から乗用車の輸入は禁止されており、トヨタはトラ

ックのみを日本から輸出していた。1979 年 8 月に「自動車工業促進発展法案」が発表され

外国メーカーとの提携による自動車産業の育成方針が示されたが、年産 20 万台以上の小

型乗用車工場を設立し、国産化率を 70％以上として、相当量の輸出も行うという厳しい内

容であった。 

これに対しトヨタは、1980 年 3 月に台湾当局へ合弁相手先は台湾当局が出資している中

国鋼鉄股份有限公司 67で、初年度の生産台数は 2 万台（輸出比率 1％）、5 年目に 20 万台

（同 25％）まで増加する計画で、国産化率も 70％を達成するために生産開始当初から鋳

造、機械加工、プレス加工を導入する計画で、外国人投資新創業申請書を提出した。日本

からは日産自動車も名乗りをあげたが、1982 年 12 月にトヨタがパートナーの指名を獲得

した。その後、トヨタは 1983 年 5月に台北事務所を設立し計画の推進に努めた。 

しかし、その後に台湾当局から示された国産化率や輸出比率などが合弁基本契約と一致

しない点が多く、また、工場立地、技術移転計画など交渉は平行線をたどり、1984 年 9 月

の交渉期限切れで物別れとなった。特に、台湾政府から示された「20 万台計画」の輸出目

標が義務であるか否かの認識の食い違いが発生し、トヨタはこのまま進めては禍根がのこ

るとの判断で計画を取り下げた。トヨタは台湾政府へ計画辞退の連絡時に、トップから「台

湾のお役にたてることがあれば、トヨタはいつでもお手伝いに来ます」と伝えた。 

これにより、トヨタは台湾での自動車生産は当面困難と判断し、1984 年秋から大陸での

生産に向けて瀋陽、北京、厦門、広東、貴州へ調査団を派遣した。 

これと前後して、トヨタのグループ会社である日野自動車は和泰汽車と合弁で、ＧＭ華

同汽車が撤退した工場を買い取り、1984 年 4 月に国瑞汽車股份有限公司（以下、国瑞汽車
68）を設立した。 

翌 1985 年になると台湾当局は輸出義務の軽減を骨子とする、より自由化を進めた新し

い「自動車工業発展行政案」を策定した。トヨタはこれを受けて、同年 8 月から小型トラ

ック「ダイナ」の SKD 生産について可能性の検討をはじめた。そこでトヨタは、日野自動

                                                   
67 中國鋼鐵股份有限公司：1971 年に設立された中華民国（台湾）最大の製鉄会社で、高雄市

に本社を置く。粗鋼生産能力は年間約 1300 万トン規模で、2003 年 11 月 1 日に住友金属工

業、住友商事との 2 社による住友金属工業和歌山製鉄所上工程合弁事業の一環として東ア

ジア連合鋼鐵を設立した。 
68 国瑞汽車股份有限公司：1984 年設立。台湾向けにトヨタ車及び日野車を製造する目的で、

台湾の和泰汽車と日本の日野自動車との合弁で設立され、1985 年にトヨタも資本参加し

た。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/1971%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E8%8F%AF%E6%B0%91%E5%9B%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8F%B0%E6%B9%BE
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%BD%E9%89%84
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%AB%98%E9%9B%84%E5%B8%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%AB%98%E9%9B%84%E5%B8%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/2003%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/2003%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BD%8F%E5%8F%8B%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%B7%A5%E6%A5%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BD%8F%E5%8F%8B%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%B7%A5%E6%A5%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BD%8F%E5%8F%8B%E5%95%86%E4%BA%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BD%8F%E5%8F%8B%E9%87%91%E5%B1%9E%E5%B7%A5%E6%A5%AD%E5%92%8C%E6%AD%8C%E5%B1%B1%E8%A3%BD%E9%89%84%E6%89%80
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%9D%B1%E3%82%A2%E3%82%B8%E3%82%A2%E9%80%A3%E5%90%88%E9%8B%BC%E9%90%B5&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%9D%B1%E3%82%A2%E3%82%B8%E3%82%A2%E9%80%A3%E5%90%88%E9%8B%BC%E9%90%B5&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E9%87%8E%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%92%8C%E6%B3%B0%E6%B1%BD%E8%BB%8A&action=edit&redlink=1
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車が大型トラックの組立て生産を計画していた国瑞汽車へトヨタが資本金 22％を出資し、

1988 年から商用車と乗用車の生産を開始するという内容へ変更して申請し、1986 年 2 月

に承認された。そして、1986 年 1 月から合弁計画に先立ち、国瑞汽車で小型トラック「ダ

イナ」の委託生産を始め、1988 年に小型多目的商用車「ゼイス」、1898 年に小型乗用車「コ

ロナ」の生産を開始し、現在の体制が構築された。 

 

＜台湾の自動車政策とトヨタの対応＞ 

年度      ＜台湾の政策＞             ＜トヨタの対応＞ 

1968～1973 年                      六和汽車と提携 

（小型商用車「ミニエース」、 

小型乗用車「コロナ」生産） 

1979 年   自動車促進発展方案        

1980 年申請～1982 年 12 月ﾄﾖﾀ認可 

    （年産 20 万台以上の小型乗用車工場） 

1984 年 9月 ﾄﾖﾀは認可されたが、条件で折り合いがつかず物別れ 

    （国産化率 70％、輸出比率 25％の厳しい規制） 

1985 年   自動車工業発展行政策       日野と和泰が国瑞汽車設立 

（自動車政策の開放）      （日野の大型ﾄﾗｯｸ生産） 

1986 年 2月トヨタが国瑞出資認可 

                       （商用車と乗用車を生産）                                              

1986 年 6月                    豊永設立（車体製造） 

                            国瑞汽車でトヨタ車生産開始 

1996 年 7月                    国瑞汽車が豊永を吸収合併 

 

8.3.3． トヨタの中国・台湾事業比較 

トヨタの台湾事業は戦後まもない 1949 年に和泰汽車とディストリビューター契約を結

び、トラックを輸出したことから始まり、その後、1968年に台湾からの要請で六和汽車と

商用車生産を開始した。しかしトヨタの中国展開から 1973年に提携解消されており、両岸

関係による影響を経験した。そして、1985年の「自動車工業発展行政策」により外資メー

カー開放政策へ転換したのに伴い、トヨタは 1986 年には国瑞汽車で商用車の生産を開始

し、中国と比較し約 10 年早く現在の基礎となる体制が出来上がった。 

一方、トヨタの中国事業は 1964 年に高級乗用車「クラウン」を輸出したことから始ま

り、1969年の広州交易会に参加以降、販売台数を増加していった。 

生産事業の中国展開は中国側から進出を要請された時期（1970 年、80 年代）と、トヨタ

が積極的に進出を模索した時期（1990年代）に区分される（表 34）。 

中国側から進出を要請された時期（1970 年代）については、1979 年にトヨタは北京汽車

からの要請により小型乗用車「コロナ」の CKD 生産を提案したが不成立となり、このこと

が「トヨタは中国の要請を断った」とされる伝聞の起源と思われる。しかし提案者である

トヨタ側から断わる理由が見当たらず、また、1983 年には広東第一汽車製配廠などで小型
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トラック「トヨエース」を SKD生産で合意しており、真相は解けないままである。 

トヨタが積極的に進出を模索した 1990 年代は、乗用車生産事業の検討が進められたが

進展しなかった。しかし、この間に、表 35のよう外資メーカーとの自動車合弁事業が設立

されていった。中国における外資合弁自動車メーカーの設立状況を、「台湾での製造拠点の

有無」、および、「乗用車生産の新規参入が促進される 1996 年前か後か」で比較すると図 18

のようになる。これから判ることは、1996年前に中国で自動車生産が認められたＶＷなど

の外資メーカーはすべて台湾に製造拠点がないことである。台湾に製造拠点を持つ、トヨ

タ・ホンダ・フォード・日産はいずれも外資導入が促進された 1996 年以降に中国で乗用車

生産が認められた。このことから、トヨタの中国乗用車生産事業は両岸関係の問題が影響

を及ぼしていたことが類推される。また、1990 年代までは日本からの車両輸出が中国事業

の中心であった。 

 

表 34.トヨタの中国/台湾乗用車現地生産の経緯 

年代 中国 台湾 

1960 年代  1968 年・六和汽車と提携 

小型商用車「ミニエース」生産 

1970 年代 1978 年・北京汽車からトヨタへ

乗用車生産の申し入れ 

1979 年・トヨタは北京汽車へ小

型乗用車「コロナ」CKD 生産を提

案（不成立） 

1973 年・六和汽車との提携解消 

1980 年代 1983 年・広東で小型トラック

「トヨエース」の SKD生産 

(広東第一汽車製配廠など 6 工

場) 

1984 年・ダイハツ工業が天津華

利廠で軽商用車「ハイゼット」

技術支援開始 

1988 年・瀋陽金杯汽車で小型商

用車「ハイエース」技術支援開

始 

1989 年・上海汽車へ高級乗用車

「クラウン」の生産打診(不成

立) 

1982 年・台湾政府から「20 万台」プ

ロジェクト企業に認定 

1984 年・「20万台」プロジェクトの

内容調整が進まず、トヨタから辞退 

1984 年・日野自動車と和泰汽車で国

瑞汽車を設立し大型トラック生産 

1985 年・トヨタが国瑞汽車へ資本参

加 

1986 年・国瑞汽車で小型トラック

「ダイナ」を委託生産開始 

1988 年・国瑞汽車で小型多目的商用

車「ゼウス」生産開始 

1989 年・国瑞汽車で小型乗用車「コ

ロナ」生産開始 

1990 年代 1994 年・航空天工業部へ高級車

「クラウン」の生産打診(不成

立) 

1995 年・上海汽車へ小型乗用車
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「カムリ」の生産打診(不成立) 

1998 年・四川旅行汽車廠と合弁

で四川トヨタ汽車設立 

1999 年より、四川トヨタ汽車で

小型バス「コースター」生産開

始 

2000 年代 2000 年・天津汽車と合弁で天津

トヨタ汽車設立 

2002 年・天津トヨタ汽車で小型

乗用車「威馳（Vios）」生産 

 

出所）各種資料を基に筆者作成 

 

表 35. 主な外資自動車メーカーの中国/台湾合弁自動車事業設立状況 

外資メー

カー 

中国 台湾 

設立

年 

中国合弁自動車会

社 

備考 設立年 台湾合弁自動車会

社 

備考 

AMC(米) 

（クライ

スラー） 

1983

年 

北京ジープ 

 

2007 年

北 京 ベ

ン ツ に

分 離 

なし   

VW(独) 1985

年 

1991

年 

上海大衆汽車 

一汽大衆汽車 

 1994 年 慶衆汽車 1998 年現

代自と技

術提携 

プジョー 

（仏） 

1985

年 

広州プジョー 

 

1997 年

合 弁 解

消 

なし   

シトロエ

ン（仏） 

1992

年 

（東風）神龍汽車  なし   

GM（米） 1997

年 

上海通用汽車  なし  1984 年Ｇ

Ｍ華同撤

退 

ホンダ 

（日） 

1998

年 

 

2003

年 

広州ホンダ汽車 

（現広汽ホンダ汽

車） 

東風ホンダ汽車 

広 州 プ

ジ ョ ー

資 産 購

入 

1974 年 

資 本 参

加 

山陽工業 

（二輪から開始） 

2001 年か

ら四輪車

開始 

トヨタ 

(日) 

2000

年 

天津トヨタ汽車 

（現天津一汽トヨ

 1986 年 国瑞汽車へトヨタ

が参入 

1968 ～

1973 年 
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2003

年 

タ汽車） 

広州トヨタ汽車 

（現広汽トヨタ汽

車） 

（1984 年より日野

と合弁） 

六和汽車

と提携 

フォード 

（米） 

2001

年 

長安福特汽車  1973 年 福特六和汽車  

現代汽車 

（韓） 

2002

年 

北京現代汽車 

 

北 京 い

す ゞ 資

産購入 

なし   

BMW（独） 2003

年 

華晨宝馬汽車  なし   

日産（日） 

 

2003

年 

 

東風日産乗用車  1985 年 

資 本 参

加 

裕隆汽車 裕隆汽車

は 1956年

設立 

三菱（日） 1995

年 

東南汽車 

（2006 年三菱出資） 

台 湾 の

中 華 汽

車 が 設

立 

1986 年 

資 本 参

加 

中華汽車 中華汽車

は 1973年

設立 

出所）各種資料を基に筆者作成 

 

8.4．トヨタの中国・台湾乗用車生産合弁事業 

8.4.1． 中国で乗用車生産の「天津トヨタ自動車」設立 

天津汽車との乗用車合弁事業は、1995 年からダイハツ工業と天津汽車が技術提携により

生産をしていた小型乗用車「夏利」の後継車種計画を進め、2000 年 6 月天津汽車との自動

車合弁会社として天津トヨタ汽車有限公司（現、天津一汽トヨタ汽車有限公司、以下天津

一汽トヨタ自動車）を設立した。 

 設立された天津一汽トヨタは、天津夏利の工場の一角を間借りしたような自動車製造工

場としては異例に小さく、敷地面積 6 万平方メートル、投資額 1億ドル、従業員 850 人と、

近接する天津トヨタ自動車エンジン（TFTE）の半分以下の規模であった。中国側は出来る

だけ既存の施設を利用し、資金投入を少なくしようとした。生産車種は、ダイハツ工業と

天津汽車が技術提携により生産をしていた「夏利」の後継車種計画の関連から小型乗用車

となった。そして、エンジンは 1996 年に設立された天津トヨタ自動車エンジン製で、合弁

会社設立時の現物出資設備の中で活用できた鋳鉄鋳造設備があり、トヨタ製エンジンのな

かで、鋳鉄エンジンブロックを使用する「1300CC・8A 型」と、「1500CC・5A型」エンジン

が採用された。生産車種についてトヨタは世界中で成功している小型乗用車「カローラ」

を提案したが認められず、小型乗用車「威馳（VIOS）」で決定され、2002 年 10月に生産・

発売が開始された。（天津トヨタ自動車の詳細は 10.4.3 を参照） 

 

8.4.2． 台湾で乗用車生産の「国瑞汽車」設立 
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グループ会社の日野自動車が和泰汽車と合弁で 1984 年に国瑞汽車を設立（表 36）し大

型トラックの組立を行っていた。1985 年自由化を推進した「自動車工業発展行政案」が策

定されたのを受け、トヨタは国瑞汽車へ資本出資（22％）し、1988 年から商用車と乗用車

の生産を開始するという内容で申請し 1986 年 2 月に認可された。しかし、車両メーカー

は資本金比率の 1/2、部品メーカーは 1/5以上とする厳しい輸出比率規制があった。 

そこで、トヨタは車両メーカーの場合、投資額の約半分が車体製造に関連する投資であ

ることに着目し、輸出比率の低減を図る方法として、1986 年 6月にプレス部品メーカーの

豊永股份有限公司（以下、豊永）を別会社の合弁で設立し桃園市中壢に新工場の建設に着

手した。同時に国瑞汽車も組立工場を桃園市中壢のＧＭが撤退した工場を利用して整備を

し、1988 年に 1 トンクラスの多目的商用車「ゼイス」、1989 年には中型乗用車「コロナ」

の生産を開始した。なお、後に米国からの圧力があり、輸出比率規制は廃止された。 

1995 年に桃園市観音に新規工場建設し、商用車の生産を中壢から移管するとともに、生

産能力の拡充を実施した。また、1996年 7月に国瑞汽車は豊永を吸収合併し組織の合理化

を推進した。2001 年には技術開発中心（Ｒ＆Ｄ）を新設し、車両設計の基本部分は日本で

あるが「華人ティスト」へ追加変更ができる体制を整備し技術の移転・充実を図った。こ

の間に、乗用車の生産車種を「コロナ」「ヴィオス（VIOS）」から、トヨタのワールドカー

である小型乗用車「カムリ」、小型乗用車「カローラ」、小型乗用車「ヤリス」へ変更する

と供に、2005年には生産技術中心を新設し自立化できる体制がととのい、2009 年からカロ

ーラの左ハンドル車生産拠点として、中近東へ輸出が開始されるまで成長した。 

 

 

写真 8．国瑞汽車中壢工場 

出所）トヨタ自動車株式会社（2012）『トヨタ自動車 75 年史』 

 

表 36．国瑞汽車股份有限公司の概要 

社名 国瑞汽車株式会社（Guo Rui Motor Co.Ltd） 

生産開始年月 1986 年 1月 

敷地面積 
中壢工場 22.7 万 m2 

観音工場 33.6 万 m2 

事業内容･生産品

目 

車両の生産 

中壢工場：「カローラ」 

観音工場：「ヴィオス」「ヤリス」「イノーバ」「WISH」「カムリ」 
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生産実績 15万 2,000 台 

従業員数 4,106人 

出資比率 TMC70％（関連会社を含む） 

出所）トヨタ自動車株式会社（2012）『トヨタ自動車 75 年史』を基に筆者作成 

 

8.4.3．トヨタの中国事業と台湾事業の連携 

台湾自動車産業の強みとしては、①中国語を母国語とし、世界最大の市場である中国と

共通の文化的社会的背景の人材を豊富に有している。②東アジア地域に広がる華人ネット

ワークの中心に位置し、嗜好・考え方も似通っている。③台湾の自動車会社には、30 年の

実績があり、現場の製造技術の蓄積がある。④設計開発・生産技術能力（特にリードタイ

ムの短さ）が海外現地法人としては高水準に達している。 

逆に弱みとしては、⑤高学歴化などによる慢性的な人手不足、高い労務費。⑥狭小な国

内市場、及び各国と国交がないために FTA 交渉の進展が期待薄などである。 

 これを、トヨタの例で見ると、国瑞汽車の中国語が流暢な台湾人材の活用との観点から、

1997 年に天津の部品生産事業へ国瑞汽車からトヨタへ派遣し、トヨタから天津の部品事業

へ派遣の形をとったが、天津の保守的な性格もありあまりうまくいかなかった。しかし、

2004 年から始まった広州では同種のメンタリティなのか中国人と台湾人の交流は比較的

順調に進み、台湾での経験を伝えることができた。 

また、国瑞汽車駐在経験の日本人の約半数は、トヨタ内の数少ない中国語圏の経験者と

して、トヨタの天津、広州事業の駐在員として赴任しており、国瑞汽車は日本人の中国人

材育成の場所となっていった。 

国瑞汽車の技術開発中心（Ｒ＆Ｄ）で設計された「中華テイスト」の車両デザイン 69は、

初期の天津一汽トヨタ自動車の「カローラ」、広汽トヨタ自動車の「カムリ」で採用され、

国瑞汽車で製造する「カムリ」「カローラ」の一部部品については天津一汽トヨタ自動車、

広汽トヨタ自動車へ輸出されるなど台湾の優位性を生かした関係にあった。しかし、トヨ

タの中国内各事業体の体制が整い自己対応能力が向上するにつれ、国瑞汽車とトヨタ中国

事業との協力は縮小していった。 

台湾は ASEAN 等の FTAにも加入できておらず、国瑞汽車の技術力を十分に発揮し、タイ

のような輸出拠点となることは困難な状況にあり、せっかくの技術力を十分に活用できな

いのは残念である。 

 

表 37．台湾自動車メーカーの概要 

名称 合弁相手

先 

合弁時期 2018 年生産台数 中国との関

係 

（合弁先） 

台数 

（台) 

シェア 

（％） 

前年比 

（％） 

国瑞汽車 トヨタ 

(1986年) 

1984 年 4月 101,626 40.1 △17.7 第一汽車 

広州汽車 

                                                   
69 中華人が好む自動車デザインのことで、バックミラー・バンパーガードを大型化し車全体

が大きく見える、アルミホイール、革表皮シートの採用などの特徴がある。 
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中華汽車 三菱 1969 年 6月 47,176 18.6 △5.0 東南汽車 

裕隆汽車製造 日産 1953 年 9月 42,430 16.8 △22.7 東風汽車 

台湾本田汽車 

 

ホンダ 2002 年 2月 35,830 14.1 13.1 広州汽車 

東風汽車 

福特六和汽車 フォード 1969 年 3月 12,968 5.1 △26.8 長安汽車 

三陽工業 現 代 自 動

車 

(2002年) 

1961 年 8月 12,336 4.9 △7.4 北京汽車 

その他    875 0.3 △1.1  

合計   253,241 100％ △13.1  

出所）台湾区車両工業同業会資料 

日本貿易振興機構(2019)『2018 年主要国の自動車生産・販売動向』を基に筆者作成 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2019/ef62cc2d614fa55c.html  2020年 3月 15日 

 

8.5．小括 

 前章と同様に、トヨタが中国での乗用車現地生産が遅れた理由を「両岸関係の観点」か

ら分析した結果、両岸関係がトヨタの中国と台湾の乗用車現地生産に影響を与えているこ

とが判明した。 

しかし、1980 年当時にトヨタが中国で乗用車現地生産事業が成立しなかった直接的な原

因は、両岸関係とは別の合弁交渉上の問題と筆者は考える。 

 

① 1980 年当時、トヨタの乗用車現地生産が遅れた理由 

（70 年代末に中国側の進出要請をトヨタが拒否したとの伝聞） 

トヨタは 1978年に北京汽車からの要請に基づき、生産技術的に問題のない「コロナ」の

CKD 生産方式を 1979 年に提案している。北京汽車は同時期にＡＭＣとも北京ジープ設立の

交渉中であり、輸出条項や外貨バランスという生産以外の困難な要求されている。嶋原は

中央政府から外貨枠の認可が下りなかったというが、ＡＭＣとの競合に負けたということ

ではないだろうか。トヨタは台湾においても、1979 年 8 月に「自動車工業促進発展法案」

が発表され、外国メーカーとの提携による自動車産業の育成方針が示され、1980 年 3 月に

外国人投資新創業申請書を提出した。そして、1982 年に台湾政府から「20 万台計画」のパ

ートナー指名を獲得しており、自動車生産事業においては台湾を優先したということでは

ないだろうか。その後に台湾当局から示された国産化率や輸出比率などで目標が義務であ

るか否かの認識の食い違いが発生し、計画を撤回しており、「石橋をたたいても渡らない」

という慎重なトヨタの企業体質が見られると筆者は感じる。 

②  両岸関係がトヨタの中国乗用車現地生産に与えた影響 

台湾においては、1968 年に六和汽車公司と提携し、小型商用車「ミニエース」の組み立

てを開始し、エンジン部品の製造まで手掛けていた。しかし、トヨタが 1969年から広州交

易会に参加し中国への車両輸出を開始し、また 1971 年以降に中国自動車産業との交流強

化をした事が原因で、1973 年に六和汽車公司との提携が解消された。 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2019/ef62cc2d614fa55c.html%20%E3%80%802020%E5%B9%B43%E6%9C%8815
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 中国においては、図 18 のように中国における外資合弁自動車メーカーの設立状況を、

「台湾での製造拠点の有無」、および、「乗用車生産の新規参入が促進される 1996 年の前と

後」で比較したところ、1996 年前に中国で自動車生産が認められたＶＷなどの外資メーカ

ーはすべて台湾に製造拠点がない。一方、台湾に製造拠点を持つ、トヨタ・ホンダ・フォ

ード・日産はいずれも外資導入が促進された 1996 年以降に中国で乗用車生産が認められ

た。このことから、1980 年代後半以降にトヨタの中国での乗用車生産事業が進展しなかっ

たのは両岸関係の問題が影響を及ぼしていたことが類推される 

 

図 18. 中国の外資合弁自動車メーカーの区分 

 

     台湾での製造拠点 

    なし 

 

 

 

 

    あり                           中国自動車政策 

         前        1996 年       後  

（外資導入促進） 

出所）各種資料を基に筆者作成 

 

以上の分析結果、1979 年 8 月に台湾で「自動車工業促進発展法案」が出され外資導入

策が推進された際に、トヨタは 1980 年 3 月に参加申請し、台湾政府からパートナーの指

名を獲得しており（但し、1984年に白紙撤回）、1980年当時のトヨタは乗用車生産事業では

台湾を優先する戦略であったのではないか。背景として中国では、日本からの完成車輸出

で収益を上げることが出来ており、また、戦前の中国現地事業資産の没収を経験しており、

現地生産よりも日本からの完成車輸出を優先するという、経路依存性による事業判断では

ないかと筆者は類推する。 

しかし、中国を優先したＶＷは現在中国市場で確固たる地位を築いており、逆に台湾を

優先したトヨタ、ホンダ、フォード、日産は中国市場で後塵を排している結果となってい

る。 

一方、台湾の自動車産業は中国と比べ、約 10年早く市場開放をし、トヨタも国瑞汽車で

現地生産を開始している。技術面で一日の長があり、中国語人材が多数いるにも関わらず、

十分に活用できていない状況にあるのは残念と筆者は考える。 

 

 

 

 

 

 

AMC・VW 

プジョー・スズキ 

トヨタ・ホンダ・日産 

フォード・現代・三菱 

現代 
 

該当なし 

GM 
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第九章 トヨタの中国合弁事業運営の変遷 

 

9.1. 本章の背景と課題 

トヨタの中国合弁事業は、1997年に主要ユニットや部品を手がける合弁会社 4 社を相次

いで天津に設立したことから始まる。 

藤本(2002)は『生産システムの進化論』で、トヨタの強みの源泉を「JIT」とか「TQC」

などの競争力をもつ個々のシステムを「組織ルーティン」という仕組みでまとめられ、全

体の独自システムとして「組織能力」を発揮するところに強みがあると述べているように

独自の「トヨタウェイ」が既に確立している。 

そして、この「トヨタウェイ」は、米国をはじめとするトヨタの海外生産拠点で導入さ

れている。中国でもトヨタブランドで自動車を販売する以上は、その導入が前提であった。 

これらの問題意識に基づき、本章では「戦後の中国合弁事業における運営実態と、比較

劣位となっている原因の分析」という課題について、トヨタの中国合弁事業の初期段階、

および現在について経営要素である「ヒト、モノ、カネ、情報」に、中国での販売シェア

が世界平均を大幅に下回っていることから「台数」の観点を加え、「トヨタ式の中国事業運

営の実態分析をする。」 

また、2018年に公布された「外資出資比率規制廃止などの開放政策が、今後のトヨタ合

弁事業にどのような変革をもたらすか」を考察する。 

 

9.2．初期段階におけるトヨタ合弁事業（1995 年―2001 年） 

トヨタの海外進出は、まず完成車の輸出販売から始まり、販売が好調に推移した段階で、

完成車販売の総販売店を設立し、そして、更に販売量が増加した局面で、現地生産の車両

工場を設立するという方式を採っている。部品の国産化により更なる販売の拡大が見込め

る場合に、部品メーカーが進出するというものであった（図19）。ところが、トヨタは1980

年初に、中国政府から中国での現地生産を要請されたが、貿易摩擦解消のため、アメリカ

への工場進出を優先し拒否してしまい、それ以降、トヨタの中国進出は容易にはできなく

なってしまった経緯がある。 

そして、残った合弁相手先が、トヨタの関係会社であるダイハツ工業と提携関係にある

天津汽車しかなく、まず、天津での自動車部品事業を成功させ、その後に乗用車合弁事業

の足がかりを築くという、通常とは真逆の事業展開となっている。一方、天津汽車は 1990

年初まで、生産をすれば売れるという供給不足の状況であり、かつ車両価格も高額で好調

な業績を経験した。しかし、自動車市場の競争が激化したにもかかわらず、革新的な対応

をとってこなかったため、「資金も技術も不足」の状態となっていった。 

 

 

 

 

 

 

 



 161 

図 19．トヨタの中国合弁事業推進ステップ 

 

      ＜通常ステップ＞           ＜中国合弁事業＞ 

 

       完成車総販売店            部品メーカー 

 

     台数増                       実績作り 

 

       車両組み立て工場          車両組み立て工場 

 

     台数増                       実績作り 

 

       部品メーカー            車両総販売店 

 

出所)筆者作成。 

 

9.2.1 合弁事業に関連する中国自動車政策 

戦後の中国自動車産業政策を見ると、1978 年から始まる「改革開放」政策のなかで、自

動車産業を中国の基幹産業に発展させることを明確にした。その方法として海外からの技

術導入を図るため、合弁会社の設立を支援し、自動車産業の発展を促した。しかし、政府

の乗用車参入制限もあり、現地生産の乗用車は上海大衆、広州プジョー、天津汽車などに

限られた。それらも外国モデルを解体し、部品ごとのリバースエンジニアリング 70を実施

するに留まり、1990 年代中頃までは車体の改良しか進まず、大きな技術的進歩はなかった。 

1994 年に中国政府が発表した「自動車工業産業政策」は、「三大三小二微」を踏襲し、

2000 年までに年産 300 万台体制を計画するという、部品産業を含む基幹産業として自動車

産業の育成を目指すものであり、国産化推進、自動車部品産業育成を政策の柱としていた。

そして、外資自動車メーカーについては、資本金出資比率を最大 50％に制限し、中国で生

産活動をするためには、現地自動車メーカーとの折半出資による合弁企業の設立が要件と

なった。また、外資自動車メーカーの無秩序な拡大防止のため、同一外資グループは、同

一カテゴリー（乗用車類、商用車類、オートバイ類）の自動車合弁企業の設立は 2 社まで

に制限された。 

2004 年には「自動車産業発展政策」が策定され、100 社以上存在する自動車メーカーを

海外メーカーから技術導入している大規模グループに集約・再編するため、国内シｴア 15％

以上のメーカーに対し、グループ独自戦略を認め、乗用車メーカーの育成を推進した。ま

た、外資自動車メーカーの合弁会社では「1 社 1 車種ブランド」に制限されていたのが廃

止され、全車種ブランドでの全面的な合弁･提携が行われるようになった。また、経営権で

                                                   
70 リバースエンジニアリング(Reverse Engineering)とは、完成された製品から、製造方法・動

作原理・設計図・ソースコード等を調査すること。 
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結ばれた外国企業を同一企業とみなすことを明確化した。 

2006 年には「第十一次五ヵ年計画」「自動車の部」が発表され、「自動車大国から自動車

強国」への発展を促した。これは、自前の知的財産権のある技術で車を開発し、自主ブラ

ンドの車を生産できる国に成長させることであった。そのためには、合弁会社に研究開発

センターの設置を強制力のある、五カ年計画で義務付け、現在までこの政策は引き継がれ

ている。 

現状の外資自動車メーカーへの主な規制をまとめると次のようになる。 

① 外資自動車メーカーは、単独で自動車製造会社を設立できない。 

② 外資自動車メーカーは、中国現地自動車メーカ―と合併事業時の資本金比率を 50％以

下とする。 

③ 外資自動車メーカーの合併相手先は 2社までとする。 

④ 自動車メーカーは車体に「製造者名」を表記する。 

（例：天津一汽トヨタ自動車生産車はトヨタマークと天津一汽トヨタマークの両

方を表示する） 

⑤ 自動車メーカーは、研究開発センターを設置する。 

 

9.2.2 天津トヨタ自動車エンジンの合弁事業 

本章では、初期合弁事業のなかで、トヨタと天津汽車の折半出資で規模が一番多大きい、

天津トヨタ自動車エンジン（TTME：Tianjin Toyota Motor engine Co.Ltd）（表 38）を基

に合弁事業の問題について、経営の三要素である、「ヒト、モノ、カネ」の視点から分析す

る。   

TTME の特徴は、資金も技術もない天津汽車と、中国進出の足場を築きたいトヨタの当時

は中国最大の合弁事業である。TTME は、1999年 10月に江沢民主席（当時）が訪問し、自

筆の書を残すなど、天津では最優遇扱いされた企業である。工場の敷地は 21 万平米と広

く、工場をはじめ、食堂、シャワー室、診療室、宿舎など多数の建物を備えた、いわゆる

単位そのものであった（図 20）。合弁会社設立当初は、日本人と中国人の交流が進んでお

らず、日本人は旧病院棟を転用した専用事務所で、隔離されたように業務をしており、事

業以前の日本人と中国人の融合からのスタートであった。 

 当時の天津汽車における一般従業員の仕事ぶりを紹介すると次のような状況であった。

筆者は赴任早々一人で中国側の親会社である天津汽車夏利廠へ工場見学に行くと、生産ラ

インは動いているものの、ライン側で約半分の作業者は寝転んでいる者、新聞を読んでい

る者等が散見され、トヨタの生産ラインとは大きな違いがあり、合弁事業運営の難しさを

感じた。 
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図 20．天津トヨタエンジン工場配置図（第一工場・楊柳青） 

 

 

出所)天津トヨタ汽車発動機社内報(2001)『再創輝煌』。 

 

表 38．天津一汽トヨタ自動車エンジンの概要 

（TFTE：Tianjin Faw Toyota Motor engine Co.Ltd） 

社名 
天津トヨタ汽車発動機有限公司（TTME） 

（現：天津一汽トヨタ自動車エンジン有限会社（TFTE）） 

会社設立年月 

生産開始年月 

1996 年 5月 

1998 年 7月 

敷地面積 
第 1 工場 21 万 m2、 

第 2 工場 29 万 m2 

事業内容･生産品目 

エンジン生産、鋳造部品生産など 

生産エンジン：「カローラ」「ヴィオス」用 ZR 型エンジン、 

「ヴィオス」用 A型エンジンなど 

生産実績 36 万 1,000 基（生産能力：第一 10.8 万基、第二 32.4 万基） 

従業員数 1,992人 

出資比率 トヨタ 50％、天津汽車集団 50％（現、第一汽車集団 50％） 

出所）トヨタ自動車（2018）『2017 丰田汽车公司概況』を基に筆者作成。 

 

①「ヒト」の面からの分析 

(1) 合弁相手先 

合弁相手先である天津汽車発動機廠はトヨタ製 4Ｙエンジンのコピーである 491Q とい

うエンジンを製造・販売しており、中国における技術情報の取扱いの難しさを感じさせる

合弁事業であった。 

しかし、491Qエンジン製造不良が多く、中国人技術者の技術取得のため日本人技術者は

あえて支援を控えた結果、設計上の性能が達成できずに、商品としては成功しなかった。 

(2)合弁相手先の人員引継ぎ 

1996 年 5月合弁時に、約 1,800名の旧天津汽車発動機廠の従業員を引き継いだ。その中
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に、合弁当初から、「内部退職者」と呼ばれる出勤不要であるが、最低賃金を支給する者が

百数十名存在した。そのうえ、販売不振による工場の低稼働により、下崗というレイオフ

がしばしば実施された。当時の中国人従業員の規律遵守状況は、出勤時間、退勤時間とい

った基本的ルールが守れず、働いても、働かなくても同じという、国有企業体質が色濃く

残っていた。 

その後、低稼働による収益悪化から、人員を約半減するリストラをせざるを得なかった。 

(3)人事制度 

採用時から「幹部」「工人」という身分制度のような区分があり、罰則主義で積極的に業

務改善を進めるという気風は薄かった。また、高級幹部は、部長が日本人であれば、副部

長は中国人と、タスキ掛け人事となっていた。これは、現在のトヨタ中国合弁事業でも見

られる事象である（図 21）。 

しかし、管理・監督者の日本研修を含む教育の実施、優秀な工場従業員を課長職へ抜擢

するなどの人事制度の改善により、徐々にではあるが、確実に変化していった。 

 

図 21．天津トヨタ自動車エンジン（第一工場・楊柳青）の 2001 年 10 月組織 

 

注．筆者は経営部部長と董事を兼務 

出所)天津トヨタ汽車発動機社内報(2001)『再創輝煌』。 

 

②「モノ」の面からの分析 

(1)販売するトヨタ車を持たない合弁 

トヨタが新規導入した 8Ａ型エンジンは、「1300CC エンジンだが、性能は 1600CC、燃費

は 1000CC」とのキャッチフレーズで、当時の中国としては高性能エンジンであり、合弁相

手先である天津汽車夏利廠の「夏利」、及び将来の認可を見越した天津トヨタ自動車の車両

に搭載される予定で準備された。しかし、天津汽車夏利廠の「夏利」はモデルが古く、ま

た販売体制上の問題から、計画を大幅に下回る販売状況であり、経営を維持できない状況

であった。そこで解決策として、保税工場制度を利用してエンジン部品を日本へ輸出を開

始したが、それだけでは改善しなかった。そこで、吉利汽車、厦門金龍汽車、海南マツダ

汽車など現地の複数の自動車メーカーへエンジン販売するという、他国では見られないこ

とを実施し事業を継続した。この問題は天津トヨタ自動車で車両生産が開始されるまで続

いた。 

なお、前述の 491Ｑエンジンは TTMEの独自製品であり、製造品質上の問題はあるものの、

多くの現地自動車メーカーから引き合いがあり、積極的に提供していった。 
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また、工場の稼働率向上をはかるため、エンジン運搬用のパレットを自作し、日本へ輸

出することにより収益の改善努力をしている。 

 

③「カネ」の面からの分析 

(1)現物出資による合弁形態 

トヨタと天津汽車の折半出資の会社であるが、天津汽車は、財務上の問題から土地、建

物、設備による現物出資であった。しかし、トヨタ製エンジンを生産するために必要な工

場建設、設備導入が必要であり、必要な金額がまず先にあり、その額になるように天津汽

車側の現物出資の評価の問題に係わる結果となった。その後に設立したトヨタのエンジン

各社と比較すると、TTME の資本金額が大きく台当り資本金負担額に大差がある（表 39）。

言い換えれば、初期の合弁会社は、評価額が不透明なのに加え、不要工場建屋、不要設備

を最初から負担することとなっていたと、筆者は考察する。 

 

表 39．中国のトヨタエンジン 3 社の比較（会社設立時） 

会社名 天津トヨタ発動機 

（第一工場・西青） 

広汽トヨタ発動機 

（第一期部分） 

一汽トヨタ（長春）発動機 

（第一期部分） 

設立 1996 年 5 月 2004 年 2 月 2004 年 3 月 

出資比率 トヨタ 50％（現金） 

天津汽車 50％（現物） 

トヨタ 70％（現金） 

広州汽車 30％（現金） 

トヨタ 50％（現金） 

第一汽車 50％（現金） 

資本金 2億 4800 万 US$ 

（20 億 46百万 RMB） 

1億 3290 万 US$ 

（10 億 96百万 RMB) 

8454 万 US$ 

（6 億 97百万 RMB） 

敷地面積 21万平米 28万平米 30万平米 

生産能力 10.8 万台/年 20万台/年 13 万台／年 

台当り資本

金負担額 

25,259 円／台 7,309円／円 7,153円／年 

注：「台当り資本金負担額」：資本金額を 10 年償却で、生産能力台数で除した金額で、具体的に

は（資本金額÷10 年）÷年間生産能力台数。 

ＵＳ＄から日本円への換算レートは 110 円／１ＵＳ＄で計算、 

ＵＳ＄から人民元への換算レートは 8.25ＲＭＢ／１ＵＳ＄で計算。 

出所）トヨタ自動車(2018)『2017 丰田汽车公司概況』を基に筆者作成。 

 

(2)天津汽車の販売体制の問題から債権回収遅延の恒常化 

合弁相手先である天津汽車の販売体制は、「作れば、高い値段でも売れる」という時代か

ら変わっておらず、旧態依然のままであった。天津汽車から販売店への車両販売時点は、

購入者の販売時点と同時となっており、販売店には在庫負担はなく、また、販売促進の圧

力もなく、数年経過した新車が平然と在庫されており、値引き価格で販売されている状況

であった。その結果、売掛債権の回収期間が長期化し天津汽車は慢性的な資金不足となっ
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ていた(図 22)。 

 

図 22．天津夏利と天津一汽トヨタ自動車の車両販売経路比較 

  天津夏利                 天津一汽トヨタ自動車 

                            

 

 

 

 

 

 

 

                                   ＣＯＤ方式 

 

 

              （併売店中心）              （専売店） 

    

 

 

 

出所）筆者作成 

 

(3)慢性的債権回収遅れからくる運転資金不足 

天津汽車は販売債権回収が遅れ資金不足が常態化し、部品メーカーへ１年以上の支払い

遅延が発生していた。この間、天津汽車から部品メーカーへは会社運営上で必須となる、

税金・電気料・給与など用途を限定した金額のみ支払われるという異常な状態であった。 

この結果、TTME から、部品メーカーへの支払い遅延も常態化していた。 

この間、天津汽車との間で何度も調整を持ったが、無い袖は振れないと有効な解決策は

みいだせなかった。      

しかし、この問題を緩和するために TTME が銀行借り入れを実施し、TTME の納入部品メ

ーカーへ支払いを正常化したが、どのように借入金を返済すればよいか新たな問題を抱え

ることとなった。 

筆者が赴任最初の資金繰りを例に説明すると、支払伝票の束と、現有資金額を示され、

どの相手先から支払うかを決定するものであった。 

 

9.2.3 広州プジョー撤退例との比較 

広州プジョー汽車有限公司（以下、広州プジョー、表 40）は、1985 年 3月に仏プジョー

社と広州汽車廠との会社設立後、1997 年 10 月に業績の不振から外資の合弁自動車メーカ

ーで最初に撤退をした（向 2009）。 

 

部品メーカー 

天津汽車 

天津汽車販売店 

販売 

移動 

販売 

顧客 

部品メーカー 

トヨタ販売店 

一汽トヨタ販売 

顧客 

天津一汽トヨタ 

販売    

販売 

販売 

販売 
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広州プジョーが会社設立後に、社内で発生した運営上の問題点、および撤退にいたる原

因について、TTME との間の共通性を確認してみると、広州プジョーも現物出資が中心で、

「技術も資金もない」地方級国有企業である広州汽車製造廠との合弁企業であり、現物出

資、現地労働者の引継ぎ、資金不足、販売権を持たないなどの共通の問題点が発生してお

り、これが当時の合弁事業の実情であったことが類推される（表 41）。 

 

表 40．広州プジョーの出資者と出資比率 

出資者 出資比率 出資形態 

プジョー 22％ 設備 71、製造ライセンス 

パリ国立銀行（BNP) 4％ 現金 

国際金融公社 8％ 現金 

広州汽車製造廠 46％ 70％は現物出資（土地、建物等） 

中 国 国 際 信 託 投 資 公 司

（CITIC) 

20％ 現金 

出所）向(2009)を参考に筆者作成。 

 

表 41．広州プジョーと天津トヨタエンジンの合弁事業概要の比較 

項目 広州プジョー（1985 年設立） 天津トヨタエンジン（1996 年設立） 

出資形態 5社出資 

プジョー22％（ライセンス） 

広州汽車廠 46％（現物） 

トヨタ 50％（現金） 

天津汽車 50％（現物） 

輸出義務 輸出契約あり 

（ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ維持のため不履行） 

保税地域 

（エンジン部品を輸出） 

導入製品 504ＰＵ（商客両用車） 

旧型、市場要求と異なる 

最新エンジン 

販売権 広州プジョーに販売権なし トヨタ車の生産工場社なし 

合弁先の販売不振により他社へ販売 

協調性 技術も管理能力もプジョー中心 

中仏間の激しい対立 

技術も管理能力もトヨタ中心 

天津汽車成功体験からくる対立 

国産化 プジョーは消極的 

地場メーカーは能力不足 

品質保証の確保を前提に推進 

日系メーカー中心に推進 

従業員 広州汽車廠人員を引継ぎ 

（学ぶ意欲が乏しい） 

天津汽車人員を引継ぎ 

（学ぶ意欲が乏しい） 

出所）向(2009)を参考に筆者作成。 

 

                                                   
71 広州プジョーの生産ラインは 80 年代の経済制裁で生産できなくなった南アフリカの工場か

ら設備を持ってきたものである。（『朝日新聞』1996 年 5 月 24 日） 
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1990 年代、「金もない、技術もない」中国の現地自動車企業は、外資との合弁により経

済発展を進めようとする、「中国側の引っ張る力」があった。特に、中国側の現物出資によ

る合弁形態では、土地使用権の政府評価額に対する是非判断は外資側には難しく、合弁相

手が見つかれば、中国側は資金がなくても、外資の資金で合弁会社が設立できてしまうこ

とに等しかった。 

一方、トヨタは、中国での乗用車生産事業の進出遅れから、自動車部品事業を成功させ

ることにより、乗用車生産に繋げるという焦りがあり、経済合理性から離れて進められた。

トヨタの合弁事業である TTME で発生した問題は、広州プジョーでも発生しており、当時の

外資合弁事業の普遍的現象と類推できる。 

 

9.3．現在のトヨタ乗用車合弁事業（2002 年初―現在） 

中国の自動車政策に於いて、外資自動車メーカーは単独では進出ができず、現地自動車

メーカーとの合弁事業となるが、合弁相手先は 2 社までと制限されている。また、合弁事

業の資本金の出資比率は 50％以下と、過半数が取れないようになっている。そこで、多く

の外資合弁自動車メーカーの資本金比率は 50対 50の対等合弁となっているが、本節では

そこから発生する問題を分析する。 

トヨタは現在、第一汽車と広州汽車集団（以下、広州汽車）との間で、乗用車生産の合

弁事業を、天津、成都、長春、広州の四ケ所で乗用車合弁事業体を設立し、トヨタブラン

ドの車両を生産している。本稿では、最大規模の車両生産事業体である天津一汽トヨタ

（TFTM：Tianjin Faw Toyota Motor Co.Ltd）を中心に、現在の乗用車合弁事業の問題につ

いて、経営の三要素である、「ヒト、モノ、カネ」に注目して分析する。 

 

9.3.1 天津一汽トヨタ自動車の合弁事業 

部品産業育成の結果、2000 年 6月に天津汽車との合弁会社である天津トヨタ（表 46）を

設立し、2002 年 10 月にトヨタ初となる小型乗用車「ヴィオス（VIOS）」の生産を開始した。

しかし、設立当初の天津トヨタ自動車は、天津汽車夏利廠の片隅を間借りしたような、面

積 6 万㎡と、自動車工場としては異例の小さな規模であった。 

しかし、2002 年 8月には、1970年代から技術交流などで接点のあった第一汽車集団との

間で、戦略的かつ長期的な共同事業の関係を構築することで基本合意し、中央国有企業と

の合弁事業へと生まれ変わった。 

一方、天津トヨタ自動車の合弁事業は、TTME での経験を基礎に、出資形態は現金とし、

現物出資による不透明性の排除、従業員は新規採用とし社内教育することによりトヨタ式

を理解できる人材の育成で達成しようとした。 

また、車両販売体制は、責任分担の明確化と資金回収の確実化を図るため、キャッシュ・

オン・デリバリー制を導入した。そして、経営管理面の基本的仕組みである「董事会規則」

「経営管理委員会規則」などの諸規則の統一化をはかり、トヨタの中国事業体について、

同一の管理体系を構築していった。すなわち、TTME の合弁事業での経験は、その後のトヨ

タの中国合弁事業経営の雛形をつくる役割を担っており、経路依存性が認められる。 

 

①「ヒト」の面からの分析 
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(1)親会社双方からの派遣 

トヨタ、第一汽車のような折半出資合弁会社の場合、親会社から合弁会社への派遣者数

は同数となる。2016 年のトヨタからの派遣者数は 110 名在席し、第一汽車からも同数の派

遣者となっている。そして、日・中同待遇を要求され、給与、住宅、車、福利厚生の支給

などの労務費負担増に繋がることになる。 

合弁会社設立時は、どの部門のポストをどちらが確保するかが重要な調整事項となった。

こうしたなかで、トヨタは、事業運営と、ブランド維持の観点から、総経理、財務部門、

技術部門を優先的に確保する傾向がある。 

(2)合弁会社トップの中国人化 

トヨタブランド製品の製造・販売にもかかわらず、第一汽車との合弁事業においては、

先方の強い要請により、最大規模の生産工場 である天津一汽トヨタ自動車、及び研究開

発センター（R&D）の一汽トヨタ技術開発を除き、合弁契約の途中で、総経理人事が日本人

から中国人へ変更となっている（表 42）。 

このことから、第一汽車との合弁事業においては、中国側の影響が次第に強くなり、ト

ヨタ式の経営が難しくなっていることが推察できる。しかし、広州汽車との合弁事業には

このような現象はみられない。また、他国のトヨタ合弁事業でもこのような事は見られず、

第一汽車との合弁事業特有の現象といってもよいと筆者は推察する。 

 

表 42．トヨタの中国主要合弁会社のトップ人事 

                 中方：中国出資社の派遣   日方：トヨタの派遣 

区分 会社名 業種 董事長 総経理 

第一汽車 天津一汽トヨタ汽車 車両製造 中方 日方 

四川一汽トヨタ（成都） 車両製造 中方 日方→中方 

四川一汽トヨタ（長春） 車両製造 中方 日方→中方 

一汽トヨタ汽車販売 車両販売 中方 日方→中方 

天津一汽トヨタ発動機 エンジン製造 中方 日方→中方 

一汽トヨタ長春発動機 エンジン製造 中方 日方→中方 

一汽トヨタ技術開発 R&D 中方 日方 

広州汽車 

 

広汽トヨタ汽車 車両製造 中方 日方 

広汽トヨタ発動機 エンジン製造 日方 日方 

注．董事長は非常勤であり、各事業体運営の実質的なトップは総経理 

出所）トヨタ自動車（2018）『2017 丰田汽车公司概況』および筆者情報を基に作成 

 

②「モノ」の面からの分析 

(1)合弁相手先別の販売チャネル設立と導入車種戦略 

第一汽車と広州汽車の合弁会社で、共に、トヨタブランドの車両を生産しているが、

販売チャネルの設立に当たっては、統一のトヨタではなく、合弁相手先である第一汽車

と広州汽車に区分することが求められている（図 23）。 

さらに、各販売チャネルに、小型車から高級車までのフルラインの商品展開をする必
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要があり、中国と北米を比較すると、中国では生産台数が米国と大差ないにも係わらず、

投入車種数は北米より多い 13 車種になり、車種数当りの生産台数でわかるように非効

率となっている(表 43)。 

 

図 23．トヨタ車の中国での販売体系は 2 チャンネルに区分 

   

      広汽トヨタ        天津一汽トヨタ     四川一汽トヨタ成都 

                               四川一汽トヨタ長春 

  

                        

                                    一汽トヨタ販売 

 

 

      広汽トヨタ販売店                   一汽トヨタ販売店  

 

  出所)筆者作成。 

 

表 43．中国と米国のトヨタ車投入車種数比較 

国名 トヨタ車投入車種

数 

a 

2018 年生産台数 

b 

車種数当り生産台

数 

b/a×100 

中国 13車種 131 万台 10.1 万台 

北米 10車種 124 万台 12.4 万台 

出所）トヨタ自動車 HP を基に筆者作成。 

https://global.toyota/jp/company/profile/facilities/manufacturing-

worldwide/north_america.html?_ga=2.61920170.767407973.1571375504-

1696974305.1571375504（2019 年 10 月 18 日） 

 

(2)研究開発センター（R&D）の重複設立 

トヨタの技術情報は、技術漏洩防止の観点からトヨタ独資のトヨタ開発中心（中国）

（TEMC）及び、トヨタ技術中心（TTCC）へ集約して伝えられる。そこから、例えば天津

一汽トヨタの生産車であるクラウン関連技術であれば、一汽トヨタ技術開発（FTRD）へ

伝えられることとなる。 

トヨタの研究開発中心（R＆D）はトヨタ独資の環境・安全等の基礎研究をする江蘇省

常熟市のトヨタ開発中心（中国）（TEMC）、車両及び自動車部品の生産技術を担当する天

津市のトヨタ技術中心（TTCC）、天津一汽トヨタ自動車と四川一汽トヨタ自動車の生産車

両の開発を担当する天津市の一汽トヨタ技術開発（FTRD）及び広汽トヨタ自動車(GTMC)

の研究開発本部と 4 ケ所に重複して設置している（図 24）。 

 

 

https://global.toyota/jp/company/profile/facilities/manufacturing-worldwide/north_america.html?_ga=2.61920170.767407973.1571375504-1696974305.1571375504%EF%BC%882019%E5%B9%B410
https://global.toyota/jp/company/profile/facilities/manufacturing-worldwide/north_america.html?_ga=2.61920170.767407973.1571375504-1696974305.1571375504%EF%BC%882019%E5%B9%B410
https://global.toyota/jp/company/profile/facilities/manufacturing-worldwide/north_america.html?_ga=2.61920170.767407973.1571375504-1696974305.1571375504%EF%BC%882019%E5%B9%B410
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図 24．中国におけるトヨタのＲ＆Ｄ機能 

 

      トヨタ独資       一汽トヨタ系      広汽トヨタ系 

      

 

 常熟         「 一汽トヨタ技術開発」   広汽トヨタ内に 

   「トヨタ開発中心（中国）  天津一汽トヨタ 80％    研究開発本部 

    トヨタ 100％       四川一汽トヨタ 20％ 

    388 名           422 名 

 

    天津 

   「トヨタ技術中心」 

    トヨタ 100％ 

    301 名 

 

出所) トヨタ自動車（2018）『2017 丰田汽车公司概況』を基に筆者作成 

 

③「カネ」の面からの分析 

前章で述べた、資金不足の問題は、販売店との車両販売方法でキャッシュ・オン・デリ

バリー式を採用したため、販売店から円滑な債権回収が可能となり、資金不足の問題は発

生していない。その結果、納入部品メーカーへの支払いは日本同様に翌月末のキャッシュ

支払いが中心であり、他社と比較し支払いサイトは短い。 

 

③ 合弁相手先別の生産・販売効率比較 

一汽トヨタと広汽トヨタの効率を表 44 に示すように比較してみると、生産能力に対す

る生産実績を表す稼働率、従業員 1 人当りの年間生産台数、１販売店当たりの販売台数の

いずれの項目も、一汽トヨタは広汽トヨタを下回っており、第一汽車合弁事業の不効率な

結果が数字で表れている。 

 

表 44．一汽トヨタと広汽トヨタの効率比較 

項目 資本金額 生産能力 生産実績 

(2018年) 

稼働率 

 

台当たり

資本金額 

 a b c c/b×100 a÷10÷c 

一汽トヨタ 1,006.4 億

円 

650 千台 719 千台 110％ 14.0 千円 

広汽トヨタ 570 億円 480 千台 598 千台 124％ 9.5 千円 

 

 従業員数 販売店数 生産実績 

(2018年) 

1 人当たり

生産台数 

1店当たり 

販売台数 
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 d e c c/d c/e 

一汽トヨタ 19,116 人 751 店 719 千台 37.6 台/年 957 台/年 

広汽トヨタ 9,784人 468 店 598 千台 61,1 台/年 1,277台/年 

注：一汽トヨタは天津一汽トヨタ、四川一汽トヨタ（成都、長春）、一汽トヨタ販売、一汽トヨ

タ開発の合計で、広汽トヨタと同機能へ調整し比較。販売店数は支店数を含む。 

出所）トヨタ自動車（2018）『2017 丰田汽车公司概況』及び生産台数は fourin のデータを基に

筆者作成。 

 

中国を代表する最高級乗用車は、古くから第一汽車で生産する「紅旗」である。しかし、

新型車を開発する能力などの関係から、2006年に登場した HQ3モデル、その後継車で 2012

年に登場した H7 モデルは、供に天津一汽トヨタ自動車で生産するクラウンを基としてい

る。 

普通に考えれば、天津一汽トヨタ自動車のクラウン生産ラインで「紅旗」も生産するの

が最も効率的である。しかし、第一汽車は中国を代表する車両は第一汽車の本拠地である

長春で生産したいとのことから、部品をわざわざ輸送し、物流ロスと品質リスクを抱えて

長春で車両の組立を実施している。 

販売状況を見ると、「紅旗」は中央政府、地方政府の公用車という固定需要をかかえてい

るにも係わらず、2018 年販売実績は 10,065 台と、クラウンの 36,442 台の 27％相当と非

常に少ない。「紅旗」の例で判るとおり、第一汽車のプライドは高いが、高級乗用車を開発

する技術をまだ持たず、生産効率・販売効率も低く、国有企業体質が、抜けていないと言

えるのではないかと筆者は感じる。 

 

9.3.3 中国におけるトヨタ車販売劣位の要因分析 

トヨタは 2005年当時に、2010 年の中国総販売台数を 1,000 万台と見込み、その 10％の

シェアを確保する 100 万台の計画を立て、生産・販売体制の準備を進めた。しかし、2010

年の中国自動車市場はトヨタの販売予想を大幅に上回る 1,806 万台へ成長したが、トヨタ

車の販売台数は計画を下回る 85.7 万台に留まり、シェア 4.8％と大幅未達成となった。

2018 年の販売実績も 147 万台で、シェアは 5.3％と低迷が続いている（表 45）。 

トヨタが、中国で販売劣位となっている要因としては、2008年のリーマンショック、及

び 2009年～2010年に米国で発生した大規模リコールの発生により、業績が赤字に転落し、

2013 年から工場新設を 5 年間ストップしていたことが上げられる。2018 年に、天津一汽ト

ヨタ自動車（TFTM）の第四工場（年産能力 10万台）、広汽トヨタ自動車（GTMC）の第三工

場（年産能力 10万台）の稼働を開始したが、当該 2工場を追加してもトヨタ合計の車両生

産能力は年産 113万台にとどまり、大きなシェア拡大は見込めず、中国の変化に対応する

スピード経営という面では課題を残している。 

背景としてトヨタは 1960 年代の新車発売時に市場品質問題を発生させ、競合他社に市

場評価において大きな差異をつけられた経験から、品質第一が叫ばれ、TQC を始めとする

企業文化醸成の起源となった。そして、2000 年代に入るとトヨタの海外生産は一段と強化

され、グローバル生産は毎年 50 万台規模で拡大し、新工場が次々と立ち上がった。その一
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方で、人材育成を含め海外生産を支援する要員の不足が顕在化し、2009 年～2010 年に米国

で発生した大規模リコール問題に繋がったことである。ここでの教訓は、「人と組織の成長

のスピード以上に、成長を望んではいけない」ということである。機会損失で会社は潰れ

ないが、ブレーキが利きかなくなると、その反動はより大きくなるということであり、ト

ヨタは設備投資に対し、より慎重な姿勢となったものと、筆者は推察する。 

 

表 45．トヨタの中国販売計画と実績 

年度 2005 年 2010 年（目標：中国ｼｪｱ 10％） 2018 年 

実績 計画 実績 実績 

中国合計

a 

5,870,000 台 10,000,000 台 18,060,000 台 28,0660,900 台 

トヨタ車

b 

194,300 台 1,000,000 台 857,700 台 1,475,000 

ﾄﾖﾀ車ｼｪｱ 

b/a×100 

3.3% 10% 4.8% 5.3％ 

出所）一般社団法人日本自動車工業会 

出所）中国自動車工業協会資料を基に筆者が作成 

 

9.4. 自動車合弁政策の変更（2019 年以降） 

世界中で環境汚染対策としてガソリンや軽油を使う自動車から電気自動車へシフトを

加速させる動きが活発になっている。そうしたなか、中国自動車産業の新エネ車に対する

普及促進政策が始動し、EV車（純電気自動車）を中心とする新エネ車、環境対策、安全対

策に関する新技術対応など、自動車をとりまく環境の激変が始まっている。 

また、中国政府は、世界一の自動車生産国に成長した現在を「自動車大国」と位置づけ

てはいるが、エンジンやギアボックスなどのコア技術の蓄積や、ブランド力、サプライチ

ェーンの面ではまだまだ弱いと認識している。そして、10 年間を掛けて、新エネ車とスマ

ートカー 72を今後の重点分野とし、他産業との融合によりコア技術、部品供給、ブランド

力、新業態の創出、自動車の輸出、環境保護などの面で、中国を「自動車強国」に躍進さ

せる目標を設定した。それに伴い、中国の対外開放政策の一環として中国の合弁自動車政

策の改定がなされ、外資自動車合弁事業への影響を検討する。 

 

9.4.1 中国外資自動車政策の変更 

①新エネ車は、3 社目の合弁が可能 

2016 年 12月に改正された「外商投資産業指導目録」では、外資合弁の自動車製造会社

において、従来どおり合弁会社の出資比率規制や、外資自動車メーカーが合弁できる数は

2 社までの規制が残っているが、軌道交通設備、自動車電子設備、新エネ車バッテリー、

                                                   
72 スマートカーとは、IT 技術やスマート化技術により、高度に安全化、快適化、省エネルギ

ー化された、近未来型自動車のことである。高度道路交通システム（ITS）との連動により

車間距離を保つ、車線逸脱の検出、歩行者や障害物など対物接近検出等の機能がある。 
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二輪車等については外資合弁企業の出資比率規制が撤廃された。2017 年 6 月には、外資

自動車メーカーが新エネ車を生産する場合は、中国側合弁相手先の 1 社追加が認められ

た。 

 

③ 外資出資比率規制の廃止 

2018 年 4 月 17 日国家発展改革委員会は、自動車合弁事業の根拠となる外資出資比率制

限を、2022 年までに撤廃すると発表した。具体的には、新エネ車は 2018 年に、商用車は

2020 年に外資出資比率制限を撤廃する。そして、2022年には乗用車の外資出資比率制限を

なくし、また「同一の外国人投資家が同類の完成車製品を生産する合弁企業を中国国内で

設立できるのは 2社まで」とする制限も取り払われる。すなわち 5 年間の期間をかけて全

ての制限をなくすということであり、米国との貿易摩擦回避を意識したものとも言われて

いる(表 46)。 

 

表 46. 外資出資比率規制の変更ステップ 

時期 「外商投資産業指導目録」の変更 外資出資比率規制の撤廃 

2017 年 新エネ車は 3社目の合弁が可能  

2018 年       ↑ 新エネ車 

2020 年       ↑ 商用車 

2022 年 全て撤廃 

出所）各種資料を基に筆者作成 

 

9.4.2 外資自動車メーカーの合弁事業動向 

外国の自動車メーカーが、単独資本で事業を展開できるようになれば、経営判断がスピ

ーディに行えるとの指摘がある一方で、合弁事業には調達・販売ルートの活用や政府との

折衝などで強みがあるとの声もあり、各社がそれぞれ慎重に判断していくとみられる。 

そのような中で、既存の外資自動車メーカーでは、2017年 6月にＶＷと安徽江准汽車が、

同年 8 月には米フォードモーターと衆泰汽車が EV 車を生産する 3 社目の合弁会社を設立

した。ＶＷの江准ＶＷ合肥工場は 2018 年 5 月に年間生産能力 10 万台の EV 車工場を稼働

させている。また新規の外資自動車メーカーとしては、2018 年 5 月に米テスラ上海(資本

金 1 億元)が、独資で認可され、EV 車の生産や EV 向け電池の開発などを展開し、巨大電池

工場「ギガファクトリー」のほか、モーターなどの主要部品から車両の組み立てまでを担

う新工場を設立する計画を発表 73するなど、具体的な動きが出ている。 

既存の外資自動車メーカーは、表 47 のように現状の合弁相手先、及び合弁契約の残年数

に配慮しつつ、合弁事業の資本の過半数を獲得し、経営の主導権が確保できる方向に動く

と思われる。既に、2019 年 3 月の一部メディアの報道によるとＶＷは中国での合弁事業の

                                                   
73 2018 年 7 月 11 日『日本経済新聞』 
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出資比率を高める考えがあり、2020 年上半期には合意できるだろうと報道されている 74。 

 しかし、独資で事業展開をするためには、新たに販売体制の整備を要し、多額の資金と

時間が必要となる。よって、既存の外資自動車メーカーは、販売の股裂き問題が解消され

るまでは、既存の合弁事業の有効活用が優先されると筆者は考える。 

 

表 47．中国の主要外資合弁自動車企業の合弁契約期限 

系列 

主な出資先 

（中国）    （外資） 合弁企業名 契約開始 契約終了 残年数 

日系 

広州汽車  ホンダ 広汽ホンダ 1998 年 2028 年 10年 

中国一汽  トヨタ 天津一汽トヨタ 2000 年 2030 年 12年 

広州汽車  トヨタ 広汽トヨタ 2004 年 2034 年 16年 

中国一汽  マツダ 一汽マツダ 2005 年 2035 年 17年 

東風汽車  日産 東風日産 2007 年 2037 年 19年 

中国一汽 マツダ 一汽マツダ 2005 年 2035 年 17年 

東風汽車  ホンダ 東風ホンダ 2003 年 2043 年 25年 

長安汽車  マツダ 長安マツダ 2012 年 2062 年 44年 

独系 

華晨汽車  BMW 華晨 BMW 2003 年 2028 年 10年 

上海汽車  VW 上汽 VW 1985 年 2030 年 12年 

北京汽車  Daimler 北京 Benz 1983 年 2033 年 15年 

中国一汽  VW 一汽-VW 2008 年 2041 年 23年 

米系 
上海汽車  GM 上汽 GM 1997 年 2027 年 9年 

長安汽車  フォード 長安フォード 2001 年 2051 年 33年 

韓国系 
東風汽車  起亜 悦達 東風悦達起亜 1992 年 2022 年 4年 

北京汽車  現代 北京現代 2002 年 2032 年 14年 

注．2018 年を基準に残年数を算出 

出所）各社発表を基に筆者作成。 

 

9.4.3 トヨタの自動車合弁事業の展望 

今後の中国国内における事業展開を考える場合は、新エネ車・省エネ車を考慮する必要

がある。トヨタは中国政府の環境対応への要請もあり、2005 年 12 月に世界で初の海外生

産となるハイブリッド車（以下、HV）プリウスを四川一汽トヨタ長春で開始した。しかし、

主要部品はすべて日本からの輸出部品で、割高感から限定的なものであった。 

                                                   
74 2019 年 4 月『Fourin』No.277 
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その後、2015年に HEV車の主要部品を国産化し、主要車種である天津一汽トヨタ自動車

のカローラ、広汽トヨタ自動車のカムリ、レビンに HV を追加し、2018年には 15.3 万台と、

電動車の 11％に相当する台数に成長している。HV は中国の新エネ車には含まれないが、既

存ガソリン車の燃費向上には有効な手段であり、HVは今後、ますます増加すると予想され

る。 

トヨタは中国での出遅れを挽回するために、HV とプラグインハイブリッド車（以下、PHV）

を中心とする商品展開と、生産能力の増強により、2020年代初頭には中国国内生産 200万

台、2030 年には中国国内生産 350 万台、輸入車 50 万台の計 400万台計画を打ち出した 75。

これは、トヨタの実績のある HV 拡大で乗用車企業としての平均燃費向上をはかり、新エネ

車も追加するという手堅い手法といえる。 

また、外資出資比率制限の撤廃を見据えて、今後のトヨタの中国戦略は、Lexus のよう

な高級車は品質確保の観点から日本生産車が基本で、2018 年中国の輸入関税の引下げもあ

り、高級車は従来どおり完成車輸入が中心となるであろう。既存の第一汽車、広州汽車と

の自動車合弁事業については、表 47 のように合弁の残余期間があり、当面は合弁相手先の

対応を確認しつつ、資本比率を高め、合弁事業の主導権を握る動きを筆者は予想する。 

なお、2030年の 400 万台計画を達成するためには、工場の新規増設が進められるが、販

売体制の股裂き問題が解消されておらず、既存合弁先（第一汽車、広州汽車）との合弁事

業拡大による方法が中心と見込まれる。 

 

9.5 小括 

本章の課題である、トヨタの中国合弁事業運営について、初期段階および現在の「トヨ

タ式の中国事業運営の実態解析」、および、2019 年から施行された新エネ車政策及び、市

場開放政策により「外資出資比率規制廃止などの開放政策が、今後のトヨタ合弁事業にど

のような変革をもたらすか」を考察した。 

① 「トヨタ式の中国事業運営の実態解析」 

初期の合弁事業で見られる、中国側の「金もない、技術もない」ことによる現物出資合

弁事業に起因する問題は、中国から撤退した広州プジョーでも発生しており、当時の外資

合弁事業の普遍的な事項と思われる。 

合弁事業運営に対して、外資メーカーは本国における生産システム、管理方法の導入に

より合弁事業運営を企図している。トヨタもトヨタ生産方式をはじめとするトヨタ式経営

を中国合弁事業へ移植することにより合弁事業の成立を図ろうとしており、そこで発生し

たトラブル経験を、その後の合弁事業へ反映しており、経路依存性が見られる。また、ト

ヨタの合弁事業戦略は、トヨタブランド製品を、トヨタの生産方式、管理方式で、トヨタ

ウェイを理解した従業員を育成し実現するという内部成長による企業発展が前提となって

いる。 

現状の自動車合弁事業で見られる問題は、中国自動車産業政策に起因する、資本金の折

半出資、および、合弁相手先は 2 社までという規定から起因している販売・Ｒ＆Ｄ等の股

裂き状態の問題について分析した。しかし、これはトヨタ独自の課題ではなく、他の外資

                                                   
75 2018 年 8 月 29 日、Bloomberg 
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自動車メーカーでも同様の事象が発生している。 

トヨタの比較劣位については、保守的な企業体質からタイムリーな設備投資の遅れによ

り、急激に拡大する中国自動車市場のスピードに追随できていない問題を指摘した。トヨ

タの事例は、中国進出日系企業に総じて共通する課題であり、普遍的な問題を提供できた

のではないかと筆者は考える。 

②「外資出資比率規制廃止などの開放政策が、今後のトヨタ合弁事業にどのような変革を

もたらすか」 

中国自動車産業は世界一の生産・販売台数の規模に成長したにも係わらず、世界のトッ

プ自動車メーカーは育たず、また、品質や新機能の面でも後塵を排している。そこで、国

策として「自動車王国から強国」へ転換しようと模索しており、その戦略の一つが電力を

中心とする新エネ車で、環境対策、安全対策に関する新技術である。それに加え、外資自

動車メーカーに対する資本金の出資比率規制（乗用車合弁事業は 2022年廃止）、合弁相手

先は 2社（新エネ車は 1 社追加可能）まで、などの従来の諸規制が段階的に廃止となる事

が明確となり、外資自動車メーカーと中国自動車メーカーとの本格競争を迎えることとな

ろう。 

中国自動車メーカー間では競争力向上のため合従連合が予想され、「中国国有自動車 3社

が戦略提携に合意、統合に前進」と報じられ 76、第一汽車、東風汽車、長安汽車の中央企

業 3 社は新技術開発、自動車製造と部品調達、海外進出、新しい販売方法について戦略提

携で合意と、合従連合により世界トップブランドの育成を目指す動きが見られる。 

一方、外資自動車メーカーも、ＶＷ、フォードモーターが新エネ車を対象とする 3 社目

の合弁事業の設立、米テスラの単独進出が始まっている。 

トヨタについては、中国自動車市場での販売シェアが世界平均の半分以下に留まり、比

較劣位の挽回計画を考察した。今後のトヨタの中国戦略は、Lexus のような高級車は品質

確保の観点から日本生産が基本であり、従来どおり完成車輸入が中心となるであろう。既

存の第一汽車、広州汽車との自動車合弁事業については、合弁契約の残余期間があり、ま

た、販売体制の股裂き問題が解決されておらず、当面は合弁相手先の対応を確認しつつ、

トヨタの資本比率を高め、合弁事業の主導権を握る動きを筆者は予想する。また、このよ

うな動きは既にＶＷで始まっていると報じられている。 

しかし、一度失った地位を回復するのは大変な努力と、積極的な投資が必要であり、変

化の激しい中国市場で、「石橋を叩いて渡る」と比喩されるトヨタがどこまで積極的になれ

るかがポイントと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
76 2017 年 12 月 2 日『日本経済新聞』 
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第Ⅳ部 実証研究―中国自動車大国から強国への始動― 

第十章 トヨタの中国進出企業集団 

 

10.1． 本章の背景と課題 

 前章で述べたように、トヨタの中国進出については、企業のグローバル・マーケティン

グの発展プロセスと同様に、“間接貿易→直接貿易→現地生産”のステップで拡大してい

る。トヨタの海外生産事業展開を一言でいえば「愚直」そのもので、トヨタ式生産方式を

始めとする管理の仕組みを着実に展開し徹底するなど内部成長を基本としており、中国の

事業展開からもその一旦が伺える。 

 これをライカ―(2004)は、トヨタは単に海外に工場を立ち上げているだけではなく、ト

ヨタウェイのカルチャーを海外に植え付ける努力をしていると称している。 

本章では、“現地生産”に焦点をあて、トヨタの中国進出企業集団の概要および特徴を分

析する。 

                               

10.2. トヨタの中国乗用車生産事業展開への経緯 

1994 年に交付された「汽車工業産業政策」に織り込まれた部品産業の育成を重視し、完

成車両の生産より早期に部品産業の展開によりコア部品の生産が可能となるように、天津

汽車集団の自動車部品会社と合弁で裾野から整備を始めた。1995 年に中国国産化技術支援

センター（現 TTCC：Toyota Motor Technical Center （China）Co.Ltd）を天津市に開

設し、自動車部品国産化にむけて支援を始めた。これにより、デンソー、アイシン、豊田

合成等のトヨタ系部品メーカーが天津地区へ進出した。 

これを機に、同年から 1997 年にかけて主要ユニットや部品を手がける合弁企業 4 社を

相次いで天津に設立した。具体的には、アクスル（車軸）やデフを製造する天津豊津汽車

伝動部件（TFAP：Tianjin Fengjin Auto Parts Co.Ltd、1995年設立）、エンジン製造の天

津トヨタ自動車発動機（現、天津一汽トヨタ発動機 TFTE：Tianjin FAW Toyota Engine 

Co.Ltd、1996 年設立）、鍛造部品製造の天津トヨタ鍛造部品（TTFC：Tianjin Toyota Forging 

Co.Ltd、1997 年設立）、プロペラシャフトなどを製造する天津津豊汽車底盤部件（TJAC：

Tianjin Jinfeng Auto Parts Co.Ltd、1997年設立、2011 年資本関係解消）であり、天津

地区で部品産業の育成に努めるトヨタの取り組みは、のちに天津汽車との乗用車合弁プロ

ジェクトへと結実していった 

天津汽車との乗用車合弁プロジェクトでは、ダイハツ工業と天津汽車が技術提携により

生産をしていた「夏利」の後継車種計画を進め、2000 年 6 月に天津汽車との合弁会社とし

て天津トヨタ自動車を設立し、2002 年 10 月に念願の乗用車「ヴィオス」の生産を開始し

た。 

2002 年 8 月、トヨタは 1970 年代末から技術交流などで接点のあった中国第一汽車集団

公司との間で、戦略的かつ長期的な共同事業の関係を構築することで基本合意した。第一

汽車は、上海汽車集団および東風汽車集団とともに「三大集団」を形成する中国の有力自

動車メーカーであり、この合意に基づく「合作協議書」の調印式は、第一汽車の竺延風総

経理と、トヨタの張富士夫社長の出席のもと、同月に北京の人民大会堂で行われた。第一

汽車はこの合作協議書の調印に先立ち、2002 年 6 月に天津汽車と資本提携し、また 8月に
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は四川旅行車製造廠との間で合作協議に合意し、第一汽車が一体的に事業展開していく体

制が整えられた。 

2003 年、天津トヨタ自動車は天津一汽トヨタ自動車（TFTM：Tianjin Faw Toyota Motor 

Co.Ltd）に生まれ変わった。同社は、西青工場の第 1 ラインに 2004 年に「カローラ」を追

加投入したのち、天津経済技術開発区の泰達工場では第 2 ラインを新設し、2005年に高級

乗用車「クラウン」、中型乗用車「レイツ」の生産を立ち上げた。また、2003 年ダイハツ

工業は一汽華利へ小型 SUV「テリオス」の技術を供与し生産を開始した。 

この間、四川地区では、商用車の合弁生産プロジェクトを推進し、四川旅行車製造廠と

の間でマイクロバス「コースター」の生産交渉を進めていた。日本から完成車を輸出して

いた「コースター」中国国内で人気が高く、中国の中央・地方政府および自動車メーカー

各社が現地生産を熱望する車種でもあった。四川事業は、1993年に日本でモデルチェンジ

する「コースター」の旧モデル用金型と、間もなく生産終了する搭載エンジンのラインを

日本から移設する計画で、設備投資額を節減し、価格を抑えた製品を提供することがねら

いであった。しかし、生産を予定していた旧モデルなどの部分が「自動車工業産業政策」

における「技術移転を行う本国で生産を終了した製品のプロジェクトは認可をしない」と

いう条項に抵触する恐れがあり、中央政府から要望されている「コースター」のプロジェ

クトを実現させるため、中国市場向けに新設計された「コースター」で、同プロジェクト

を推進することで合意し、1998年に四川トヨタ自動車（現、四川一汽トヨタ自動車 SFTM：

Sicheng Faw Toyota  Motor Co.Ltd）を四川旅行車 50％、トヨタ 45％、豊田通商 5％

の出資比率で設立し、2000 年 12 月にコースター1 号車のラインオフ式を行った。2003 年

から新たに大型 SUV「プラド」の生産を開始し、2005 年に四川旅行車の出資分が第一汽車

に譲渡されたことに伴い、社名を四川一汽トヨタ自動車（SFTM）に変更した。 

また、それまで大型 SUV「ランドクルーザー」を生産していた長春一汽豊越自動車を長

春豊越分公司として統合し、その分公司の社名を四川一汽トヨタ自動車長春豊越公司（SFTM

長春）に改称した。同社は、2005 年 12 月に海外では初のハイブリッド（HV）小型乗用車

「プリウス」の生産拠点となった。トヨタが北米でも生産していない重要な戦略車種であ

る「プリウス」を投入するのは異例のことであり、世界で人気の環境車を真っ先に現地生

産することで、米国一辺倒でない姿勢を中国政府に示した。 

その後、成都の四川一汽トヨタは、2010 年に成都市龍泉区の成都経済技術開発区に移転

し、新工場を開設した。 

四川・天津事業に続き、広州汽車との広汽事業が結実し、2004 年に広汽トヨタ発動機

（GTE：GAC Toyota engine Co.Ltd）、広州トヨタ自動車（現、広汽トヨタ自動車 GTMC：

GAC Toyota Motor Co.Ltd）を相次いで設立した。GTEでは、2005 年にエンジン部品生産を

まず日本向け輸出から開始し、2006 年から中国生産の中型乗用車「カムリ」に供給した。

広汽トヨタ自動車では 2006 年に米国でベストセラーカーとなった「カムリ」、2008年に小

型乗用車「ヤリス」の生産を開始した。その後、2009 年には新ラインを増設して中型 SUV

「ハイランダー」を生産し、2010 年からは「カムリ HV」の生産を始めた。中国での HV 生

産は、2005 年の長春での小型乗用車「プリウス」につぐものであった。 

 

10.3．トヨタの自動車周辺産業への展開の経緯 
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現地生産プロジェクトの本格化に向けて販売網の整備に注力し、天津トヨタ自動車（現

天津一汽トヨタ自動車、TFTM）の生産開始を翌年に控えた 2001 年に、販売業務を統括する

トヨタ自動車（中国）投資有限会社（TMCI：Toyota Motor (China) Investment Co.Ltd）

を北京に設立し、天津トヨタ生産車のマーケティング機能も担った。しかし、トヨタは第

一汽車と広州汽車の 2 社と合弁事業を展開しており、合弁相手先ごとに販売チャネルを区

分することを求められた。そこで、2003 年に第一汽車との合弁で一汽トヨタ自販（FTMS：

Faw Toyota Motor Sales Co.Ltd）を設立した。これにより、一汽トヨタ系の合弁生産車

両は FTMSが扱うこととなった。 

その後、2006 年には広州トヨタ自動車（現、広汽トヨタ自動車、GTMC）が生産を開始し

たが、同社の生産車両は自社で扱う体制がとられた。このため、中国での現地生産車は 2

つのチャネルで販売される体制が確立されていった。 

一方、TMCI はレクサスおよびトヨタ両ブランドの輸入車の取扱いを目指したが、その認

可には時間を要した。2001 年の中国の世界貿易機関（WTO）加盟後、徐々に外資開放の条

件が緩和され、TMCI の最低資本金増資などを行った結果、2004年に中国政府によりトヨタ

の「地域本部」として認められ、2005 年に公布・施行された「自動車ブランド販売実施管

理弁法」により、TMCI は自動車分野の貿易および卸売の認可を受け、レクサスおよびトヨ

タ両ブランドの輸入車ディストリビューターとなった。 

トヨタの中国内自動車販売会社設立あたっては、グループの豊田通商が大きな役割を果

たし、西安華通豊田汽車服務公司、瀋陽華通豊田汽車服務公司、烏魯木斉華通豊田汽車服

務公司等を設立している。 

また、中国政府は、自動車市場の急速な拡大への対応や外資開放策の一環として、2003

年に「自動車金融会社管理弁法」を発表した。これを受けてトヨタでは、同年 12 月に自動

車金融会社設立の認可を得て、トヨタ自動車金融（中国）有限公司（TMFCN：Toyota Motor 

Finance (China） Co.Ltd)を北京に設立した。同社は、自動車販売金融や認定ディーラー

への融資業務を担っている。 

そして、合弁生産事業の本格化や、中国市場の急成長に対応して、トヨタ車の生産台数

は急激に拡大した。それに伴い、物流面での課題が浮き彫りとなり、一汽トヨタ系、広汽

トヨタ系がそれぞれ個別に物流を行ってきたため、効率の低下や高コスト体質、長いリー

ドタイムなどへの対応が求められるようになった。そこで、第一汽車、広州汽車、トヨタ

の 3 社共同出資により、2007 年に同方環球（天津）物流有限公司（TFGL：Toyota Parts 

Global (Tianjin) Logistics Co.Ltd）を設立し、一元管理による効率的な共同物流体制を

実現するため、トヨタの生産物流方式をベースに、第一汽車と広州汽車の中国での物流ノ

ウハウを取り入れ、現地の実情に適合した先進的な物流方式の構築を目指した。 

    

上述のようにトヨタは、戦後の完成車輸入販売時には、1980 年にトヨタ認定サービスス

テーション（TASS）を設立しサービス品質の保証、1987年には中国初の自動車教習所とな

る首汽豊田自動車運転手訓練センターを開設し自動車の使用環境の整備を進めている。 

金杯汽車との商用車「ハイエース」生産時には、自動車技術の人材育成や環境対策への

協力の一貫として、1990 年に中国トヨタ金杯技能工養成センターを開設し、継続的な技能

者の育成を通じて、中国の自動車産業の「人づくり」に寄与している。また、1997 年から
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中国国産化技術支援センター（現、トヨタ汽車技術中心（中国）TTCC）を天津市に開設し、

部品国産化の推進および、生産技術移転を進めており、トヨタブランド維持のための「品

質」へのこだわりと、トヨタの内部成長による海外進出の姿勢が見える。 

 

10.4. トヨタの中国車両生産工場の合弁進出（図 25） 

2000 年 12 月に中国は WTO に加盟したが、その後もトヨタの長春事業、広州事業供にエ

ンジン合弁会社が先に合弁で進出し、遅れて車両工場が進出するという形態であり、また、

合弁認可が大幅に遅延するなど、中国の自動車産業政策に影響されている。 

中国事業を展開するにあたり、トヨタは世界で中国のみ海外事務所（北京、天津、長春、

瀋陽）を設置し対応しており、ここからも中国の特色ぶりが見られる。 

 

図 25．トヨタの中国生産工場一覧 

 

出所）トヨタ自動車株式会社（2012）『トヨタ自動車 75 年史』 

 

10.4.1 瀋陽金杯汽車での商用車（ハイエース）生産の概要 

1988 年 11 月技術援助契約締結以降、生産から販売まで､トヨタ独自のノウハウを提供し

た。金杯汽車は傘下の「瀋陽金杯客車製造」で金杯ブランドの商用車（ハイエース）を生

産するという内容で、1991 年 11 月に 1 号車がラインオフした。当初、技術援助の範囲は

ボデーのプレスと溶接に限られていたが、1992 年には塗装や組立工程にまで拡大した契約

へ変更となった。現在、金杯客車は、中国ナンバー・ワンの軽型客車メーカーへ成長した。 

また、瀋陽市において、金杯客車と「中国トヨタ金杯技能工養成センター」を共同で開

設し、中国の自動車製造の専門人材育成の面からも貢献している。 

トヨタは瀋陽金杯客車製造への資本参加を検討したが、1992年に金融資本である華晨が

金杯汽車へ資本出資したため断念した（嶋原 2017)。 
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＜瀋陽金杯汽車での商用車生産の経緯＞ 

1984 年     瀋陽汽車へ商用車「ハイエース」CKD200 台を輸出 

1988 年 5月 「金杯汽車股份有限公司」設立 

11月 当初技術援助契約締結（97年 6月まで） 

1989 年 4月  当初技術援助契約批推（中央政府） 

1990 年 9月 「中国汽車工業トヨタ金杯技能工養成センター」 

→国産車製造を担う高い専門技術を持つ人材育成を目的に、 

中国汽車総公司、金杯汽車とトヨタ自動車が共同で、技能工養成センタ

ーを設立。 

1991 年 6月  「トヨタ自動車瀋陽事務所」開設 

11月  金客「ハイエース」1 号車生産開始 

1992 年 9月  拡大技術援助契約締結（95 年 11 月まで） 

1994 年 3月  3部品技術援助契約締結 

 

 

写真 9．1988 年瀋陽金杯汽車  

出所）トヨタ自動車（2018）『2017 丰田汽车公司概况』 

 

10.4.2 四川一汽トヨタ汽車有限公司（SFTM）の概要 

（1）四川・成都での小型バス「コースター」の生産 

中国政府が推進する、西部大開発計画と連動し、内陸地域の経済発展に貢献するために、

四川省成都市で、四川旅行車製造廠と合弁で、「四川トヨタ自動車有限公司」（表 48）を設

立した。 

四川プロジェクトは、中国の中央・地方政府および自動車メーカー各社が現地生産を熱

望する車種で、中国市場向けに新設計された「コースター」で合意した。なお、合弁相手

先の四川旅行車製造廠では、四川トヨタ自動車の予定地に隣接する工場で、「コースター」

のコピー車を生産し、半額以下の値段で販売していたが、品質の向上が急務であった。 

1998 年に「四川トヨタ自動車有限公司」（現、四川一汽トヨタ自動車有限公司）を四川

旅行車 50％、トヨタ 45％、豊田通商 5％の出資比率で設立し、同社は、2000 年 12 月に「コ

ースター」1 号車のラインオフ式を行った。また、2003 年から新たに大型 SUV77四輪駆動車

「プラド」の生産を開始し、2005 年に四川旅行車の出資分が第一汽車に譲渡されたことに

伴い、社名を「四川一汽トヨタ自動車有限公司」（SFTM）に変更した。 

その後の 2010年に成都市龍泉区の成都経済技術開発区に移転し、新工場を開設した。新

工場は従来の年産 1 万 3,000 台から 3 万台へと生産能力が引き上げられ、新型「プラド」

                                                   
77 SUV とは、スポーツ・ユーティリティ・ビークル(Sport Utility Vehicle)の略称で、自動

車の形態の一つで、「スポーツ用多目的車」と訳され、一般的にオフロード走破性が高く、

一般道でも使える自動車を指す。 
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の生産にあたった。 

 

＜四川トヨタ汽車設立の経緯＞ 

1998 年 11月  四川トヨタ汽車有限公司設立 

12月   工場建設着手   

1999 年 12月  マイクロバス「コースター」のフル CKD 車生産開始 

2000 年 12月   「コースター」生産開始 

2001 年 2月   「コースター」販売開始 

2010 年     成都市龍泉区の成都経済技術開発区に新工場建設移転 

 

 

写真 10．四川一汽トヨタ自動車有限公司（成都） 

出所）トヨタ自動車株式会社（2012）『トヨタ自動車 75 年史』 

 

（2）吉林・長春での SUV四輪駆動車「ランドクルーザー」の生産 

2003 年 3月からトヨタとの合弁を前提に準備設立した、吉林省長春市の第一汽車工場内

の長春一汽豊越自動車で SUV 四輪駆動車「ランドクルーザー」の生産を現在の長春東工場

で開始した。しかし、新規の自動車会社設立を抑制するとの方針から 1 年以上も中国政府

の承認が得られず、やむなく 2005 年 7 月に四川一汽トヨタ自動車の長春豊越分公司とし

て統合し、その分公司の社名を「四川一汽トヨタ自動車有限公司長春豊越公司」（SFTM 長

春）に改称した。同社は、2005 年 12 月に海外では初の HV小型乗用車「プリウス」の生産

拠点となった。 

その後、2012 年 5 月に長春西工場を新規に建設し小型乗用車「カローラ」を天津と相互

生産し、2015年 8月には新型小型 SUV「RAV４」の生産開始に伴い、全量を長春西工場で生

産することとなった。 
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写真 11、12．四川一汽トヨタ自動車有限会社（長春豊越分公司）  

出所）トヨタ自動車株式会社（2012）『トヨタ自動車 75 年史』 

 

表 48．四川一汽トヨタ自動車有限公司の概要 

社名 

四川一汽トヨタ汽車有限公司（SFTM） 

分会社：四川一汽トヨタ汽車有限公司長春豊越分公司（SFTM 長春） 

生産開始年月 1999 年 12月 

敷地面積 
成都 45万 m2 

長春西工場 98 万 m2 

事業内容･生産品目 

成都：「コースター」「ランドクルーザープラド」 

長春西工場：「ＲＡＶ４」 

生産実績 2019 年 16万台（生産能力：成都 5 万台、長春西 10万台） 

従業員数 成都 1,882 人、長春 3,896 人 

出資比率 TMC 50％、第一汽車集団 50％ 

出所）丰田汽车（中国）投资有限公司（2019）『丰田中国企业社会责任报告 2018-2019』を基に

筆者作成 

 

10.4.3 天津一汽トヨタ自動車有限公司（TFTM）の概要と第一汽車集団との提携 

中国進出に出遅れていた当時のトヨタが提携できる中国企業は、グループ企業のダイハ

ツ工業が技術提携していた天津汽車に限られ、両社が技術提携により生産していた小型乗

用車「夏利」の後継車種の計画を進めた。 

そして、中国政府から自動車部品産業強化の方針が示されたことを受け、1995 年に「中

国国産化技術支援センター（現、トヨタ汽車技術中心（中国））」を天津市に開設し、同

年から 1997 年にかけてエンジンや主要ユニット部品を手掛ける合弁企業 4 社を相次いで

設立した。 

部品産業育成強化の実績を基盤に、その結果、2000 年 6月に天津汽車との合弁会社であ

る「天津トヨタ自動車有限公司」（表 49）の設立に漕ぎ着け、2002 年 10 月に念願の小型

乗用車「ヴィオス（VIOS）」の生産を開始した。なお、生産車種は隣接する天津汽車の小型

乗用車「夏利」へのエンジン供給の互換性の関連から、天津トヨタ自動車の生産車種は小

型乗用車「ヴィオス（VIOS）」に限られた。 
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また、2002 年 8 月、トヨタは 1970 年代末から技術交流などで接点のあった「中国第一

汽車集団公司」（第一汽車）との間で、戦略的かつ長期的な共同事業の関係を構築すること

で基本合意した。第一汽車はこの合作協議書の調印に先立ち、2002 年 6 月に天津汽車集団

と資本提携し、また 8 月には四川旅行車製造廠との間で合作協議に合意し、これら一連の

合意により、トヨタおよび天津汽車など従来の合弁パートナーと、一汽が一体的に事業展

開していく体制が整えられた。 

翌 2003 年、天津トヨタ汽車は「天津一汽トヨタ自動車有限公司（TFTM：Tianjin Faw 

Toyota Motor Co.Ltd）」となり、中央国有企業との合弁へ生まれ変わった。 

西青工場の第 1 ラインに 2004 年にグローバル車の「カローラ」を台湾国瑞汽車で「華人

ティスト仕様」を追加した車両を投入したのち、天津経済技術開発区の泰達工場では第 2

ラインを新設し、2005年にトヨタの代名詞となっていた高級乗用車「クラウン」を世界で

も数少ない現地生産し、その派生車である中型乗用車「レイツ」の生産を立ち上げた。さ

らに、2007年に小型乗用車「新型カローラ」の投入に合わせて、泰達工場に第 3ラインを

新設し、2009年からは同ラインで小型 SUV「RAV4」の生産も開始した。 

 

＜天津トヨタ汽車設立の経緯＞ 

1995 年 4月 中国国産化技術センター設立 

    12月  天津豊津汽車伝動部件有限会社設立 

1996 年 5月 天津トヨタ汽車発動機有限公司設立 

1997 年 2月 天津トヨタ鍛造部件有限公司設立 

7月 天津津豊汽車底盤部件有限会社設立 

1998 年 2月 トヨタ汽車技術中心（中国）有限公司設 

2000 年 6月 天津トヨタ汽車有限公司の設立 

2002 年 10月 小型乗用車「ヴィオス（VIOS）」生産開始 

2003 年 9月 社名を天津一汽トヨタ汽車有限公司へ変更 

2004 年 2月 小型乗用車「カローラ（花冠）」生産開始 

2005 月 3月 泰達工場完成、高級乗用車「クラウン（皇冠）」生産開始 

2005 年 10月 中型乗用車「レイツ」生産開始 

2007 年 5月 小型乗用車「新カローラ」生産開始（旧カローラ花冠も並行生産） 

2009 年 4月 小型 SUV「RAV４」生産開始 

 

 

写真 13．天津一汽トヨタ自動車有限公司 西青工場 
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写真 14．天津一汽トヨタ自動車有限公司 泰達工場 

出所）トヨタ自動車株式会社（2012）『トヨタ自動車 75 年史』 

 

表 49．天津一汽トヨタ自動車有限公司の概要 

社名 天津一汽トヨタ汽車有限公司（TFTM） 

生産開始年月 2002 年 10月 

敷地面積 
西青工場 6 万 m2 

泰達工場 155万 m2 

事業内容･生産品目 
西青工場：生産車両「IZOA」」 

泰達工場：生産車両「クラウン」「カローラ」「ヴィオス」 

生産実績 56万 8 千台（生産能力：西青 10 万台、泰達 41万台） 

従業員数 10,720 人 

出資比率 TMC 50％（関連会社を含む）：第一汽車集団 50％ 

出所）丰田汽车（中国）投资有限公司（2019）『丰田中国企业社会责任报告 2018-2019』を基に

筆者作成 

 

10.4.4 広汽トヨタ自動車の設立（GTMC）の概要 

四川・天津事業に続き、政府認可が約一年間遅れたものの、広州汽車との乗用車合弁事

業が結実し、2004 年 2 月に「広汽トヨタ発動機有限公司（GTE）」、9 月に「広州トヨタ自

動車有限公司」（現、広汽トヨタ自動車有限公司（GTMC））（表 50）を相次いで設立した。

エンジン会社の社名は広州汽車集団との社名から、車両会社の社名は地域名から付された

が、2008 年 9月に、広州汽車集団名に統一された。 

広州市政府はこの地域を中国の自動車産業のひとつの中心地とするべく、「中国のデ

トロイト政策」78を遂行しており、日系自動車メーカーの誘致を進めた。そして、広州市

                                                   
78 2004 年に策定された「広東省自動車工業 2005-2010 発展規画」では、2010 年に 160 万台の

生産能力を計画。そのうち、乗用車が 140 万台（全国シェアの 15%以上）、輸出が生産の

10%以上としている。さらに、2020 年には、生産規模が 300 万台（うち、乗用車が 250 万

台）とし、これが実現されれば、広州はデトロイトと豊田市に並ぶ世界有数の自動車の生

産基地になるとしている。広州ホンダが 99 年に、東風日産が 03 年に、広州トヨタも 06 年

から稼働したことにより、広州は東部がホンダ、北部が日産、南部がトヨタとその周辺に
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は南沙地区に進出する日系企業のために、隣接地域で自動車運搬専用港の建設、工場の近

辺まで伸びた高速道路、不足気味となっている電力に対しては 2 つの原子力発電所の稼

動、工場に通じる道路、地下鉄等のインフラ整備を急速に進め、トヨタの天津事業と行政

の対応が大きく異なった。 

広州汽車集団はホンダとの合弁が先行し、中型乗用車「アコード」が順調な販売をして

おり、広汽トヨタ自動車では同クラスのグローバルカーである「カムリ」を、2006 年 5 月

に台湾国瑞汽車の「華人ティスト仕様」を追加したモデルの生産を開始した。その後、2009

年 5 月には新ラインを増設して中型 SUV「ハイランダー」を生産し、2011 年に MPV79「Ｅ

Ｚ」、2013 年に小型乗用車「ヤリス」、2014 年に小型乗用車「レビン」と生産車種を拡大し

ていった。 

広汽トヨタ自動車の最大の特徴は工場のレイアウトにある。デンソーやアイシン精機な

どの部品メーカー13 社が公道を挟んで広汽トヨタ自動車と向き合うように並んでおり、そ

の配置は部品を運ぶ際の時間が最も短くなるように、物流を考えて部品メーカーの場所が

決められえいる。そして、新開発の専用台車が部品メーカーと広汽トヨタ自動車を往復し、

必要な部品を必要な時間に JITで供給している。部品を専用台車で供給する仕組みはトヨ

タでは初めてであり、1 台に 45 分の作業量に当たる部品が積まれた専用台車は公道を走ら

ず、部品メーカー群と広州トヨタ自動車の間に走る公道の下に地下トンネルを通り供給さ

れ、公道をトラックで運ぶのと違い渋滞や事故のリスクから回避された。 

なお、広州トヨタ自動車に隣接した地域に進出した部品メーカー13社は、シート等の大

型部品の製造会社、及び広州トヨタ自動車への部品供給を基本としている各社である。同

じ、トヨタグループの部品メーカーでも豊田合成、ジェイテクト、東海理化等はトヨタ以

外の広汽ホンダ、東風日産へも部品供給をしており、工場を佛山市等の南沙地区以外の周

辺地区へ進出しているのが興味深い。 

 

写真 15. 広汽トヨタ自動車有限公司 

出所）トヨタ自動車株式会社（2012）『トヨタ自動車 75 年史』 

 

表 50．広汽トヨタ自動車有限公司の概要 

                                                   
固まっている部品メーカーからなる自動車の一大生産地となっている。 

79 MPV（Multi Purpose Vehicle の略でミニバンの同義語）型の普通乗用車である。 



 188 

社名 広汽トヨタ汽車有限公司（GTMC） 

生産開始年月 2006 年 5月 

敷地面積 190 万 m2 

事業内容･生産品目 

車両の生産および部品の生産販売 

生産車両：「カムリ」「ヤリス」「ハイランダー」「レビン」「Ｃ－ＨＲ」 

生産実績 66万 8 千台（生産能力：50 万台） 

従業員数 11,807 人 

出資比率 TMC 50％、広州汽車集団 50％ 

出所）丰田汽车（中国）投资有限公司（2019）『丰田中国企业社会责任报告 2018-2019』を基に

筆者作成 

 

10.5．トヨタの中国進出事業体の全体像 

 1995 年 12 月に最初に設立された「天津豊津汽車伝動部件有限公司」以降、当初は自動

車部品製造会社、その後に商用車の車両生産会社、乗用車の車両生産会社、技術支援会社、

販売・サービス会社、新技術部品会社の順序で拡大していった。そして、2018 年 12 月現

在では、部品生産会社 9 社、車両生産会社 4 社、技術・開発会社 3社、販売・サービス会

社 5 社、投資・金融会社 2社、物流会社 1社の合計 24 社という大陣営となった。 

 それに伴い、総従業員数は 38.3千人と多くの雇用を生み出し、600 名を越すトヨタの日

本人駐在員がトヨタ式の技術・管理手法の指導をしている。トヨタの製造会社の場合、日

本人駐在員の割合は、中国人 100 人に対し、日本人 1 人の割合を基本としており、人材の

現地化を進めている。 

 

 トヨタの中国進出事業体を時系列別に層別 

① 1995 年から自動車用部品製造会社を進出し、その実績から車両会社の承認を得る 

・ 「天津豊津汽車伝動部件有限公司」（TFAP） 

・ 「天津トヨタ汽車鍛造部件有限公司」（TTFC） 

・ 「天津トヨタ汽車発動機有限公司」（現、天津一汽トヨタ発動機有限公司）（TFTE） 

・ 「天津豊津汽車伝動部件有限公司」（TJAC） 

・ 「トヨタ汽車技術中心（中国）」（TTCC） 

② 1998 年から中国政府要請による車両生産工場（商用車）の進出 

・ 「四川トヨタ汽車有限公司」（現、四川一汽トヨタ汽車有限公司）（SFTM） 

③ 2000 年からトヨタ念願の乗用車生産工場を天津地区へ進出 

・ 「天津トヨタ汽車有限公司」（現、天津一汽トヨタ汽車有限公司）（TFTM） 

④ 2004 年から車両販売に伴う補完機能の充実 

・ 「一汽トヨタ汽車銷售有限公司」（FTMS） 

・ 「トヨタ一汽（天津）金型有限公司」（TFTD） 

・ 「トヨタ汽車金融（中国）有限公司」（TMFCN） 
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・ 「同方環球（天津）物流有限公司」（TFGL） 

⑤ 2004 年から車両生産の拡充を図るため広州地区、長春地区へ進出 

・ 「広州トヨタ汽車有限公司」（現、広汽トヨタ汽車有限公司）（GTMC） 

・ 「広汽トヨタ発動機有限公司」（GTE） 

・ 「一汽トヨタ（長春）発動機有限公司」（FTCE） 

・ 「四川一汽トヨタ汽車有限公司長春豊越分公司」（SFTM 長春豊越） 

⑥ 2010 年から研究開発機能充実、高機能新製品の投入 

・ 「トヨタ汽車研発中心（中国）有限公司」（TMEC） 

・ 「トヨタ汽車（常熟）零部件有限公司」（TMCAP） 

・ 「新中源トヨタ汽車能源系統有限公司」（STAES） 

・ 「科力美汽車動力電池有限公司」（CPAB） 

 

上記各社の概要は、表 51 を参考 

 

図 26．トヨタ自動車の中国進出事業体を会社機能別に層別      

                              

     部品製造       車両生産       技術･開発 

      9 社          4 社         3社 

 

              トヨタ中国事業体 24社 

               （従業員 38,300 名） 

 

    販売・サービス     投資･金融        物流 

       5社         2社         1社 

 

   

出所）丰田汽车（中国）投资有限公司（2019）『丰田中国企业社会责任报告 2018-2019』を基に

筆者作成 

 

図 27．トヨタ自動車の中国進出事業体を出資先別に層別   

                                 

     トヨタ      トヨタ・第一汽車   トヨタ･広州汽車 

      10 社         9 社         2 社 

 

              トヨタ中国事業体 24社 

              （従業員 38,300 名） 

 

  トヨタ･第一汽車・広州汽車            トヨタ・その他 

     1 社                    2 社 
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出所）丰田汽车（中国）投资有限公司（2019）『丰田中国企业社会责任报告 2018-2019』を基に

筆者作成 

 

表 51．トヨタの中国進出企業一覧（2018 年 12 月現在） 

1．トヨタ独資会社 

会社名 

（設立年月） 

資本金 

（出資比率） 

所在地 業種 従業員数 

 

トヨタ汽車（中国）投

資(2001 年 7 月) 

TMCI 

1.18 億ＵＳ＄ 

（ﾄﾖﾀ 100%） 

北京市 総括会社 707 名 

 

トヨタ汽車技術中心

（中国）(1998年2月) 

TTCC 

11億日本円 

(ﾄﾖﾀ 100%) 

 

天津市 生産技術開発 

国産化 

332 名 

 

トヨタ汽車研発中心

（中国） 

(2010年 11 月) 

TMEC 

2.34 億ＵＳ＄ 

(ﾄﾖﾀ 100％) 

江蘇省常熟市 研究開発 

環境技術 

430 名 

 

トヨタ汽車金融 

（中国）(2005年1月) 

TMFCN 

31億元 

(ﾄﾖﾀ 100%) 

北京市 自動車金融 447 名 

トヨタ汽車倉庫貿易

（上海） 

(2001年 12 月) 

TPCS 

250 万ＵＳ＄ 

(豊田汽車（中

国）投資 100%) 

上海市 部品デポ 

ｻｰﾋﾞｽﾏﾝ教育 

10名 

 

トヨタ汽車倉庫貿易

（常熟） 

(2013年 12 月) 

TPCC 

1,500万ＵＳ＄ 

(豊田汽車（中

国）投資 100%) 

江蘇省常熟市 部品デポ 

ｻｰﾋﾞｽﾏﾝ教育 

46名 

 

トヨタ汽車技術研発

（上海） 

(2003年 12 月) 

TTRS・SH 

720 万ＵＳ＄ 

(豊田汽車（中

国）投資 100%) 

上海市 自動車修理技術 7名 

 

トヨタ汽車技術研究

交流（広州） 

(2004年 1月) 

TTRS・GZ 

400 万ＵＳ＄ 

(豊田汽車（中

国）投資 100%) 

広東省広州市 自動車修理技術 5名 

 

天津トヨタ汽車鍛造

部件(1997 年 2 月) 

TTFC 

2.45 億元 

(ﾄﾖﾀ 100％) 

天津市 鍛造部品製造 385 名 
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2．トヨタグループ内出資の合弁会社 

会社名 

（設立年月） 

資本金 

（出資比率） 

所在地 

（生産能力） 

業種 従業員数 

 

トヨタ汽車（常熟）零

部件 

(2012年 7月) 

TMCAP 

 

22,780 万 US＄ 

（ﾄﾖﾀ 70.5％） 

（豊田汽車（中

国）投資 19.5%） 

(ﾄﾖﾀ北海道 10%) 

江蘇省常熟市 

46万台/年 

ｵｰﾄﾏﾁｯｸﾄﾗﾝｽﾐｯｼ

ｮﾝ製造 

1,172 人 

 

3．トヨタグループと第一汽車集団の合弁会社 

会社名 

（設立年月） 

資本金 

（出資比率） 

所在地 

（生産能力） 

業種 従業員数 

 

天津一汽トヨタ汽車 

(2000年 6月) 

TFTM 

6.86 億ＵＳ＄ 

(ﾄﾖﾀ側 50%) 

(一汽側 50%) 

天津市 

西青工場 10万

台／年 

泰達工場 41万

台／年 

自動車製造 10,720 人 

 

四川一汽トヨタ汽車 

(1998年 11 月) 

SFTM 

3.85 億ＵＳ＄ 

(ﾄﾖﾀ側 50%) 

(一汽側 50%) 

四川省成都市 

5万台／年 

自動車製造 1,882人 

 

四川一汽トヨタ汽車 

長春豊越公司 

(2005年 7月) 

SFTM 長春豊越 

吉林省長春市 

西工場 10万台

／年 

自動車製造 3,896人 

 

一汽トヨタ汽車銷售 

(2003年 9月) 

FTMS 

2,500万ＵＳ＄ 

(ﾄﾖﾀ 32％) 

(天津一汽豊田

25%) 

(四川一汽豊田

5%) 

(第一汽車 38%) 

北京市 一汽トヨタ車の

販売 

810 人 

 

天津一汽トヨタ発動

機 

(1996年 5月) 

TFTE 

3.33 億ＵＳ＄ 

(ﾄﾖﾀ 50％) 

(一汽 50％) 

 

天津市 

第一工場 10.8

万台／年 

第二工場 

ZR 21.6 万台

12T 21.6 万台 

エンジン生産 2,324人 

 

一汽トヨタ（長春）発

動機(2004 年 3 月) 

FTCE 

1.4 億ＵＳ＄ 

(ﾄﾖﾀ 50％) 

(一汽 50％) 

吉林省長春市 

ZR 10.8 万台 

TNGA 10.8 万

エンジン生産 760 人 
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台 

トヨタ一汽（天津）金

型(2004 年 3 月) 

TFTD 

2,700万ＵＳ＄ 

(ﾄﾖﾀ 90％) 

(一汽 10％) 

天津市 金型生産 199 人 

 

一汽トヨタ技術開発 

(2012年 11 月) 

FTRD 

8億元 

(天津一汽豊田

80%) 

(四川一汽豊田

20%) 

天津市 一汽トヨタ車の

設計開発 

431 人 

 

天津豊津汽車伝動部

件(1995 年 12月) 

TFAP 

2,3 億元 

(ﾄﾖﾀ側 94,7%) 

(一汽側 5.3%) 

天津市 

112 万台／年 

等速ｼﾞｮｲﾝﾄ生産 900 人 

 

4．トヨタグループと広州汽車集団の合弁会社 

会社名 

（設立年月） 

資本金 

（出資比率） 

所在地 

（生産能力） 

業種 従業員数 

 

広汽トヨタ汽車 

(2004年 9月) 

GTMC 

51,820 万 US＄ 

(ﾄﾖﾀ側 50％） 

(広汽側 50%) 

広東省広州市 

50万台/年 

自動車製造 11,807 人 

 

広汽トヨタ発動機 

(2004年 2月) 

GTE 

 

 

51,582 万 US$ 

(ﾄﾖﾀ側 70％） 

(広汽側 30%) 

 

広東省広州市 

AZ12.4 万台 

AR20 万台 

NR10.8 万台 

AR直噴10.8万 

c10.8万台 

エンジン製造 1,327人 

 

5．トヨタと第一汽車集団と広州汽車集団の合弁会社 

会社名 

（設立年月） 

資本金 

（出資比率） 

所在地 

（生産能力） 

業種 従業員数 

 

同方環球（天津）物流 

(2007年 7月) 

TFGL 

500 万 US＄ 

(ﾄﾖﾀ 40％） 

(一汽 35%) 

(広汽 25%) 

天津市 トヨタ車の物流 213 人 

 

6．トヨタグループと第一汽車集団＆広州汽車集団以外の合弁会社 

会社名 

（設立年月） 

資本金 

（出資比率） 

所在地 

（生産能力） 

業種 従業員数 

 

新中源トヨタ汽車能

源系統 

(2013年 11 月) 

STAES 

3,502.8 万 US＄ 

(ﾄﾖﾀ側 40％） 

(PrimearthEV10%) 

(常熟新中源 50%) 

江蘇省常熟市 

 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄ車電池 

製造 

330 人 
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科力美汽車動力電池 

(2014年 8月) 

CPAB 

215.4億円 

(ﾄﾖﾀ側 9％） 

(PrimearthEV41%) 

(常熟新中源 10%) 

(湖南科力 40%) 

江蘇省常熟市 

 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄ車電池 

製造 

464 人 

 

出所）丰田汽车（中国）投资有限公司（2019）『丰田中国企业社会责任报告 2018-2019』を基に

筆者作成 

 

10.6. トヨタ関連会社の中国進出全体像 

1994 年に交付された「汽車工業産業政策」に織り込まれた部品産業の育成を重視し、完

成車両の生産より早期に部品産業の展開によりコア部品の生産が可能となるように、天津

汽車集団の自動車部品会社と合弁で裾野から整備を始めた。1995 年に中国国産化技術支援

センター（現、TTCC）を天津市に開設し、自動車部品国産化にむけて支援を始めた。 

これにより、デンソー、アイシン、豊田合成等のトヨタ系部品メーカー(表 52)が天津地

区へ進出し、トヨタ式生産方式の実践、およびトヨタ品質の確保に大きな役割を果たして

いる。主なトヨタ系関連部品メーカーとしては、トヨタグループで 9 社/129 現地法人とな

っており、具体的には豊田自動織機 7社、愛知製鋼 1 社、ジェイテクト 14 社、豊田通商 5

社、アイシン精機 36社、デンソー35 社、トヨタ紡織 19 社、豊田合成 9社、日野自動車 3

社である。そして、トヨタ系中堅部品メーカーは 6 社/27現地法人となり、東海理化 4 社、

フタバ産業 8 社、愛三工業 7 社、大豊工業 1 社、中央発條 6 社、ファイン・シンター1 社

と企業集団を形成している。 

これは、浅沼(1990)が言うところの、日本の自動車産業における自動車メーカーと部品

サプライヤーとの関係を中国へ移植したものといえる。 

 

表 52．中国進出のトヨタ主要部品メーカー 

【トヨタグループ 9 社】 

社名 

（ ）会社設立 

会社概要 中国事業 

(2019年 1月現在) 

㈱豊田自動織機 

（1926 年 11 月） 

豊田佐吉が発明した G型自動織機の製造

販売から始まる。現在は自動車中心、フ

ォークリフト、カーエアコン用コンプレ

ッサー、エアジェット織機ではシェア世

界ナンバー１ 

7社 

管理 1社 

産業車両 2 社 

カーエアコン 2 社 

自動車部品 1社 

自動織機 1 社． 

愛知製鋼㈱ 

(1940年 3月) 

㈱豊田自動織機の製鋼部門が分離独立。 1社(事務所) 
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㈱ジェイテクト 

(2006年 1月) 

光洋精工と豊田工機が合併し、設立。 

ステアリングシステム、軸受・駆動部品

の専門メーカー。 

14社 

投資会社 1 社(9 ヶ所) 

自動車部品 5社 

軸受部品 7 社 

工作機械 1 社（5ヶ所） 

豊田通商㈱ 

（1948 年） 

1936 年にトヨタ車の販売金融を担当す

る「豊田金融㈱」が起源。戦後の 1948 年

に豊田産業の商事部門を継承して、「日

新通商㈱」が設立し、1948 年豊田通商へ

改称。トヨタグループの総合商社。 

5社 

 

 

 

 

アイシン精機㈱ 

(1965年 8月) 

1943 年東海航空工業が起源。1965 年兄

弟会社である愛知工業と新川工業が合

併してアイシン精機が設立。自動車用パ

ワートレイン、走行安全部品。住生活楊

のベッド、ミシン。 

 

 

36社 

投資社 2 

自動車用走行部品 27社 

自動車用シート社 2 社 

ミシン 2 社 

貿易 1社 

物流 1社 

R&D1 社 

㈱デンソー 

(1949年 12 月) 

トヨタ自動車の電装部門が分離独立し

て設立。自動車用電子システム部品を中

心に、自動車部品メーカーとしては世界

2位の規模。 

 

 

35社 

投資 2社 

自動車部品 29社 

システム開発 1 社 

貿易 2社 

R&D1 社 

トヨタ紡織㈱ 

(1918年 1月) 

豊田佐吉が設立した、トヨタグループの

源流となる会社。2004年に豊田紡織、ア

ラコ、タカ二チが合併して、「トヨタ紡

織」となる。自動車用シート、内装部品

専用メーカー。 

19社 

総括 1社(4 拠点) 

自動車部品 18社 

豊田合成㈱ 

(1949年 6月) 

1949 年、トヨタ自動車工業のゴム部門が

分離独立して「名古屋ゴム㈱」を設立。

1973 年豊田合成へ改称。自動車用ゴム、

樹脂、セフティシステム。オプトエレク

トロニクス部品。 

9社 

統括 1社 

自動車部品 6社 

オプト他 2 社 

日野自動車㈱ 

（1942 年 5 月） 

 

1910 年東京瓦斯工業が起源。1966 年ト

ヨタとの業務提携開始し、2001 年トヨタ

の子会社となる。大中型の商用車部門を

3社 

貿易 1社 

トラック製造 1 社 
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 担当。 エンジン製造 1 社 

注；トヨタグループ社として、「トヨタ車体㈱」、「東和不動産㈱」、「㈱豊田中央研究所」、「トヨ

タ自動車東日本㈱」、「ダイハツ工業㈱」、「トヨタホーム㈱」、「トヨタ自動車九州㈱」、「ト

ヨタ自動車北海道㈱」があるが、中国に拠点がないため割愛する。 

出所）各社 HP を基に筆者作成 

 

【トヨタ系中堅部品メーカー6社】 

社名 

（ ）会社設立 

会社概要 中国事業 

(2019年 1月現在) 

㈱東海理化 

(1948年 8月) 

トヨタの関係会社。自動車用スイッチ、

シートベルト等エレクトロ二クス対応

部品。 

4社(自動車部品) 

フタバ産業㈱ 

(1945年 11 月) 

トヨタの関連会社。自動車用プレス部品

のトップメーカーで、主要製品はマフラ

ー、エキゾストパイプ等 

8社 

統括 1社 

自動車部品 6社 

オフィス機器 1 社 

愛三工業㈱ 

（1938 年 12 月） 

軍需品製造を目的に設立。1945 年 10 月

豊田自動織機から自動車部品の製造を

移管。燃料系部品のメーカーとして発

展。トヨタの関連会社。 

7社 

自動車部品 6社 

貿易 1社 

大豊工業㈱ 

（1944 年 12 月） 

トヨタの関連会社。主要製品はアルミダ

イキャスト、軸受け部品 

1社(自動車部品) 

中央発條㈱ 

（1948 年 12 月） 

鋼製バネの製造会社である中央スプリ

ング製作所として創立し、1938 年中央発

條と改称。1948年企業再建整備法のより

旧会社を解散し、同一社名で新会社設

立。トヨタの関係会社、主要製品はサス

ペンション、自動車用ケーブル。 

6社(自動車部品) 

㈱ファイン・シン

ター 

（1950 年 12 月） 

2002 年東京焼結金属と日本粉末合金が

合併し設立。自動車、産業車両、鉄道車

両部品を製造。 

1社 

出所）各社 HP を基に筆者作成 

 

10.7. 小括 

本章では中国市場においてトヨタ式経営を達成するため、トヨタの中国進出企業集団の

概要および特徴を分析した。 

トヨタの中国進出の特徴としては、戦後の完成車輸出時から、人材育成・技術移転の為

に「トヨタ認定サービスステーション（TASS）」、「首汽トヨタ自動車運転手訓練センター」
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の設立、又、その後の生産開始後も、「中国汽車工業トヨタ金杯技能工養成センター」「ト

ヨタ自動車技術中心（中国）」「トヨタ自動車研発中心（中国）」の設立と、単に自動車の販

売・生産工場にとどまらず、それに関連する人づくり、及び技術移転を愚直に推進してい

る点にあり、日本の自動車産業発展期と同様の展開であり、経路依存性があると言える。 

トヨタの中国事業体は 2018 年 12 月現在では、部品生産会社 9 社、車両生産会社 4 社、

技術・開発会社 3社、販売・サービス会社 5 社、投資・金融会社 2社、物流会社 1 社の合

計 24 社という大陣営となっている。 

それに伴い、総従業員数は 38.3 千人と多くの雇用を生み出し、600 名を越すトヨタの日

本人駐在員がトヨタ式の技術・管理手法の指導、すなわち「トヨタウェイ」を展開してい

る。製造会社の場合、日本人駐在員の割合は、中国人 100 人に対し、日本人 1 人の割合を

基本とし、人材の現地化を進め、トヨタの DNA であるトヨタブランドを保障する「品質」、

それを支える「人づくり」は、中国でも着実に実践されている。 

また、浅沼のいう「日本におけるメーカーとサプライヤーの関係」と同様、トヨタグル

ープ部品各社、トヨタ中堅部品各社、およびその関係部品各社と多くの部品メーカーが進

出し、トヨタグループを形成しトヨタブランドの維持、トヨタ生産システムの遂行に努め

ている。 

すなわち、トヨタウェイによる経営管理、部品メーカーを含めた企業集団形成など、日

本での成功体験を中国で展開しており経路依存性があるといえる。 

現在、中国は「自動車大国から自動車強国」への変化を進めており、これに関連しトヨ

タは、2010 年以降、開発中心（R＆D）機能、また、中国生産部品は生産難易度が最も高い

といわれるオートマチック・トランスミッション、HV 車用の電池製造と最新技術の移転が

進んでおり、トヨタの事業投資対象が、「量から質的向上を図るためのより高度な技術」へ

変化しており、内部成長を重視した展開といえる。 
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第十一章 トヨタとＶＷの中国事業戦略と競争力比較 

 
11.1．本章の背景と課題 

本章の課題は、中国におけるトヨタとＶＷの事業戦略、および、競争力を分析し、トヨタの

比較劣位要因の解析をすることである。 

中国の自動車生産は 2010 年から世界一の規模（2019 年中国 2,572 万台、日本 968 万台）に

成長し、既存の外資ブランドメーカーに加え、中国現地ブランドメーカーの台頭により、激烈

な競争状態となっている。 

そのような中で、王（2007）は「中国に出遅れていたトヨタが 2000年中国自動車最大手の第

一汽車と(中略)包括提携契約に調印した」とあるように、トヨタの中国進出が遅れたという話

を耳にする。中国におけるトヨタの乗用車生産開始は 2002年からで、先行するＶＷは 1985年

に中型乗用車「サンタナ」の生産を開始しており、トヨタはＶＷに対し 17 年もの遅れがある。 

また、2019年の自動車販売台数をみると、世界の総販売台数が 9,129万台に対し、トヨタ車

の販売台数は 1,074万台と 11.7％を占めている。これを、中国に限ってみると中国の総販売台

数が 2,576 万台なのに対し、トヨタ車は 162 万台の 6.2％と世界平均を大きく下回っており、

トヨタは中国市場で苦戦している。 

一方、ＶＷの世界販売台数は 1,097万台と 12.0％を占めていが、中国におけるＶＷの販売台

数は 423万台の 16.4％と世界平均を上回っている。ＶＷの中国市場への依存度は 38.5％（トヨ

タは 15.0％）と高く、中国市場を最重要市場として重視している。 

なお、トヨタ内における中国の位置づけは、表 53のように国別販売は世界 2位、生産台数も

2位と、海外生産最大国に成長している 80。 

 

表 53．トヨタ車（Toyotaと Lexus）の国別販売・生産台数（2019年実績） 

順位 販売 生産 

国名 台数（万台） シェア(％) 国名 台数（万台） シェア(%) 

1 米国 238 25 日本 341 37 

2 中国 162 16 中国 140 15 

3 日本 161 16 米国 119 13 

出所）トヨタ自動車 HPを基に筆者作成 

https://global.toyota/jp/company/profile/production-sales-figures/  2020年 2月 19日 

 

11.2．日本とドイツの自動車産業比較 

 

日本とドイツの異なる制度や文化などの「外部変数」のもとで、創業あるいは戦争などによ

る中断期を経た後の、生産再開時の技術を「初期値」として生産者全体を取り巻く経済環境に

対応していくことが、技術選択のダイナミクスを生み出すと想定し、日本とドイツの自動車産

業を比較分析した。その結果、日本の自動車メーカーの量産体制は、生産システムの柔軟性や

                                                   
80 トヨタ自動車 HPより検索、2019年 9月 1日

https://global.toyota/jp/company/profile/production-sales-figures/ 

https://global.toyota/jp/company/profile/production-sales-figures/
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開発生産性の向上によってモデルの多様化と生産規模の拡大を両立させた。この主な源泉は労

働集約的な技術によるものである。それに対し、ドイツの自動車産業の量産体制は、柔軟性を

併せ持つ自動化と資本集約的な技術の導入と、作業組織の柔軟化という労働集約的技術の両面

を持っている。 

また、外部からの生産技術導入や、企業を取り巻く外部変数が変化した際には、創業時の初

期値や風土・文化・制度などの外部変数により調整が行われ、どの企業においても取捨選択が

行われるが、自社の基本方針は堅持する姿勢が見られる。例として、欧米企業は戦略構想力や

ブランド力に強みを持ち、モジュール組み立て方式を導入することにより「閉鎖・統合型」の

製品アーキテクチャーである自動車を、「開放・モジュラー型」へ近づける努力をしている。一

方、モノづくり・製品品質の面で強みをもつ日本メーカーは欧米の「開放・モジュラー型」な

製品アーキテクチャーの導入は消極的である（小山田 2011）。 

 

11.2.1．第二次世界大戦後の自動車産業と取り巻く社会環境 

1950 年から 1960 年にかけての時代は「モータリゼーション」と呼ばれる自家用車の普及期

であり、新規購入者が中心であった。新規購入者は低価格で標準化された大量生産型の車を求

めた。 

その後 1960年代から買い替え需要が増加し、1970年から 1980年代にかけては新規需要に変

わり、買い替え需要が中心となっていった。買い替え需要者は、より多様性のある差別化され

た高性能かつ充実装備のモデルを要求されるようになり、必要とされる製品が変化していった。

そして日本国内市場が成熟し、より多様な製品が求められるようになったことを背景に、海外

市場で販売する輸出用製品の生産を拡大することになった。 

1973 年と 1979 年に二度にわたる石油ショックが発生した。これにより燃料価格の高騰は消

費者ニーズを小型で低燃費な製品へシフトさせる技術転換を要求することとなった。 

また、欧米を中心に深刻化した長期不況の発生と失業者の急増により、自動車産業をはじめと

する加工組み立て型産業における従来の生産方式の見直しと合理化が模索されるようになった。 

1980年代前半のアメリカは巨額の財政赤字と貿易赤字からなる「双子の赤字」を抱え、一方

日本は対米貿易黒字が突出するという貿易不均衡が問題視されていた。そして、先進 5 か国に

よる協調的なドル安を実現するために、1985年「プラザ合意」が結ばれた。これ以降、急速に

円高が進行することとなり、日本企業を中心に海外現地生産が本格化することになった。 

そして欧州を中心に、1990年に東西ドイツが再統一し、旧東ドイツ地域で経済復興のための

「統一特需」が発生、1991年のソビエト連邦の崩壊により東欧諸国の市場化が推進、1993年の

欧州連合（European Union :EU）の発足により、欧州地域における市場拡大や、生産拠点の国

外設置や国境を越えた流通ネットワークの形成を加速させた。 

 

11.2.2．第二次世界大戦後の日本の自動車産業 

第二次世界大戦直後の日本の自動車メーカーは戦争での破壊を免れた設備を利用して、戦前

から行われていたトラックの生産から再開したが、資金や生産設備が大幅に不足していた。 

そのような状況のなか、各部品メーカーは大ロットで生産し、出来た部品から順次納入される

ため、必要な部品が全部揃う月末に集中して自動車の生産が行われていた。また、同種の工作

機械がまとめて配置される「機械別レイアウト」が採用され、生産ロット数がまとまるまで生
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産に着手されず、仕掛品在庫が工場内に多量に置かれていた。そして、伝統的な職人的生産シ

ステムや手工業的な要素が色濃く残っており、生産量や製品品質は彼らの「やる気」に大きく

依存している傾向が強かった。 

また、各自動車メーカーは出身母体である産業から学んだり、影響を受けたりしやすい環境

にあった。例えば、トヨタとスズキは紡績・繊維産業、ＳＵＢＡＲＵ、三菱、後に日産と合併

したプリンスは航空機産業、マツダ、ダイハツが三輪車、ホンダは二輪車、三菱は造船とも深

い関係があった。日本の自動車産業は紡績業から生産と管理手法、航空機産業から製品技術を

学んだと言われている（藤本 2003、190－191頁）。 

トヨタを例に見ると、3年でアメリカの生産性に追いつくことを目標に、限られた資金・設備

のもとで設備投資を行なわずに生産性の向上をはかる努力をした。そのための 1940年代後半に

おける生産システムの変化は、①必要な時に必要な部品がそろい、仕掛品在庫の減少がはかれ

る「ジャスト・イン・タイム方式」の追求、②「機械別レイアウト」から加工順に機械を配置

する「製品別レイアウト」へ変更、③1 人の作業員が複数の機械を担当する「多工程持ち」や

「多台持ち」の導入、④作業の標準化の推進と、標準値の不断の更新、⑤治具導入による作業

の簡易化と品質向上などの変化をもたらし、その後のトヨタ生産システムへの発展となる基礎

ができあがった。 

1950年の大規模な労働争議を経験し、成長期には労働投入をさせることなく生産性の向上に

より生産量の拡大をはかり、不況期には売れるだけしか作らない限定生産により、低操業時で

も利益が出せる体制の確立に繋がっていった。そして、1950年に「設備近代化５ケ年計画」を

作成し、月産 3,000 台体制をめざして、ベルトコンベアによる生産システム、マルチスポット

溶接機、大型プレス機やエンジンブロック鋳造機など最新設備の導入が図られた。併せて、フ

ォード社から学んだ改善提案制度と現場管理者への教育制度が導入された。1950年代後半には、

米軍向け納入車両の品質問題の指摘を受け、「全社的品質管理 Total Quality Control :TQC」

が導入された。また、後工程の作業者が前工程へ必要なものを取りに行き（後工程引き取り）、

前工程は減った分だけ生産する「カンバン方式」が導入され始めた。 

1960年代はモータリゼーションの進展にともない家庭用乗用車が急増し、国内市場の急拡大

に対応するため、元町工場をはじめとする乗用車生産工場の操業が開始されるとともに、加工

や成型においても自動化が促進された。戦後日本の自動車産業の特徴である生産量の増加がモ

デルの多様化（多種少量生産）によってこの時期に展開されており、生産システムの柔軟性や

開発生産性の向上によりモデルの多様化と生産量の増加を両立させていった。また、部品メー

カーとの取引関係は、取引相手先を分散し専門メーカーから納入を受ける（複数発注方式）、少

数の部品メーカーから機能完結型のサブアッセンブリーされた部品を納入する「ユニット発注

方式」へシフトが始まった。 

1970年代は輸出の拡大と国際競争の時代となり、安価で効率のよい小型車はアメリカのベビ

ーブーマー世代の若者の指示を受け、対米輸出が急増した。輸出の拡大は、輸出仕様車のバリ

エーション増加という多品種生産の必要性が高まり、生産面での柔軟性をいかに確保するかの

課題を突き付けられた。また、2度の石油ショックによる燃料価格の高騰は、低燃費・低公害型

エンジンの開発を促す機会となり、日本メーカーはいち早く成功した。 

1985年のプラザ合意による急激な円高により、部品メーカーを含み、海外生産を本格化させ

ていった。しかし、これまでの生産システムの質的向上を継続して続けた結果、能力の過剰蓄
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積が顕在化されるようになった。具体的には多すぎる製品バリエーション、低い部品の共通化

率、頻繁なモデルチェエンジによる過剰設計として現れ、その結果、製品の機能や品質が過剰

なものとなり、高コスト構造が定着するという問題が発生した。また、貿易摩擦と円高をきっ

かけに、トヨタはＧＭと合弁でＮＵＭＭＩ（New United Motor Manufacturing Inc)などを設立

し、北米での現地生産が本格化していくことになった。それにより、現地で雇用した従業員を

いかに教育し配置・投入していくかの課題に取り組むこととなった。技術者や管理者、機械設

備などの経営資源を日本から移転し、トヨタ式の生産システムを現地従業員向けにマニュアル

化するとともに、現地の労働事情を考慮したものにする努力をしている。 

1990年代に入り、日本はバブル崩壊をきっかけに、経済の長期低迷期に入った。それに呼応

して、過剰設計による高コスト構造から脱却するため、部品の共通化、プラットフォーム統合、

モデルチェンジ周期の延長、設計の簡素化に取り組んだ。また、情報技術（Information  

Technology IT）の進展により、コンピューター援助エンジニアリング（Computer Aided 

Engineering CAE）、コンピューター援助設計（Computer Aided Design CAD）、コンピューター

援助生産（Computer Aided Manufacturing CAM）の導入により開発リードタイムの大幅短縮が

可能になった。 

 以上のように、日本でのフレキシブル生産体制は、生産システムの柔軟性や開発生産性の向

上によって、モデルの多様化と生産規模の拡大を両立する、主に労働集約的な技術によって確

立された（小山田 2011、68頁）。 

 

11.2.3．第二次世界大戦後のドイツの自動車産業 

第二次世界大戦後、日本と同様に敗戦国であったドイツの自動車産業の設備は壊滅的な状況

に陥っていた。そのようななかにあって、ＶＷは例外的に恵まれたスタートを切ることができ

た。それは、ＶＷの工場があったボルフスブルグを占領したイギリス軍が、占領地を管理する

うえで必要となる自動車をイギリス本国から運び入れるのではなく、ＶＷの設備を利用して生

産することを選択したからである（風間 1997、66頁）。 

ドイツでは労働組合代表および従業員代表が監査役会への参加を法的に保証されているとと

もに、もともと国営・公営企業が多かった背景から株式の一部が州政府により保有されている

ケースが見られ、意思決定の際には多様な利害関係者の影響を受けることとなる。また、労働

組合に加え、企業内には従業員代表として「経営評議会」と呼ばれる組織が存在し、労働者代

表から二重の影響を受けることとなり、経営は硬直化しがちである。 

終戦時に壊滅的な状況にあった生産設備に大規模な設備投資を行うとともに、近代生産技術

を導入し、1950年にはほぼ戦前の状況まで乗用車生産を回復している。1950年代はドイツ国内

のモータリゼーションが展開した時期であり、あわせて輸出も開始されており、自動車の生産

規模は急速に拡大した。当時のドイツ自動車産業の中心はＶＷの小型乗用車「ビートル(Beetle)」

であり、大衆車需要の拡大を背景に、低価格・低維持費の小型車である「Beetle」に経営資源

を集中し、規模の経済性を最大限追及し、生産規模を拡大していった。 

また同時期のドイツ自動車産業の発展は、合併・資本集中による生産集中の課程と連動し、

1970 年初までに主要自動車メーカー5 社（ＶＷ、Ａｕｄｉ、ダイムラーベンツ、ＢＭＷ、ポル

シェ）による寡占体制が完成した。寡占体制の成立は機械化と自動化による合理化を中心とし

た「アメリカ式」の大規模生産を可能にした。生産の合理化の背景としては、大量生産体制の
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普及とともに 1960 年代には労働者不足が顕在化し、外国人労働者が大量にドイツに流入した。

そして機械化の進展は作業の単純化や細分化につながり、彼らは単純な反復作業を支えること

になった。労働組合もまた、ドイツ国内での生産量の増加と業績の向上を背景に、給与の改善・

雇用保障・労働時間の短縮・有給休暇の拡大を要求し、経営側の譲歩と引き換えに、機械化や

自動化を中心とする合理化に協力した。 

1970年代に入ると 2度の石油ショックを契機として長期不況が発生するとともに失業が急増

し、その状態が定着化することとなった。ドイツ自動車産業においても構造的転換期を迎える

こととなった（風間 1997、70頁）。 

① 日本車の台頭により競争が激化し、モデルチェンジ周期の短縮化や製品バリエーションの

拡充などの製品市場の構造的変化が必要。 

② 企業戦略の転換には柔軟な生産システムが必要であり、ＮＣ工作機械やマシンニング・セ

ンター、産業用ロボットなどの新技術を活用した生産の合理化を要求。 

③ マイクロエレクトロニクス（Microelectronics ME）技術の進展は、従来のフォードシステ

ムのもとに採用されていた硬直的な専用機械とは対照的に、製品の変更や多様化に柔軟か

つ迅速に対応できるようになり「ドイツ型フレキシブル量産体制」を実現。 

 

1970年代以降、若いドイツ人を中心に失業問題が深刻化し、自動車メーカーは職業訓練要求

に応ずる形で、若い専門労働者を大量に要請した。その結果、熟練工資格を持つ専門労働者を

大量に直接生産部門へ投入することができるようになった。彼らはプレス部門や機械加工部門

などの自動車技術が導入されたハイテク現場に配置され「システム規則工」と呼ばれた。生産

と保守機能をまたがる新しいタイプの熟練労働者が以後の自動車生産現場における戦略的集団

として位置づけられていく。すなわち、テーラシステムの始まりで、生産の制御と作業計画、

保守・整備、品質検査といった機能を間接部門に集中させることにより、直接生産部門の労働

を単純化し、機械化・合理化を進めようとするものである。しかし、それは間接部門における

熟練工の必要性を高めるとともに、間接部門の肥大化を招くものであった。 

一方、1980年代初頭まで、ローテク分野とされた組み立て部門では自動化・機械化は進んで

いなかった。しかし、製品の多様化と高度化の進展は、組み立て作業の合理化利益が期待され

るようになった。そこで、①組み立てロボットの導入などの製造技術の自動化、②最終組み立

てを容易にする設計を行う「モジュール組み立て方式」の導入による自動化である。そしてこ

れは、より高い技術と開発力を持つユニット部品サプライヤーの選別や育成に繋がり、総合的

に生産する情報ネットワークの構築に繋がっていった。 

1990年ドイツの再統一、1993年ＥＵの発足による統一特需の反動で深刻な不況を背景に、ド

イツ国内生産拠点のスリム化、国外生産への移転が進められた。また、ドイツ国内では労働時

間を柔軟に変動させることによって設備稼働率の向上がはかられるようになった。 

以上のように、ドイツのフレキシブル生産体制は、柔軟性を併せ持つ自動化という資本集約

的技術の導入と、作業組織の柔軟化という労働集約的技術の両方を合わせもつものであると言

える。すなわち、まず技術的解決方法が先行して志向され、それに責任分散型マネジメントと

いう人的資源を活性化させる方向での組織開発が志向されるようになった（小山田 2011、68頁）。

なお、ドイツにおけるリーン生産方式の理解は、スピードと低コストという大量生産の特徴と、

柔軟性と高品質という手作り生産の特徴を併せ持つ生産構想と考えられている。 



 202 

11.3．トヨタとＶＷの事業戦略 

11.3.1．トヨタの事業戦略 

(1）トヨタの戦略 

 トヨタは 2005年に「グローバル・マスタープラン」と呼ばれる 2010年に 1,000万台の世界

販売を目標に、世界ナンバー・ワンとなる計画を策定し、積極的に国内、海外の生産能力増強

を実施した。そのような中で、2008年に米国のサブプライム問題を端に発生した米国発の金融

危機により、トヨタの決算も 4,610 億円の赤字に転落した。背景としては、数量を優先した膨

張主義による構造的な固定費の負担と、余剰生産能力に苦しむこととなった 。  

2009年に社長に就任した豊田章男は、トヨタ本来の「良品廉価」に回帰する方向へ経営を修

正し、彼の言葉でいう、「もっといいクルマづくり」81への戦略転換である。そのために、「デザ

インの強化」「開発力の強化」「地域重視のクルマづくり」「組織・体制の整備」に取り組み、車

両開発にあたっては、従来の自動車の基本部分である「車台」と呼ばれる部分のプラットフォ 

ームを、設計や生産コストの削減のため、一つのプラットフォームから多数の車種が展開でき

るようにするプラットフォーム戦略から、新しい設計概念（アーキテクチャー）の Toyota New 

Global Architecture（以下 TNGA）を導入したものへ変更した。TNGAとはトヨタが開発した、

新プラットフォームを基幹とし、商品力の向上と原価低減を同時に達成するための車づくりの

システムの総称である。これにより、トヨタの成長サイクルが従来の「原価低減→商品力向上

→台数成長→原価低減」という循環から、「商品力向上→賢いクルマ作り（TNGA）→原価低減→

商品力向上」へ変更となり、「台数成長」が排除された（中西 2013）。 

新エネ車・自動運転技術開発の競争が激しくなった 2010年代以降にはスズキ・マツダ・ＢＭ

Ｗなど、自グループ以外の企業と提携・共同開発をする仲間づくりをするようになった。 

具体的には、2016年 8月にダイハツ工業を完全子会社化、2017年 8月にマツダと資本業務提

携、2017 年 11 月にはスズキ（2019 年 8 月資本提携）とインド市場向けＥＶ車の投入(2020 年

頃)に関する覚書を締結し、他社とのアライアンスを重視した戦略を推進している。国内販売面

では 2018年 1月からチャンネル制から地域制に順次再編し、生産面ではトヨタ自動車東日本株

式会社の東富士工場を閉鎖し、小型車生産を同社の東北工場へ集約（2020年）、トヨタ広瀬工場

で生産していた電動車用 CPUをデンソーへ移管(2019年末)し、電子部品事業をデンソーへ集約

するなど、国内体制の見直しを進めている。 

また、2018年 10月にソフトバンクとの協業を発表し、電動化、コネクティッド、自動運転を

活用した MaaS（Mobility as a Service）82を提案するなど、クルマを作る会社から、モビリテ

ィに関するあらゆるサービスを提供する会社を意味する、「モビリティ・カンパニー」への転換

を 2018年 5月の決算説明会で宣言している。 

 

(2)トヨタ経営の特徴 

                                                   
81 「もっといいクルマづくり」は、2017年 3月期決算説明会時に豊田章夫社長がトヨタの車づく

りの考え方を形容した言葉。 
82 Mobility as a Service(MaaS)とは、運用客体を問わず、 情報通信技術を活用することにより自

家用車以外の全ての交通手段による移動を 1つのサービスとして捉え、 シームレスにつなぐ新

たな「移動」の概念（Wikipedia）。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%82%B9%E3%83%88
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トヨタの強みはトヨタ生産方式を代表とするモノづくりの力である。デンソー・アイシンと

いった部品メーカーに加え、関東自動車工業（現・トヨタ東日本）・豊田自動織機・日野自動車・

ダイハツ工業・ヤマハ発動機などのトヨタ車生産委託メーカーとの資本提携を活用し、共同開

発や生産・組立て委託でコスト削減をしつつ、トヨタグループ全体の工場の稼働率を高めてい

った。また、トヨタの個別最適を求めた車づくりは、エンジン・バリエーション・駆動方式・

各国の規制の対応など、量の拡大とともに個々に対応する車種数が増加していった。そして、

この対応策の一つとして前述の TNGAへと繋がっていった。 

このようなトヨタの手法は自動車業界の設計概念や製造思想にも影響を与えている。 

一方、プラザ合意以降の円高、バブル経済以降の日本国内の高コスト対策として、日本国内

の自動車メーカーは、ホンダ・日産・スズキを中心に海外生産移管を加速させていった。その

ような中で、トヨタは短期的な収益を犠牲にしても、長期的な競争力の源泉となる国内生産体

制を維持するとし、『国内生産 300万台体制』『国内販売 150万台』に強いこだわりを持ってい

る。北米を主力市場とするカムリを堤工場でも生産を継続、ハイブリッドシステムを構成する

主電池やインバーター、モーター内蔵トランスアクスルなどの大半を自社工場で生産するなど

して、日本の雇用創出に貢献するとともに、国際競争力を持ち、新たな技術や製品を生み出す

イノベーションには、300万台レベルの国内生産規模が必要と堅持している（中西 2013、50頁）。 

また、銀行融資に頼らずに自己資本の充実に努め、名古屋式経営 83の見本ともされる無借金

経営の優良企業の代表とされ多大な自己資本を抱えており、「トヨタ銀行」とも称される。 

なお、連結子会社に、顧客貸し出し（自動車ローン）事業をおこなう金融子会社が存在するた

め、連結決算では企業規模相応の有利子負債が存在する。 

 

11.3.2.ＶＷの事業戦略 

(1).ＶＷの概要 

ＶＷは、ドイツのニーダーザクセン州ヴォルフスブルクに本社を置く自動車メーカーで、ル

ーツの一つであるポルシェをはじめ、傘下の企業を合わせてＶＷグループを構成し、社名のＶ

Ｗはドイツ語で「国民車」を意味する。ＶＷは 1937 年設立され、1938 年に Wolfsburg 工場が

稼動した。ナチス政権化の自動車大衆化政策に基づき、1941年に Ferdinand Porsche（Porsche 

AG創設者）が開発した国民車「Beetle」を量産開始した。第二次世界大戦敗戦によって、工場

はイギリス軍管理下に置かれたが、1950年にドイツ連邦政府へ譲渡された。 

 1950 年代に米国、カナダ、ブラジルなどに拠点を設立し、国内外での需要の高まりを受け、

「Beetle」の生産を拡大し、累計生産台数は 1950年に 10万台、1955年に 100万台と増加して

いった。 

 1960 年代に「ＶＷ法」に基づき株式会社へ改組し、ドイツ連邦政府とニーダーザクセン

（Niedersachsen）州が出資した。1965 年には Mercedes－Benzes から Auto Union(現Ａｕｄ

ｉ)を買収した。 

 1970 年代には「Passat」、「Golf」、「Polo」などの生産を開始し、1974 年に発売した「Golf」

                                                   
83 無借金経営の一形態として名古屋式経営がある。中京圏でみられる会社経営の方法論で、一般的

に「石橋を叩いて渡る」（更には「石橋を叩いても渡らない」）とも揶揄されるほど、ことさらに

冒険を嫌う慎重な経営を指す。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%8A%80%E8%A1%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%8A%80%E8%A1%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%B7%B1%E8%B3%87%E6%9C%AC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%8D%E5%8F%A4%E5%B1%8B%E5%BC%8F%E7%B5%8C%E5%96%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%84%A1%E5%80%9F%E9%87%91%E7%B5%8C%E5%96%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%84%A1%E5%80%9F%E9%87%91%E7%B5%8C%E5%96%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%80%A3%E7%B5%90%E6%B1%BA%E7%AE%97
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9C%89%E5%88%A9%E5%AD%90%E8%B2%A0%E5%82%B5
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%89%E3%82%A4%E3%83%84
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8B%E3%83%BC%E3%83%80%E3%83%BC%E3%82%B6%E3%82%AF%E3%82%BB%E3%83%B3%E5%B7%9E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8B%E3%83%BC%E3%83%80%E3%83%BC%E3%82%B6%E3%82%AF%E3%82%BB%E3%83%B3%E5%B7%9E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9D%E3%83%AB%E3%82%B7%E3%82%A7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%89%E3%82%A4%E3%83%84%E8%AA%9E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E6%B0%91%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/1937%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E4%BA%AC%E5%9C%8F
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は「Beetle」に続く、ＶＷの主力製品に成長していった。一方、「Beetle」のドイツ国内生産は

1978年に終了した。（メキシコは 2019年 7月に終了） 

 1980年代以降は、それ以前の南米などへの工場展開のみならず、既存メーカーの買収（M&A）

により事業拡大を進めている。1982 年に「Pole」などをＳＥＡＴ社へ生産委託を開始したが、

1986 年に同社を買収した。1991 年にはチェコの老舗メーカーであるシュコダを子会社化し、

1996年にはかつてフィアット系だったスペインのセアトを傘下に入れ、東欧・南欧での拠点を

構築した。さらにその後、1998 年にイギリスのベントレーやイタリアのブガッティ(商標権の

み)、伊ランボルギーニなどの高級車ブランドも傘下に入れている。2000年にはＳｋｏｄａ Ａ

ｕｔｏ（1991年出資）を買収して、ＶＷ、Ａｕｄｉ、ＳＥＡＴ、Ｓｋｏｄａの 4ブランド体制

を構築した。その後も、2008年 7月にＳｃａｎｉａ、2011年 11月にＭＡＮを子会社化するな

ど、積極的な M&A戦略を展開していった。 

また、1995年にはＶＷ商用車部門の発足、中国では、1985年に上海ＶＷ、1991年に一汽ＶＷ

を現地企業と合弁で設立した。 

 2002年にポルシェと SUVの共同開発で提携を機に、2005年にポルシェがＶＷへ出資を開始し

た。また、2007年、欧州委員会はＶＷ法が欧州連合の法令に違反していると指摘し、ドイツは

法令廃止を余儀なくされた。そして安定株主を確保する必要に迫られたＶＷ社は、創業時から

歴史的に繋がりが深く、当時ＶＷの株式の 20％を保有する筆頭株主であるポルシェ・オートモ

ービル・ホールディング SE(以下 PAHSE)ポルシェに株式提携を要請した。 

そして、2009年 1月の時点では、PAHSE社の持ち株比率は 50.76%となり、同社による子会社

化が完了した。しかし、2009年に入ると PAHSE社は資金繰りに行き詰まり、2011年半ばをめど

に、ＶＷが PAHSE 社傘下のポルシェ AG 社を買収する形で経営統合する方針へ変更となった。

2012 年 7 月にはＶＷが PAHSE 社の保有するポルシェ AG 社の株式の過半数 49.9%を取得した。

2015 年には、ポルシェ家とピエヒ家が 50%強、ドイツ・ニーダーザクセン州が 20%の株式を所

有し、紆余曲折の末、ＶＷとポルシェが経営統合することとなった。「ポルシェが買収された」

「ポルシェがＶＷと合併した」との報道が多いが、厳密にはポルシェの創業者一族である、ポ

ルシェ家とピエヒ家による支配企業の統合である。2000年代後半に二家の権力闘争を経てピエ

ヒの体制が形成された(図 28)。 

 ピエヒの体制が完成し、①世界のトップを狙える自動車グループが形成されたのに伴い、一

段と強気な経営拡大政策を実行できる地盤が整った。②ピエヒとポルシェ一族の悲願である、

世界的な自動車メーカーをドイツに実現するという理想を現実させることを目指して推進した。

VWのヘルベルト・ディース現社長は「ピエヒ氏は品質と細部にわたる完璧さを自動車産業にも

たらし、ＶＷの DANに刻みこんだ」と評している 84。 

グループの研究・開発の中心（R&D）はドイツのヴォルフスブルクにあり、すべてのブランド

に対して行なっている。また、国際的に技術・市場調査も行っており、米国カリフォルニア州

の研究所（Electronic Research Labおよび Fuel Cell Development Lab）、日本の東京事務所、

中国の北京事務所（Volkswagen Group Research in China）を設立している。 

しかし、2015年には排出ガス規制不正問題が起こり、多額の賠償金の支払いを余儀なくされ

ただけでなく、ブランドイメージの失墜を招き、いくつかの市場では深刻な販売台数の低下と

                                                   
84 2019年 8月 28日、日本経済新聞 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%81%E3%82%A7%E3%82%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B7%E3%83%A5%E3%82%B3%E3%83%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A3%E3%82%A2%E3%83%83%E3%83%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%83%9A%E3%82%A4%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BB%E3%82%A2%E3%83%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%99%E3%83%B3%E3%83%88%E3%83%AC%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%96%E3%82%AC%E3%83%83%E3%83%86%E3%82%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%83%9C%E3%83%AB%E3%82%AE%E3%83%BC%E3%83%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E9%80%A3%E5%90%88
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E3%83%9D%E3%83%AB%E3%82%B7%E3%82%A7%E3%83%BB%E3%82%AA%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%A2%E3%83%BC%E3%83%93%E3%83%AB%E3%83%BB%E3%83%9B%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%83%87%E3%82%A3%E3%83%B3%E3%82%B0SE&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E3%83%9D%E3%83%AB%E3%82%B7%E3%82%A7%E3%83%BB%E3%82%AA%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%A2%E3%83%BC%E3%83%93%E3%83%AB%E3%83%BB%E3%83%9B%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%83%87%E3%82%A3%E3%83%B3%E3%82%B0SE&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9D%E3%83%AB%E3%82%B7%E3%82%A7
https://ja.wikipedia.org/wiki/2009%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9D%E3%83%AB%E3%82%B7%E3%82%A7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8B%E3%83%BC%E3%83%80%E3%83%BC%E3%82%B6%E3%82%AF%E3%82%BB%E3%83%B3%E5%B7%9E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%B4%E3%82%A9%E3%83%AB%E3%83%95%E3%82%B9%E3%83%96%E3%83%AB%E3%82%AF
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B1%B3%E5%9B%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B1%B3%E5%9B%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E4%BA%AC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%97%E4%BA%AC
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なった。具体的には 2015年 9月 18日に、ＶＷのディーゼルエンジン車の一部が排出ガス規制

を不正に潜り抜け、実走行時の有害排出物が規制値を大幅に上回っていることがアメリカ合衆

国で明らかになった。既に多くの台数が市場に出回っているため、健康への被害は極めて大き

いと推定された。制裁金・訴訟の発生、ブランドイメージの悪化などにより、企業業績への悪

影響は長期間にわたると予想され、最高経営責任者のマルティン・ヴィンターコーンが辞任に

追い込まれる結果となった。そして、2018 年 6 月 13 日、ＶＷは、本社を管轄するブラウンシ

ュバイク検察当局から 10億ユーロ（約 1300億円）の罰金を命じられたと発表し、罰金の承諾

をもって進行中の行政罰の手続きはすべて完了するとした。また、アメリカでは、約 250 億ユ

ーロの罰金や賠償金の支払いに合意しており問題は収束しつつある。なお、賠償等の支払いや

イメージダウンによる販売台数減による経営危機が懸念されたが、2017年の年間販売台数、純

利益がともに問題発覚前の数字を超え過去最高を記録している。 

 

図 28．ポルシェ、ＶＷの出資構造 

 

                 ポルシェ 

           ピエヒ家      Gmbh    ポルシェ家 

 

                  100％支配                  

               ポルシェ・オートモービル    ニーダーザクセン州 

                   ホールディング SE（持ち株会社） 

               50.7％         20％ 

    ポルシェ AG         VW AG           カタール政府 

            100％            17％ 

  

                           12％    一般株主 

 

注；出資比率はすべて議決権ベース 

出所）VW、ポルシェオートモービルホールディング SEマニュアルレポート 

 

(2）ＶＷの戦略 

1990年以降の欧州自動車メーカーは、従来からの高コスト体制に加え、日本メーカーの台頭

により、欧州大競争時代に突入し、1993年当時のＶＷは大幅な赤字を出す経営危機に直面して

いた。マリアン・ケラーは『激突』で「ＶＷの将来を考えると、より根本的だと思われる欠陥

は、製品開発の戦略がないために、ゴルフに全面的に依存している現状から抜け出せないこと

である」と述べている。 

ＶＷは 1990年代に、日本式のリーン生産システムを学び、生産性の改善を目指したが、雇用

の膠着化、賃金、企業統治などの制約が多いドイツの独特な社会制度のなかでのものづくりで

は世界的な競争力を維持することは難しいと判断し、日本的なものづくりから距離をとるよう

になっていった。 

そして、ピエヒは過去のエンジニアリング主導から、戦略的な経営手法へ転換をはじめ、プ

https://ja.wikipedia.org/wiki/2015%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/2015%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%87%E3%82%A3%E3%83%BC%E3%82%BC%E3%83%AB%E3%82%A8%E3%83%B3%E3%82%B8%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E6%8E%92%E5%87%BA%E3%82%AC%E3%82%B9%E8%A6%8F%E5%88%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E6%8E%92%E5%87%BA%E3%82%AC%E3%82%B9%E8%A6%8F%E5%88%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%81%A5%E5%BA%B7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%96%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%83%89
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9C%80%E9%AB%98%E7%B5%8C%E5%96%B6%E8%B2%AC%E4%BB%BB%E8%80%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/2018%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/2018%E5%B9%B4
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ラット・フォームを進化させたアーキテクチャー(設計概念)戦略、マルチブランド戦略、高級

化戦略、そしてこれらを築くための外部成長を獲得する M&A戦略が出された。 

ＶＷのヘルベルト・ディース現社長は「技術の多様性を議論する時期は終わった」と新エネ

ルギー車は EVに集中することを明確にした 85。背景としては、FCV86は再生可能エネルギーが余

る時期までは合理的ではなく、PHEV87と HEV88は一時的つなぎの技術と評価している。そして、

EV（電動車）は 2020 年には維持費を含めてガソリン車より安くなり、2025 年頃には内燃機関

車と同等の利益率を確保できると、技術的な進歩を見込んでいる。 

 

① ＶＷ経営の特徴 

ＶＷの事業戦略の特徴としては、①Ｍ＆Ａ戦略を活用し寡占度を引き上げ、外部のシナジー

効果を企業戦略に取り入れる。②マルチブランド戦略を推進し、量販車とプレミアム車ブラン

ドの一体経営を構築する。③日本的なリーン生産方式の模倣から距離をとり、独自のプラット

フォーム戦略を進化させることで、コストと品質のブレークスルーを生み出し、競争力を構築

しようとしている（中西 2013）。 

また、設計、調達分野のおいても、メガサプライヤーとの水平分業体制に大きな抵抗を示さ

ず、システムのオープン化、標準化を戦略的に推進し、互換性の高いアーキテクチャー、部品

のモジュール化を積極的に取り組むとともに、マーケティング、デザイン、ブランドを含むソ

フト面でも卓越したマネジメント能力を発揮しようとしている。 

具体的には「ストラテジー2018」中期経営計画が実施され、最良の雇用者満足、最高の品質、

税引き前売上高利益率 8％、ＶＷグループ販売台数 1000万台の目標が掲げられ、①「MQB89」な

どの革新的な設計概念によるモジュラーをベースとした「メガ・プラットフォーム戦略」の推

進。②積極的な「生産設備と研究開発」への投資。③Ａｕｄｉなど「プレミアム戦略」の強化。

④2020年の欧州ＣＯ2規制 95ｇ／㎞をクリアできる「革新的なパワートレイン（エンジンなど

の動力および駆動系））のリーダーシップを確保する」ことで、小排気量過給ガソリンエンジン

（TSI）の一段の性能向上、プラグインハイブリッド（PHV） 、電気自動車（EV）の開発が進め

られた。 

そして、2016年 6月に発表された「ストラテジー2025」は、コアビジネスの改革、イノベー

ション力の強化などが謳われ、2025年までにＶＷグループの営業利益率 7～8％、投資比率 6％、

研究開発比率 6％、フリーキャッシュフロー10億ユーロ、2020年までに工場生産性 25％改善な

                                                   
85 2019年 4月 16日、日本経済新聞 
86 燃料電池自動車（ Fuel Cell Vehicle, FCV）とは、搭載した燃料電池で発電し電動機の動力で

走る車を指し、本稿では水素を燃料とする燃料電池自動車のこと。 
87 プラグインハイブリッドカー (plug-in hybrid vehicle ) は、コンセントから差込プラグを用

いて直接バッテリーに充電できるハイブリッド車のこと。 
88 ハイブリッド車（ hybrid vehicle  ）は、2つ以上の動力源(原動機)を持つ自動車。 
89 MQB(独 Modulare Quer Baukasten)とは、VWが開発した、プラットフォームを基幹とした FFと FF

ベースの 4WD車用、EVのエンジニアリングアーキテクチャ。従来、プラットフォームはセグメン

トごとに開発・生産されてきたが、MQBはセグメントを超えて部品共通化し、生産コストと車両価

格の抑制、主要技術の共有、最高水準の強度の確保を実現させることを目的に開発された

(Wikipedia)。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%87%83%E6%96%99%E9%9B%BB%E6%B1%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%99%BA%E9%9B%BB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E5%8B%95%E6%A9%9F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8B%95%E5%8A%9B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B0%B4%E7%B4%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%87%83%E6%96%99
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%87%83%E6%96%99%E9%9B%BB%E6%B1%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%85%8D%E7%B7%9A%E7%94%A8%E5%B7%AE%E8%BE%BC%E6%8E%A5%E7%B6%9A%E5%99%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8F%E3%82%A4%E3%83%96%E3%83%AA%E3%83%83%E3%83%89%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%8B%95%E6%A9%9F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%96%8B%E7%99%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%97%E3%83%A9%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%BC%E3%83%A0_(%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A)
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%89%8D%E8%BC%AA%E9%A7%86%E5%8B%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%9B%E8%BC%AA%E9%A7%86%E5%8B%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A8%E3%83%B3%E3%82%B8%E3%83%8B%E3%82%A2%E3%83%AA%E3%83%B3%E3%82%B0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A8%E3%83%B3%E3%82%B8%E3%83%8B%E3%82%A2%E3%83%AA%E3%83%B3%E3%82%B0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BB%E3%82%B0%E3%83%A1%E3%83%B3%E3%83%88_(%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A)
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BB%E3%82%B0%E3%83%A1%E3%83%B3%E3%83%88_(%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A)
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BC%B7%E5%BA%A6
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どの計画を掲げている 90 。 

しかし、2015年 9月に、ＶＷのディーゼルエンジン車の一部が排出ガス規制を不正に潜り抜

け、実走行時の有害排出物が規制値を大幅に上回っていることが米国で明らかになり、賠償等

の支払いやイメージダウンが懸念された。「ストラテジー2025」では、悪化したイメージ回復を

図るため、ディーゼルエンジン車から EV、PHVなどの電動車へ方向を転換した。 

 

② ＶＷ生産の特徴 

ＶＷは 90 年代に日本式のリーン式生産システムを研究し、生産性の改善に努めた。ジャス

ト・イン・タイム、サイマルエンジニアリング、チームワーク、TQCなどの多くの開発、生産方

法の見直しが実施されている。しかし、ドイツの独特な社会制度のなかでものづくりを続け、

世界的な競争力を維持することは至難の業であり、雇用の膠着化、高賃金、企業統治などの制

約が多いドイツで、日本式のリーン生産システムを模倣して、ライバルを超えることは困難と

の結論に達した。日本的な生産システムを体系的に包括的に導入したポルシェとは異なり、Ｖ

Ｗは日本的な物づくりから徐々に距離を取り、独自戦略を打ち出した。 

 

③ VW技術開発の特徴 

「ストラテジー2018」の成長戦略としては、①「MQB」などの革新的な設計概念によるモジュ

ラー（組み合わせ型＝レゴブロックのようなもの）をベースとしたメガ・プラットフォーム戦

略の推進。②積極的な生産設備と研究開発投資で、中国合弁事業の設備投資は 98 億ユーロ（1

兆 2740億円）で、生産能力を 2014年に 400万台へ増強する。③プレミアム戦略の強化により、

収益性の高いアウディ、ポルシェの充実を図るため、中国の現地生産能力を 30万台から 50万

台へ引き上げる。④2020 年の欧州 CO2 規制 95ｇ／㎞をクリアできる革新的なパワートレイン

（エンジンなどの動力および駆動系）のリーダーシップをとる。例えば小排気量過給エンジン

（TSI）の一段の性能向上、プラグインハイブリッド（PHEV） 、電気自動車（EV）の開発であ

る。しかし、「ストラテジー2025」で、2015年のディーゼルエンジン車の排出ガス規制不正問題

により悪化したイメージ回復を図るため、クリーンディ―ゼルエンジン車から EV、PHEVなどの

電動車へ方向を転換した。 

 

11.3.3.トヨタとＶＷの事業戦略比較 

 トヨタとＶＷの会社の特徴を、中西（2013）では「トヨタとＶＷはまったく性質の違う会社

で、企業文化、経営手法、強みとする技術、製品特性、得意とする地域など、ことごとく違う

領域で棲み分けを成立させてきた。（中略）ＶＷは欧州と中国に強く、技術はディーゼルエンジ

ン、直噴小排気量過給ガソリンエンジンに比重が高く、設計思想や製造は組合せ型とモジュー

ル、サプライヤーの水平分業モデル、外部成長を得意とする。トヨタは米国と東アジアに強く、

技術はハイブリッド、設計思想や製造は擦り合わせ型、サプライヤーの垂直統合モデル、内部

成長を強みとする。ＶＷはブランドやデザインなどのソフト面に非常に強く、巨大かつ多様な

組織を科学的にマネージする仕組みを作り上げる。トヨタはものづくりと人づくりの会社であ

り、標準化した内部成長を重んじる」（246頁）、と分析している。 

                                                   
90 Fourin(2017)『中国自動車産業 2017』124―129頁 

https://ja.wikipedia.org/wiki/2015%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/2015%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%87%E3%82%A3%E3%83%BC%E3%82%BC%E3%83%AB%E3%82%A8%E3%83%B3%E3%82%B8%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E6%8E%92%E5%87%BA%E3%82%AC%E3%82%B9%E8%A6%8F%E5%88%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/2015%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%87%E3%82%A3%E3%83%BC%E3%82%BC%E3%83%AB%E3%82%A8%E3%83%B3%E3%82%B8%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E6%8E%92%E5%87%BA%E3%82%AC%E3%82%B9%E8%A6%8F%E5%88%B6


 208 

そこで、トヨタとＶＷの事業戦略について、「経営の特徴」「経営システム」「ビジネス戦略」

の観点から、表 54のように各項目について比較分析をする。 

「経営の特徴」としては、両社ともにファミリー経営ではあるが、トヨタは「ものづくりを

実践するための鍵が人づくりである」という信念を強調し、じっくりと内部成長を重視してい

る。それに対し、ＶＷは M&Aなどを活用し、積極的に外部成長を取り込もうとしている。 

 「経営システム」については、トヨタはトヨタ生産管理システム、トヨタ経営システム（ト

ヨタウェイ）、トヨタスタンダード（TS）を通じて、現場力の向上をはかり、「ものづくり」と

「グループ力（垂直分業）」の強みを進化させて、擦り合わせ型の個別最適開発を追及すること

により競争優位を確保しようとしている。それに対し、ＶＷはメガサプライヤーとの水平分業、

システムのオープン化、標準、互換性の高いアーキテクチャー等の仕組みで外部シナジー効果

を活用して競争力を確保しようとしている。 

 「ビジネス戦略」は、ブランド面をみると、トヨタはプレミアムブランドとしてレクサス、

大衆ブランドのトヨタ、低価格ブランドのダイハツ、商用車の日野と 4ブランドを有している。

これに対しＶＷは、ラグジャリー3、プレミアム 2、大衆１、低価格 2、商用車 3、二輪 1の 12

ブランドとマルチブランド戦略を展開している。プラットフォーム面では、トヨタはメガ・プ

ラットフォームである TNGAを採用しているが、個別最適を優先する傾向があり、緩やかな展開

で進められている。一方、ＶＷはコスト低減の観点から、本社主導で積極的にメガ・プラット

フォームの MQB（Modulare Quer Baukasten）が展開されている。グローバル化の方法について

は、トヨタは「トヨタウェイ」の浸透を前提としており、時間を要すとともに、日本人スタッ

フを大量に現地へ派遣する必要がある。これに対しＶＷは、各海外工場へは早い段階で自立化

を促し、ローカル社員主導での現地化推進を目指しており、結果として地域で基準や工程に大

きなバラツキがでることを容認している。 

 以上のように、トヨタは人づくりを基本としたトヨタ生産管理システムにより、現場力の向

上をはかり、「ものづくり」と「グループ力（垂直分業）」の強みを進化させて、擦り合わせ型

の個別最適開発を追及している。一方、ＶＷはトヨタとは対極的に、メガサプライヤーとの水

平分業、システムのオープン化、標準、互換性の高いアーキテクチャーなどの仕組みで外部シ

ナジー効果を活用し、マルチブランド戦略で、競争力を確保しようとしている。 

   

表 54．トヨタとＶＷの事業戦略比較 

項目 ＶＷ トヨタ 

経営の特徴 創業ファミリー経営 

（ポルシェ家＆ピエヒ家） 

支配を求め企業融和を急ぐドイツ的な

経営感覚 

外部成長を積極的に取り入れるが、買

収ブランドを統治はしても経営主体は

自主性を尊重する 

創業ファミリー経営（豊田家） 

均一な文化と価値観を共有できる人づ

くりを優先し、じっくりと内部成長を

促す 

 

経営システム メガサプライヤーと水平分業 

システムのオープン化、標準化 

ものづくり、人づくり 

トヨタ生産システム（TPS) 
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互換性の高いアーキテクチャー（設計

概念） 

 

（自働化、ＪＩＴなどの現場力を重視） 

トヨタ経営システム（トヨタイズム） 

トヨタスタンダード（TS) 

（独自の高い品質基準） 

ビ ジ

ネ ス

戦略 

 

 

 

 

アライアン

ス 

M＆A方式 

2000年独マン(商用車) 

2008年スウェーデン・スカニア 

(商用車) 

2010年伊ジウジアーロ(デザイン) 

2012年伊ドゥカティ(二輪) 

トヨタとグループサプライヤは「人・

もの・金」のパートナーシップで結ば

れる 

擦り合わせ型の個別最適開発を追及、

「ものづくり」「サプライヤー」「擦り

合わせ」 

ブランド ブランド数＝12 

ラグジュアリー： 

ベントレー、ブガッティ 

ランボルギーニ 

プレミアム：ポルシェ、アウディ 

大衆：ＶＷ 

低価格：セアト、シュコダ 

商用車：ＶＷ商用車、マン、スカニア 

二輪：ドゥカティ 

ブランド数＝4 

プレミアム：レクサス 

大衆：トヨタ 

低価格：ダイハツ 

商用車：日野 

プラットフ

ォーム 

メガ・プラットフォーム 

「MQB」 

独 Modulare Quer Baukasten 

英 Modular transverse Matrix 

横置き FFエンジン車用 

「MLB」Modular longitudinal Toolkit 

縦置きエンジン車用 

「NSF」New Small Family 

エントリークラス車用 

「MSB」Modular standard drive train 

Toolkit、大型・高級車用 

「MEB」Modular electro Toolkit 

電動車用 

メガ・プラットフォーム 

「TNGA」 

Toyota New Global Architecture 

スポーツ系「Aゾーン」 

量販車「Bゾーン」 

商用車の「Cゾーン」 

新コンセプト「Dゾーン」 

主要市場 欧州、南米、中国 日本、米国、アジア 

グローバル

化 

海外工場は早い段階に、地域で自立化

を促し、ローカル社員主導での現地化

推進（地域で基準や工程に大きなバラ

ツキがでる） 

「トヨタウェイ」の浸透 

（時間を要す、日本人スタッフを大量

に現地へ派遣） 

技術の方向 小排気量過給エンジン 

次世代パワートレイン(EV、PHV) 

ハイブリッド（HV、PHV） 
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出所）中西（2013）を基に筆者が対比し作成 

 
中国合弁事業における設備投資、製品開発については、本国で全世界の戦略を俯瞰したうえ

で決定される。そこで、トヨタ、ＶＷともに、本国での決算報告数値を活用し、オペレーショ

ン効率を分析する（表 55）。 

トヨタとＶＷを 2017 年決算値で比較すると、当期の稼ぐ力を示す営業利益率（2017 年）は

トヨタ 8.4％、ＶＷ5.9％と、トヨタの方が収益性は高い。この要因としては、台当たり売上金

額がトヨタ 327万円、ＶＷは 252万円（1€＝120円で換算）と、トヨタの方が約 1.3倍（75万

円）高く収益が出しやすい構造である。また、従業員１人当りの生産台数（2017年トヨタ 24台、

ＶＷ17台）と、現場力を活用した効率的に稼ぐ力もトヨタはＶＷを上回っている。 

しかし、企業の方針によって大きく変化する、売上高あたりの設備投資比率（2017年トヨタ

4.4％、ＶＷ5.6％）、研究開発比率（2017 年トヨタ 3.6％、ＶＷ5.0％）という、将来にむけた

先行投資面では、ＶＷがより積極的な政策を展開している。 

トヨタはＶＷと比較し、工場を中心とするものづくり能力（生産性）の高さからより多くの

利益を稼いでいるが、堅実な企業体質から、利益が内部留保となっており資金が活用されてお

らず、将来に向けた投資に繋がっていないと言える。上述の傾向は、2013年から 2017年の 5年

間について総じて見られる傾向であり、企業体質を表していると考えられる。 

なお、ＶＷは 2013年から MQBをはじめとするアーキテクチャーを導入しているが、営業利益

率の大きな改善が見られず決算数値からの効果は不明である。 

 

表 55. トヨタとＶＷの財務指標比較表 

 項目 単位 2013年 2014年 2015年 2016年 2017 年 

ト

ヨ

タ 

売上高 億円   a 256919 272345 284031 275971 293795 

生産台数 万台   b 903 893 858 898 896 

台当たり売上 万円 a/b 284 304 331 307 327 

設備投資 億円   c 10007 11774 12925 12118 13027 

設備投資比率 %   c/a 3.9 4.3 4.5 4.3 4.4 

研究開発 億円   d 9105 10045 10556 10375 10642 

研究開発比率 %    d/a 3.5 3.6 3.7 3.7 3.6 

従業員数 万人   e 33.8 34.4 34.8 36.5 36.9 

1 人当たり生

産台数 

台   b/e 26 26 25 25 24 

営業利益 億円   f 22921 27505 28539 19943 23998 

営業利益率 %    f/a 8.9 10.1 10.1 7.2 8.4 

Ｖ

Ｗ 

売上高 百万€  a 197007 202458 213292 217267 230682 

生産台数 万台   b 973 1021 1001 1041 1087 

台当たり売上 万€ a/b 2.0 1.9 2.1 2.0 2.1 

設備投資 百万€  c 11385 12012 13213 13152 13052 

設備投資比率 %    c/a 5.8 5.9 6.2 6.1 5.6 
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研究開発 百万€  d 10186 11545 11853 11509 11614 

研究開発比率 %    d/a 5.2 5.7 5.6 5.3 5.0 

従業員数 万人   e 57.2 59.2 61.0 62.6 63.4 

1 人当たり生

産台数 

台   b/e 17 17 16 17 17 

営業利益 百万€  f 11671 12697 △4969 7103 13818 

営業利益率 %    f/a 5.9 6.3 △2.3 3.3 5.9 

注：設備投資比率：売上高あたりの設備投資比率 

  研究開発比率：売上高あたりの研究開発比率 

  1人当たり生産台数：従業員 1人当たりの年間生産台数 

  営業利益率：売上高あたりの営業利益の率 

出所）Fourin（2018）『2019世界乗用車メーカー年鑑』を基に筆者が集計し作成 

 

11.4．トヨタとＶＷの中国事業戦略 

11.4.1.トヨタの中国事業戦略 

①トヨタの中国進出の変遷 

戦後のトヨタは、1964年に高級乗用車「クラウン」を輸出して以降、中国で「外国車」 

といえば皇冠（クラウン）と言われるほどの認知度があった。 

1978 年の改革開放以降、外資導入による自動車の現地生産が始まり、トヨタは 1983 年に戦

後の中国における最初の自動車生産となる広東第一汽車製配廠などで小型貨物車「トヨエース」

の SKD組立を開始した。その後、グループ企業であるダイハツ工業が 1984年 3月に天津汽車集

団との間で、製造技術提携契約を結び、天津汽車は同年 10 月から小型商用車「ハイゼット」、

1987年からは小型乗用車「シャレード（夏利）」の生産を始めた。また、1988年 11月に遼寧省

瀋陽市の金杯汽車との間で、トヨタは豊田通商と共同で技術援助契約を締結し、商用車「ハイ

エース」の技術援助を行い、金杯汽車は傘下の瀋陽金杯客車製造で、金杯ブランドの「ハイエ

ース」を生産するという内容で、1991年 11月に 1号車がラインオフした。 

トヨタの中国乗用車生産は、ダイハツ工業と天津汽車が技術提携により生産をしていた「夏

利」の後継車種計画を進め 2000年 6月に天津汽車との合弁会社である天津トヨタ自動車を設立

し、2002年 10月に小型乗用車「ヴィオス（VIOS）」の生産を開始したことから始まる。その後、

2002年 8月に中国第一汽車集団との間で、戦略的かつ長期的な共同事業の関係を構築すること

で基本合意し、トヨタの中国合弁事業は地方級から中央国有企業との合弁へ変化した。 

この間、四川旅行車製造廠との間でマイクロバス「コースター」の生産交渉を進め 1998年 11

月に四川トヨタ自動車を設立した。また、大型 SUV「ランドクルーザー」を生産していた長春一

汽豊越自動車を 2005年 7月に長春豊越分公司として統合し、社名を四川一汽トヨタ自動車長春

豊越公司（ＳＦＴＭ長春）に改称した。 

そして、四川・天津事業に続き、2004年には広州汽車集団との間で、広州トヨタ自動車（現

広汽トヨタ自動車）を設立した。 

 

②トヨタ中国進出の特徴 
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1995 年 12 月に最初に設立された天津豊津汽車伝動部件有限公司以降、当初は自動車部品製

造会社、その後に商用車の車両生産会社、乗用車の車両生産会社、技術支援会社、販売・サー

ビス会社、新技術部品製造会社の順序で拡大し、車両生産会社より部品製造会社が先に進出し、

その成果を見て乗用車生産会社が認可されたことにある 

 トヨタの中国事業体は 2018 年 12 月現在で合計 24 社となり、従業員数は 3 万 8 千人と多く

の雇用を生み出し、トヨタから 600 名を越す日本人駐在員がトヨタ式の技術・管理手法の指導

をしている。トヨタの製造事業体では、日本人駐在員割合を、中国人 100人に対し日本人 1人

を基本としており、人材の現地化を進めている。 

 また、トヨタ系関連部品メーカーが同時に進出し、トヨタ式生産方式の実践、および品質確

保に大きな役割を果たしている。主要なトヨタ系関連部品メーカーとしては、トヨタグループ

で 9 社/129 現地法人となり、具体的には豊田自動織機 7 社、愛知製鋼 1 社、ジェイテクト 14

社、豊田通商 5社、アイシン精機 36社、デンソー35社、トヨタ紡織 19社、豊田合成 9社、日

野自動車 3 社である。そして、トヨタ系中堅部品メーカーは 6 社/27 現地法人となり、東海理

化 4社、フタバ産業 8社、愛三工業 7社、大豊工業 1社、中央発條 6社、ファイン・シンター

1社と企業集団を形成している。(トヨタの中国進出事業体の全体像については 10.5を参照) 

 

③トヨタ中国生産工場の特徴 

広汽トヨタ自動車の最大の特徴は工場のレイアウトにある。デンソーやアイシン精機などの

部品メーカー13社が公道を挟んで広汽トヨタ自動車と向き合うように並んでおり、その配置は

部品を運ぶ際の時間が最も短くなるように、物流を考えて部品メーカーの場所が決められた。

そして、新開発の専用台車が部品メーカーと広汽トヨタ自動車を往復し、必要な部品を必要な

時間にジャスト・イン・タイムで供給している。部品を専用台車で供給する仕組みはトヨタで

は初めてであり、1 台に 45 分の作業量に当たる部品が積まれた専用台車は公道を走らず,部品

メーカー群と広汽トヨタ自動車の間に走る公道の下に地下トンネルを通り供給され、公道をト

ラックで運ぶのと違い渋滞や事故のリスクから回避された。 

なお、広汽トヨタ自動車に隣接したところに進出した部品メーカー13社は、シート等の大型

部品の製造会社、及びで広汽トヨタ自動車へ部品供給を基本としている各社である。 

但し、同じトヨタグループの部品メーカーでも豊田合成、ジェイテクト、東海理化などはト

ヨタ以外の広汽ホンダ、東風日産へも部品供給をしており、工場設置場所を佛山市などの南沙

地区以外の周辺地区へ進出しているのが興味深い。 

 

11.4.2．ＶＷの中国事業戦略 

ＶＷ車の 2018年世界販売台数は 1,083万台で、うち中国の販売は 410万台と、中国市場への

依存度は 37.8％（トヨタは 13.8％）と高く、ヘルベルト・ディース現社長は「ＶＷの将来は中

国で決まる」91と中国市場を最重要市場として重視しており、ヘルベルト・ディース社長は 2019

年 1月からＶＷ中国の総裁を兼務している。 

 

① ＶＷの中国進出の変遷 

                                                   
91 2019年 4月 16日、日本経済新聞 
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ＶＷは中国において海外自動車メーカーとしては 2 番目に合弁企業を設立した会社（最初に

合弁事業を設立したのは 1983 年に米ＡＭＣと北京汽車による北京ジープ）で、1985 年に中型

乗用車「サンタナ」の KD生産を上海汽車トラクター工場で開始した。その後、上海汽車と第一

汽車の双方と生産・販売協定を締結し、合弁事業を展開している。商標は「フォルクスワーゲ

ン = 国民車」の意味から「大衆」とし、簡体字表記では「大众」となり、「众（衆）」の字はＶ

Ｗのロゴマークとよく似ていることからきている。ＶＷは他社に先駆けて中国事業を拡大した

ことにより、中国顧客からの信頼が厚く、また、中国政府との密接な関係を構築できているこ

とにより事業展開のアドバンテージが多い。 

当初は旧型車「サンタナ」のモデル、旧型設備の導入で投資コストを抑制する方法でスター

トした。その結果、2000 年代前半から 2000 年代央にかけ、旧型車中心の製品ラインアップに

よる競争力の低下、当時の金融引き締めとユーロ高により VWは苦境となったが、ホイールベー

スの拡張に加え、内外装のデザインで中国ティストを重視した製品ラインアップの刷新や、部

品の現地調達率向上などのコスト強化策を進め、2000年代後半には回復し、成長軌道に乗せた。 

 具体的には、一汽ＶＷと上海ＶＷでブランドイメージの棲み分けを図りつつ、両合弁ともに

複数のモデルを投入し、販売台数の拡大に至った。また、ＶＷに加え、Ａｕｄｉは政府関係者

や富裕層のステータスシンボルとしての地位を確保している。Ａｕｄｉ車は現在一汽ＶＷで生

産しているが、ＶＷより上海ＶＷの株式の 1％を 2018年 4月に購入しており、上海ＶＷでもＡ

ｕｄｉ車の生産ができるよう準備しており、Ａｕｄｉというプレミアムブランドの拡大を計画

している。 

「ストラテジー2018」の成長戦略のなかで、①積極的な生産設備と研究開発投資により、中

国合弁事業の設備投資は 98億ユーロ（1兆 2740億円）を予定し、2011年の生産能力 220万台

を、2014年に 300万台、2018年に 400万台へ増強する。②プレミアム戦略の強化により、収益

性の高いＡｕｄｉ、ポルシェの充実を図るため、中国の現地生産能力を 30万台から 50万台へ

引き上げる。と計画されていた。 

販売面ではメガデーラーの活用、西部・内陸部や南部での販売網の拡充、4級都市での販売店

の新設などによる販売強化を進めている。 

 また、ＶＷは 2019年 3月に成立した中国の「外商投資法」で、外資自動車メーカーの開放政

策で外資出資制限の撤廃（乗用車は 2022 年から適用）を受けて、合弁会社の出資比率を 50％

以上に引き上げる意向が伝えられており 92、中国事業の強化を計画している。 

 

11.4.3.トヨタとＶＷの中国事業戦略比較 

 トヨタの強みは、「人を育て、ものづくりに励み、考え、改善を提案する」というプロセスで

鍛えられた組織とものづくりの力である。これは、2010 年米国でクレーム発生時の公聴会で、

豊田章夫は「ものづくりを実践するための最大の鍵が人づくりである」と述べ、それを具体的

には「トヨタウェイ」で国内外の全社員へ浸透を図っている。しかし、中国では「トヨタウェ

イ」を理解した人が育つ前に離職する傾向が高く、大きなジレンマを抱えている。 

 これに対し、ＶＷのグローバル化は中西（2013）で「ＶＷの海外工場は早い段階でそれぞれ

の地域に自立を促し、ローカル社員主導で現地化を推進する。したがって、地域で基準や進化

                                                   
92 Fourin（2019）『中国自動車調査月報』277号 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8A%E6%B5%B7%E6%B1%BD%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AC%AC%E4%B8%80%E6%B1%BD%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AC%AC%E4%B8%80%E6%B1%BD%E8%BB%8A
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の工程にばらつきがでる、(中略)一方、仕様変数が増え、管理は困難だが、ＶＷはそれを卓越

したマネジメントでコントロールするというモデルをとる」（71頁）、と述べている。また、成

長戦略として、①設計概念に基づくモジュラー（組み合わせ型）をベースとした「メガ・プラ

ットフォーム戦略」、②積極的な「生産設備と研究開発」への投資、③Audiなどの「プレミアム

戦略」の強化、④小排気量加給ガソリンエンジンをはじめとする「革新的なパワートレイン」

のリーダーシップを取る、ことが挙げられている。 

そこで、中国におけるトヨタとＶＷの事業戦略について、「経営システム」「ビジネス戦略」

の観点から具体的に比較分析をしてみた（表 56）。 

「経営システム」については、トヨタは現場力の向上をはかり、「ものづくり」と「グループ

力（垂直分業）」の強みを進化させて、擦り合わせ型の個別最適開発を追及することにより競争

優位を確保しようとしている。それに対し、ＶＷはメガサプライヤーとの水平分業、システム

のオープン化、互換性の高いアーキテクチャーなどの仕組みで外部シナジー効果を活用して競

争力を確保しようとしている。 

「ビジネス戦略・調達方法」を見ると、取引先との関係が、トヨタとＶＷで特徴的な差異が

みられる。 

トヨタは取引先との信頼関係を重視し、実力のある部品メーカーとは承認図面方式 93、それ

以外は貸与図面方式 94を併用している。また、トヨタは部品メーカーと共同で改善し、良いも

のを作ろうという姿勢が見られる。 

 これに対し、ＶＷは貸与図面方式が中心で、ＶＷと部品メーカー間の交流は少なく、また、

部品メーカーからの提案も採用されずに、技術面ではＶＷ主導である実態が判明した。当該事

項について楊（2017）は長春地域のサプライヤーの面接調査を行い、「ドイツのＶＷは一汽ＶＷ

の中に影響力が強くて、長春現地で 100％のＶＷ標準を実行している。（中略）一汽ＶＷは長春

地域で完全な貸与図面方式を通じて、サプライチェーンを構築し、部品を調達している。この

やりかたはＶＷの高効率と高品質を満足できる。しかし、ローカルサプライヤーのものづくり

組織能力の構築向上に対して、プラスにならない」（100頁）、「日系は現場の VA/VE活動と QCD

の改善を重視する。ドイツ系は図面通りの品質指導があり、図面変更はドイツが行う。ＶＷは

一汽ＶＷを含む長春地域のサプライヤーの提案を受け入れない。すべての図面はＶＷの本社が

担当する」（101頁）と、技術面は本社中央集権体制となっており、地域での自立化や卓越した

マネジメントでコントロールするという中西の解説と中国の実態との齟齬が発生している。 

 

表 56. 中国におけるトヨタとＶＷの事業戦略比較 

項目 ＶＷ トヨタ 

経営システム メガサプライヤーと水平分業 

互換性の高いアーキテクチャ

ー（設計概念） 

トヨタとグループサプライヤは

「人・もの・金」のパートナーシ

ップで結ばれる垂直分業 

                                                   
93 承認図方式とは、自動車メーカーが基本となる仕様を提示し、それに基づき部品メーカーが部品

を開発し、設計図を作成し、自動車メーカーの承認を受け、部品を製造する方法。 
94 貸与図方式とは、自動車メーカーが設計・開発を担当し、その設計図を部品メーカーに渡し、部

品を製造させる方式。 
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 「擦り合わせ型の個別最適開発

を追及 

ビジネス

戦略 

 

 

 

 

アライアン

ス 

合併方式 

上海汽車集団 

第一汽車集団 

 

合併方式 

第一汽車集団 

（当初は天津汽車、四川汽車） 

広汽集団 

ブランド プレミアム；アウディ 

大衆 ；VW 

低価格；シュコダ 

プレミアム；レクサス（輸入車） 

大衆 ；トヨタ 

 

プラット 

フォーム 

メガ・プラットフォーム 

「MQB」 

Modulor transverse kit 

横置き FFエンジン車用 

「MLB」 

Modulor longitudinal kit縦

置きエンジン車用 

「NSF」 

New Small Familly 

エントリークラス車用 

「MEB」 

Modulor electro kit 

電動車用 

メガ・プラットフォーム 

「TNGA」 

商用車の「Cゾーン」 

新コンセプト「Dゾーン」 

調達方法 貸与図面方式 

VW の部品メーカー指導は少な

い 

部品メーカーの提案は受け入

れない（開発はドイツ主体） 

部品調達、製作、取引関係構築

は VW主導 

長期安定的取引関係 

承認図面方式、貸与図面方式の

併用 

トヨタと部品メーカー共同で良

いものを作る 

成果を車両メーカーと部品メー

カーで共同配分 

出所）中西(2013)を基に筆者作成 

 

11.5．トヨタとＶＷの中国競争力比較 

11.5.1．中国自動車販売台数の 10年間比較 

 2008 年と 2018 年の新車販売台数を比較してみると、表 57 のように、合計では 933 万台が

2,808 万台の 3.0倍へ成長している。特に、乗用車系は 675 万台が 2,370 万台の 3.5 倍に大き

く増加しており、市場に占める割合は 72％から 84％へと増加し乗用車系が全体の中心をしめて

いる。なかでも、SUV は 44 万台から 996 万台の 22.3 倍へ急拡大しており、顧客ニーズが変化

していることが判る。 



 216 

 新車販売台数を自動車メーカーの地域別に見てみると、トヨタを含む日系の販売台数は 174

万台から 444万台と増加しているが、伸び率は 2.6倍と市場平均値を下回っており、市場シェ

アは 26％から 19％へ減少している。これに対して、ＶＷが含まれる欧州系は 122万台が 562万

台の 4.6倍と市場平均を上回る増加となり、市場シェアは 18％から 24％へ増加し、日系と欧州

系の順位が逆転している(表 58)。 

 なお、中国系は、270万台が 998万台と伸び率 3.7倍となり、市場シェアは 40％が 42％と堅

調に推移している。 

 

表 57. 中国自動車販売台数（工場出荷）比較 

車両区

分 

 車両区

分 

2008年 2018年 2019年 

台数 a 構成比 台数ｂ 構成比 

伸 び

率 

b/a 

台数 
構 成

比 

乗用車 

E 212,990  2% 1,271,110 4% 6.0 1,182,331 4% 

D 965,586  10% 1,596,376 6% 1.7 1,786,947 7% 

C 2,476,574  27% 7,295,593 26% 2.9 6,364,148 25% 

B 846,896  10% 1,020,918 4% 1.1 736,220 3% 

A 320,636  3% 330,563 1% 1.0 190,722 1% 

セダン計 4,922,682  53% 11,514,560 41% 2.3 10,260,368 40% 

MPV 1,386,528 15% 2,227,703 8% 1.6 1,795,812 7% 

SUV 446,399 5% 9,967,519 35% 22.3 9,388,000 36% 

乗用車系 6,755,609  72% 23,709,782 84% 3.5 21,444,180 83% 

商用車 

トラック 2,240,112  24% 3,885,625 14% 1.7 3,850,158 15% 

バス 340,605  4% 485,170 2% 1.4 474,339 2% 

商用車計 2,580,717  28% 4,370,795 16% 1.7 4,324,497 17% 

合計 9,336,326  100% 28,080,577 100% 3.0 25,768,766 100% 

注：セグメントは中国自動車工業会など各国の分類基準を参考に、fourinが設定 

   A  ミニ      車体全長 3.3～3.6メートル、エンジン排気量   ～1.3L 

   B スモール         3.7～4.0            1.3～1.6L 

   C ロワミディアム      4.1～4.3            1.4～2.2L 

   D アッパーミディアム  4.5～4.8              1.8～2.8L 

   E  エグゼクティブ   4.5～4.9以上             2.0～4.0L以上 

出所）Fourin中国自動車生産、販売台数データを基に筆者作成 
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表 58. 中国における国別乗用車販売(工場出荷)台数比較 

地域 

 

2008年 2018年 2019年 

台数 a 構成比 b 台数 c 構成比 d 

伸び率 

c/a 

 

台数 

 

構成比 

中国系 2,700,323  40% 9,980,889 42% 3.7 8,404,009 39% 

日系 1,742,483  26% 4,445,272 19% 2.6 4,580,529 21% 

欧州系 1,223,451  18% 5,625,282 24% 4.6 5,536,948 26% 

米国系 652,838  10% 2,477,879 10% 3.8 1,911,324 9% 

韓国系 436,514  6% 1,180,460 5% 2.7 1,011,370 5% 

合計 6755,609  100% 23,709,782 100% 3.5 21,444,180 100% 

出所）Fourin中国自動車生産、販売台数データを基に筆者作成 

 

11.5.2.トヨタとＶＷの中国生産台数 10年間比較 

 トヨタとＶＷの中国合併会社の自動車生産台数を 2008年と 2018年で比較して見ると、表 59

に示すように、中国の自動車総市場は 930万台が 2,781万台の 3.0倍に増加しているが、トヨ

タは 56万台が 131万台の 2.3倍増と総市場の伸びを下回っている。一方、VWは 97万台が 411

万台の 4.2倍に増加し市場をリードしている。その結果、トヨタと VWの生産台数差は 2008年

の 1.7倍から 2018年の 3.1倍と、格差が拡大している。 

 

表 59. トヨタ・VW中国生産台数推移比較（単位；万台） 

区分  2008年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 

総市場 台数 930 2372 2450 2812 2902 2781 2572 

 指数 100 255 263 302 312 299 276 

トヨタ a台数 56.1 96.3 100.7 107.2 113.9 131.4 139.7 

 指数 100 171 179 191 203 234 249 

 b/a 1.7 3.6 3.4 3.6 3.5 3.1 2.8 

VW b台数 97.4 350.6 345.6 387.2 402.0 411.5 395.9 

 指数 100 359 354 397 412 422 406 

出所)fourin中国自動車生産、販売台数データを基に筆者作成 

 

そこで両社の競争力を 2008 年と 2018 年の 10 年間 95の変化を基に、直接的な競争力として

「製品力」については、セグメント別の生産台数、車種数、およびエンジン型式別の生産台数

を比較する。「販売力」は販売店数、「ブランド力」ではプレミアムブランド車の販売台数を比

較する。 

間接的な競争力として「生産能力」は、生産拠点数および生産能力台数、そしてオペレーシ

ョン効率は前述のデータを加工し、１車名当たりの年間販売台数、1 販売店当たりの年間販売

台数、生産能力に対する生産実績から生産性を比較分析する。 

                                                   
95 「販売力」については資料収集の関係で 2013年と 2018年の 5年間の比較。 
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11.5.3．直接的な競争力の比較 

（1）「製品力」 

2018 年の中国乗用車生産台数の構成をセグメント別に分析すると、表 60 のように基本系

（セダン）49％、ＭＰＶ系 9％、ＳＵＶ系 42％となり、近年のＳＵＶ人気の高まりから構成比

も高くなっている。しかし、トヨタの商品構成をセグメント別に見ると、セダン系 74％、ＳＵ

Ｖ系 26％と、旧来のセダン系の比重が高く、市場の変化に対応した商品投入がスピーディに対

応できていないことが判る。また、ＭＰＶ系は対象商品がなく空白のセグメントもあり、商品

展開に課題を残している。一方、ＶＷはセダン系 79％、ＭＰＶ系 1％、ＳＵＶ系 20％と、トヨ

タ以上に旧来のセダン系が多く、市場との商品不整合が見られる。96 

背景には、日本のＳＵＶ系比率が 9％(2018 年販売台数)と低く、自国の商品構成を基準と

する製品展開の経路依存性が影響していると思われる。 

 

表 60. 中国乗用車セグメント別販売台数（工場出荷）比較 

年度 2008年 2018 年 2019年 

区分 

セ グ メ

ント 

台数 

a 構成比 

台数 

b 構成比 

伸率 

b/a 

台数 

 構成比 

総 市

場 

セダン 4,922,682  72% 11,542,077 49% 2.3 10,307,645 48% 

ＭＰＶ 1,386,528 21% 2,187,216 9% 1.6 1,783,222 8% 

ＳＵＶ 446,399 7% 9,980.489 42% 22.3  9,353,313 44% 

計 6,755,609 100% 23,709,782 100% 3.5  21,444,180 100% 

ト ヨ

タ 

セダン 542,382 97% 961,779 74% 1.8 1,036,864 74% 

ＭＰＶ 0 0%     0 0% 0.0 0 0 

ＳＵＶ 18,940 3% 335,790 26% 18.1 372,334 26% 

計 561,322 100% 1,297,569 100% 2.3 1,409,198 100% 

ＶＷ 

セダン 962,529 99% 3,229,946 79% 3.3 2,803,083 69% 

ＭＰＶ 12,470 1% 39,384 1% 3.2 16,420 1% 

ＳＵＶ 0 0% 846,167 20% ∞ 1,228,256 30% 

計 974,999 100% 4,115,497 100% 4.2 4,047,759 100% 

出所：Fourin中国自動車生産、販売台数データを基に筆者作成 

  
                                                   
96 ＶＷは 2018年以降、ＳＵＶの新製品投入により、2019年のＳＵＶ系は 30％まで増加した。 
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商品力をモデル数（車名・車型の投入数）から見てみると、2018 年のトヨタは 15車名/24

車型（一汽トヨタ 7車名/12 車型、広汽トヨタ 8車名/12車型）に対し、ＶＷは 36車名/95

車型（一汽ＶＷ16 車名/39 車型、上海ＶＷ20 車名/56 車型）と、ＶＷは車名数でトヨタの

2.4 倍、車型数では 3.9倍の商品を投入し、需要への対応を図っている。 

これを、2008 年と 2018 年を比較してみると、トヨタは 2008 年の 10 車名/12 車型から、

2018年の 15 車名/24 車型へ車名数で 1.5倍、車型数では 2倍に増加している。一方、ＶＷ

は 2008 年の 19 車名/43 車型が 2018 年には 36 車名/95 車型へ車名数で 1.8 倍、車型数で

2.2倍となっており、商品展開の拡大率ではトヨタとＶＷに大きな差異は見られない（表 61）。 

 

表 61．中国における VW・トヨタの車種展開比較（生産ベース） 

年度 2008年 2018 年 増減 

 区分 

セ グ メ ン

ト 車名数 車型数 車名数 車型数 車名数 車型数 

ＶＷ 

セダン計 17 39 24 70 7 31 

SUV計 0 0 11 23 11 23 

合計 19 43 36 95 17 52 

一汽 8 21 16 39 8 18 

上海汽車 11 22 20 56 9 34 

トヨタ 

セダン計 8 10 10 18 2 8 

SUV計 2 2 5 6 3 4 

合計 10 12 15 24 5 12 

一汽 8 8 7 12 -1 4 

広汽 2 4 8 12 6 8 

出所）fourin中国自動車生産、販売台数データを基に筆者作成 

 

新商品展開を新技術の導入の観点から 2018 年生産台数で見てみると、表 62 に示すよう

に、トヨタは小排気量加給ターボエンジン車が全体の 22％、ハイブリッド車（ＨＶ）が 12％

と 2つの新技術の方向性で、中国の新エネ、省エネ政策への対応の方向性を示している。こ

れに対しＶＷは小排気量加給ターボエンジン車が全体の 58％、ターボ付きプラグインハイ

ブリッド車（PHEV）が 1％と圧倒的に小排気量加給ターボエンジン車へ偏在しており、トヨ

タとＶＷの目指す技術の方向性が異なっている。しかし、両社ともに得意な技術を基に中国

で拡大する戦略といえる。 
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表 62. 中国における 2018 年トヨタとＶＷのセグメント別/エンジン型式別生産台数 

 

セグメ

ント 合計 通常型 

小排気量 

ターボ付 PHV HV EV CNG 

ト

ヨ

タ 

セダン 972,702 629,989 189,718 0 152,995 0 0 

ＭＰＶ     0 0 0 0 0 0 0 

ＳＵＶ 342,023 238,947 103,076 0 0 0 0 

2018

年計 

1,314,725 868,936 292,794 0 152,995 0 0 

100% 66% 22% 0 12%  0 0 

2019

年計 

1,397,402 654,421 550,178 16,861 175,942 0 0 

100% 49% 39% 1% 11%   

Ｖ

Ｗ 

セダン 3,229,946 1,420,418 1,785,902 5,690 0 0 17,936 

ＭＰＶ 39,384 4,719 34,665 0 0 0 0 

ＳＵＶ 846,167 227,814 607,545 10,808 0 0 0 

2018

年計 

4,115,497 1,652,951 2,428,112 16,498 0 0 17,936 

100% 40% 58% 1% 0 0 1% 

2019

年計 

3,959,152 1,592,020 2,307,219 24,162 0 17,751 18,000 

100% 40% 58% 1% 0 0% 1% 

注：トヨタとＶＷの車名、車型からエンジン仕様（通常型、小排気量ターボ付きなど）を筆者が 

判別し集計 

出所）Fourin中国自動車生産、販売台数データを基に筆者作成 

 

（2）「販売力」 

販売力を販売店数からみてみると、表 63 のように 2018 年のトヨタの販売店数は 999 店

（一汽トヨタ 566 店、広汽トヨタ 433店）であり、これに対し、ＶＷの販売店数は 2,499店

（一汽ＶＷ1,172 店、上海ＶＷ1,327店）と、トヨタの 2.5倍（生産台数の差は 3.1倍）に

達する。特に、2013 年と 2018 年の販売店数を比較してみると、トヨタは 2013 年の 916 店

が 2018 年には 999店へとわずか 1.1倍しか増加していない。これに対しＶＷは 1,453店が

2,499店へ 1.7倍に増加している。ＶＷは中国国内の西部、内陸部や南部地域での販売網の

拡充、4級都市の販売店新設などによる販売強化策を進めており、中期的には 3,000 店へ増

加することを計画している。 

 

表 63. 中国におけるトヨタとＶＷの販売店状況比較 

年度 2013 年 2018年 

区分 

 

販売店数 

a 

販売台数 

b 

1店販売

数 b/a 

販売店数 

c 

販売台数 

d 

1店販売

数  d/c 

増加

率 c/a 
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トヨタ 916 857,749 936 999 1,297,569 1,299 1.1 

一汽 552 554,661 1,005 566 718,560 1,270 1.0 

 広汽 364 303,088 833 433 579,009 1,337 1.2 

ＶＷ 1,453 3,037,895 2,090 2,499 4,102,049 1,641 1.7 

 一汽 586 1,512,887 2,582 1,172 2,036,973 1,738 2.0 

 上汽 867 1,525,008 1,759 1,327 2,065,077 1,556 1.5 

注：販売店数と販売台数から年間の１販売店当たり販売台数を算出 

出所)販売店数は Fourin（2017）『2025 中国乗用車市場展望』、『中国自動車調査月報』269 号を

基に筆者が作成 

   販売台数は Fourin中国自動車生産、販売台数データを基に筆者作成 

 

表 64. 中国における国別販売店状況比較 

地域 

 

2018年 

販売店数 

a 

販売台数 

b b/a 

中国系 13,519 9,980,889 738 

日系 6,057 4,445,272 734 

欧州系 4,761 5,625,282 1,182 

米国系 3,057 2,477,879 811 

韓国系 1,176 1,180,460 1,004 

計 28,570 23,709,782 830 

出所）販売店数は Fourin『中国自動車調査月報』269号を基に筆者作成 

販売台数は Fourin 中国自動車生産、販売台数データを基に筆者作成 

 

（3）「ブランド力」 

トヨタとＶＷのプレミアム戦略を、ＬｅｘｕｓとＡｕｄｉブランドの比較から分析する。

2018 年の中国におけるＬｅｘｕｓの販売台数は表 65 に示すように 16.4 万台でトヨタ全体

の 11％を占める。一方、Ａｕｄｉは 68 万台でＶＷ全体の 16％とトヨタを上回る情況であ

る。しかし、2013 年から 2018 年への伸び率をみると、Ｌｅｘｕｓ は 2.3 倍の増加とＡｕ

ｄｉを大きく上回っている。また、トヨタブランド車の高級 MPVなど、中国で生産していな

い車両を中心に輸入台数が増加している。特徴的なことは、Ｌｅｘｕｓはすべて日本から完

成車の輸入に対し、Ａｕｄｉは輸入を減らし中国での生産に重点を置いており、トヨタとＶ

Ｗのプレミアム戦略の差異が見える。Ａｕｄｉは中国国内において既にプレミアムブラン

ドとして地位を確保しているが、舶来品を好む中国人気質を考慮すると、Ｌｅｘｕｓのよう

に輸入車に限定している方式は、プレミアムブランドを醸成する過程においては有効な方

法と筆者は考える。 
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表 65．中国におけるトヨタとＶＷのプレミアムブランドの販売台数比較 

年度 2013年 2018 年 

区分 

 

ブランド 

 

台数(万台) 

a 

構成比 

% 

台数(万台) 

b 

構成比 

% 

伸び率 

b/a 

トヨタ 

 

 

 

Lexus  (輸入) 6.9 7 16.4 11 2.3 

トヨタ（国産) 

(輸入) 

81.2 

4.9 

87 

6 

125.0 

7.2 

84 

5 

1.5 

1.4 

合計 93.0 100 148.6 100 1.5 

ＶＷ 

 

 

  

  

  

Audi （国産） 

   （輸入） 

41.1 

7.9 

13 

3 

62.0 

6.0 

15 

1 

1.5 

-0.75 

ＶＷ  (国産) 

    (輸入) 

239.5 

8.0 

75 

2 

312.9 

4.0 

75 

1 

1.3 

-0.5 

Skoda (国産） 23.1 7   35.2  8 1.5 

合計 319.6 100 420.1 100 1.3 

注：国産は工場出荷台数、輸入は輸入車の販売台数 

出所：トヨタの販売合計は、トヨタ HP の中国販売台数を基に筆者作成 

ＶＷは Fourin中国自動車生産、販売台数データを基に筆者作成 

 

11.5.4．間接的な競争力の比較 

直接競争力の持続性を支える間接的な競争力として、中国における生産力を表 66、表 67

のように「生産拠点数」、「生産能力」を基にトヨタとＶＷを比較分析する。 

 

（1）「生産拠点数」 

2018年の生産拠点数は、トヨタは天津市、長春市、成都市、広州市の 4都市に 8拠点（一

汽トヨタ 5拠点、広汽トヨタ 3拠点）を有している。これに対しＶＷは長春市、天津市、成

都市、青島市、佛山市、上海市、南京市、寧波市、ウルムチ市、長沙市と中国全土にわたる

10都市に 15拠点（一汽ＶＷ7拠点、上海ＶＷ8拠点）を構えている。 

 

（2）「生産能力」 

2018 年の年間生産能力はトヨタの 112 万台（一汽トヨタ 64 万台、広汽トヨタ 48 万台）

に対し、ＶＷは 556 万台（一汽ＶＷ298万台、上海ＶＷ258万台）とトヨタの 4.9倍の生産

能力を有している。2008 年から 2018 年の 10 年間の生産能力の伸びを比較してみると、ト

ヨタは 2008 年の 72万台が 2018 年の 112万台へ 1.5倍（生産台数の伸びは 2.3倍）に増加

している。一方、ＶＷは 186 万台が 556 万台へと、トヨタを大きく上回る 2.9 倍（同 4.2

倍）に増加している。 
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トヨタの生産能力増強の状況を見ると、2013 年の四川一汽トヨタ自動車・長春西工場 10

万台以降は工場の新設が 5 年間ストップしており、2018 年に天津一汽トヨタ自動車・泰達

4工場 10万台、広汽トヨタ自動車第 3工場 10万台と、生産設備投資の消極性が見られ、「小

さく生んで大きく育てる」という、トヨタ式の設備投資の姿勢が判る。 

また、2018年の 1生産拠点の年間生産能力を見ると、トヨタは平均 14万台、ＶＷは平均

27万台と 1.9倍の差があり、ＶＷの工場規模の大きさがわかる。 

 

表 66. 中国におけるトヨタ生産能力の推移                単位：万台 

会社 工場 地区 設立 

(年) 

生産 

能力 
年度 

2003 2008 2013 2018 

一汽 

トヨタ 

西青 天津 2002 12 3 12 12 廃止 

泰達 2 天津 2005 15  15 15 15 

泰達 3 天津 2007 24  24 24 24 

泰達 4 天津 2018 10    10 

四川 成都 2001 3 1 1 移転 ― 

成都 2010 3   3 3 

2015 2    2 

長春東 吉林 2007 1  1 1 廃止 

長春西 吉林 2013 10    10 

能力計 a  65 4 53 55 64 

実績数 b    5 38 50 71 

稼働率 b/a ％  125 71 86 110 

広汽 

トヨタ 

広州 1 広東 2006 19  19 19 19 

広州 2 広東 2009 19   19 19 

広州 3 広東 2018 10    10 

能力計 c    19 38 48 

実績数 d    17 26 59 

稼働率 d/c ％   89 68 122 

合計 能力計 e   4 72 93 112 

実績数 f   5 55 76 130 

稼働率 f/e ％  125 76 81 116 

注：会社別の生産能力計は、各工場別の設立年と生産能力から、各年度別の生産能力を集計 

  稼働率は生産能力に対する実績で、設備の稼働効率を表す 

出所）工場別の情報は『中国自動車調査月報』271号、277 号、283号をもとに筆者作成 

生産実績数は Fourin中国自動車生産、販売台数データを基に筆者作成 
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表 67. 中国におけるＶＷ生産能力の推移                             単位：万台 

会社 工場 地区 設立 

(年) 

生産 

能力 
年度 

2003 2008 2013 2018 

上海 

ＶＷ 

安亭１ 上海 1985 32 32 32 32 32 

安亭２ 上海 1992 20 20 20 20 36 

 安亭 3 上海 1999 30 30 30 30 30 

南京 江蘇 2008 21  21 21 21 

儀微 江蘇 2012 44   44 44 

ウルム

チ 

新疆 2013 5   5 5 

寧波 浙江 2013 30   30 30 

2018 30    30 

長沙 湖南 2015 30    30 

能力計 a   82 103 182  258 

実績数 b    49 155 209 

稼働率 b/a ％   47 85 81 

一汽 

ＶＷ 

長春 1 吉林 1991 49 49 49 49 64 

長春 2 吉林 2004 34  34 34 34 

長春Ｑ 吉林 2018     15 

成都 四川 2009 65   65 65 

佛山 広東 2013 30   30 30 

2017 30    30 

青島 山東 2017 30    30 

天津 天津 2018 30    30 

能力計 c   49 83 178 298 

実績数 d    48 153 201 

稼働率 d/c ％   57 85 67 

合計 能力計 e   131 186 360 556 

実績数 f    97 309 411 

稼働率 f/e ％   52 85 73 

注：会社別の生産能力計は、各工場別の設立年と生産能力から、各年度別の生産能力を集計 

  稼働率は生産能力に対する実績で、設備の稼働効率を表す 

出所）工場別の情報は fourin『中国自動車調査月報』277号、283 号をもとに筆者作成 

生産実績数は Fourin中国自動車生産、販売台数データを基に筆者作成 

 

2018 年末時点における中国の自動車生産能力は 4,912 万台（生産実績 2,780 万台）とな

り稼働率は 56％と低く、余剰生産能力が 2,000 万台超ある。また、各社の増産計画を予定

どおり実施した場合、2022 年には 6,000 万台を突破する見通しで、余剰能力過剰がさらに

深刻化する。（fourin2019『中国自動車調査月報』283号） 

2018年の乗用車について、国系列で見ると、表 68に示すように日系は生産能力 404万台
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に対し、生産実績台数は 449万台となり、稼働率は 111％と能力フル活用であることが判る。

これに対し中国系は 42％、欧州系は 65％、米国系は 61％、韓国系は 50％といずれも低く、

余剰生産能力を有している。特に、中国系は稼働率が低く、また、今後の設備増強計画も大

きく深刻な問題といえる。 

 

表 68．中国自動車産業の生産能力と実績比較                            単位：万台 

車種区分 国系列 区分 2016年 2018年 2022年 

乗用車 中国系 生産能力 1,780 2,266 2,997 

生産実績 1,057 973 - 

稼働率 59 42 - 

欧州系 生産能力 683 869 1,043 

生産実績 531 566 - 

稼働率 77 65 - 

日系 生産能力 438 404 573 

生産実績 378 449 - 

稼働率 86 111 - 

米国系 生産能力 365 401 426 

生産実績 295 248 - 

稼働率 80 61 - 

韓国系 生産能力 179 229 185 

生産実績 178 115 - 

稼働率 99 50 - 

合計 生産能力 3,445 4,169 5,224 

生産実績 2,442 2,352 - 

稼働率 70 56 - 

商用車 合計 生産能力 672 743 784 

生産実績 369 427 -- 

稼働率 54 57 - 

合計 合計 生産能力 4,117 4,912 6,008 

生産実績 2,811 2,780 - 

  稼働率 68 56 - 

注：2022 年の生産能力は、2019年 9 月時点の各社生産能力増強計画に基づく 

出所）生産能力は fourin『中国自動車調査月報』283号を基に筆者作成 

 

11.5.5．オペレーション効率の比較 
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前述した「商品力」については、車名数と生産台数から「1車名当たりの生産台数」、「販

売力」の面は、販売店数と販売台数から「１販売店当たりの販売台数」、そして「生産力」

については、生産能力と生産実績数から生産設備の稼働率を比較分析する。 

 

（1）車名当たりの「生産台数」 

 1車名あたりの生産台数を見ると、2018年のトヨタは平均 87,648台であるが、ＶＷは平

均 114,319台と、トヨタの 1.3倍の生産量となっており、商品力が高いと言える。 

 特に、2008年と 2018年の 10 年間の 1車名当たり生産台数を見ると、2008年のトヨタは

平均 56,132 台に対し、ＶＷは平均 51,315 とトヨタのほうが多いが、2018 年は逆転しＶＷ

のほうが多くなっている。これは、ＶＷの生産台数の伸び率の差が影響したものと考えられ

る。 

 また、2018年の乗用車販売トップ 10となった人気車名を見てみると、トヨタはカローラ

1 車名しかないが、ＶＷは Labida（朗逸）など 4 車名あり、商品力に大きな差がある（表

69）。 

 

表 69. 2018年中国乗用車販売トップ 10 

順

位 

メーカー 車名 セグメ

ント 

販売台数 

2018年 2019年 

1 日産 Sylpfy（軒逸） セダン 481,216 346,551 

2 上海ＧＭ五菱 五菱宏光 ＭＰＶ 476,537 374,878 

3 ＶＷ Labida（朗逸） セダン 468,792 517,192 

4 長城汽車 Havale H6(哈弗) ＳＵＶ 452,552 386,405 

5 トヨタ Corolla セダン 376,077 357,798 

6 上海ＧＭ五菱 Baojun510(宝駿) ＳＵＶ 361,403 ＊158,138 

7 ＶＷ Jedda（捷達） セダン 327,686 ＊105,161 

8 ＶＷ Sagitar（速駿） セダン 309,902 307,323 

9 ＶＷ Tiquan（途観） ＳＵＶ 303,374 ＊228,951 

10 吉利汽車 Boyue（博越） ＳＵＶ 279,056 ＊232,327 

注：＊2019年時はＴＯＰ10 以下 

出所）MarkLines Date Center を基に筆者作成 

 

（2）販売店当たりの「１店販売数」 

 1販売店当たりの販売台数を見てみると、表 60のように 2018年のトヨタは 1,299 台（一

汽トヨタ 1,270 台、広汽トヨタ 1,337 台）であるが、ＶＷは 1,641 台（一汽ＶＷ1,738 台、

上海ＶＷ1,556 台）とトヨタの 1.2 倍以上の販売を達成し、ＶＷの販売効率の高さが判る。 

 2013 年と 2018 年の 5年間の販売効率を比較すると、トヨタの販売店は 1店あたり 936台
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から 1,299 台の 1.3 倍に増加しているが、ＶＷは 2,090 台から 1,641 台へ 22％減少となっ

ており、販売効率の低い内陸部や中小都市の販売店が増加している影響と思われる。 

 なお、2018 年のトヨタの 1,299 台とＶＷの 1,641 台という 1 店当たり販売台数は、中国

の販売店平均が 830 台であり、他販売店と比較すると非常に効率的であることが判る（表

64）。 

また、トヨタでは 1 販売店の年間販売目標台数は 1,000 台と言われており、中国の状況

は高効率と言える。 

 

（3）「生産設備の稼働率（年間実績台数/年間生産能力台数×100）」 

 生産能力の向上には先行投資が必要であり、企業にとって生産能力の準備と、実績数の確

保は、重大な関心事の一つである。そこで 2018 年の状況を確認すると表 63、64のようにト

ヨタは 112万台の生産能力に対し、生産実績は 130万台と能力を超す稼働率 116％の状況で

ある。能力超過分は、残業や休日出勤で対応しており高効率の反面、これ以上の増産は望め

ない状況にある。また、過去の状況をみても同様の傾向にあり、トヨタの生産設備投資は「小

さく産んで大きく育てる」97という企業風土が大きく影響している。 

 それに対し、ＶＷはこれまでの積極的な設備投資により 2018年には 556万台の能力を有

しているが、2018年の生産実績は 411万台と能力を大きく下回り、稼働率は 74％と低率と

なっている。これは、トヨタの生産能力を上回る 145万台もの余剰生産能力があることにな

り、2018 年央以降、中国自動車市場が停滞し前年同期比割れの状況が継続しており、業績

上の大きな負担となる可能性がある。 

 なお、2018 年の中国自動車産業全体の稼働率は表 65 のように 56％であり、トヨタは平

均の 2倍近く高く、ＶＷも平均以上の稼働率である。 

 

11.6．小括 

本章の課題である中国におけるトヨタとＶＷの事業戦略と競争力について分析の結果、

次のようにトヨタの比較劣位要因を解析した。 

 

①「トヨタとＶＷの事業戦略」比較 

 トヨタの事業戦略は、技術はハイブリッド車（HV）、アーキテクチャーや製造は「擦り合

わせ方式」を重視し、サプライヤーと協調した「ものづくりと人づくりの会社であり、標準

化した内部成長を重んじる」考え方を、中国市場においても実践している。 

一方、ＶＷは、技術は直噴小排気量加給ガソリンエンジンに比重が高く、設計思想や製造

は「組合せ型」とモジュール化、サプライヤーの水平分業モデルで外部成長を得意とし、ブ

                                                   
97「小さく産んで大きく育てる」とは、トヨタの生産能力増強投資に対する考え方で、設備投

資時は比較的小規模投資から開始し、需要増により能力不足が発生時は、生産の効率化を先

に実施し、それでも対応できない場合に追加投資をする方式。 
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ランドやデザインなどのソフト面に強く、巨大かつ多様な組織を科学的にマネージする仕

組みを作り上げているとされている。しかし中国での実態は「ＶＷは一汽ＶＷを含む長春地

域のサプライヤーからの提案を受け入れず、すべての部品の設計図面はＶＷの本社が担当」

と、ブランド維持のために、技術面はＶＷ本社で中央集権的に遂行されており、「地域での

自立化や卓越したマネジメントでコントロールする」という通説と実態の齟齬が発生して

いる。 

 

② 「中国におけるトヨタとＶＷの競争力」比較 

ＶＷは、これまでの積極的な生産設備投資、研究開発投資により、2018 年時点でトヨタ

に対し圧倒的な競争力を有している。「販売力」を販売拠点数から見ると、トヨタの 999店

に対し、ＶＷは 2,499 店と、トヨタの 2.5倍（生産台数差異は 3.1倍）に達しＶＷが大きく

上回っている。次に、「生産能力」を見ると、トヨタの 112万台に対し、ＶＷは 556万台と

トヨタの 4.6 倍の生産能力を有しており、これまでの設備投資に対する姿勢の差異が表れ

ている。 

これをオペレーション効率の観点から、設備稼働率と、1販売店当たりの年間販売台数を

見ると、中国平均では、設備稼働率 56％、1販売店当たりの年間販売台数 830台となる。こ

れに対しトヨタは設備稼働率 115％、1販売店当たり販売台数 1,298 台と設備稼働率が非常

に高く、販売効率も良いが、現有設備能力では今後の拡大が難しい状況にあることが判る。

一方、ＶＷは設備稼働率 74％、1 販売店当たり販売台数 1,641 台と、販売効率が非常に高

く、中国平均の約 2倍、トヨタの 1.2倍となっている（図 29）。 

一方、「製品力」の面からは、共に、中国の SUV市場拡大という需要の変化に追随できて

おらず、製品展開の問題を抱えている。 

以上のように、中国自動車市場においてＶＷはトヨタに対し「生産能力」「販売力」とも

に大きなアドバンテージを有しており、ここ数年はＶＷの競争優位は、変わらないと筆者は

考える。 
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図 29．トヨタとＶＷの中国生産能力と販売力による競争力比較 

        生産能力（100 万台） 

                            ＶＷ【生産 411万台】 

       500  － 

 

       400 － 

 

       300 －            差異 

            

       200 －  

                           トヨタ【生産 131万台】 

       100 ― 

                              販売力（販売店数） 

           0       1000         2000    3000 

 

注：【 】2018年生産台数実績  

出所：筆者作成 

 

なお同様に、2018 年中国自動車販売トップ 10 のメーカーについて見ると表 70 に示すよ

うになる。1 販売店当たり販売台数はＶＷの 1,641 台をトップに、2 位吉利汽車 1,486 台、

3位ホンダ 1,484 台、4位長城汽車 1,375台、5位トヨタ 1,298台、6位日産 1,105台、7位

現代汽車 1,054 台と 1,000 台超えており、上位各社の 1 販売店あたりの販売効率は高いと

いえる。 

しかし、既に投資された生産設備の能力台数(計画)に対し、実績台数の割合は（設備稼働

率という）1位ホンダ 132％、2位トヨタ 116％と日系メーカーが 100％を超え、過負荷の状

態で残業により対応しており、「小さく産んで大きく育てる」いう設備投資・生産体制の姿

勢が明らかである。一方、他メーカーは 70％代が多く、余剰生産能力の問題を抱えている

（図 30）。 
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図 30．中国における設備稼働率と１販売店あたり販売台数による競争力比較 

                          

                1販売店あたり販売台数（台）        

           ＶＷ                ホンダ 

     1,500台 

            吉利 

長城           トヨタ 

 

           現代      日産 

     1,000 台                        設備稼働率(％) 

               ＧＭ 

 

            中国平均 

         長安 

      500台 

              80％   100％    120％    

出所）筆者作成 

 

表 70．2018年中国販売トップ 10メーカーの 1販売店あたり台数と設備稼働率 

                                   単位：万台 

順

位 

メ ー カ ー

名 

国 販売効率 生産効率 

販売台数 

a 

販売店数 

b 

a/b 

(台) 

生産台数 

c 

生産能力 

d 

c/d 

（％） 

1 ＶＷ 独 410.2 2,499 1,641 411.5 556 73% 

2 上海汽車 中 239.5 n.a ― 232.4 345 67% 

3 ＧＭ 米 196.9 2,001 984 195.9 254 77% 

4 吉利 

(内、吉利) 

中 169.2 

138.7 

n.a 

933 

― 

1,486 

164.9 226 72% 

5 ホンダ 日 146.5 987 1,484 149.4 113 132% 

6 トヨタ 日 129.7 999 1,298 131.4 112 116% 

7 現代 韓 118.0 1,119 1,054 115.4 229 50% 

8 日産 日 117.7 1,065 1,105 117.8 149 79% 

9 長安汽車 中 94.6 1,429 662 88.4 237 37% 

10 長城汽車 

(内、哈弗） 

中 91.5 

76.6 

n.a 

557 

― 

1,375 

91.1 120 75% 

注：「1販売店あたり台数」＝a/b 
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   「設備稼働率」＝c/d×100 

ＶＷの販売店は一汽ＶＷ1,172、上汽ＶＷ1,327の合計 2,499 店で計算 

  ＶＷの生産台数、生産能力は一汽ＶＷと上海ＶＷの合計で計算 

    ＧＭの販売店は Buick953 店、Chevrolet778店、Cadillac270店の合計 2,001店で計算 

  吉利汽車の販売店は吉利ブランド 933 店で計算 

    現代汽車の販売店は現代 495、起亜 624の 1,119店で計算 

  長城の販売店は哈弗ブランド 557店で計算 

出所）販売店数は Fourin（2017）『2025 中国乗用車市場展望』、『中国自動車調査月報』269号 

販売台数、生産台数は fourin『中国自動車調査月報』287号 

 

このようなトヨタの比較劣位発生の要因は、第一に中国におけるトヨタの乗用車生産開

始は 2002年からで、先行するＶＷは 1985 年に生産を開始しており、トヨタは 17年もの遅

れがある。第二には、トヨタは 2005 年当時、2010年の中国総販売台数を 1,000万台と見込

み、うち 10％シェアを確保する 100 万台計画を策定し、生産・販売体制の準備を進めた。

しかし、2010 年の販売実績はトヨタの予想を大幅に上回る 1,806 万台へ成長し、予測を見

誤った。第三には、2008年のリーマンショック、及び 2009年～2010年に米国で発生した大

規模リコールにより、業績が赤字に転落し、2013 年から 5 年間工場新設をストップしてい

たことが上げられる。 

背景としてトヨタは 2000年代に入ると海外生産が一段と強化され、グローバル生産は毎

年 50万台規模で拡大し、新工場が次々と立ち上がった。その一方で、海外生産を支援する

要員の不足が顕在化し、米国で発生した大規模リコール問題に繋がった。このことに対する

トヨタの教訓は、「人と組織の成長スピード以上に、成長を望んではいけない」ということ

であり、設備投資に対しより慎重な姿勢となった。これらの結果、中国自動車市場の拡大ス

ピードに対応できなくなったものと筆者は推察する。 

世界の自動車メーカーにとって、最大の市場に成長した中国市場への取り組みを弱める

ことはできない。特に、日本の自動車メーカーは、旧来のドル箱であった米国市場が成熟期

を迎え大きな成長が期待できない環境のなかで、中国市場は数量成長と収益性の両方を備

えた重要市場となった。 

しかし、2018年の中国自動車販売台数は、28年ぶりの前年比マイナスとなる環境のなか

で、トヨタは 2018 年以降中国戦略を積極姿勢に転じ、2030 年までに現地生産能力を年間

350 万台まで増加し、輸入 50 万台を加え、計 400 万台へ事業を拡大する方針を掲げた。特

にハイブリッド技術を中心に電動車を拡充させる方向であり、中国での巻き返しを図る計

画を発表した 98。当面の目標としては 2022 年までに生産能力を 200 万台、2025 年までに

                                                   
98 2018年 8月 29 日、Bloomberg   

https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2018-08-28/PE3CZ56JTSF301、2020 年 3月 5日 

https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2018-08-28/PE3CZ56JTSF301%E3%80%812020%E5%B9%B43%E6%9C%885
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280 万台へ引き上げることを計画している 99。 

しかし、「販売力」について考察すると、2030 年に現地生産車 350万台を販売するために

は、約 3,500 の販売店数が必要となり、今後約 10年間で 2,500店もの新設が必要となるが、

主要都市部においては既に販売店設置に適する場所はなくなりつつある現状で、実現可能

であろうか。販売力増強に対する計画が不明である。 

トヨタの 2030年目標達成には、「生産能力」「製品力」「販売力」のいずれも、これまでの

中国事業 20 年の実績を上回る投資を今後 10 年間で必要となり、慎重なトヨタがどこまで

積極的に推進することが出来るか注視していきたい。 

 

自動車産業の競争力を比較する場合、生産台数または販売台数をもとに分析する事例が

常である。しかし、マイケルポーター(1992)100が指摘するように、競争力について一つの確

定した概念は存在しない。本稿では、生産台数または販売台数の変化を構成する因数として、

藤本(1997)が言うところの「深層の競争力」に該当する、販売店数と販売台数から「１販売

店当たりの販売台数」、そして、生産能力と生産実績数から「生産設備の稼働率」というオ

ペレーション効率を比較分析した。このような視角からの分析は他では見られず、新しい課

題を提起できたのではないかと考える。 

 2019 年の中国自動車市場は、中国経済の減速、2018 年自動車購入税減税幅の縮小、2019

年電気自動車((Electric Vehicle、以下 EV)補助金の減少などのマイナス要因から、2年連

続で減少し、販売台数は前年比マイナス 8.3%の 2,576 万台となった。そのような市場環境

のなか、トヨタは前年比 9％増加の 162 万台（シェア 6.2％）となり、外資メーカーでは、

ＶＷに次ぐ第 2位となった。また、初めて日本国内市場（2019年 160万台）を上回った。 

一方、ＶＷの 2019年は前年比 0.6％増の 423万台 101（シェア 16.4％）となり、両社の差

異は若干縮小したものの、トヨタとＶＷの生産能力、販売力には前述のように依然として大

きな差異がある。 

また。製品力の面でも、乗用車市場のなかで大きく成長した SUV（2019 年構成比 44％）

に対し、両社ともに新製品投入をしているものの、トヨタは 26％（ＶＷは 30％）と市場の

変化に対応できていない。 

 中国におけるトヨタとＶＷの差異は、数年で解決するようなものではなく、中長期に注視

していきたい。 

 

                                                   
99 2019年 7月 6日、中日新聞 
100 マイケルポーター（1992）『国の競争優位』で「企業 にとって，競争力とは，グローバルな

戦略によって世界市場で競争できる能力を意味した。多くの国会議員にとって競争力とは，

国が貿易黒字を出すという意味であった。一部のエコノミストにとっては，競争力と は為替

レートで調整された低い単位労働コストのことであった」（8頁）、と競争力について決まっ

た定義がないと述べている。 
101 2020年 1月 16 日、日本経済新聞 
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第十二章 中国新エネルギー車（以下、NEV： New Energy Vehicle）政策とトヨタの中国

戦略 

 

12.1. 本章の背景 

自動車産業は「100年に一度の大変革時代」と言われ、クルマは従来の「所有」から、

IoT、自動運転を駆使した「利用」へ転換した新しいモビリティ・サービスである

MaaS(Mobility as a Service)の進展が見込まれる。そして、この変革は CASE

（Connected（つながる）、Autonomous（自動運転）、Shared（シェア・サービス化）、

Electric（電動化））と呼ばれる新しい領域で技術革新が進み、車の概念が大きく変わろ

うとしている。 

そこで本章の課題は「トヨタの中国 NEV戦略を分析し戦略の特徴と今後の展望を分析す

る」ことであり、具体的には 2019年から中国で開始された NEV政策に対応する、トヨタ

の戦略を分析する。 

2019年の中国新車販売台数を見ると、中国経済の減速、自動車購入税減税幅の縮小、電

気自動車(Electric Vehicle、以下 EV)補助金の減少などのマイナス要因から、中国全体の

新車販売台数は 2年連続で減少し、前年比 8.3％減少の 2,576万台となった。そのような

市場環境のなかで、トヨタの世界販売台数は前年比 1.4％増の 1,074万台となり、中国は

ハイブリッド車（Hybrid Car、以下 HV）の卡羅拉（Corolla）、雷凌（Levin）などが好調

で、前年比 9.0％増の 162万台、シェア 6.3％へ増加し、外資メーカーではＶＷに次ぐ第 2

位へ躍進している。しかし、トヨタは得意とする HVを中心に商品戦略を展開してきた

が、中国 NEV対象車に HVは含まれず、NEV市場では苦しいスタートとなっている。 

一方、中国市場で先行しているＶＷの世界販売台数は前年比 1.3％増の 1,097 万台とな

り、中国では前年比 0.6％増の 423 万台で、シェア 16.4％となった。ＶＷの中国市場依存度

は 39％（トヨタは 15％）と高く、最重要市場として重視している。 

2018年 5月、李克強首相がトヨタ自動車北海道株式会社を視察時に、トヨタの豊田章夫

社長が案内し、それ以降「トップ間に信頼関係が生まれトヨタはアクセルを踏んだよう

だ」（中国政府幹部）と、中国事業を積極姿勢へ転換しており、「トヨタの中国事業の転換

点は 2018年 5月だった」102と報道されている。背景としては、「再びバスに乗り遅れると

もうチャンスはない」（トヨタ幹部）103という危機感と、トヨタにとって中国市場は日本を

抜き、米国に次ぐ第 2位の販売台数となる重要市場に成長したことにある。 

 

12.2.課題と分析の枠組み 

 EVは既存のガソリン等内燃機エンジン車（以下、ICE：internal Combustion Engine）

                                                   
102 『日本経済新聞』2019年 11月 23日 
103 『日本経済新聞』2019年 11月 23日 
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と比較し構成部品点数は半減し、基幹部品も従来とは異なり、これから新市場を開拓する

新領域の商品である。そこで、マイケルポーターのファイブフォース分析 104をもちいて、

トヨタの中国 NEV 競争力について分析を試みる。 

 競争力を構築するためには、事業を直接支える市場における競争力として、「製品力」、

「販売力」、「ブランド力」がある。また、直接競争力の持続性を支える間接的な競争力と

して、「製品開発力」、「生産能力」がある。そして、マーケティング効率というオペレー

ション指数に表れる競争力、リスク分散の度合いや、規模の経済性などがある。 

そこで本稿では、トヨタの中国における競争力を NEVおよび ICE車を含めた、「製品

力」は製品数（車名）、「生産能力」は生産拠点数、生産能力、「販売力」は販売店数に着

目する。 

ファイブフォース分析については、NEV産業の内的要因を構成する「供給企業の交渉

力」の面では、NEVの電動車用電池、駆動用モーター、制御システムが重要である。特に

技術的に発展途上でかつ量的確保が課題となっている電動車用電池に着目する。「買い手

の交渉力」は、一般消費者が中心であるが、中国政府の優遇政策に左右される要素が強

く、政策を中心に分析する。「競争企業間の敵対関係」は、中国では外資メーカー、中国

現地メーカーで約 100 社の自動車メーカーが存在し激烈な競争状態にあるが、最も成功し

ているＶＷとトヨタと比較しながら分析する。また外的要因として、「新規参入者の脅

威」の面からは、電池産業から自動車産業へ参入し、EV生産台数が最も多い中国現地メー

カーの代表としてＢＹＤを分析する。「代替品の脅威」については、NEV 以外の ICE車およ

び HVについて分析する。 

なお、自動車産業は MaaS、CASE によるビジネスチャンスの拡大が予想されるが、本稿で

は分析の対象外とする。 

 

12.3.自動車を取り巻く環境の変化 

地球環境の悪化に伴い CO₂削減は喫緊の環境課題である。2015 年 12 月に第 21 回気候変

動枠組条約締約国会議（以下、COP21）がパリで開催され、気候変動抑制に関する多国間の

国際的な協定（合意）が採択された。COP21パリ協定での CO₂削減目標達成に向け、全セク

ターで脱化石燃料への転換を検討し行動に移す必要がある。世界の CO₂排出量に占める比率

は発電が 4 割で最も多く、次に運輸が 2 割となっており、2050 年には 2013 年比で 70％以

上の削減が必須となっている。電力セクターは脱化石燃料化（再生可能エネルギー化）の推

進、運輸セクターは脱カーボン燃料への転換と実効のある規制強化、およびその対応が必要

                                                   
104 ファイブフォース分析とは、マイケルポーターが『競争の戦略』で述べた分析方法で、「供

給企業の交渉力」「買い手の交渉力」「競争企業間の敵対関係」という 3つの内的要因と、「新

規参入者の脅威」「代替品の脅威」の２つの外的要因の、計５つの競争要因から企業の構造分

析を行う手法。 
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となり、自動車業界においても、地球温暖化、エネルギーセキュリティ 105、大気質 106とい

う重点課題に対して、低コスト・安全・クリーン・乗って楽しいという自動車において重要

な要件を満たしつつ、エネルギーをセーブし、かつ自動車の CO₂排出を低減することが必要

になり、その解決策として電動化や自動運転化が注目されている。 

しかし、電動車や自動運転車の普及には技術上のハードルが高く、自動車メーカーには規

制・顧客ニーズ双方の要求水準を満たす技術開発が望まれる。また、各種原動機技術の完成

度を見極め、従来型 ICE車も存続しつつ、次世代車も取り入れていくというセールスミック

スの検討が重要である。 

以上のような背景から、電動化の導入順位はハイブリッド車（Hybrid Vehicle 以下 HV）、

プラグインハイブリッド車（Plug in Hybrid Vehicle 以下 PHV）、電動車（Electric Vehicle 

以下 EV）、燃料電池自動車（Fuel Cell Vehicle、以下 FCV）の順序が現実的と言われてい

る。また、新興国では ICE の効率改善や 48Vマイルドハイブリッドシステム（Mild Hybrid 

System 以下 MHS） の展開、石油系燃料からバイオ・水素燃料などへの転換が見込まれる 107。 

 

12.3.1．各国の自動車排出ガス規制動向 

世界の自動車排気ガス規制動向（表 71）は、2018年に米国カリフォルニア州が最も厳

しい ZEV（Zero Emission Vehicle以下 ZEV）規制を導入し、2018年以降のクレジット対

象は、ZEV／TZEV（Transitional ZEV）108対象車のみに強化され、日本メーカーが得意とす

る HVは規制対象となった。 

中国も 2019 年より NEV規制を導入し、先進国に追従する形で排気ガス規制対応を実施

している。米国カリフォルニア州 ZEV規制・中国 NEV規制は共に ZEV車の数量規制であ

り、その規制の根拠は政治的に決定される色合いが強く、これらの地域では、早急な大気

汚染対応が必要で、車両台数増加による大気汚染の影響が排気ガス規制の改善効果を上回

り、大気改善が進まないという状況がある。 

 

表 71．各国政府表明（2017 年）の次世代車対応策 

国名 次世代車への対応 

                                                   
105 エネルギーセキュリティ（energy security エネルギー安全保障）とは、市民生活、経済

産業活動のために、環境への影響を考慮しつつ、必要十分なエネルギーを合理的な価格で継

続的に確保することである 
106空気質（くうきしつ）とは、一般に建物内等の空気中のガス成分量を指す。 
107 脚注 3  藤村（2019）「第 1 章 自動車を取り巻く環境と次世代車の技術完成度」 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/automotive-insight/vol3.html 
108 Transitional ZEV とは、プラグインハイブリッド車を指す。 
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ドイツ 

 

2030年までにエンジン車販売禁止（HV車は OK） 

ディーゼル車復活の動きもある 

英国 2040年までにエンジン車販売禁止（HV車は OK） 

フランス 2040年までにエンジン車販売禁止（HV車は OK） 

インド 2030年までに新車は全て EV車と表明したが、2018年 2月に早々に断念。 

MHV、HVへ転換 EV比率 30％ 

中国 2019年より電動比率（EV、PHV、FCV）10％義務付け（2018年から延期） 

日本 2030年までに新車の 50％を EV／PHVに 

出所）藤村俊夫（2019）を基に筆者作成 

 

特に、中国の NEV 規制は国内主要都市の劣悪な大気汚染対策（PM2.5）、石油輸入依存

度が 2018年で 72％と高くエネルギー安全保障上の観点、および自国の EVメーカーを世界

最大の自動車メーカーに成長させるという国策が背景にあり、CAFC（Corporate Average 

Fuel Consumption、企業平均燃費規制、）とセットで 2019年から導入された。 

また併行して 2019年 7月から大気汚染が特に深刻な河北省、山西省、四川省や上海市

などの 14省と直轄市で、予定より 1年間前倒しで「国 6基準」を実施した。これによ

り、窒素酸化物（NOx）などの排出物を 2023年までに段階的に 40％～50％削減する内容

で、自動車メーカーはエンジン設計などの技術力を高める必要があり、1台あたり 1,200

元（約 2万円）以上のコスト増となる。100社以上が乱立する中国自動車業界では、技術

力や資金力の乏しい地場の中小メーカーの淘汰が進むことが予想され、中国政府は自動車

業界の構造改革を期待している 109。 

2018年の世界 NEV販売状況を見ると、表 72に示すように 2位ＢＹＤ、3位北京汽車、6

位上海汽車、7位奇瑞汽車に中国メーカーがはいり、中国は世界の NEVの約 6割を占め

る。 

 

表 72．2018年世界 NEVメーカー別販売台数トップ 10             単位：台 

順位 メーカー名 国籍 2018年販売台数 前年比 構成比 

1 Tesla 米国 245,240 +137.8% 12.1% 

2 BYD 中国 227,364 +107.6% 11.2% 

3 北京汽車 中国 164,958 +59.8% 8.1% 

4 BMW ドイツ 129,398 +33.3% 6.4% 

                                                   
109 『日本経済新聞』2019年 6 月 29日 
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5 日産 日本 96,949 ＋86.5％ 4.8% 

6 上海汽車 中国 92,790 +107.7% 4.5% 

7 奇瑞 中国 65,798 +80.5% 3.2% 

8 現代 韓国 53,114 +126.4% 2.6% 

9 Renaule フランス 53,094 +30.7% 2.6% 

10 VW ドイツ 51,774 +20.0% 2.5% 

世界計   2,018,247 +64.8% 100% 

出所）【世界全体編】EV/PHV/PHEV 年間 販売台数ランキング TOP20【2018年 最新】 

https://www.hyogo-mitsubishi.com/news/data20190220090000.html 

 

12.3.2．電動自動車（EV）の種類 

技術的には HVをベースに、エンジンとガソリンタンクを取れば EVに、バッテリー搭載

量を増やして外部充電機能を追加すれば PHVに、エンジンとガソリンタンクを燃料電池と

水素タンクに入れ替えれば FCVになる。つまり、HVが基本にあり、その発展型の一つとし

て EVの開発にもつながるということになる（図 31）。 

また、HVを 200V 以上の電源電圧となる車をストロング HVと呼び、燃費・CO₂削減効果

が最も高く、ICE 車比 50％程度と言われている。一方、電源電圧が 48Vの車をマイルドハ

イブリッドシステム(MHS)と呼ばれ、ICE車の燃費改善技術の一つとして位置づけられる。

燃費改善効果は ICE車比 10％程度と低いが、費用対効果が比較的高いため、新興国を中心

に、これからの ICE車の主流システムの一つとなると考えられる。 

EVの開発は簡単だという意見があるが、EV・FCVは大型電池搭載にともない重量が重く

なり、ICE車、HVなどとのプラットフォームの共通化は難しく、専用設計が必要となり、

車両開発効率、原価低減の阻害要因となり、コスト面の問題を残している。 

EVを ICE車なみに普及するためには、①多くの人が購入可能な販売価格の実現、②移動

体として重要な航続距離の確保、③乗って楽しい（軽量化）、④メンテナンスコストの抑

制（耐久・信頼性の確保）、⑤車のニーズに対応した技術の棲み分け、⑥WtW（Well to 

Wheel ）を考慮したトータル CO₂の低減、などの商品としての価値を高める必要がある。 

先進国においては、車両カテゴリー別での普及促進が考えられ、EVは都市内短距離走行

のシェアカー・宅配車として低速小型車に、また、FCVは長距離輸送のバス・トラックと

一部のラグジュアリー乗用車への適用が現実的である。新興国では ICE車をベースに軽量

化や効率改善、MHSの織り込みや、燃料多様化によって環境対応することが予想される

110。 

 

 

                                                   
110  藤村（2019）「第 5章 自動車の先進技術の俯瞰と内燃機関車の改良技術」 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/automotive-insight/vol7.html 

https://www.hyogo-mitsubishi.com/news/data20190220090000.html
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図 31．次世代自動車の構造比較 

 

出所）藤村俊夫（2019）より 

 

中国には秦 Qin、唐 tang、栄威 ei6のように、近距離走行用の電動車需要がある。特に、

比較的廉価なニッケル電池を搭載し，最大速度 は 50～80 km/h、航続距離は 70 km程度、

車台重量は 800 kg以下で、1～4 人乗りまでの低速電気自動車（Low Speed Electric Vehicle、

以下 LSEV）があり、2～3万元で購入できるため，中国の農村部や中小都市において人気が

ある。特に、ナンバー登録もないような LSEVは登録車の 2倍程度販売されているが、安全・

品質の劣るものが多いため、中国政府は低品質な EV車の禁止を検討し、2017 年に「LSEV の

最高速度は時速 40〜70キロ、一定の重量と寸法規定、衝突保護装置とリチウムイオン電池

の利用を義務付」という規定を設けた。 

中国の自動車保有台数は世帯当たり 0.4台程度（日本は 1.1台）と少なく、航続距離が

短く 2人乗り程度でも低価格の車であることが重要である。自動車とは 4人以上乗車でき

て、1回のエネルギーチャージでの航続距離も 500km以上という先進国の仕様とは異なる

が、LSEVというカテゴリーの EV（電池交換式、航続距離 50km 程度）が中国の EVの一角

を担っていく可能性は高いと筆者は考える。 

 

12.3.3．2040年の自動車販売台数予測 

2015年の世界四輪自動車の販売台数は 9,000万台、保有台数は 12.6億台、CO2総排出量

は約 60億トンである。主要先進国では、すでに飽和状態にあり 2040年の販売台数は日本
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500万台、米国 1,800 万台、欧州 2,200万台と、現状なみ又は減少傾向と予想されてい

る。 

今後は新興国の中でも人口の多い中国とインドが、GDPの伸びとともに販売台数を増加

させると予想されており、そこから電動化などのよる車両価格上昇、カーシェリングなど

による使用形態の変更の減少要因を考慮すると、中国は現在の 2,800万台から 4,200万台

で飽和状態、インドは 400万台から 2,800 万台で飽和状態となり、中国とインドの増加分

3,800万台とその他の新興国分を含めると 1.3億台まで増加し、飽和すると予測されてい

る（図 32）。そして、四輪車保有台数は 2040 年に 20.1億台まで増加し、その後飽和し、

四輪車からの CO2排出量は対策を打たないと、2040年に 95.7億トンまで増加すると予想さ

れている 111。 

 

図 32.自動車販売台数予想 

 

出所）藤村俊夫（2019）より 

 

2030年時点の世界の自動車販売を仕様内訳＆地域別に見てみると、先進国は大半が HV

を軸とする電動車で占められ、新興国はエンジン効率の改善、MHS導入、燃料転換を前提

とした ICE車が主流と見込まれる。 

                                                   
111  藤村（2019）「第 4章 将来の自動車の販売台数と CO2排出量の予測」 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/automotive-insight/vol6.html 
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中国の新車販売台数は 3,500万台に達し、「世界のスマートカー製造工場」に成長して

おり、ICE車が 35％の 1,200万台、HVと MHSが 15％の 550万台、EVが 35％の 1,200万

台、PHVが 12％の 450 万台、FCV が 3％の 100万台と見込まれている（湯 2019、198

頁）。 

2040年の世界の自動車販売台数は約 1.3億台で飽和し、うち 35％を先進国、65％を新

興国が占め、販売台数の仕様内訳は ICE車と電動車でそれぞれ 50％と見込まれている。電

動車の内訳は HV、PHV が中心で、EVは電池密度の課題（航続距離不足、重い）があり、全

販売台数の 10％程度と予想される。一方、ICE車の半数は石油燃料からバイオ、水素燃料

に転換され、また、熱効率を現状の約 41％から、大型船舶のディーゼルエンジン並みの

55％へ向上し省エネ化が見込まれる 112。 

 

12.4．中国の新エネルギー自動車（NEV）産業政策の沿革  

12.4.1．中国 NEV研究開発の経緯と模索 

 中国の本格的な電動車開発の歴史は、1991 年 3 月に中国国務院が「国民経済と社会発展

の 10年計画と第 8次五カ年計画要綱に関する報告」を採択し、国家科学技術難関突破計画

の中に EV及び主要部品の研究開発を重要項目としたことから始まった。 

1999年 4月に、全国クリーン自動車行動協調指導グループを設立し、「大気浄化プロジェ

クト・クリーン自動車行動」を契機に、環境問題対策の一環として、EV に加え、FCV や HV

などに関わる多くの研究開発・応用・普及プロジェクトが開始された。 

2001年に発表された中国の第 10 次五カ年計画では、国家 863計画として省エネ・新エネ

自動車技術の開発プロジェクトが発足し、HV、EV、FCVから成る「三従」の発展方向、駆動

モーター、バッテリー、電子制御システムから成る「三横」の中核技術を合わせた 「三従

三横」の新エネ自動車開発技術路線が打ち出された。これにより、一部の中国自動車メーカ

ーは、HV やバイオエタノールを利用する燃料電池自動車の開発を期待したが、個々の自動

車メーカーは研究開発の成果を企業間で共有できず、多大な資金と資源や時間をかけて重

複する研究開発が繰り返された（胡、蒋 2017、385頁）。 

2006年 12月、こうした失敗を経験した結果、NEV産業において技術能力の構築を「弯道

超車」（曲がり道で追い越しをかける）しようとした中国自動車産業は，企業や機関、組織

の境界を越えて集結する必要性を認識するようになった。これ以降、中国における NEV産業

の発展方向は、HV、EVと FCVから成る「三縦三横」の技術路線から、EVへ傾斜する方向に

切り替わった。後発の中国自動車産業が、ICE車や HVの領域で先進諸国を キャッチアップ

することは、非常に困難と想定され、このため中国は、電池、電機、リチウムや希土資源な

どの領域において相対的に有する優位性を活かすことができ、かつ先進諸国の優位性が相

                                                   
112 藤村（2019）「第 5章 自動車の先進技術の俯瞰と内燃機関車の改良技術」 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/automotive-insight/vol7.html 
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対的に小さい EVの領域で、重点的に競争することに転換した（胡、蒋 2017、386頁）。 

 2010 年に「新エネ自動車の個人購入に関する補助金施行地域の通知」を公布し、上海、

長春、深圳、杭州と合肥の 5都市において、NEVの購入、リース、補修、交換に対して補助

金を給付することになり、EVの購入には最高 6万元の補助金が交付された。 一方、HVの購

入には最高 3千元の補助金しか交付されなかった。これは中国政府が EVを NEV発展の主要

な方向として選択したことを意味した。 

 2013 年に、「省エネ・新エネ自動車の普及・応用業務 を継続する通達」を発布し、個人向

けの省エネ・NEV 普及のモデル都市を政策影響力が比較的大きい都市 、中程度な都市と，

小さい都市に区分して、それぞれの状況に応じてきめ細かい政策が立案された。北京、上海、

深圳と広州など政策影響力が比較的大きな都市では、地方政府の NEV 購入補助金の支給額

が中央政府と同額と定められた。しかし、補助金政策の地方政府分は 2019年 6月に、中央

政府分は 2020 年までに消滅する予定であった（表 73）。しかし、新型コロナウイルスによ

る経済の影響を考慮し、2022 年末まで延長された。 

なお、補助金は、自動車メーカー、電池供給メーカーへ支給され、NEV補助金支給条件の

一つとして、中国メーカー製電動車電池の搭載という行政指導があり、外資メーカーには参

入障壁となっており、中国メーカーが受給の中心となっている。 

 

表 73．中国 NEV乗用車に対する国家補助金の推移         単位：万元/台   

車種 EV PHV FCV 

航続距離

(R)㎞ 

80<R< 

100 

100<R<

150 

150<R< 

200 

200<R< 

250 

250<R< 

300 

300<R<

400 

400<R 50<R  

2013年 3.5 3.5 5.0 5.0 6.0 6.0 6.0 3.5 20 

2014年 3.325 3.325 4.75 4.75 5.7 5.7 5.7 3.325 20 

2015年 3.15 3.15 4.5 4.5 5.4 5.4 5.4 3.15 19 

2016年 0 2.5 4.5 4.5 5.5 5.5 5.5 3.0 18 

2017年 0 2.2 3.96 3.96 4.84 4.84 4.84 2.4 20 

2018年 0 0 1.98 3.160 4.488 5.94 6.6 2.42 20 

2019年 0 0 0 0 1.98 1.98 2.75 1.1 別途 

2020年 0 0 0 0 1.62 1.62 2.25 0.85 別途 

注.EVは 2016年より航続距離を 100 ㎞以上に変更 

  PHVはバッテリーのみでの走行可能距離数 

出所）Fourin2019.5『中国自動車調査月報』No278 

Fourin2020.6『中国自動車調査月報』No291 

 

12.4.2．中国 NEV普及促進政策の概要 

2017年以降、NEVの開発・生産に向けた新戦略や提携の発表が相次いでいる。特に、2017
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年 1月に出された「新エネルギー自動車生産企業および産品の参入管理規定」により、NEV

車の定義と範囲の明確化がされ、EV、PHV、FCVが NEVの範囲となり、日本が得意とする HV

は対象外となった。 

2017年 4月には、中国の 2025年までの自動車産業の育成計画として「自動車産業の中長

期発展計画」を公表した。 

また、2017 年 9 月に出された「乗用車企業平均燃費および新エネルギー車クレジット平

行管理弁法」は乗用車を生産する完成車メーカーに対し、2019 年から一定台数の NEV の生

産を義務づける NEVクレジット規制が導入された。 

すなわち、中国の NEV 政策は、NEV の対象を EV、PHV、FCV と範囲を定義しかつ台数を規

制するとともに、企業別の平均燃費をセットで規制するところに特徴があり、具体的には

「2025 年までに乗用車新車の平均燃費を 4.0ℓ/100㎞、NEVの製造・販売が全体の 20％を占

める」というものである。 

中国の性急な政策の背景には、自動車大国から強国への転換を標榜しているが、そのため

には、日欧米勢を超える技術的蓄積が必要である。しかし、「内燃機関では、いかに立ち向

かっても日欧米には勝てず、EV ならばエンジンは不要、部品点数も少なく、参入障壁が低

い」という消去法的選択で EVを重点化している。又、EVはこれまで日産、三菱自動車、米

テスラと言った限られたメーカーしか存在していなかったこともあり、競合相手も少なく、

世界的に本格的な生産が始まって間もない EVや FCVを制度上優遇することで、中国自動車

メーカーと電動車用電池メーカーの優位性を確保する狙いがあると見られる。 

 

(1)「自動車産業中長期発展計画」の概要 

計画では、中国自動車市場の規模を「2020年で 3000 万台、2025年に 3500万台」と予測

したうえ、現在の中国を「自動車大国」と位置づけ、エンジンやギアボックス等のコア技術

の蓄積やブランド力、又それに伴うサプライチェーンの欠陥などの面ではまだまだ弱いと

認識した。そこで、これから 10 年間を掛けて、NEV とスマートカー113を今後の重点分野と

し、他産業との融合によりコア技術、部品供給、ブランド力、新業態の創出、自動車の輸出、

環境保護などの面で中国を「自動車強国」に躍進させる目標を設定した。また、計画を進め

るにあたり、企業の主導的立場を明確にし、資源配分については市場が決定的な役割を果た

し、政府が誘導的役割を果たすとした上で、重点企業による買収・合併を推奨し、優位分野

の集約化を目指している。 

計画は「一六六八」と称され、「10年で世界の自動車強国になる」という全体目標に対し、

6 つの細分化目標、6 つの重点任務、8 つの重点プロジェクトから成っている。例えば、動

力用電池の性能向上に加え、自動車品質の向上、ブランド建設のために、2025 年には重点

                                                   
113 スマートカーとは、IT技術やスマート化技術により、高度に安全化、快適化、省エネルギ

ー化された、近未来型自動車のことである。高度道路交通システム（ITS）との連動により車

間距離の保持、車線逸脱の検出、歩行者や障害物など対物接近検出等の機能がある。 
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自動車メーカーの研究開発費を営業収入の 6％へ向上、新車の平均故障率を先進国と同水準

へ向上させ、販売台数が世界トップ 10 に入るブランドの育成をするとしている（表 74）。 

 

表 74．「自動車産業中長期発展計画」概要 

6つの細目化目標 2020年 2025年 

中国自動車市場規模 3,000万台 

＊（2,800万台へ修正） 

3,500万台以上 

＊（3,000万台へ修正） 

1．コア技術の習得 

（パワートレイン、トラン

スミッションシステム、電

池、モーター等） 

世界の先端レベルに達する 

世界トップ 10の NEV数社育

成 

 

2．全サプライチェーンの育

成 

（車載センサー、ECU、軽量

材料等） 

売上 1000億元規模の自動車

部品メーカー育成 

世界トップ 10 部品メーカ

ー育成 

3．自主ブランドの全面的発

展（NEV分野でリーダー企業

の育成） 

世界に通ずるブランドを複

数育成 

販売台数で世界トップ 10入

りを数社実現 

4．新業態創出 

（研究開発―製造―物流―

販売―アフターサービスま

でスマート化） 

自動車産業に占めるアフタ

ーサービスの比率を 45％ 

自動車産業に占めるアフタ

ーサービスの比率を 55％以

上 

5．国際化の推進 

 

中国ブランド車を先進国へ

輸出 

中国ブランド車の世界にお

ける知名度の向上 

6．自動車の省エネ水準の向

上 

 

新車の燃費を 

一般車両 5L/100Km 

省エネ車 4.5L/100Km 

自動車回収率 95％ 

新車の燃費を 4L/100Km 

 

 

自動車回収率を世界水準へ 

＊2019年 12 月「新エネルギー車発展計画」素案で修正 

8つの重点プロジェクトの抜粋 

7．NEV の研究開発と普及 NEVの年間生産台数 200万台 

バッテリー単位重量当りエ

ネルギーを 300Wh/Kg以上 

コストは 1元/Wh以下 

NEV が年間販売台数の 20％

以上 

バッテリー単位重量当りエ

ネルギーを 350Wh/Kg以上 
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8．自動車品質、ブランド建

設プロジェクト 

（自主ブランドの育成体制

確立） 

重点自動車メーカーの研究

開発費を営業収入の 4％ 

新車の平均故障率を 2015年

比較で 30％低下 

いくつかの世界有名ブラン

ドの育成 

重点自動車メーカーの研究

開発費を営業収入の 6％ 

新車の平均故障率を先進国

と同水準へ低下 

販売台数が世界トップ 10 

に入るブランドの育成 

注：2019年 12月「新エネルギー車発展計画」素案は、『日本経済新聞』2019年 12月 4日 

出所）三菱東京 UFJ銀行国際業務（2017） 

http://www.bk.mufg.jp/report/inschiweek/417051701.pdf 

 

（2）「乗用車企業平均燃費および新エネルギー車クレジット並行管理弁法」の概要 

ガソリン・軽油などを燃料とする乗用車の年度生産台数もしくは輸入台数が 3万台以上

の企業に対し、2019 年の NEV生産台数を全乗用車生産台数の 10％、2020年は 12％とする

目標が課された。しかし、日本企業に優位性のある HVが新エネ車の対象に入っておら

ず、HVを生産してもクレジットを獲得することができない。一方、EVは電動航続距離

で、FCVは燃料電池の性能に応じて生産台数 1台につき最大 5ポイントのクレジットを獲

得できる。なお、HV と比較的構造が類似する PHVは 2ポイントと低いポイントとなる。さ

らに、本規制では NEV のクレジット目標と同時に、企業平均燃費（CAFC）の目標も達成す

ることが求められており、目標が達成できない場合は、他の企業からクレジットを購入す

るか、ICEの生産台数を削減するなどの対策が必要になる（表 75、表 76）。 

なお、近年の市場動向を踏まえ、2020年 6月に「企業平均燃費/NEVクレジット管理政策」

の改正案が公表され、2021年 1月から実施されることとなった。注目すべきこととしては、

新たに低燃費乗用車という基準が設けられ、HVが該当し NEVに含まれる見込みとなった。 

 

表 75. クレジット対象車とクレジット 

対象車 クレジット算出要件 

クレジット率 

2017年 9月 

当初基準 

2020年 6月 

改正案公表 

EV 
 最高速 100km/h 航続距離(R)100km以上 

 電費に応じて 0.5～1.2倍 

0.012×R+0.8 

（Max 5） 

0.0056×R+0.4 

（Max 3.4） 

PHV 
 EVモード航続距離が 50km 以上 

 電費が規定以下の場合 0.5倍 
2 1.6 

FCV 
 航続距離 300km以上 

 定格出力（P）が基準値以下の場合 0.5倍 

0.16×P 

（Max 5） 

0.08×P 

（Max 6） 

http://www.bk.mufg.jp/report/inschiweek/417051701.pdf
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出所）JETRO(2019)「広東省新エネ車（NEV）メーカー競争力強化に向けた取り組み」を基に筆

者作成 

      Fourin2020.7『中国自動車調査月報』No292 

 

表 76. NEV導入比率と CAFC規制値 

区分 2017年 9月当初基準 2020年 6月改正案公表 当初基準 

対象年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2025年 2030年 

導入比率（％） 10％ 12％ 14% 16% 18% 20％ 40％ 

CAFC

（L/100km） 
5.5L 5L ← ← ← 4L 3.2L 

燃費改善率／年 n.a.  
年率 

10％ 
n.a. n.a. n.a. 

年率

4.5％ 

年率 

4.5％ 

注：CAFC、燃費改善率は 2016年 9月の当初公表案 

出所）JETRO(2019)「広東省新エネ車（NEV）メーカー競争力強化に向けた取り組み」を基に筆

者作成 

Fourin2020.7『中国自動車調査月報』No292 

 

中国 NEV規制は、上述のように規定されているが、その過程においては何度も見直しがな

されている。2016年 9月の NEV規制案公表時は、2018 年導入を想定して自動車業界へ意見

公募をしたところ、多額の補助金受給により生産体制が整う中国メーカーが有利となるこ

とから、多くの外資系メーカーの反発があり、導入時期を一年延期し 2019年 1月から開始

された。また、2019 年には目標未達であっても 2020年に繰り越して達成すればよい緩和措

置が付されている。なお、当件については NEV対応に出遅れた地場メーカーを考慮した処置

との意見もある（湯 2019）。 

2019年 1月には「自動車産業投資管理規定」の適用を開始し、ICEメーカーの新規設立禁

止と生産能力拡大制限（直近 2年間の工場稼働率、NEV生産比率が業界平均を上回っている）

により、自動車メーカーの生産能力抑制を求めている。 

2019年 7月には ICE 車と同等としていた HVを低燃費車とみなし、普及支援に転じる修正

案を公表した 114。背景としては、排気ガス規制を導入し大気汚染の解消と、自動車業界の

構造改革を急ぐなか、EVの普及に限界が見られ、HVを含めて環境対策を強化するという狙

いがある。また、近年、中国系メーカーを中心に SUV等の大型乗用車の投入により燃費が悪

化する傾向にあり、自動車メーカーへ低燃費技術の開発を加速する必要がある。これらの状

況を踏まえて、2020 年 6月に「企業平均燃費/NEVクレジット管理政策」の改正案が公表さ

                                                   
114 『日本経済新聞』2019年 7 月 13日 
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れ、2021年 1月から実施される見込みとなった（Fourin2020.No292）。 

上述の NEV規制と並行して 2017 年 6月に、外資合弁メーカーの EV生産に対する規制緩

和が「外商投資産業指導目録（2017 年改訂）」で交付され、外資メーカーが EVを生産す

る合弁企業を設立する場合は、「同一の外資メーカーが同類の完成車を生産する中国合弁

相手先は 2 社まで」とする制限を受けないとした。これにより、外資メーカーは 3 社目

の中国側パートナーとの合弁により EVを生産することが可能となった。規制緩和を受け

て、2017年 6月ＶＷが安徽江淮汽車と、8月には、米フォードモーターが衆泰汽車と EV

を開発、製造する合弁会社を設立した。 

また、2019年 3月に成立した「外商投資法」により、自動車産業の開放政策を明確化し、

第一段階として 2018 年に NEV 生産の外資出資制限を撤廃、第 2 段階として 2020 年に商用

車生産の開放、第 3段階として 2022 年に乗用車生産の外資出資制限の撤廃と、外資メーカ

ーの合弁相手先を 2社までとする規制を撤廃し、全面的に外資へ開放することとなった。 

これを受けてＶＷは、江淮ＶＷの出資比率を 50％から 75％へ引き上げて経営権の取得と、

併せて、安徽江淮汽車の株式 50％を取得すると発表した 115。 

 

12.4.3．中国自動車市場における NEVの販売見通し 

中国政府は 2017 年 4年「自動車産業中長期発展計画」で、2016年に 47.7万台だった NEV

の販売台数を 2020年に 200 万台、2025年には 700万台まで拡大する計画を作成した。ビジ

ネスチャンスを求めてネット業界やファンドの資金が流入し、100 社以上の EV 企業が生ま

れたが、多くは NEVの製造許可を得てないため、既存の自動車メーカーと提携した。 

中国 NEV規制適用初年度となる 2019 年の NEVの販売動向は、前年比マイナス 3％の

120.4万台となった（表 78）。背景としては、一部大都市を中心とするナンバー取得の優

遇政策（表 77）があるものの、中国経済の減速、NEV補助金の減少などによる影響と思わ

れる。 

2018年実績ではあるが、中国国内の電動乗用車の販売メーカーは、1位ＢＹＤが 21.2 万

台（PHV、EV で半々）、2 位トヨタ 15.4 万台（HV）、3 位北京汽車 14.5 万台（EV）となっ

ている（表 79）。販売台数の多い電動乗用車を見てみると、EV4車種、PHV4 車種、HV2車種

と多様であり、過渡期の様相を呈しているといえる（表 80）。 

2019 年 12 月に、直近の販売市場の停滞を反映し、2025 年の新車販売計画を 3,500 万台

から 3,000万台へ減少と、2025 年の新車販売に占める NEV比率を 20％から 25％へ引き上げ

る素案を公表した 116。結果的には NEV販売目標台数は当初計画なみで変更されていないが、

現在の NEV 販売台数から推測すると、2020 年の目標 200 万台達成は困難な状況にあると言

える。 

                                                   
115 「ＶＷが中国合弁の経営権の取得で見据える商機」『東洋経済 online』2020年 8月 15日 
116 『日本経済新聞』2019年 12月 4日 
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今後の NEV の普及については、現在 3,000 万台規模とされているライドシェア対象車を

NEV に限る、タクシー車を NEVに限定するなどの行政指導により、NEVの販売拡大が見込ま

れている 117。 

 

表 77．中国主要都市のナンバープレート発給制限 

区分 上海市 北京市 貴陽市 広州市 天津市 杭州市 深圳市 

開始年 1994年 2011年 2011年 2012年 2013年 2014年 2014年 

規制方法 競売 抽選 抽選 競売・ 

抽選 

競売・ 

抽選 

競売・ 

抽選 

競売・ 

抽選 

登録枠/ 

年 

10万台 10万台 約 2.2 万

台 

4.8万台 

7.2万台 

5.0万台 

5.0万台 

1.6万台 

6.4万台 

4万台 

4万台 

内 NEV枠 無料登録 4万台 規定なし 1.2万台 1万台 規定なし 別枠無制

限 

2017 年

末 

競売実績 

9.28 万

元/台 

― 2.3万元 4.48 万

元 

2.75 万

元 

4.48 万

元 

9.51 万

元 

出所）湯進（2018）より 

 

表 78．中国、パワートレイン別電動車販売台数の推移（2016年～2019年） 

                                  単位：万台 

パワートレイン 2016年 2017年 2018年 2019年 2019年 

構成比 

NEV 

 

 

PHV 9.7 12.3 27.1 23.1 0.1 

EV 38.0 63.4 96.8 96.9 3.7 

FCV 0 0 0 0.4 0 

計 47.7 75.7 123.9 120.4 4.6 

非 NEV HV＊ 7.9  11.9 22.4 19.9 0.1 

電動車計 55.6 87.6 146.3 140.3 5.4 

自動車合計 2,802 2,887 2,808 2,576 100 

注 ＊HV は乗用車のみの台数（商用車の HVは極少数） 

出所）2016年～2018年 Fourin2019.4『中国自動車調査月報』No277 

   2019年 Fourin生産実績 

                                                   
117 『日本経済新聞』2019年 12月 4日 
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表 79．2018年、中国電動乗用車生産トップ 10グループ                      単位：台 

順位 

 

メーカー名 NEV対象外 NEV対象車種 計 

HV PHV EV 

1 BYD 0 104,171 108,438 212,609 

2 トヨタ（日） 153,225 0 1,001 154,226 

3 北京汽車 0 0 145,612 145,612 

4 上海汽車 0 68,575 64,111 132,686 

5 吉利汽車 2 16,125 57,397 73,524 

6 江准汽車 0 0 64,532 64,532 

7 奇瑞汽車 0 0 63,678 63,678 

8 ホンダ（日） 53,929 115 101 53,145 

9 江鈴汽車 0 0 46,615 46,615 

10 東風汽車 43 221 39,605 39,869 

出所）Fourin2019.4『中国自動車調査月報』No277 

 

表 80．2018年、中国電動乗用車トップ 10モデルの生産台数・スペック・販売価格 

順

位 

モデル グルー

プ 

パワー

トレイ

ン 

セ グ

メ ン

ト 

生 産 台

数（2018

年） 

最高速

度

(km/h) 

EV モ

ード航

続距離 

㎞） 

販売価

格 

補助金

控除後

販売価

格 

1 EC Serice

ｓ 

北汽 EV B 84,721 120 261 12.1 

~12.7 

6.5 

~7.1 

2 卡羅拉 

Corolla 

トヨタ HV C 82,263 180 n.a 13.9 

~17.6 

13.9 

~17.6 

3 比亜迪 e5 

BYD 

BYD PHV C 45,199 130 450 

等速 

22.0 

~23.0 

12.9 

~13.9 

4 奇瑞 eQ1 

Chery 

奇瑞 EV A 44,649 100 301 13.1 

~14.0 

5.9 

~6.5 

5 雷凌 

Levin 

トヨタ HV C 44,393 180 n.a 13.9 

~15.9 

13.9 

~15.9 

6 江准 iEV6E 江准 EV A 43,156 102 302 11.8 

~15.8 

4.9 

~6.9 

7 秦 Qin BYD PHV C 38,826 200 82 n.a 14.9 

~17.6 
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8 唐 tang BYD PHV D-

SUV 

36,342 180 80/100 n.a 23.9 

~32.9 

9 栄威 ei6 

Roewe 

上汽 PHV C 36,243 200 53 20.1 

~22.2 

16.5 

~20.6 

10 元 Yuan BYD EV C- 

SUV 

35,188 101 305 n.a 8.9 

~10.9 

出所）Fourin2019.4『中国自動車調査月報』No277 

 

12.5 トヨタの NEV戦略 

12.5.1.トヨタの電動車開発経緯 

トヨタは 1960年代後半に HVを開発し、当時に試作されたのが「トヨタスポーツ 800」

に搭載されたハイブリッドシステムである。ガスタービンエンジンを実用化するための研

究として取り組んだが、当時はモーター、インバーター、電池の課題に対し解決技術が成

熟してなかったため開発は断念した。 

 

写真 16．ガスタービンハイブリッド車（1960年代後半） 

 

出所）トヨタ自動車『トヨタ自動車 75 年史』 

 

1990年頃から国内で EV実用化の機運が高まり「タウンエースバン EV」を開発・販売し

た。また米国カリフォルニア州で 1998年から販売台数の 2％を排出ガスゼロの車両とする

ことを義務づける「ZEV（ゼロ・エミッション・ビークル）法」が成立し、1996 年にニッ

ケル水素電池を搭載した「RAV4EV」を日・米で発売した。 

1993年、「21世紀のクルマ」に関する議論が高まったのを契機に、画期的な燃費向上

への取り組みがスタートし、1994年にエンジンの改良主体ではなく、ハイブリッドシステ

ムの採用へ転換し、1995年秋には試作モデルを東京モーターショーに出品した。 
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1996年にはトヨタ・ハイブリッド・システム（THS）を完成させ、1997 年 12月に世界

初の量産 HV 乗用車「プリウス」を発売した。トヨタは、ハイブリッドシステムを 21世紀

の環境技術のキーテクノロジーと位置づけ、FCVなどに応用する方針を打ち出した 118。 

 

写真 17．世界初の量産 HV乗用車、初代プリウス（1997年） 

 
出所）トヨタ自動車『トヨタ自動車 75 年史』 

 

2000年以降は、世界の各地域に適した環境車をタイムリーに供給する「適時・適地・適

車」という考え方を基本に、世界の主要拠点で HVの現地生産に着手した。最初の海外生

産は 2005年に、四川一汽トヨタ自動車・長春豊越（SFTM 長春）で「プリウス」のノック

ダウン生産を開始した。 

HV の普及計画については、2006 年に「2010年代の早期に年産 100万台へ拡大する」、

2008年には「2020年をめどに乗用車全モデルへの HVの設定を完了する」方針を公表し

た。HV シリーズの販売実績を見ると、初代「プリウス」の投入からほぼ 10年が経過した

2007年 5月に累計世界販売 100万台に到達し、その後、HVは、約 90以上の国と地域で販

売され、2017年 1月に累計販売台数 1,000 万台を突破した。トヨタはこの 1,000万台の

HVにより、CO₂排出量で約 7,700 万ｔ、ガソリン消費で約 2,900万ℓの抑制効果があると試

算している 119。 

 2019年のトヨタの電動車販売台数は、HV186万台、PHV5万台、FCV0.2万台の計 192万台

となり、電動車の販売比率は全体の 17.9％となっている。 

 

12.5.2．トヨタの電動車世界戦略 

トヨタは 2017年 12月「持続可能な社会への貢献」を目指した具体的な取り組みとして、

2020年から 2030 年までに電動車（HV、PHV、EV、FCV）の普及にむけた計画を公表した。具

体的には 2030年に電動車のグローバル販売台数を 550万台以上、うち ZEV（ EV、FCV）を

                                                   
118 トヨタ（2012）「第 3 部第 8 節第 1項プリウスの開発とハイブリッド戦略」 

https://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/leaping_forward_as_a 

global_corporation/chapter4/section8/item1_a.html 
119 トヨタ 2017年 2月 14日「ハイブリッド車のグローバル累計販売台数が 1000万台を突破」 

https://global.toyota/jp/detail/14940200?_ga=2.198185005.341623399.1604735434-

2114069860.1567321673 

https://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/leaping_forward_as_a_global_corporation/chapter4/section8/images/l03_04_08_01_img01.jpg
https://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/leaping_forward_as_a_global_corporation/chapter4/section8/images/l03_04_08_01_img01.jpg
https://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/leaping_forward_as_a_global_corporation/chapter4/section8/images/l03_04_08_01_img01.jpg
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100 万台以上、HVと PHVで 450万台という計画で、ZEV100万台のうち、9割以上を EVが占

める（2025 年で 50万台、2030 年で 90万台）。 

これに伴いグローバルで販売される車両は、2025 年までに全車種に電動グレード車を設

定し、ICEのみの車種はゼロとする計画である。 

トヨタは「ZEV規制には EV と FCV で対応し、燃費規制（CAFC）には HVと PHVで対応する

方針」である。また、電動化の方向性は、近距離用途が EV、既存の自動車用途が HVや PHV

で過半数以上を占める見通しで、大型バス・トラックなどの商用車が FCV を見込んでいる

(Fourin2019、202-203頁)。 

喫緊の課題として、中国 NEV 規制導入、米国カリフォルニア州 ZEV 規制強化への対応が

求められており、EVは 2020 年以降に中国から投入し、2020年前半にグローバルで 10車種

以上へ拡大する。特に、中国市場への対応を優先事項として、バッテリーを自主開発しなが

ら、既存の HV技術をフル活用した EVを早期に導入する予定である。具体的には 2020年に

中国で SUVの EVを販売、国内では 2人乗り超小型 EVの新規発売、中国、欧州向けにトヨタ

自動車九州株式会社でレクサス SUVの EVを生産、2022年にトヨタ元町工場で大型の新 SUV

の EV、2024 年に小型の新 SUVの EVを予定している。 

特に、電動車用電池については、湯（2019）ではトヨタのトップが「電池を制すものが電

動化を制する」(138 頁)、と述べており、具体的には 2020 年にトヨタとパナソニックが共

同で EV 電池生産会社を設立し 120、EV 向け電池の量産本格化と、電池密度が現在の 3 倍の

600 ワット時毎㎏となる性能を持ち、コストが 3分の 1に低減し、安全性も高まる、次世代

電池の本命とされる全個体電池などの開発を進め、コストと技術の両面で世界的な競争を

勝ち抜き、電動車用電池の主導権を握る体制の構築を急いでいる。そのために、2030 年ま

でに電池開発に 1兆 5千億円を投資する予定である。 

FCV については 2020 年代に、乗用車、商用車ともに商品ラインアップを拡充する予定で

ある。トヨタは FCV 乗用車「ミライ」を生産する元町工場を NEV の世界戦略拠点 121として

位置づけ、研究開発を含め、先進技術の蓄積と競争力確保を企図している。 

NEV 規制が注目されるが、台数的には燃費規制(CAFC)への対応のほうが圧倒的に多く、HV

を長年手がけてきたトヨタは総合的なアドバンテージがあると言えるのではないか。 

 

12.5.3．トヨタの中国電動車戦略 

中国政府の環境対応への要請もあり、トヨタは 2005 年 12 月に、世界で初の海外生産と

なる HV乗用車「プリウス」を四川一汽トヨタ自動車・長春豊越で生産を開始した。北米で

も生産していない「プリウス」を投入するのは異例のことであり、環境車を真っ先に現地生

産することで、米国一辺倒でない姿勢を中国政府に示す狙いがあった（川辺 2006、20頁）。 

しかし、トヨタは技術的な問題から主要部品のすべてが日本からの輸入部品であり、割高

                                                   
120 『日本経済新聞』2019年 1 月 20日 
121 『中日新聞』2019年 7月 26 日 
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感から販売台数は年間数百台～2,000 台と限定的なものであった。 

 2010 年 11 月中国におけるトヨタの先端技術研究基地（R&D）としてトヨタ汽車研究セン

ター（中国）有限公司（TEMC）を常熟市に設立し、環境技術、HV部品の国産化、HVの研究・

開発を始めた。また、2013年 11月に新中源トヨタ汽車能源システム有限公司（STAES）、2014

年 8月に科力美汽車動力電池有限公司（CPAB）を常熟市に設立し、電動車用電池の生産体制

を整えていった。 

2015 年に HV の主要部品を国産化し、主要車種である天津一汽トヨタ自動車の「カロー

ラ」、広汽トヨタ自動車の「レビン」に HVを追加し、2018年にはトヨタ車合計の HV生産台

数は、表 78のように中国電動自動車市場で上位 2、5位を占め、12.6万台と電動車の 10％

に相当する台数に成長している。 

HV は中国の NEV 政策には含まれないが、燃費が良く、航続距離が長く、充電インフラも

不要で車両価格が比較的安価ということから支持されており、環境車の「現実解」122と言え

る。 

トヨタの ZEV 計画のうち中国市場分は、2025 年 22万台、2030年 74万台とトヨタ ZEVの

約 80％を占め、中国での成否がトヨタの ZEV戦略を左右することとなる（Fourin2019、118

頁）。 

 

12.6．トヨタの中国 NEV 戦略とファイブフォース分析 

12.6.1. トヨタの中国 NEV戦略 

トヨタの中国 2019年販売台数シェアは 6.3％で外資メーカー2位（1位はＶＷで 16.2％）

であるが、市場をリードする競争優位の状態にあるとは言えない。特に、NEVについては中

国メーカーが先行し、2019年のトヨタのシェアは 1％にも達していない。 

NEV の商品力強化については、2017年 10月に中国市場へトヨタブランドの EVを 2020年

に導入、FCVのフィージビリティスタディの対象を従来の乗用車に加え、バス、商用車まで

拡大することを表明した。 

それに先立ち、2018年に合弁自主ブランドである広汽トヨタ製 EVの「iX4」、また、トヨ

タブランドでは、2019年は「卡羅拉（Corolla）」、「雷凌（Levin）」の新型車切替え時に PHV

仕様を投入した。そして、2020 年には SUVの EV「C-HR」、「Izoa」、2021 年には同 PHV、「亜

洲龍（Avalon）」PHVを追加するなど、PHVを中心に計 5車種程度の電動車を投入する計画で

ある。 

また、高級乗用車 Lexusについては、2020年以降に日本から「Lexus UX300」EV導入を計

画しており、中国生産と輸入の両面から商品ラインアップの拡充を予定している

（Fourin2020.No287）。 

中国自動車メーカーとのアライアンスについては、2018年 9月に吉利汽車へ HVの基幹ユ

                                                   
122 『中日新聞』2019年 4月 16 日 
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ニットを販売することで協議 123、2019年 4月には HVの特許無償開放を発表している。ICE

車の燃費向上策として HVは今後ますます増加すると予想され、HVシステムの外販を強化す

る方針を示した 124。 

FCV について、トヨタは 2014 年に世界初の FCV乗用車「ミライ」を発売した。2015年に

FCV の特許を無償開放しており、2019 年 4 月に北京汽車と FCV 普及に向けた業務提携 125、

同 7月には第一汽車集団、金龍連合汽車工業（蘇州）へバス用 FCV部品の供給について発表

し、大型バスを中心に商用車部分で FCVの普及を計画している。また、清華大学と FCVの共

同研究を行い、四川一汽トヨタ自動車で生産しているマイクロバス「コースター」の FCVモ

デルの導入を検討している 126。そして 2020 年 6月にトヨタを主体（資本金 65％）に清華大

学系の北京億華通科技、北京汽車集団、第一汽車集団、東風汽車集団、広州汽車集団の 6社

で FCVシステムを開発する合弁会社の聨合燃料電池系統研究（北京）有限公司を北京に設立

し、2022年を目途に各社の開発するトラックやバスに提供する予定である 127。 

EVについては 2019年 7月にＢＹＤと EVの共同開発 128に合意し、2020年 4月に折半出資

の比亜迪豊田電動車科技有限公司を設立して、EV およびそのプラットフォーム、関連部品

の設計・開発を開始した。 

これと併行して生産能力面では、2030 年までに現地生産能力を年間 350 万台規模まで増

やすほか、輸入 50万台を加え、計 400万台へ事業を強化する方針を掲げた。特に HV技術を

中心に電動車を拡充させる方向で、中国で巻き返しを図る宣言をした 129。 

当面の目標としては 2022年までに生産能力を 200万台、2025 年までに 280万台へ引き上

げることを計画し 130、うち、NEV生産能力は 34万台を予定している。具体的には、2022 年

をめどに、天津一汽トヨタ自動車で１工場を新設し 4工場体制に、広汽トヨタ自動車では既

存の 3 工場に加え、2021 年と 2022 年に各 1 工場を加え 5 工場体制、2020 年に四川一汽ト

ヨタ自動車の成都工場、2021 年に同長春工場の拡張を計画している（Fourin2020.No287）。 

トヨタの海外事業投資の基本姿勢は「小さく生んで大きく育てる」131という方式であるが、

上記の生産能力増強計画は従来のトヨタに見られないかなり思い切った計画といえる。 

販売力の面では、2018年の販売店数を見るとトヨタは 999店（VWは 2,513店）と少ない

が、自動車需要の多い主要都市では、販売店の適地確保がすでに難しくなっており販売力の

                                                   
123 『日本経済新聞』2018年 9 月 7 日 
124 『日本経済新聞』2019年 7 月 13日 
125 『日本経済新聞』2019年 4 月 23日 
126 『日本経済新聞』2019年 4 月 22日 
127 『日本経済新聞』2020年 6 月 6 日 
128 『日本経済新聞』2019年 7 月 19日 

129  Bloomberg 2018年 8月 29 日 
130 『中日新聞』2019年 7月 6 日 
131 「小さく生んで大きく育てる」とは、経済的に採算の取れる最小の規模で事業を開始し、需

要に応じて漸進的に拡大するトヨタの堅実な投資方法をいう。 
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増強に課題があるといえる。 

 

12.6.2．「供給企業の交渉力」 

EV は ICE 車と比較し構成部品点数は半減するが、現状では規模の経済が働きにくく、特

に車載用電池のコストがかさみ、電動車の基幹部品であるインバーター、モーターを合わせ

たユニット全体で 1 万 2000 ドルとなる。これは、ICE 車より約 7,000 ドルのコストアップ

132となるため、電動自動車メーカーは収益が上げにくいと言われている。また、急激な NEV

の増加により、電動車用電池を中心に供給不足が懸念されている。 

そこで、トヨタは NEVの生産だけにとどまらず、最重要といわれる電動車用電池を生産す

る新中源トヨタ汽車能源システム有限公司、科力美汽車動力電池有限公司を既に設立して

おり、その生産能力を 2020 年までに年産 22 万台へ増強する。それに加え、2019 年 7 月に

寧徳時代新能源科技（Contempt Ampere Technology、以下 CATL）133と NEV用電池の安定供

給と開発について戦略的提携を締結した。また、2020 年にトヨタとパナソニックが共同で

EV 電池生産会社を大連に設立するなど、電動車用電池の安定調達の体制構築を企図してい

る。 

EV 用電池は発煙発火や感電といった重大事故を起こす可能性があり、その安全性を確保

するために、電池パック（セル）を制御する電池管理システム（BMS）が重要で、車両スペ

ックに応じて個別の設計技術が必要となり、EV メーカーが BMS を設計・開発することが日

米欧では多い。日本では 電動車用電池メーカーは、自動車メーカーと強い関係を構築し、

電池パック（セル）や電池システムの共同開発を行っている。 

しかし、中国では同一寸法形状、特性を持つセルを使用することから、電池メーカーは量

産規模拡大による原価低減を図るためセルの生産に特化し、自動車メーカーが電池パック

と BMSの開発・生産をする形態が一般的となっている(湯 2019、162頁)。 

 

12.6.3．「競争企業間の敵対関係」（ＶＷの中国 NEV戦略） 

 ドイツ政府は 2009年 8月、「電気自動車国家開発計画」を発表し、ドイツ国内を走行する

自動車を 2020 年までに EV を 100 万台に、2025 年に 300 万台、2050 年までにすべて EV へ

切り替える計画を打ち出した。特に、ＶＷは 2015年に発生したディーゼル車の排気ガス不

正発覚後、EVを強化する戦略へ転換した(湯 2019、44頁）。 

ＶＷは 2016 年 6月に発表した「Strategy2025」をもとに、コアビジネスの改革、モビリ

                                                   
132 『日本経済新聞』2020年 1 月 11日 
133 CATL は、2011 年に福建省寧徳市に設立。電気自動車やエネルギー貯蔵システムのバッテリ

ー管理システムのリチウムイオン電池のほか、バッテリーマネジメントシステム（BMS）の製

造を行っている。2017 年にはパナソニックを抜いて電気自動車用の電池メーカーで世界一と

なる。2018年 5 月には横浜市にも営業・開発拠点を開設した。  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E5%8B%95%E8%BC%B8%E9%80%81%E6%A9%9F%E5%99%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A8%E3%83%8D%E3%83%AB%E3%82%AE%E3%83%BC%E8%B2%AF%E8%94%B5
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AA%E3%83%81%E3%82%A6%E3%83%A0%E3%82%A4%E3%82%AA%E3%83%B3%E9%9B%BB%E6%B1%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/2017%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%91%E3%83%8A%E3%82%BD%E3%83%8B%E3%83%83%E3%82%AF
https://ja.wikipedia.org/wiki/2018%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A8%AA%E6%B5%9C%E5%B8%82
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ティソリューション事業の確立、資金の確保、イノベーション力の強化を中心に、事業の立

て直しと拡大を進めている。財務目標として 2025年までに営業利益率 7～8％、フリーキャ

ッシュフロー10億€、コスト削減は 2020 年までに 37億€、工場の生産性効率 25％アップを

掲げている。 

ＶＷは 2015 年に発生したディーゼルエンジンの排気ガス不正問題で、悪化したイメージ

回復のため電動モデル車の拡充を急いでおり、2025年までに EV50車種、PHV30車種以上の

投入を計画しており、2025 年の EV 販売比率を 25％と見込んでいる。それらは、2022 年ま

でに世界 16 工場で生産する方針である。 

ＶＷの中国市場向けは販売の 39％を占める最重要市場である。2017 年 6 月に EV 生産で

江准汽車と合弁で江准ＶＷを設立、MEB の小型 EV の開発、ＶＷ中国・江准汽車およびＳＥ

ＡＴ社と EV研究の R&D拠点の新設を行うなど提携を拡大している。2020年 6月には江准Ｖ

Ｗの出資比率を 75％まで引き上げるとともに、江准汽車の親会社にあたる安徽江准汽車集

団の資本金の 50％を 2020 年末までに引き受けることとなり、従来の第一汽車、上海汽車に

加え江准汽車の 3社と合弁をするという極めて異例の体制となった 134。 

ＶＷは中国で 2018 年～2022 年に計 150 億€の投資を行い、2020 年までに 30 車種以上の

EV、2025 年までに 40 車種の EV を投入し、年間 150 万台の NEV 販売を計画している。2020

年には上海ＶＷで 2 工場を新設し、MEB ベースの小型 SUV の EV を生産する予定であり、生

産能力は年間 60 万台で、バッテリーシステムも生産する計画を進めている

(Fourin2020.No288)。 

また、ＶＷは中国市場での人脈優位性の活用、ドイツ政府の後押しにより積極的に事業計

画を推進しており、湯（2019）はＶＷには「見えない強さ」（59 頁）があると述べている。 

 トヨタとＶＷの 2025 年中国事業戦略を比較してみると、表 81 のように投入車種数（ト

ヨタは EV5種追加：VWは EV40種追加）、生産能力（トヨタ 280万台、VW584万台）、販売店

数（2018年トヨタ 999店、VW2,513店）とＶＷの圧倒的な優位は解消されない。  

また、動力源の新技術導入状況を 2019年の生産台数で見てみると、表 82に示すように、

トヨタは小排気量過給エンジン車が全体の 39％、HV が 11％、PHV が 1％となっている。こ

れに対しＶＷは小排気量過給エンジン車が全体の 58％、PHVが 1％と小排気量過給エンジン

車へ偏在しており、トヨタとＶＷの目指す技術の方向性が異なることが判る。 

以上のことから、トヨタは中国 NEV 規制をクリアする台数を、PHV を中心に、一部 EV で

対応する。そして CAFC規制については、HVと小排気量過給エンジン車で省エネ化を推進し

達成しようとしており、既存の HV技術の延長を重視している。 

一方、ＶＷは NEV規制の対応は EVを中心に対応する。そして、CAFC規制については小排

気量加給ターボエンジン車で規制値を達成しようとしており、従来重視していたティーゼ

エンジンから EV へ切り替わったことが伺える。 

 

                                                   
134 『日本経済新聞』2020年 5 月 29日 
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表 81．トヨタとＶＷの中国 NEV戦略比較 

メーカー 競争力 区分 2018年 2025年 

トヨタ 商品力 車名数 15 15+EV5種 

生産力 生産拠点数 

生産能力 

天津 49万台(3工場) 

長春 10万台(1工場) 

成都 5万台（1工場） 

広州 48万台（3工場） 

8工場、113万台 

天津 120万台 

長春 40万台 

成都 10万台 

広州 110万台 

280万台（NEV34万台） 

販売力 販売店数 999 n.a. 

ＶＷ 商品力 車名数 36 36+EV40 種 

生産力 生産拠点数 

生産能力 

長春、天津、成都、青

島、佛山、上海、南京、

寧波、ウルムチ、長沙

と中国全土にわたる

10都市に 14拠点 

524万台 

 

 

 

 

 

n.a.（NEV150万台） 

販売力 販売店数 2,513 n.a. 

出所）各種資料を基に筆者が作成 

 

表 82．2018年～2019年、中国におけるトヨタとＶＷのエンジン型式別生産台数 

社

名 

エ ン

ジ ン

型式 合計 通常型 

小排気量 

過給付 PHV HV EV CNG 

ト

ヨ

タ 

2018

年 

1,314,725 868,936 292,794 0 152,995 0 0 

100% 66% 22% 0 12%  0 0 

2019

年 

1,397,402 654,421 550,178 16,861 175,941 0 0 

100% 49% 39% 1% 11% 0 0 

Ｖ

Ｗ 

2018

年 

4,115,497 1,652,951 2,428,112 16,498 0 0 17,936 

100% 40% 58% 1% 0 0 1% 

2019

年 

3,959,152 1,592,020 2,307,219 24,162 0 17,751 18,000 

100% 40% 58% 1% 0 0 1% 

注：トヨタとＶＷの車名、車型からエンジン仕様（通常型、小排気量過給付きなど）を筆者集計 

出所）Fourin2018年、2019 年中国自動車生産台数データを基に筆者が集計 

 

12.6.4．「買い手の交渉力」 
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一般消費者にとって EVは、航続距離、充放電速度、車両重量など、日常使用上の解決

が必要な課題が多数ある。また、EV の中古車市場が未整備なこともあり、3年使用後の残

価率は秦 Qinで 40.5％、唐 tang で 50.8％と ICE車と比べ低く一般消費者が積極的に購入

する動機がみられない（Fourin2019、282）。すなわち EVを購入する一般消費者の購入動

機は、一部大都市を中心とするナンバー取得の優遇政策及び、NEV補助金による影響が大

きいものと思われ、2020年の補助金終了後は大幅な需要減が見込まれる。 

一方、政府の許認可が影響するライドシェアやタクシーについては、行政指導により対象

車を NEVに限定するなどの施策により、販売拡大が見込まれる。 

 

12.6.5.「新規参入者の脅威」（ＢＹＤの NEV戦略） 

 ＢＹＤは 1995 年に Bring You Dollar（ドルを稼ぐ）との意味を込めて、ＢＹＤ実業科技

を設立したことから始まる。現在は Build Your Dreams（消費者の夢の実現）を意味し、1997

年にニッケル・カドミウム電池工場を建設し、電池産業からスタートした。自動車産業へは

2003 年に参入し、他社製品の模倣からスタートし、コスト削減のため、パワートレインや

内外装部品の内製化による垂直統合型の生産体制を構築し、2017年時点の内製化率は 70％

に達した。 

 NEVの 2018年販売台数は 24.8 万台で、4年連続で世界第 1位となっており、なかでも中・

大型 EV バスは日本、米国、英国、ブラジルなど 50 ケ国・地域の約 300 都市で展開してい

る。 

 2018 年末時点で、ＢＹＤは中国全土に自動車生産拠点 15 ケ所、EV 電池生産拠点 3 ケ所

を設け、ICE車、EV車、PHV 車を年間 109万台生産する能力を有しており、2018年電動乗用

車中の 7位秦 Qin、8位唐 tangを生産している(表 78)。NEV部品については、電池、駆動モ

ーター、モーター制御などの基幹部品の全量内製化を進めることでコスト削減を図り、低価

格モデルの導入で事業の拡大を図っている。 

そして、今までは自社 NEV のみに供給していた車載用電池部門を 2022 年までに分離し、

外部へ販売することにより、収益の拡大を計画している(Fourin2020.No292)。車載電池の外

販は、電池メーカーから進出したＢＹＤならではの規模の経済性を追求する戦略であると

言える。 

また、EV専用メーカーの米テスラ社 135が 2019年に上海で年産 15万台規模の工場を稼働

開始しており、NEV市場の競争激化が見込まれる。 

 

12.6.6．「代替品の脅威」 

中国自動車市場における NEV のシェアは前述のように規制強化により徐々に増加はする

が、中心は ICE 車、HV である。一般消費者にとって、日常使用面で課題が少なく、価格的

                                                   
135 テスラ（Tesla.inc）は、2003年 7 月に設立され、米国シリコンバレーを拠点に EV を生

産・販売する自動車会社。社名は電気技師であるニコル・テスラにちなむ。 
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にも安価な ICE車、HVの方が受け入れやすく、HVの世界最大の生産メーカーであるトヨタ

はアドバンテージを有しているといえる。 

また、自動車は従来の所有から今後は使用へ転換し、MaaS といわれるモビリティ・サー

ビスの発展が期待されている。トヨタは自動車周辺事業についても、2019 年 7 月に配車サ

ービスの大手である滴滴出行（DIDI）136に 6億ドルを出資し、Maas領域の協業に合意した。

2018 年の中国におけるタクシー配車サービス利用者は延べ約 200 億人にのぼり、タクシー

利用者の約 36.5％を占める。DIDIは中国配車市場の約 9割を占め、今後は政府指導もあり

EV やスマートカーを中心とする車両の増加が見込まれる(湯 2019、185 頁)。合わせてビッ

クデーターなどのシステムと車両の結合、展開をにらんだ対応と考えられる。 

 

12.7．小括 

中国 NEV 政策は「燃費規制（CAFC）と NEV 規制」が併存しており、ICE 車の低燃費化と、

一定基準台数以上の NEV生産が義務付けられているところに特徴がある。これは、大都市の

大気改善と自動車強国を目指す中国の自動車産業構造改革達成のための二兎を追った政策

と考えられる。 

本稿の課題である「トヨタの中国 NEV戦略を分析し戦略の特徴と今後の展望を分析す

る」について、ファイブフォース分析をもちいて図 33に示すように解析した。 

「競争企業間の敵対関係」の面から、トヨタの戦略を中国で最も成功しているＶＷと商

品力、生産能力、販売力を基に比較すると、前章で分析したように歴然とした差異が存在

し、短期的に解消するものではなく、NEVについても同様の結果となった。 

トヨタは 2018 年に中国自動車市場が 27 年ぶりに前年比マイナスとなるなか、中国戦略

を積極姿勢に転じ、2030 年までに現地生産能力を年間 350 万台規模まで増やすほか、輸入

50万台を加え、計 400万台へ拡大する方針を掲げた。商品は HVと PHVを中心に電動車を拡

充させる戦略であり、トヨタの実績のある HV拡大で燃費規制（CAFC）の平均燃費向上をは

かり、PHV と EV は NEV 規制の基準比率達成のための台数確保と、手堅い手法であり、技術

面の経路依存性があるといえる。 

一方、2019 年の中国 NEV販売台数（120万台）から見ると、2020 年の 200万台という目

標達成は極めて難しい状況となっている。しかし、中国政府の掲げた目標に対する徹底度

は日欧米と比べ物にならず、HV を含めた NEV対象の見直しや、LSEVの推進などによる目

標達成が考えられ、NEV規制動向を注視する必要がある。 

NEV 産業の内的要因である、「供給企業の競争力」「競争企業間の敵対関係」「買い手の交

渉力」から見ると、EVは規模の経済が働きにくく ICE車と比較しコストが割高であり、電

動車用電池の調達がしにくい環境にある。また、消費者は政府の優遇政策を期待しており

政策変化により需要が大きく変化する。これらの要因から、EVは収益が出しにくく、需要

                                                   
136 滴滴出行は、2012 年に北京で設立された滴滴快的が元となる配車サービス（ライドシェ

ア・相乗り)企業。中国の 400 都市の 4億人以上のユーザーへ交通サービスを提供している。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%89%E3%82%B7%E3%82%A7%E3%82%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%89%E3%82%B7%E3%82%A7%E3%82%A2


 259 

も不安定であり自動車メーカーにとって現状では魅力的な市場とはいえない。 

また、外的要因となる「新規参入者の脅威」「競争企業間の敵対関係」「代替品の脅威」

を見てみると、ＢＹＤなどの他産業からの参入、ICE車や HVとの競合にさらされており、

NEV 産業の利益は分散することとなり、特定企業が利益を独占的に確保しにくい産業と言

える。 

しかし、環境問題を背景に長期的には EV化の流れは確実に進展すると思われ、技術の

蓄積と市場の基礎を築くためには、トヨタは HVと PHVを中心に推進し、EVは車載用電池

の技術的ブレークスルーが可能となるまでは限定的な商品にとどめる戦略は現実解といえ

るのではないか。 

 なお、近年の中国政府の思惑は、中国市場でナンバー１のＶＷと外資ナンバー2のトヨタ

を競争させることにより、中国への新技術導入（トヨタから FCV、ＶＷから EV）を実現し、

NEV 市場を活性化させるとの意見がある 137。 

また、トヨタも EV については 2019 年 7 月にＢＹＤと EV 開発の提携をしたり、FCV につ

いても北京汽車等と FCV 普及に向けた業務提携したりと外部とのアライアンアスを進めて

おり、従来の内部成長を主とした展開からは外れた戦略が見られる。 

図 33．ファイブフォース分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）マイケルポーター（1985）を参考に筆者作成 

                                                   
137 『日本経済新聞』2020年 6 月 6 日 

競争企業間の敵対関係 
ＶＷをはじめ、外資・

中国メーカーと競合 供給企業の競争力 
ICE 車と比較し割高 
電動車用電池の不足 

買い手の交渉力 
一般消費者は優遇期待 
タクシー等は規制 

代替品の脅威 
ICE 車、HV と競合 
MaaS 等新サービス 

新規参入者の脅威 
BYD、テスラなど 

トヨタの中国 NEV 戦略 
中国シェア 6.3％、 

NEV シェアは 1％以下 
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第十三章 終章 

13.1. 本論の総括 

トヨタの中国事業は戦前から 100 年の経験があるにも係わらず、なぜ中国市場で比較劣

位の状態にあるのであろうかという疑問から発している。そこで、本稿の課題をトヨタの中

国における事業活動 100年の歴史を俯瞰し、「事業戦略を読み解く」とともに、現在の「比

較劣位となっている原因」を分析することを目的とした。 

 トヨタの国際化の発展プロセスは、グローバル・マーケティング発展プロセスと同様に日

本国内での生産・販売から始まり、市場の拡大などを求め海外販売が開始され、それも間接

輸出から直接輸出へ変化し、海外現地生産へ発展するプロセスを経ている。また、取り扱う

商品はトヨタブランドであり、日本で設計・開発した商品が中心である。 

そこで、分析の視点を、事業戦略のなかに「経路依存性」が存在する、企業成長の方法は

日本企業の特長といえる「内部成長」であるとの仮説に基づき検証した結果、次のように仮

説は正しかったと考える。 

 

①戦前のトヨタの中国事業は、1919 年に豊田佐吉が民間外交を中国で実践したいという思

いと、自動織機、環状織機完成のための資金調達を目的に、西川秋次を伴い半永住の決意で

上海に渡った。そして、1921 年に豊田紡織廠を創設し、佐吉の精神によるトヨタ式の経営

が実践されていったことから始まった。西川の工場建設レイアウト、工場管理手法は日本か

らのものを移植したものである。事業運営は、佐吉の目指す中国人と日本人が一致協力し

「一大家族主義の美風」による日本的な経営管理の方式という内部成長の方式によるもの

であり、西川の三十余年にわたる愚直な努力と行動実践から達成されたものであり、「西川

の経営管理が中国におけるトヨタ式経営の源流」と筆者は考える。 

また、「戦前と戦後の経営管理に連続性があるか」という疑問については、紡織業と、自

動車業では異なる結果となった。例えば、戦前の豊田紡織廠に見られる製品の高付加価値化

と、日本人社員を中軸とする技術移転の仕組み、労資一体の理念と福利厚生を充実し、優秀

な人材の確保をはかる努力などのいわゆる「日本的経営の原点」は、紡織・自動車ともに、

現在のトヨタ中国事業体へ継承されており、連続性があるといえる。 

一方、北支自動車工業、華中豊田自動車工業のように、軍部の要請で中国へ進出した事業

は、物づくりの面で、軍部の数量確保という論理が優先された。すなわち、自主的に海外へ

進出し収益確保をしようとした紡織と、国策として軍部の要請により進出し、生産数量確保

が主目的となった自動車とで企業の発展形態が異なる結果になったのではないかと筆者は

分析する。 

現在の日系企業の強みと言われる現地技能系従業員や監督者層という人的資源の活用は、

中長期にわたる実績の積み重ねと、研修を重ねる施策が必要であり、海外進出日系企業はそ

の点で欧米企業、中国企業に先んじて進め、他国企業が容易に追いつけない点であり、その

萌芽が戦前の中国進出日系企業に存在したと言えるのではないだろか。 
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②中国の自動車産業発展期におけるトヨタの中国戦略は（1）完成車輸出、（2）自動車の現

地生産に区分される。まず（1）であるが、日本の自動車産業発展期と同様に、トヨタは自

動車周辺事業の整備をしているところに特徴があり、完成車の販売体制の整備と共に、認定

サービスステーション（TASS）、自動車教習所、金杯技能工養成センターなどを設立し、中

国の自動車産業の「人づくり」に寄与しようとしており、経路依存性が見られる。 

そして、（2）であるが、1970 年代、80年代の中国側から進出要求がある時代と、1990年

代のトヨタが積極的に進出を模索した時期に区分される。70 年代、80年代のトヨタは、完

成車輸出で収益を確保することが出来、合弁生産の機会はあったものの消極的な対応に終

始し、自ら機会を失った。また、台湾との関係を含めて見ると次のようになり、自動車生産

事業では台湾市場を優先したのではないかと推察される。 

1) トヨタは1968年に六和汽車公司と提携し台湾で自動車生産をしていたが、トヨタが1969

年から広州交易会に参加し中国への車両輸出を開始するなど中国との交流強化をしたこと

が原因で、1973 年に六和汽車公司との提携が解消された。 

2) 1970 年末に中国側の進出要請をトヨタが拒否したとの通説は、日本からの完成車輸出で

収益を上げることができており、中国現地生産に消極的なトヨタはＡＭＣ（北京ジープ設立）

との競争に負けたと言えるのではないか。 

3) 1979 年 8月に台湾で「自動車工業促進発展法案」が発表され外国メーカーとの提携によ

る自動車産業の育成方針が示された。トヨタは 1980 年 3月に外国人投資新創業申請書を提

出し、1982 年 12月にトヨタがパートナーの指名を獲得しており、台湾での自動車生産事業

を推進しており、中国での展開はできない状況にあった。なお、当件は国産化率や輸出比率

などの合弁基本契約面で 1984年 9月に期限切れで物別れとなり、不成立となった 

 

なお、当時のトヨタは、中国については完成車輸出で収益をあげることができており、ト

ヨタ社内の組織展開から見ても、中国での乗用車現地生産事業に対し消極的であった。これ

は、戦前の中国に、トヨタは紡織工場、自動車工場をはじめ多くの事業を運営していたが、

終戦とともに中華民国に接収されたという経験が、トラウマになっているのが一因ではな

いかと筆者は考える。 

中国における外資合弁自動車メーカーの設立状況を、「台湾での製造拠点の有無」、および、

「中国での乗用車生産の新規参入が促進された 1996年」前後で比較したところ、1996 年前

に中国で自動車生産が認められたＶＷなどの外資メーカーはすべて台湾に製造拠点がない。 

一方、台湾に製造拠点を持つ、トヨタ・ホンダ・フォード・日産はいずれも外資導入が促進

された 1996 年以降に中国で乗用車生産が認められており、両岸関係が外資メーカーの中国

進出に影響を及ぼしていたことが類推される。 

 

③トヨタの中国合弁事業運営については、（1)「トヨタ式の中国事業展開を初期と現在」, 
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(2)「外資出資比率規制廃止などの開放政策が、今後のトヨタ合弁事業にどのような変革を

もたらすか」を考察した。 

まず、初期の合弁事業で見られる、中国側の「金もない、技術もない」ことによる現物出

資合弁事業に起因する問題は、広州プジョーでも発生しており、初期の中国における外資合

弁事業の普遍的な問題であり、トヨタはその経験を、その後の合弁事業へ反映しており、経

路依存性がある。 

また、トヨタの合弁事業運営はトヨタブランド製品を、トヨタ生産方式を始めとする、ト

ヨタ式の管理方法の導入が前提となっている。そこでトヨタと合弁相手先の技術、管理マネ

ジメント等の内部成長の差異から発生する問題である。 

現在の合弁事業で見られる問題は、中国の自動車政策に起因する、資本金の折半出資、お

よび、合弁相手先は 2 社までということから発生している股裂き状態に起因する問題につ

いて言及した。しかし、これはトヨタ独自の条件ではなく、他の外資自動車メーカーでも同

様の事象が発生している課題である。 

この問題は 2022 年に外資出資比率規制が撤廃されるのに伴い、合弁事業の変革が予想さ

れるが、販売の股裂き状態は解決されず、独資の場合の販売網構築に係わるコストを考える

と、大きな変化は当面難しいと考える。 

一方、トヨタの中国自動車市場における比較劣位発生の要因は、第一に中国におけるトヨ

タの乗用車生産開始は 2002 年からで、先行するＶＷは 1985 年に生産を開始しており、ト

ヨタは 17 年もの遅れがある。第二に、トヨタは 2005 年当時、2010 年の中国総販売台数を

1,000万台と見込み、うち 10％のシェアを確保する 100万台計画を策定し、生産・販売体制

の準備を進めた。しかし、2010 年の販売実績はトヨタの予想を大幅に上回る 1,806 万台へ

達し、市場拡大の予測を見誤った。第三には、2008 年のリーマンショック、及び米国で発

生した大規模リコールにより業績が赤字に転落し、2013 年から 5 年間工場新設をストップ

し、市場の拡大に乗り遅れたことが上げられる。 

背景としてトヨタは 2000年代に入ると海外生産が強化され、グローバル生産は毎年 50万

台規模で拡大した。その一方で、海外生産を支援する要員の不足が顕在化し、米国で発生し

た大規模リコール問題に繋がった。このことに対するトヨタの教訓は、「人と組織の成長ス

ピード以上に、台数成長を望んではいけない」ということであり、設備投資に対しより慎重

な姿勢となったと筆者は推察する。 

社長の豊田章夫は 2020年 6月の株主総会時に当時を回顧し、設備投資に加え研究開発ま

でストップしてしまったことに自戒するも、当時の選択はこれしかなかったと述べている。 

そして現状については、中国市場でナンバー１のＶＷとの比較を中心に「トヨタとＶＷの

中国事業戦略と競争力」を分析した。トヨタの事業戦略は、技術はハイブリッド車（HV）、

設計思想や製造は「擦り合わせ方式」を重視し、サプライヤーと協調した「ものづくりと人

づくりの会社であり、標準化した内部成長を重んじる」考え方を、中国市場においても実践

しており、経路依存性が見られる。 
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一方、ＶＷは、技術は直噴小排気量過給エンジンに比重が高く、設計思想や製造は「組合

せ型」とモジュール化、サプライヤーとの水平分業モデルで外部成長を得意としていると言

われているが、中国の実態は、ブランド維持のために R&DはＶＷ本社で中央集権的に遂行し

ており、「地域での自立化や卓越したマネジメントでコントロールする」という通説と実態

の齟齬が発生していた。 

そして、「トヨタとＶＷの中国での競争力」を比較すると、ＶＷは、これまでの積極的な

生産設備投資、研究開発投資により、2018 年時点でトヨタに対し生産能力、販売力ともに

圧倒的な競争力を有しており、中国自動車市場においてトヨタに対し大きなアドバンテー

ジがあり、ここ数年はＶＷの競争優位は変わらない。特に、販売拠点数・効率ともにＶＷが

大きく上回っており、「販売力」の差が最も顕著と筆者は考える。一方、「製品力」の面から

は、共に、中国の SUV市場の急拡大という需要の変化に追随できていない。原因としてトヨ

タは、日本の車種構成をもとにした製品展開していることに起因した問題と考えられ、経路

依存性がマイナスとなった例ではないか。 

 

④2019 年から導入された中国 NEV政策は「燃費規制（CAFC）と NEV規制」が併存し、ICE車

の低燃費化と、一定基準台数以上の NEV生産が義務付けられているところに特徴があり、大

都市の大気改善と自動車強国を目指す中国の自動車産業構造改革達成のための二兎を追っ

た政策と言える。 

トヨタの NEV 戦略を、ファイブフォース分析をもちいて解析したところ、EVは収益が出

しにくく、需要も不安定であり企業にとっては魅力的な市場とはいえない。また、その利

益も他産業からの参入、ICE車や HVとの競合にさらされることとなり、NEV産業の利益は

分散し、個々の企業には残りにくいことが判明した。 

トヨタの NEV戦略は、実績のある HVと PHVを中心に推進し、EVは当面は限定的な商品

にとどめる戦略であり、既存技術と自動車先進国の経験を重視した現実解と言える。な

お、NEV 技術の普及面については、規模の経済性を発揮するためのアライアンスによる仲

間づくりが活発であり、従来の内部成長重視の姿勢から転換している。 

 

 トヨタの中国事業を戦前から現在までの 100年間にわたり研究したものはなく、研究の

空白を埋めることができたのではないかと考える。 

 

13.2. 考察 

戦前、戦後を通じて共通の項目は、トヨタの技術で、トヨタブランド製品を、中国で製

造し、顧客に提供していることである。 

この目的を達成する方法として、戦前の豊田紡織廠に見られる製品の高付加価値化と、

日本人社員を中軸とする技術移転の仕組み、労資一体の理念と福利厚生を充実し、優秀な

人材の確保をはかる努力などのいわゆる「日本的経営の原点」がみられる。戦後のトヨタ
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の合弁事業運営も、トヨタ生産方式をはじめとするトヨタ式の管理の導入が前提となって

おり、日本の優れた技術や、管理マネジメントを適用するという、現地技能系従業員や監

督者層という人的資源の活用を中心とした内部成長により事業の発展を企図している。 

そのために「豊田綱領」「トヨタ基本理念」「トヨタ行動指針」「トヨタグローバルビジ

ョン」という会社理念を明確にし、海外を含めたトヨタ社員が実践することを「トヨタウ

ェイ」として展開している。しかし、中国の実情を見てみると、「トヨタウェイ」を理解

する前に現地従業員が退職してしまう、日本人駐在員も 3～5年で交代してしまい、会社

理念の定着が進まず成長速度が遅いということである。また、トヨタの中国事業の特徴で

ある「内部成長」と「合弁事業」の視点でみると、表 83のように合弁相手先の経営資源

の活用面でメリットがみられるものの、現物出資形態に係わる経営資源の評価、経営戦略

の調整から派生する生産能力増強遅れや導入車種のミスマッチ等のデメリットが目立つ。 

一方、現在の合弁生産事業体で見られる「JIT」「自働化」を代表とする「トヨタ生産シ

ステム」の導入、「管理監督者教育」「小集団改善活動」に見られる「人的育成を重視する

マネジメント方式」などの事例が多数みられる。 

しかし、トヨタは過去に中国のような発展スピードの経験がなく、また、日本と比較し広

大な中国の距離による物流の不安定さ、サプライヤーの技術・管理水準のバラツキの大きさ

など、JIT、平準化を前提とするトヨタ生産システムやトヨタ式経営の限界を示していると

言えるのではないだろうか（図 34、表 83）。 

企業は過去の成功体験に盲従することが、将来の戦略オプションを制限して企業を縛り、

新しい方向へ自由に踏み出すことを難しくする。これにより、コアコンピタンシー（中核能

力）がコアリジディティー（硬直性）となり、選択肢を狭め、新たなアプローチに目を閉じ、

伝統、ルーチィン、プロセスによってやせ衰えた企業文化しか生まず、「組織沈没コスト」

を 生み出すと Paul C. Lasewicz は述べている。トヨタの中国おける設備投資の遅れ、導入

製品のミスマッチなどの競争劣位要因が、これに該当するのではないかと筆者は危惧する。 

トヨタの OB で長期間中国に駐在した有識者は、変化のスピードが速く、人的なつながり

が重要な中国では、日本のようなボトム・アップでは環境の変化に追随できず、トップダウ

ン式が重要と、「トヨタ式の進め方は、最も中国に適合しない」と言う。 

 

以上のように、海外進出企業の経営管理を考察する場合は、①本社の戦略、②管理者・

技術員の役割、③現地技能系監督者の役割に注目する必要があるが、特に、日系企業は

②、③に特徴があると言われている。しかし、②の日本人管理者・技術員を中軸とした技

術移転を可能にするためには、日本で開発された最新の技術と管理ノウハウを、滞りなく

中国へ移転し、実現することが必要であり、そのためには、日本本社では最新の技術動向

を把握し、日本国内の工場を最新鋭の技術で運営しておく必要である。すなわち、日本本

社の技術的優位性が前提の体系であることを忘れてはならない。また、③の現地技能系従

業員や監督者層の活用は、中長期にわたる実績の積み重ねと、研修を重ねる施策が必要で
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あり、海外進出日系企業はその点で欧米企業、中国企業に先んじて進めており、他国企業

が容易においつけない点であり、これができている日系企業は強みがあると言える。 

そして、当課題に対するトヨタの具体的対応策が、部品供給網を含めた人材と技術の維

持を踏まえた競争力を磨く場として「国内生産年300万台体制の維持」という戦略である

と筆者は考える。 
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図 34．トヨタの中国事業戦略と「経路依存性」の関係 

 

           ①トヨタの経営理念の形成⇒「自力主義」 

・「豊田綱領」：「上下一致」「研究と創造」「温情友愛」 

・「トヨタ基本理念」：「国際化」「社会貢献」を追加  

                              

 

            ②トヨタ（日本）の事業戦略        

        ・擦り合わせ型のモノづくり、組織能力     トヨタブランド 

・日本本社の優位性確保（技術・生産）     トヨタ生産システム 

          （国内生産、年 300万台体制の維持）    ＴＳ 

                               垂直統合モデル 

 

  

③国際化の事業環境     ⑤トヨタの中国合弁事業戦略    ④中国の事業環境 

・グローバルマーケット   初期合弁 ⇒ 現在の合弁       ・中国自動車産業政策 

発展プロセス      （未経験の急速な発展）       ・労働市場の流動性高 

・トヨタのグローバル戦略                   ・消費者の嗜好差異 

「モノづくりの現地化」                    

「トヨタウェイ」    

                                              

⑥トヨタの中国合弁事業の競争戦略     設備投資の遅れ 

表層の競争力、深層の競争力、収益力   販売拠点拡大遅れ 

                 導入車種ミスマッチ 

 

参考：トヨタの日本と中国の事業戦略比較 

 トヨタ（日本） トヨタ中国 

技術の方向 HV HV（中国 NEV政策に遅れ） 

設計・製造思想 擦り合わせ型 擦り合わせ型 

サプライヤーとの関

係 

垂直統合モデル 垂直統合モデル（サプライヤーと

の関係特殊的技能の差異大） 

成長方法 標準化 標準化 

人的資源活用 モノづくりは人づくり モノづくりは人づくり 

（人材が育つ前に離職） 

出所）筆者作成                                
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①トヨタの経営理念の形成：「自力主義」 

・豊田佐吉の理念「豊田綱領」（1935 年）：「上下一致、至誠業務」「研究と創造に心を 

↓         致す」「温情友愛の精神」 

・「トヨタ基本理念」（1992年制定）：国際化・社会貢献の概念を追加 

②トヨタ（日本）の事業戦略：擦り合わせ型のものづくり（「自働化」「JIT」「TS」） 

組織能力（モノづくりは人づくり） 

日本本社の優位性確保「国内生産、年 300万台体制維持」 

＜トヨタ(日本)の事業戦略＞ 

「自社技術を中心に設計・開発したトヨタブランド商品」、「ＪＩＴ、自働化を代表とす

るムダを排除したリーンなトヨタ生産システム」、「ＴＳに基づく高い品質」、「部品メ

ーカーを含めたグループ全員の知恵と改善による原価低減マネジメント」という組織能

力により、世界販売シュア 15％を目標とする」 

⇒「主要な市場は米国と日本・東アジアに強く、技術はハイブリッド、設計思想や製造

方法は擦り合わせ型、サプライヤーとの垂直統合モデルで、ものづくりと人づくりを

重視する会社で、標準化した内部成長を重んじる」と言える。 

③国際化の事業環境 

・海外進出の発展過程は「グローバル・マーケティング発展プロセス」 

・トヨタのモノづくりのグローバル化と現地化の基本的な考え方は、「需要のある場所

で生産」し、「Made in TOYOTA」で品質を保証。（モノづくりは人づくりを展開） 

・「トヨタウェイ」（2001年制定）：暗黙知の価値観、手法を明文化し共有 

④中国の事業環境 

  ・中国自動車産業政策：合弁事業（マジョリティが取れない）、2社まで 

     → 部品事業が車両事業に先立ち進出（産業立地、商品導入の非効率） 

     →「たすき掛けの人事組織」（企業文化の衝突） 

→「Ｒ＆Ｄ・販売体制の股裂き」（重複投資の発生） 

  ・労働市場の流動性が高い：人材が育つ前に離職 

  ・中国人消費者嗜好の差異：仕様の一部変更（中華テイスト） 

⑤トヨタの中国事業戦略：日本式のトヨタのモノづくり、人づくりを展開 

「日本で設計・開発したトヨタブランド商品を、トヨタ式の生産技術、マネジメントで、

販売シェアを世界平均並みの 10％を確保（2019年 6.3％）する」 

⑥トヨタの中国合弁事業の競争戦略：表層の競争力、深層の競争力、収益力 

2018年 トヨタ a ＶＷ b b/a トヨタの問題点 

販売台数 129万台 411万台 3.1  

モデル数 15車名 36車名 2.4 導入車種のミスマッチ（SUV） 

生産能力 112万台 556万台 4.9 生産設備投資の遅れ 

販売拠点 999店 2,499店 2.5 販売拠点拡大の遅れ 
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表83．トヨタの中国事業戦略と「内部成長」の関係 

 

 中

国

合

弁

事

業

進

出 

メ

リ

ッ

ト 

① 初期投資負担がすくない 

 ② 中国側の力を借りて、市場参入が比

較的容易 

③ 各種行政手続き、許認可取得が容易 

 デ

メ

リ

ッ

ト 

④ 経営方針などの意見調整が難しい 

 ⑤ 中国側の余剰人員、老朽設備を受け

入れざるを得ない場合がる 

 ⑥ 中国側の現物出資評価の妥当性判断

が難しい 

 ⑦ 技術流出の可能性がある 

⑧ 投資利益の独占ができない 

内

部

成

長 

 

 

メ

リ

ッ

ト 

1．斬新的拡大が可 ① 外資の自動車合弁の資本金出資比率は50％ 

トヨタ技術、トヨタブランド製品の活用 

トヨタグローバル生産ラインの導入 

2．文化との適合 ② 

 

③  

合弁相手先の経営資源活用 

(主に、人的資源、商慣習、関係) 

合弁相手先の行政手続きルート等の活用 

3. 社内起業家精神の喚

起 

② トヨタ他海外拠点との比較優位活用 

合弁ブランド製品の開発、生産、販売 

4.内部蓄積． ② トヨタの生産システム、管理マネジメント、

生産技術等が合弁事業内に蓄積 

デ

メ

リ

ッ

ト 

5．時間が必要 ④ 

 

 

⑤ 

合弁企業間の成長戦略の差異調整が必要 

（量的拡大重視 or 効率重視） 

合弁企業双方から出向者を受け入れ（過大） 

トヨタブランドを維持するため、「トヨタウ

ェイ」を理解する人材育成が必要 

6．新しい資源を構築す

る必要がある 

④  

  

 

⑤ 

 

⑥ 

⑦ 

初期合弁は現物出資のため、余剰人員、老朽

設備の受け入れが発生 

（その後の合弁は現金出資へ変更） 

初期合弁の現物出資資産に対する妥当性に疑

問（同業比較で資本金額が過大） 

初期合弁で競合製品を合弁事業で生産・販売 

生産・販売ルート、R&Dの新規構築 

（合弁相手先ごとに設立のため重複） 
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7.業界の能力拡大、不十

分な規模での参入が難し

い 

④ 中国自動車産業の生産台数は13.4倍に拡大 

（2000年207万台⇒2018年2,781万台） 

但し、トヨタの生産能力、販売店拡大遅れ発

生（2008年72万台⇒2018年112万台） 

8．失敗を取り戻すこと

が難しい 

④ 導入製品のミスマッチ発生 

（VIOS、クラウン、レイツなど他国には導入

していない中国限定製品からスタート） 

（中国のSUV市場拡大に適合する商品遅れ） 

出所）藤本の『生産システムの進化論』を基に筆者作成 

 

トヨタの豊田章夫社長は 2018年 5月の決算説明会時に、「トヨタを『自動車を作る会

社』から『モビリティ・カンパニー138』へ転換することを決断した」と、今後の自動車メ

ーカーは、自動車の生産・販売だけではなく、アフターサービスやモビリティ・サービス

での市場拡大を図る必要があり、業態の転換が求められていると宣言した。 

この背景には、近年、自動車産業は電動化・自動運転・コネクティッド・シェアリング

などの技術革新の急速な進展をとらえ、「自動車産業は 100年に一度の大改革時代を迎え

ている」と言われている。筆者は、この危機感を利用し、市場環境の変化に対する対応と

ともに、過去の成功体験を基にした経路依存性が蔓延しはじめたトヨタグループ内に対す

る彼の意識改革要求が「モビリティ・カンパニー」への転換宣言ではないかと考える。 

彼は、2020 年 6月の株主総会時にも、100年に一度の大改革の時代を迎え、「トヨタらし

さ」という原点に立ち戻ることが大切と、トヨタ社員の守るべき基本姿勢を「素直、正直、

ごまかさない、隠さない」、そしてトヨタの競争力の源泉はトヨタ生産システムと原価の作

りこみと述べている。 

2020年に入り、世界中は新型コロナウイルス感染による経済停滞により各企業の業績は

大きく落ち込んでいる。そのような状況のなかで、トヨタの 2020 年 3月期（2019年 4月

～2020 年 3月）は期末に新型コロナウイルスの影響を受けたものの、売上高は前期比

1.0％減の 29兆 9299 億円、純利益は 10.3%増の 2兆 761億円（売上純利益率 6.9％）であ

った。そして 2021年 3月期（2020年 4月～2021年 3月）の収益予想を販売台数は前年比

195 万台減（20％減）の 700万台になるものの営業利益は前年比 1兆 5千億減の 5千億円

の黒字を見込んでいる（トヨタ定時株主総会 2020）。 

これをリーマンショック時の 2009年 3月期と比較すると、直後の 1年間の販売台数は

前年比 135万台減（15％減）で、4,610億円の赤字に陥っており、リーマンショック時と

比較すると企業体質が大幅に改善されている。これはトヨタの競争力の源泉と言える不断

の原価改善活動の積み重ねにより、損益分岐点の販売台数が 200万台さがったことによる

                                                   
138 トヨタが目指すモビリティ・カンパニーとは、「世界中の人々の『移動』に関わるあらゆる

サービスを提供する会社です」と説明している。 
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結果である。まさに藤本の言う、JIT、TQCなどの「もの造り能力（組織ルーティン）」の

徹底的追及と全体最適化、もの造り能力をより高めるための標準化とその不断の「改善能

力」、そして、自分で問題を探す姿勢にある「進化能力」という、「組織能力」の向上と

いう「内部成長」によるものと筆者は考える。 

 

13.3.  今後の展望と課題 

中国自動車産業は世界一の生産・販売台数の規模に成長したにも係わらず、世界のトップ

自動車メーカーは育たず、また、品質や新機能の面でも後塵を排している。そこで、国策と

して「自動車王国から強国」へ転換しようと模索しており、その戦略の一つが電力を中心と

する新エネ車で、環境対策、安全対策に関する新技術である。それに加え、対外開放政策の

一環として外資自動車メーカーの資本金の出資比率規制の段階的廃止が明確となり、外資

自動車メーカーと中国自動車メーカーとの本格競争を迎えることとなろう。 

中国自動車メーカー間では競争力向上のため合従連合が予想され、中国中央企業の第一

汽車、東風汽車、長安汽車の 3社は新技術開発、自動車製造と部品調達、海外進出、販売方

法について戦略提携で合意し、合従連合により世界トップブランドの育成を目指す動きが

見られる。 

一方、外資自動車メーカーも、ＶＷ、フォードモーターが新エネ車を対象とする 3社目の

合弁事業の設立、米テスラの単独進出が始まっている。また、ＶＷは江淮ＶＷの出資比率を

50％から 75％へ引き上げて経営権を取得するとともに、併せて、安徽江淮汽車の株式 50％

を取得し、現地ブランドへの直接出資を表明している。 

トヨタについては、中国自動車市場での販売シェアが世界平均の半分以下に留まり、比較

劣位の挽回計画を考察した。今後のトヨタの中国戦略は、Lexusのような高級車は品質確保

の観点から日本生産が基本であり、従来どおり完成車輸入が中心となるであろう。既存の第

一汽車、広州汽車との自動車合弁事業については、合弁契約の残余期間があり、また、販売

体制の股裂き問題が解決されておらず、当面は合弁相手先の対応を確認しつつ、トヨタの資

本比率を高め、合弁事業の主導権を握る動きを筆者は予想する。 

そして、トヨタは中国自動車市場が 27年ぶりに前年比マイナスとなるなか、2018 年以降

に中国戦略を積極姿勢に転じ、2030 年までに現地生産能力を年間 350 万台規模まで増やす

ほか、輸入 50万台を加え、計 400 万台へ拡大する方針を掲げた。商品は HVと PHVを中心に

電動車を拡充させる方向であり、トヨタの実績のある HV拡大で燃費規制（CAFC）の平均燃

費向上をはかり、PHVは NEV規制の基準比率達成のための台数確保と、手堅い手法といえる。 

しかし、トヨタの 2030 年目標達成には、これまでの中国事業 20 年の実績を上回る投資

が今後 10年間で必要となり、慎重なトヨタがどこまで積極的に推進することが出来るか注

視していきたい。 

また、NEV技術の普及面については、規模の経済性を発揮するためのアライアンスによ

る仲間づくりが近年活発であり、従来の内部成長重視の姿勢に加え、外部を巻き込んだ成



 271 

長戦略への転換が見られる。また、『モビリティ・カンパニー』に向けた新たな展開も見

込まれ未研究の範囲が多数存在する。 

そこで、既存研究分野の不足を補うため、①自動車各社の設備投資の方法、すなわち、日

本的(トヨタ、ホンダ)な、「小さく生んで、大きく育てる」方式と、中国的な「機会損失の

防止のため、大きく生む」方式の事業戦略差とその功罪、②研究の空白となっている、販売

面から見た中国自動車産業の競争力について分析していきたい。 

また、今後の中国自動車産業の変化に関連し、③「外商投資法」の改正により、2022 年に

外資出資比率の規制が解除され、大幅な自動車合弁事業の変化が見込まれ、その動向と各社

の事業戦略を分析、④MaaS、CASEの進展にともない新たな「モビリティ・サービス」が誕生

しようとしているが、各社の事業戦略を分析していきたい。 
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 附表 1．第二次大戦前のトヨタの中国活動年表（1921年～1945年） 

西暦 和暦 月 沿革 

1918 大正 7 10 豊田佐吉が中国長江沿岸を視察 

1919 大正 8 10 豊田佐吉が西川秋次を伴い上海へ移住 

1920 大正 9  豊田佐吉が個人会社として紡織廠を開設 

1921 大正 10 10 株式会社豊田紡織廠へ改組 

1925 大正 14  2 日貨排斥暴動で豊田紡織廠・第一工場被災 

1932 昭和 7  豊田紡織廠・第二工場開業 

1935 昭和 10  豊田紡織廠・鉄工部（自動織機の製造）設立 

1935 昭和 10 6 豊田自動機械販売株式会社設立 

1935 昭和 10 11 豊田紡織廠・第三工場（青島）開業 

1936 昭和 11  7 豊田の「G1 型トラック」4台を中国東北部に初輸出 

1937 昭和 12 8 第二次上海事変で豊田紡織廠・第一工場を被災 

1937 昭和 12 12 盧溝橋事件に伴う全面戦争により、豊田紡織廠・第三工場（青島）被災 

1938 昭和 13 4 トヨタ自動車工業・天津工場操業開始。トラック、バスの組立開始 

1939 昭和 14 5 トヨタ自動車工業・上海工場操業開始。「GB型トラック」の組立開始 

1940 昭和 15 2 トヨタ自動車工業・天津工場を分離し、北支自動車工業設立 

1940 昭和 15 5 豊田自動機械販売株式会社を株式会社豊田自動機械製造廠へ改称 

1941 昭和 16  大直長途汽車公司設立（上海～武漢の長距離バス運行） 

1942 昭和 17 5 上海に興亜ゴム工業株式会社設立 

1942 昭和 17 6 武漢に武漢交通株式会社を設立 

1943 昭和 18 2 青島に株式会社山東橡膠工廠を設立 

1943 昭和 18 2 天津に天津ゴム工業株式会社を設立 

1942 昭和 17 2 トヨタ自動車工業・上海工場を分離し、華中豊田自動車工業設立 

1944 昭和 19  北支自動車工業を華北自動車工業株式会社と改称 

1945 昭和 20 8 日本敗戦、全て中国側に接収 

出所）トヨタ自動車『トヨタ自動車 75 年史』を基に筆者作成 

 

附表 2．第二次大戦後のトヨタの中国活動年表（1945 年～2020年） 

西暦 和暦 月 沿革 

1958 昭和

33 

2 広州、武漢の日本商品展覧会に「クラウン」と大型トラックを出品 

1964 昭和

39 

4 新中国成立後、初の「クラウン」輸出を開始 
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1971 昭和

46 

9 トヨタ関係会社訪中団が初めて中国訪問 

1972 昭和

47 

9 中国自動車工業代表団がトヨタを訪問 

9 「ダイナ」1100 台を一括受注 

1978 昭和

53 

6 第一汽車がトヨタにて研修 

11 第一汽車を訪問・視察 

1979 昭和

54 

4 北京汽車工業公司を訪問 

1980 昭和

55 

7 北京に TASS（トヨタ認定サービスステーション）1 号店「北京市豊田汽

車維修服務中心」設立 

10 北京駐在員室を開設 

1981 昭和

56 

6 長春第一汽車にて、トヨタ生産方式生産管理の指導 

1982 昭和

57 

3 広州にて TASSを設立 

1983 昭和

58 

5 広東物資局、機械会社訪日団がトヨタを見学 

10 広東第一汽車製配廠など 6 工場で「トヨエース」1 万 6,600台の SKD 組

立開始 

1984 昭和

59 

12 広州にて「トヨエース」の技術支援を提供 

1985 昭和

60 

6 広州駐在員室発足 

7 国家経済委員会（現 国家発展改革委員会）との“中国自動車発展戦略”

共同研究 

11 北京及び広州のサービストレーニングセンターを開設 

1986 昭和

61 

6 中国初の北京モーターショーに参加、以降毎回参加 

1987 昭和

62 

5 日中共同研究による自動車産業振興策を国務院に提出 

6 トヨタの協力による中国初の自動車教習所が完成 

  ダイハツの技術援助により「シャレード」生産開始 

1988 昭和

63 

11 中国金杯汽車股份有限会社との「ハイエース」車体生産技術援助契約締

結 

1989 平成元 4 中国金杯汽車股份有限会社との、「ハイエース」の車体生産に関する技

術援助契約および型・設備売却契約の締結を発表 

1990 平成 2 9 中国汽車工業トヨタ金杯技能工養成センターを設立し、第 1次支援を開

始 
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1991 平成 3 11 潘陽市の潘陽轎車厰で商用車の生産開始（1 号車ラインオフ）、トヨタ

車体も支援 

1992 平成 4 9 中国金杯汽車股份有限会社との追加技術援助契約締結 

1993 平成 5 6 トヨタモーター（チャイナ）株式会社を設立 

1994 平成 6 11 中国ファミリーカーシンポジウム（PSE）参加（以降 1995、1996、1997

年も参加） 

1995 平成 7 1 中国国産化技術支援センターを設立 

6 北京国際自動車部品・ITS展示会に出展 

10 トヨタ、中国技能工養成センターの第 2期完工式典を実施 

12 アクスル、デフの合弁生産会社 天津豊津汽車伝動部件有限会社を設立 

1996 平成 8 5 天津トヨタ汽車エンジン有限会社（現 天津一汽トヨタ汽車エンジン有

限会社）を設立 

1997 平成 9 2 天津トヨタ鍛造部品有限会社を設立 

4 北京国際自動車電子部品＆ITS展示会へ出展 

4 清華大学および天津大学に対して科学研究項目への資金援助および技

術交流を実施 

7 ステアリングの合弁生産会社 天津津豊汽車底盤部件有限会社を設立 

9 日中共同流通調査研究交流会開催 

12 トヨタ、中国での電気自動車試験評価プロジェクトに参加 

1998 平成

10 

2 トヨタ汽車技術センター（中国）有限会社を設立 

4 北京首都汽車へ教習用「カローラ」を贈呈 

6 中国電気自動車プロジェクトへ「RAV4 EV」を贈呈 

6 天津の等速ジョイント生産合弁会社、天津豊津汽車伝動部件有限会社で

ラインオフ式を実施 

7 トヨタの天津でのエンジン生産合弁会社、天津トヨタ汽車エンジン有限

会社（現 天津一汽トヨタエンジン有限会社）でラインオフ式を実施 

11 四川トヨタ汽車有限会社（現 四川一汽トヨタ汽車有限会社）を設立 

12 四川トヨタ汽車有限会社開業・鍬入れ式典を実施 

1999 平成

11 

1 天津の自動車用鍛造部品生産会社、天津トヨタ鍛造部品有限会社でライ

ンオフ式を実施 

7 豊田章一郎名誉会長、日中投資促進機構会長に就任 

9 技術講座セミナー実施（天津大学／清華大学） 

2000 平成

12 

6 天津トヨタ汽車有限会社（現 天津一汽トヨタ汽車有限会社）を設立 

12 四川トヨタ「コースター 号口車両」ラインオフ式 
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2001 平成

13 

4 河北省豊寧満族自治県に、植樹造林（1,500 ヘクタール）を実施（10年

計画） 

7 トヨタ汽車（中国）投資有限会社を設立 

12 瀋陽金杯客車製造とのグランビア技術援助契約締結 

2002 平成

14 

8 第一汽車集団公司とトヨタ自動車との包括提携調印 

10 天津トヨタ「ヴィオス」ラインオフ式 

2003 平成

15 

4 一汽集団公司と天津一汽トヨタ汽車有限会社合弁契約締結 

6 広州トヨタ汽車合弁意向書締結 

7 長春一汽豊越汽車有限公司成立披露 

7 一汽集団公司とトヨタ自動車「一汽トヨタ販売有限会社合弁契約」締結 

7 省エネ、低公害技術で中国と共同研究 

9 天津トヨタ汽車有限会社を天津一汽トヨタ汽車有限会社に社名変更 

9 四川トヨタ汽車「ランドクルーザー プラド」ラインオフ 

9 一汽トヨタ汽車販売有限会社を設立 

10 長春一汽豊越汽車「ランドクルーザー 100」ラインオフ 

10 一汽華利汽車「テリオス」ラインオフ 

11 一汽集団会社とトヨタ自動車、「一汽トヨタエンジン有限会社合弁契約」

など締結 

2004 平成

16 

2 自動車エンジン生産の合弁会社、広汽トヨタエンジン有限会社を設立 

2 天津一汽トヨタ汽車「カローラ」ラインオフ 

3 プレス金型生産のトヨタ一汽（天津）金型有限会社を設立 

3 自動車用エンジン生産の合弁会社、一汽トヨタ（長春）エンジン有限会

社を設立 

4 北京豊寧県の緑化システム構築の支援実施 

9 広州トヨタ汽車有限会社（現 広汽トヨタ汽車有限会社）を設立 

9 第一汽車集団とハイブリッド車の普及・発展についての協力合意を発表 

11 トヨタ汽車技術センター（中国）有限会社、長春、北京に分室を設置 

12 一汽トヨタ（長春）エンジン有限会社 V6エンジン ラインオフ 

2005 平成

17 

1 広汽トヨタエンジン クランクカム生産開始 

3 清華大学の公共管理学院に「産業発展と環境ガバナンス研究センター」

（CIDEG）を設立 

3 天津一汽トヨタ汽車「クラウン」ラインオフ  

4 一汽幹部研修受入 

4 四川トヨタ汽車有限会社を四川一汽トヨタ汽車有限会社に社名変更 

7 四川一汽トヨタ汽車が、長春一汽豊越汽車有限公司を吸収合併し、 
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四川一汽トヨタ汽車有限会社（長春豊越会社）が成立 

7 中国青年トヨタ環境保護支援プログラムを創設 

8 一汽集団公司とトヨタ自動車、「プリウス技術ライセンス契約」締結 

10 天津一汽トヨタ汽車「レイツ」ラインオフ 

10 広汽トヨタエンジン エンジン ASSY 生産開始 

10 北京市交通安全管理局と共同で体験型安全運転講習会を開催 

11 北京市小学生向け道路横断用プラカードを贈呈 

12 四川一汽トヨタ汽車有限会社（長春豊越会社）「プリウス」ラインオフ 

2006 平成

18 

3 清華大学と共同研究を実施するための研究センターを設立 

3 中西部地域の学生を支援する助学基金を設立 

5 広州トヨタ汽車「カムリ」ラインオフ 

7 一汽轎車会社（FCC）にて「新紅旗」ラインオフ式典 

11 広州市で体験型安全運転講習会実施 

11 一汽轎車会社（FCC）にて「新紅旗」号口生産開始 

2007 平成

19 

3 「中国青年環境保護賞」2006 年度表彰式開催 

4 自動車整備技術者育成プログラム発表 

5 天津一汽トヨタ汽車「新カローラ」ラインオフ 

7 同方環球（天津）物流有限会社を設立 

11 上海交通安全体験活動実施 

12 四川一汽トヨタ汽車有限会社（長春豊越会社）「ランドクルーザー 200」

ラインオフ 

2008 平成

20 

2 天津一汽トヨタ汽車「ヴィオス」モデルチェンジラインオフ 

5 広州トヨタ汽車「ヤリス」ラインオフ 

5 砂漠化防止緑化センター設立式典開催 

9 広州トヨタ汽車有限会社を広汽トヨタ汽車有限会社に社名変更 

9 技能工養成センター第７期支援調印式 

2009 平成

21 

3 天津一汽トヨタ汽車「RAV4」ラインオフ 

5 広汽トヨタ汽車「ハイランダー」ラインオフ 

8 天津交通安全体験活動開催 

12 天津一汽トヨタ汽車「クラウン」モデルチェンジラインオフ 

2010 平成

22 

4 広汽トヨタ汽車「カムリ ハイブリッド」販売開始 

5 四川一汽トヨタ移転開業式 

5 四川一汽トヨタ汽車「ランドクルーザープラド」モデルチェンジライン

オフ 
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10 CATARC（中国汽車技術研究中心）と天津市での「プリウス プラグイン

ハイブリッド」共同実証実験に合意 

11 トヨタ汽車研究開発センター（中国）有限会社設立 

2011 平成

23 

8 広汽トヨタ汽車生産累計 100万台達成 

9 天津一汽トヨタエンジン、エンジン生産累計 200万基を達成 

10 トヨタ汽車研究開発センター（中国）有限会社で定礎式実施 

10 広汽トヨタエンジンで ARエンジンの生産開始 

12 広汽トヨタ汽車「カムリ」モデルチェンジラインオフ 

12 四川一汽トヨタ汽車有限会社（長春豊越会社）で 3代目「プリウス」の

生産開始 

2012 平成

24 

3 トヨタ汽車(中国)投資有限公司が北京でトヨタ６大計画を発表 

（環境技術、福祉車、商品、サービス、事業、社会貢献活動） 

 

 4 トヨタとサントリーが中国環緑化事業の合弁会社を上海に設立 

   6 北京四維図新科技と地図配信サービス合弁会社を北京に設立 

7 トヨタ汽車（常熟）零部件有限公司を設立 

2013 平成

25 

3 一汽トヨタが自主ブランドＲＡＮＺ（朗世）を発表 

4 広汽トヨタ汽車が自主ブランドの EV 概念車を上海モーターショーへ出

典 

5 中国で福祉車を試験導入 

8 一汽トヨタ技術開発有限会社の定礎式を天津で実施 

10 トヨタブランドの若返り全国運動展開「步步向前，我是丰田」 

11 HV用電池製造の新中源トヨタ汽車能源系統有限公司を設立 

11 トヨタ汽車研究中心(中国)有限公司の開業 

2014 平成

26 

6 一汽トヨタから新第 11代カローラの発売開始 

7 広汽トヨタ汽車からＬＥＶＩＮ（雷凌）の発売開始 

7 トヨタ汽車（常熟）零部件有限公司の開業 

9 広汽トヨタ汽車有限公司、会社設立 10周年 

11 広汽トヨタ汽車から新ＣＡＭＲＹの発売開始 

2015 平成

27 

3 一汽トヨタから新クラウンの発売開始 

3 広汽トヨタ汽車から新 High Lander の発売開始 

3 一汽トヨタから国産Ｐｒａｄｏ2.7Ｌの発売開始 

4 中国開発の HV車を上海モーターショーに出展 

10 一汽トヨタからカローラＨＶの発売開始 
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2016 平成

28 

8 一汽トヨタから新ＲＡＶ４の発売開始 

8 広汽トヨタ汽車から新 Yaris Lの発売開始 

10 一汽トヨタから新 VIOSの発売開始 

10 一汽トヨタからカローラＤ－Ｔ４の発売開始 

11 広汽トヨタ汽車からＬＥＶＩＮ（雷凌）Turbo の発売開始 

 

2017 平成 

29 

 4 燃料電池車「ミライ」の中国での実証実験開始 

11 中国の電動化計画発表（EV を 2020 年移動入、FCV の実証実験をバスな

どの商用車まで拡大） 

2019 令和 

  1 

 4 上海モーターショーでトヨタ初の EVを発表 

4 トヨタと清華大学で「清華大学―トヨタ連合研究院」を設立 

7 中国配車最大手の DiDiと Maas領域の協業拡大と、トヨタ・広汽トヨ

タ汽車・DiDiで車両関連サービス合弁会社を設立 

2020 令和 

  2 

4 トヨタとＢＹＤで電気自動車研究開発合弁会社の比亜迪豊田電動車

科技有限公司を設立 

4 トヨタと第一汽車集団で合弁管理体制の再編 

6 トヨタなど 6社連合で、燃料電池システム研究開発合弁会社の聨合燃

料電池系統研究（北京）有限公司を設立 

（第一汽車、東風汽車、広州汽車、北京汽車、北京維華通、トヨタ） 

出所）トヨタ自動車『トヨタ自動車 75 年史』を基に筆者作成 

 

附表 3．西川秋次年譜 

西暦 和暦 月 西川秋次の概要 関係年譜 

1881 明治 14 12 愛知県渥美郡二川町で 

西川重吉の次男として誕生 

 

1891 明治 24 5  佐吉により「豊田式木

製人力織機」完成 

1894 明治 27 6  豊田喜一郎誕生 

1909 明治 42 7 東京高等工業学校紡織科を卒業  

1910 明治 43 5 豊田佐吉に随行して渡米  

1911 明治 44 1 単身米国に残り紡織事業・製造工業を研究  

1912 大正元 10 帰国後、豊田自動織布工場に入社  

1917 大正 6   豊田喜一郎、東京帝国

大学工学部機械工学

科卒業 
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1918 大正 7 1 豊田紡織の取締役に就任 豊田紡織株式会社設

立 

1919 大正 8 2 豊田佐吉に随行し上海 豊田佐吉渡支、紡織事

業を視察 

1920 大正 9  豊田佐吉の個人会社として、上海に紡織会

社設立 

 

1921 

 

大正 10 10 豊田紡織廠（上海）の常務取締役就任 株式会社豊田紡織廠

（上海）設立 

1925 大正 14 2 上海の日貨排斥暴動で豊田紡織廠（上海）

第一工場被災 

 

1926

年 

大正 15 3  豊田佐吉、「G型自動織

機」完成 

1926

年 

大正 15 11 豊田自動織機取締役に就任 豊田自動織機製作所

創設 

1927 昭和 2 4  豊田佐吉、健康上の問

題により上海から帰

国 

1928 昭和 3 4 菊井紡織監査役に就任  

1930 昭和 5 10  豊田佐吉、逝去（64才） 

1931 昭和 6 9  満州事変勃発 

1932 昭和 7 1 第一次上海事変勃発  

1932 昭和 7 12 庄内川レーヨン取締役就任  

1935 昭和 10 6 上海に豊田自動機械販売株式会社を設立

し、取締役就任 

 

1937 昭和 12 7  盧溝橋事件勃発 

1937 昭和 12 8 第二次上海事変で豊田紡織廠（上海）第一

工場被災 

第二次上海事変発生 

1937 昭和 12 8 トヨタ自動車工業監査役就任 トヨタ自動車工業株

式会社設立 

豊田利三郎社長就任 

豊田喜一郎常務就任 

1938 昭和 13 1  トヨタ自動車工業、天

津工場開設 

1939 昭和 14 4 在上海日本商工会議所副会頭に就任 トヨタ自動車工業、上

海工場完成 
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1939 昭和 14 10 中支那輸入配合組合連合会理事に就任  

1940 昭和 15 2  トヨタ自動車工業天

津工場を、「北支自動

車工業株式会社」とし

て独立、豊田喜一郎が

社長就任 

1940 昭和 15 4 支那事変に於ける功により勲六等瑞宝章

受賞 

 

1940 昭和 15  豊田機械販売株式会社(上海)を「株式会社

豊田機械製造廠」と改称 

 

1940 昭和 15  中支那日本自動車輸入配合組合理事長に

就任 

 

1940 昭和 15  財団法人豊田理化学研究所監事就任  

1940 昭和 15 10 貿易功労者として受賞  

1941 昭和 16  大直長途汽車公司創設  

1941 昭和 16 4  豊田工機株式会社創

立 

豊田利三郎社長就任 

1941 昭和 16 6 トヨタ自動車工業、上海工場を「華中豊田

自動車工業株式会社」として独立、社長豊

田喜一郎、西川は副社長に就任 

 

1941 昭和 16 10 トヨタ金融(名古屋)の取締役に就任  

1941 昭和 16 12 済南に日支合弁成連紡織設立し副社長に

就任 

 

1942 昭和 17 2  豊田紡織他 4社が合併

し中央紡織株式会社

設立、豊田利三郎が社

長就任 

1942 昭和 17 5 上海に興亜ゴム工業株式会社を設立し、取

締役に就任 

 

1942 昭和 17 5 上海に長江実業株式会社を設立し取締役

に就任 

 

1942 昭和 17 6 武漢交通株式会社を創設し理事に就任  

1943 昭和 18 2 株式会社山東ゴム工廠を創設  
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1943 昭和 18 2 天津ゴム工業株式会社を創設  

1944 昭和 19   北支自動車工業を「華

北自動車工業株式会

社」へ改称 

1945 昭和 20 8 （在華日本資産は全て没収） 終戦 

1945 昭和 20 11 （旧豊田紡織廠は中国紡織建設公司、上海

第 5廠となる） 

 

1946 昭和 21 1 上海日本人技術者協会委員長に就任、8 月

に「上海日本人技術協会」と改称 

 

1946 昭和 21  （旧華中豊田自動車工場を本廠として）国

民政府により設立された中国紡織機器製

造公司の最高顧問に就任 

 

1946 昭和 21  上海日僑互助会理事長に就任、 

9月に「上海残留日僑事務連絡所」と改称 

 

1949 昭和 24  日本に帰国  

1949 昭和 24 5  共産党が上海支配、国

民党は台湾に亡命 

1949 昭和 24 10  中華人民共和国建国 

1950 昭和 25 8 上海の豊田紡織廠が日本に保有していた

財産を精算し、その一部を日新通商の増資

分（2,100万円）として出資 

 

1950 昭和 25 8 日新通商監査役に就任 

後の「豊田通商株式会社」 

 

1950 昭和 25 11 残りの資金で、栄豊紡網株式会社を設立

し、西川は社長就任 

 

1952 昭和 27 3  豊田喜一郎逝去（58

才） 

1952 昭和 27 6  豊田利三郎逝去（68

才） 

1957 昭和 32 5 豊田自動織機製作所監査役就任  

1963 昭和 38 9 西川秋次逝去（83才）  

出所）西川田津（1964）『西川秋次の思い出』 

   東和男（2009）『創世記の豊田と上海』を基に筆者作成 
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